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さらなる共有価値の創造に向けて

アフラックは創業以来、

コアバリュー（基本的価値観）に基づいたCSV経営を実践し、

社会と共有できる価値を創造することで

持続的な成長を実現してまいりました。

そして、さらなる共有価値の創造に向かって

今年から新たな中期経営戦略をスタートさせました。

変化の激しい時代においても、すべてのステークホルダーから

信頼される会社であり続けるとともに、

「生きる」を創るリーディングカンパニーへと

飛躍することを目指してまいります。

さらなる 
共有価値の創造に向けて
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アフラック生命保険株式会社の概要

1.	� 「アフラック 統合報告書2020」は、保険業法第111条及び一般社団法人生命保険協会が定める開示基準に基づいて作成したディスクロー
ジャー誌です。作成にあたっては、国際統合報告評議会（IIRC）が提示するフレームワークを参考として、当社のCSV経営の取り組みを含む経
営活動をステークホルダーの皆様にご理解いただくために「統合報告書」として発行しています。

2.	�アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ コロンバス（日本支店）は2018年4月2日に日本支店から日本法人（株式会社）
へ会社形態を変更し、「アフラック生命保険株式会社」となりました。このため、本誌に掲載している「当社」は、アメリカン ファミリー ライフ 
アシュアランス カンパニー オブ コロンバス（日本支店）を指す場合とアフラック生命保険株式会社を指す場合があります。なお、本誌に掲載
している2018年4月1日以前の決算数値及び経営活動全般に関する情報は、アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ 
コロンバス（日本支店）に関するものであり、2018年4月2日以降の情報は、アフラック生命保険株式会社に関するものです。

3.	�計数（%数値を除く）については、原則として単位未満を切り捨てて表示しています。%数値については、小数点第二位を四捨五入して表示して
います。このため、内訳として記載の数値の合算値と実際の合計値は必ずしも一致しません。

アフラック生命保険株式会社の概要

正 式 名 称 アフラック生命保険株式会社 （英文表記：Aflac Life Insurance Japan Ltd.）

営 業 開 始 2018年4月2日

創 業 1974年11月15日 
（アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ コロンバス 日本支店）

代 表 者 代表取締役会長　チャールズ・レイク
代表取締役社長　古出 眞敏 （こいで・まさとし）

所 在 地 �〒163-0456 東京都新宿区西新宿2-1-1 新宿三井ビル 

株 主 Aflac Holdings LLC （100%／保険持株会社）

格 付 け	
（2020年6月末時点）

Moody’s 〈保険財務格付け〉：Aa3
S&P〈保険財務力格付け〉：A+
※	1.	格付けは保険会社の保険金支払いの能力に関する格付会社の意見を表しています。
	 2.	格付けは現在の情報に基づいており、将来的には変化する可能性があります。

社 員 数 5,134人 〈うち 男性2,537人  女性2,597人〉

平 均 年 齢 39.6歳 〈うち 男性40.5歳  女性38.7歳〉

営業拠点数 95営業部・支社

当 社	
販売代理店数

9,233店
提携金融機関（364）及び日本郵便株式会社を含む（第一生命保険株式会社、株式会社かんぽ生命保険及び大同生命
保険株式会社は除く）

募 集 人 数 110,129人
生命保険募集人登録数（提携金融機関、第一生命保険株式会社、日本郵便株式会社、株式会社かんぽ生命保険及び大同
生命保険株式会社の募集人、個人アソシエイツ*店主及び法人アソシエイツ代表者は除く）

契 約 者 数 1,535万人
個人保険・個人年金保険（年金支払開始後契約を含む）の保有契約を契約者（法人を含む）単位に名寄せした数

※�上記数値は、2019年度末時点のデータを記載しています。� *アソシエイツについてはP.114参照

最新情報につきましては、 
オフィシャルホームページをご覧ください。

https://www.aflac.co.jp

https://www.aflac.co.jp
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4 〈第1部〉

アフラックのコアバリューに基づくCSV経営

アフラックの	
コアバリューに基づくCSV経営

　当社は、「がんに苦しむ人々を経済的苦難から救いたい」という想いのもと、1974年に日本で初めて
がん保険を提供する保険会社として創業しました。
　以来、その想いや「The Aflac Way」「企業理念」「ブランドプロミス」に表されるコアバリュー（基本
的価値観）に基づき、社会と共有できる価値（Shared Value）を創造（Create）していく企業経営（＝
CSV経営）を実践しています。時代とともに変化する社会的課題を捉えつつ、それらの解決に向けて新
たな価値を創造することで、ステークホルダーであるお客様、ビジネスパートナー、社員、株主、社会の
期待に応える努力を続けてきました。
　当社は、これからもすべてのステークホルダーと築き上げてきた有形無形の資産を確実に受け継ぎ、
さらに発展させながら、社会と共有できる新たな価値を創造し続けることで、「生きる」を創るリーディ
ングカンパニーへと飛躍していきます。

アフラックの
　コアバリュー
創業の想い
	 �「がんに苦しむ人々を	
経済的苦難から救いたい」

The Aflac Way  
	（アフラック・ウェイ）

企業理念

ブランドプロミス
	「『生きる』を創る。」

創業の想い

　当社は「がんに苦しむ人々を経済
的苦難から救いたい」という日米
両国の創業者の強い想いのもと、
1974年に日本で初めてがん保険を
提供する保険会社として創業しまし
た。以来、この想いを受け継ぎ、日
本の社会に根差した保険会社とし
て、40年以上にわたり多くのがん罹
患者の方を支援しています。

The Aflac Way （アフラック・ウェイ）

　アフラックでは、お客様をはじめとするさまざま
なステークホルダーに対する約束を果たしていくと
いう姿勢を「The Aflac Way」として掲げ、社員一人
ひとりが日々の業務のなかで常にそれを意識しなが
らこうしたステークホルダーと向き合っています。
　アフラックは、日米両国で最高の価値の保険商
品をお客様に提供しつつ、必要とされるときに必ず
お客様のそばでお役に立つとの約束を果たすこと
に、これからも全力で取り組んでいきます。

企業理念

● 新たな価値の創造
若さと独創性溢れる人間集団として、パ
イオニア精神をもって常に社会のニーズ
を先取りし、新たな価値の創造に努める。
● お客様第一
お客様のニーズに合致した商品と最善
のサービスを常に最良の価格で提供す
ることにより、お客様の信頼を高め、社
会からの厚い信認を獲得する。

時代とともに変化する	
社会的課題

デジタル技術の進展医療環境の変化
人口動態

ニューノーマル（新常態）の出現
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アフラックのコアバリューに基づくCSV経営

共
有
価
値
の
創
造
と
持
続
的
成
長

アフラックの
CSV経営

独自の資源や	
専門性を活かして	
社会的課題を解決

経済的価値の	
創出

お客様	
安心の提供

社員
多様性の尊重 

働きがいのある 
職場の提供

株主
期待に沿う 
成長の実現

社会
社会に貢献する 

活動の推進

ビジネス
パートナー

相利共生

● 人間尊重
社員やアソシエイツも含めたすべての人々を尊
重し、常に事業と個人双方の継続的な成長を目
指す。
● 法令等の遵守（コンプライアンス）
企業活動および業務遂行にあたっては、日米両
国の法令や行動倫理憲章等の遵守をすべてに
対して常に優先し、企業としての社会的責任を
果たす。

ブランドプロミス 「『生きる』を創る。」

　日本初のがん保険でスタートし、「生きるための保険」を切り拓いてきたアフラック。
　がんをはじめとした病気やケガ、介護にまつわる不安を少しでも取り除き、自分らし
く生きていただくためのお役に立ちたい。そんな想いが、私たちの中に脈々と流れ続け
ています。
　「生きるための保険」のリーディングカンパニーとして、私たちは、時代の変化を先取
りした商品・サービスを創造するとともに、お客様のことを親身になって考えられる心
を大切にしていきます。
　お客様ひとりひとりが創る、自分らしく充実した人生。アフラックの願いです。

「生きる」を創る	
リーディングカンパニーとして	

社会と共有できる	
新たな価値を創造する



1974年

3

200

1980年

470

1985年

937

1990年

1,323

1995年

1,495

2000年

1,795

2005年

2,101

2010年

2,378

2015年

2,447

2019年
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アフラックの歴史

アフラックの歴史 日本初のがん保険とともに歩みはじめたアフラックは、創業の想いを受け継ぎながら、「生きる」を創るリーディングカンパニーを目指して、さらに前へ進んでいきます。

米国での創業と世界初のがん保険誕生
　アフラックは、1955年、エイモス家の3兄
弟により米国ジョージア州コロンバス市で
創業しました。創業当時は、小口の生命保険
を訪問販売していました。度重なる経営難
を経験しながらも、他社との差別化のため、
1958年に世界初のがん保険を開発しまし
たが、しばらくは生活者の関心は高くありま
せんでした。1964年、3兄弟の父親が1年間
のがん闘病の末に他界。がん闘病の大変さ

を知り、以降、がん保険に事業を特化してい
きました。

日本進出を決意
　1970年、創業者の一人が大阪万博のため
に来日。風邪予防のためにマスクをする日本
の生活者の衛生意識の高さに着目し、日本
進出を決意しました。
　当初、国内の生命保険会社に提携を打診
しましたが、知名度もなく、また、がんは不治エイモス家3兄弟 （左からポール、ジョン、ウィリアム）

1978年発売

1974年発売 1990年発売

1982年
8月 日本初の「がん電話相談」を開設

1989年
11月 「AFLAC 全国アソシエイツ会」を設立

2000年
9月 �第一生命保険相互会社（当時）との

業務提携に基本合意

2003年
5月 �コーポレートキャラクターとして 

「アフラックダック」を採用

2005年
4月 �新たなブランドマークを採用、 

ブランドプロミスを策定

2008年
10月 �郵便局株式会社（当時）によるがん保険販売の開始

2013年
7月 日本郵政株式会社との業務提携に基本合意
9月 大同生命保険株式会社との業務提携に合意

アフラックは「がんに苦しむ人々を経済的苦難から救いたい」という日米両国の創業者の強い	
想いのもと、1974年に日本で初めてがん保険を提供する保険会社として創業しました。

保有契約件数の推移 （単位：万件）
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アフラックの歴史

日本初のがん保険とともに歩みはじめたアフラックは、創業の想いを受け継ぎながら、「生きる」を創るリーディングカンパニーを目指して、さらに前へ進んでいきます。

の病と恐れられており、タブーとされる風潮
のなか、いずれの会社もがん保険に関心を示
しませんでした。
　そこで、単独進出に
向けて事業立ち上げ
に奔走しましたが、前
例のない保険商品の
ため、大蔵省（当時）だ
けでなく、厚生 省（当
時）からも承認を得な
ければならないなど、
事業認可取得の道のり
は困難を極めました。

日本初のがん保険発売から日本法人へ
　日本進出決意から4年を経た1974年10
月、ついに認可を取得し、同年11月15日、日本
初のがん保険とともに営業を開始しました。
当局との折衝の長期化から米国本社（当時）
は日本進出を一度はあきらめかけましたが、
がん保険の必要性に対する日本の創業メン
バーの信念によって新しい価値がもたらされ
ました。
　その後も、世界初の〈痴ほう介護保険〉を
はじめ、終身医療保険や就労所得保障保険
など、お客様や社会のニーズにお応えする商
品・サービスを提供してきました。2018年4

月2日には、日本法人「アフラック生命保険
株式会社」となり、名実ともに日本の生命保
険会社として歩み続けています。

日本における事業認可を取得

2006年発売

2007年発売

2009年発売

2011年発売

2013年発売

2020年発売

2016年発売

2018年発売

1997年発売

1999年発売

2000年発売

2002年発売

2018年
  4月 アフラック生命保険株式会社として営業を開始
  8月 「アフラック・イノベーション・ラボ」を開設
12月 �日本郵政株式会社との「資本関係に基づく戦略提携」

に合意

2019年
 2月 �アフラック・イノベーション・パートナーズ 

合同会社を設立
 8月 �調布市と「包括的パートナーシップ協定」を締結
11月 「Aflac Agile Base」を開設

2020年
 2月 �「アフラック 中期経営戦略（2020～2022年）」を公表
 3月 〈生きるためのがん保険Days1 ALL-in〉を発売

大阪万国博覧会

2017年発売
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財務・非財務ハイライト

15,333 14,399 14,439 14,310 14,129

2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（単位：億円）

1兆4,129億円

■ 保険料等収入

（前年度比 1.3%減）

4,871

3,0423,042 3,0343,034 3,0173,017 3,0243,024 3,0553,055

4,975 5,131 5,276 5,491

2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（単位：億円）

5,491億円
■ 保険金・給付金等のお支払い状況

全商品

3,055億円
うち
がん保険

（前年度比 4.1%増）

（前年度比 1.0%増）

2,602 2,586 2,753 3,087 3,264

2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（単位：億円）

3,264億円

■ 基礎利益

（前年度比 5.7%増）

107,755 112,856 119,699 121,339 123,793

2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（単位：億円）

12兆3,793億円

■ 総資産

（前年度末比 2.0%増）

848.2

200%

956.1 1,030.0 961.2 880.9

2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（単位：%）

監督基準
（200%）を
大きく上回る
水準

880.9%
■ ソルベンシー・マージン比率

（前年度末比 80.3ポイント減）

解 説 	� 「保険料等収入」とは、ご契約者から実際に払い込まれた保険料（及び再保険収入）による収益で、生命保険会社の収益の大半を占めています。

解 説 	� 「ソルベンシー・マージン比率」とは、通常の予測を超えて発生するリスクに対する備えの程度（支払余力）を示す行政監督上の指標の一つです。
数値が200%以上であれば、健全性についての一つの基準を満たしているとされます。200%を下回った場合、監督当局による業務改善命令等
の対象になります。

解 説 	� 「基礎利益」とは、生命保険会社の保険本業の期間収益を示す指標の一つで、保険料等収入や資産運用収益などからなる「基礎収益」から、保険
金等支払金、責任準備金等繰入額（危険準備金繰入額等を除く）、事業費などからなる「基礎費用」を差し引いたものです。この基礎利益に有価
証券売却損益などの「キャピタル損益」と「臨時損益」を加えたものが、損益計算書上の「経常利益」になります。

がん保険・医療保険をはじめとする「生きるための保険」を中心とした安定的な保険料等収入により、基礎利益や総資産が堅調に伸展するとともに、健全な財務内
容を維持しています。また、お客様の「生きる」を創るために多 様な人財が活躍できるようダイバーシティの推進に取り組んでいます。財務・非財務ハイライト
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財務・非財務ハイライト

1,529 1,546 1,553 1,549 1,535

2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（単位：万人）

1,535万人
■ お客様数*

（前年度末比 0.9%減）

*個人保険・個人年金保険（年金支払開始後契約を含む）の保有契約を契約者（法人を含む）単位に名寄せした数

2019

2018

（年度）

非常に満足 まあ満足

満足層 65.2% 不満層 2.4%

満足層 64.4% 不満層 2.4%

やや不満
非常に不満どちらともいえない

（単位：%）■ お客様満足度*

10.810.8

10.610.6

54.454.4

53.853.8

32.432.4 2.12.1

2.12.1

0.30.3

0.40.433.233.2

* 詳細はP.110をご覧ください。

20.3*
23.5*

26.3
28.8 30.7

2015 2016 2017 2018 2019（年度）

（単位：%）

17.1%30.7%

■ 指導的立場に占める女性社員比率

ライン長*ポストに
占める割合

指導的立場*に
占める割合 17.117.1

11.011.0 11.411.4
15.615.6

*課長代理以上の役職 *直属の部下を持つ管理職

*各年度内の12月末時点。それ以外は各年度内の1月1日時点。

（2020年6月末現在）

Aa3 A+ AA- AA

■ 格付け
Moody’s

（保険財務格付け）
S&P

（保険財務力格付け）
R&I

（保険金支払能力）
JCR

（保険金支払能力格付）

● Moody’s：ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク　 ● S&P：スタンダード・アンド・プアーズ・グローバル・レーティング
● R&I：株式会社 格付投資情報センター　 ● JCR：株式会社 日本格付研究所
解 説 	� 「格付け」とは、独立した第三者である格付会社が、保険会社の保険金支払いに関する確実性をアルファベットと記号・単語などで表したものです。

会社の財務・収支情報、営業・経営戦略などさまざまな情報に基づき決定されています。

がん保険・医療保険をはじめとする「生きるための保険」を中心とした安定的な保険料等収入により、基礎利益や総資産が堅調に伸展するとともに、健全な財務内
容を維持しています。また、お客様の「生きる」を創るために多 様な人財が活躍できるようダイバーシティの推進に取り組んでいます。

■ ダイバーシティ推進の取り組み
	� 当社の外部評価に関する詳細はP.64〜65を 

ご覧ください。
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価値創造ストーリー

価値創造ストーリー
～Aflac VISION2024に向けた持続的成長のビジネスモデル～

コアバリュー
■  創業の想い

■  企業理念

持続的成長を	
可能にする	
ビジネスモデル

コアビジネスの
健全な成長

アフラックの	
価値創出の源泉

アフラックが向き合う	
社会的課題

●❶	�人生100年時代の	
新たな課題

	 ●	 少子高齢化の進展
	 ●	 健康寿命の延伸
	 ●	� 社会保障費増加に伴う 

自助努力の確保
	 ●	 雇用環境変化への対応
	 ●	 働き方の見直し

●❷	がんに関わる新たな課題
	 ●	� 遺伝子医学など医療技術の 

進化に伴う治療の個別化
	 ●	� 治療環境の変化に伴う 

保障ニーズの変化
	 ●	� 現役世代のがん罹患増による 

治療と就労の両立
	 ●	� 小児がんやAYA世代への支援

●❸	�グローバルな環境変化への
対応に関する課題

	 ●	� ニューノーマル（新常態）への適応
	 ●	� デジタルイノベーションによる

社会の変化
	 ●	� ビッグデータの利活用による

パーソナライズ化への対応
	 ●	� ESG投資の促進
	 ●	� 気候変動への対応

●❶	人的・知的資本
	 ●	� 日本で最も長く 

がんと向き合ってきた保険会社
としての知見

	 ●	� がん保険・医療保険 
保有契約件数No.1の信頼

	 ●	� 年間5,000億円を超える 
給付実績

	 ●	� 役職員におけるコアバリュー 
（基本的価値観）の深い浸透と
高いモチベーション

●❷	社会・関係資本
	 ●	� 1,535万人のお客様
	 ●	� 全国に広がるアソシエイツ 

（当社販売代理店）と業務提携先
など多様な販売チャネル

●❸	財務資本
	 ●	� ソルベンシー・マージン比率や 

保険財務格付けに表れる 
高い信用力

好循環サイクルによるCSV経営の深化

「『生きる』を創る。」をメインテーマとした社会貢献活動

ESGへの取り組み

がん保険のパイオニア

「生きるための保険」の	
リーディングカンパニー

安心をお届けする	
多様な販売チャネル

お客様の一生に寄り添う	
商品・サービスの提供

迅速かつ確実な保険金・	
給付金等のお支払い

中期	
経営戦略

（2020〜2022年）
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価値創造ストーリー

「生きるための保険」を中心としたコアビジネスの伸展とヘルスケアを含む	
ビジネス領域の拡大を通して「生きる」を創る共有価値の創造に取り組む

■  The Aflac Way

■  ブランドプロミス 「『生きる』を創る。」

■  創業の想い

■  企業理念

Aflac	
VISION	
2024

≫	新たなガバナンス態勢のもとでの機動的な業務運営の強化
≫	人財マネジメントに関する抜本的制度改革
≫	成長のためのイニシアチブ
≫	強固な財務基盤の維持と成長投資

経営基盤の強化と	
安定

保険の枠を超えた
価値創造への挑戦

 「生きる」を創るリーディングカンパニーへ
誰もが安心で健やかに自分らしく生きる社会の実現

お客様
	 ●	� 「『生きる』を創る。」の実践による 

安心の提供
	 ●	� 迅速かつ確実な 

保険金・給付金等のお支払い
	 ●	� 感動的な体験価値の提供

ビジネスパートナー
	 ●	� 相利共生
	 ●	� イノベーションの創出に向けた 

協働

社 員
	 ●	� 多様な人財・多様な働き方の 

尊重と働きがいのある職場の提供
	 ●	� 自律的な行動と主体的なキャリア

形成

株 主
	 ●	� 期待に沿う成長と企業価値の向上

社 会
	 ●	� 共有価値の創造による 

社会的課題の解決
	 ●	� 地域社会の発展への貢献

「生きる」を創る
共有価値の創造

「『生きる』を創る。」をメインテーマとした社会貢献活動

ESGへの取り組み

機動的な業務運営を	
可能にする	

コーポレートガバナンス

多様な人財が能力を	
発揮できる企業風土

長期安定的な	
資産運用収益の確保

デジタルイノベーションの活用
柔軟かつスピーディーな	

価値提供（アジャイルの推進）

リスクの適切な管理と	
最適な資源配分

がんにまつわる課題を	
トータルに解決する	

キャンサーエコシステムの構築

がん、ヘルステック、	
インシュアテック領域の	

スタートアップ企業への出資と協業

経済的価値の	
創出
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マネジメントメッセージ

　こうした環境のなか、当社の共有価値の創
造に向けたさまざまな取り組みをステークホ
ルダーの皆様にわかりやすくお伝えし、良好
なコミュニケーションを継続しながら成長し
ていくことが大切であると考えています。
　そのため、これまでのディスクロージャー誌
を発展させ、過去～現在～未来へつながる価
値創造ストーリーを軸とした「統合報告書」を
発行することとしました。
　当社は、この統合報告書をステークホルダー
の皆様との重要なコミュニケーションのツー
ルとして活用し、皆様と対話を重ねながら、
今後の持続的な成長につなげてまいります。

アフラックのCSV経営

　当社は、「がんに苦しむ人々を経済的苦難
から救いたい」との想いから、約45年前、それ
まで日本には存在しなかったがんに関する治
療のみを保障する「がん保険」を提供する保
険会社として創業しました。
　その後、45年の歳月を経るなかで、私たち
は社会における当社の存在価値や社会に提
供できる価値について、幾度となく問い続け
てきました。その問いに対する答えは、その時
代ごとに言語化され、先に述べた「創業の想
い」とともに、「The Aflac Way」「企業理念」

アフラックの価値創造ストーリー
～コアバリュー（基本的価値観）に基づくCSV経営を軸とした

持続的成長を実現するビジネスモデル～

マネジメントメッセージ

　新型コロナウイルス感染症によって影響を
受けられた方々に謹んでお見舞い申しあげま
すとともに、一日も早い終息を心から願って
います。

　当社は、お客様やビジネスパートナーをは
じめとするステークホルダーの期待に応え、
これまで以上に日本社会に根差してさらな
る共有価値を創造していくために、2018年
4月、米国生命保険会社の支店から日本法人

「アフラック生命保険株式会社」へと生まれ
変わりました。そして、業務執行における柔
軟かつ機動的な意思決定や効率的な業務運
営に向けてガバナンス態勢を一層強化する
とともに、創業50周年となる2024年に目指
す姿として策定した「Aflac VISION2024」
の実現に向けて、2020年2月に中期経営戦略

（2020～2022年）を策定・公表しました。
　一方、同じ2020年初頭から突如発生した
新型コロナウイルス感染症の世界的な流行
によって、東京オリンピック・パラリンピック
の延期をはじめ、世界経済はリーマン・ショッ
クを超える影響を受けるなど、まさにVUCA

（Volatility：変動性、Uncertainty：不確実
性、Complexity：複雑性、Ambiguity：曖昧
性）をも凌ぐ「超VUCA」を象徴する事態が起
きています。
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マネジメントメッセージ

「ブランドプロミス」というアフラックのコア
バリュー（基本的価値観）を表す言葉として現
在に受け継がれています。
　当社の企業経営において、どの時代にも共
通することは、コアバリューに基づいて、当社
固有の価値創出の源泉を活かしながら、当社
が向き合うべき社会的課題の解決に取り組
み、社会と共有できる新たな価値を創造する
ことで成長を果たしてきたということです。
　現在、がんに関わる分野においては、遺伝子
医学など医療技術の進化に伴う治療の個別化、
がんと就労の問題、小児がんやAYA世代*の患
者への支援などさまざまな課題があります。
　当社は、日本において最も長くがんと向き
合い、最も多くのがんと闘う方々の声に耳を
傾けてきた保険会社です。これまで積み上げ、
受け継いできたさまざまな経験と知見を活
かし、がん保険の開発や社会貢献活動をはじ
めとする数多くの取り組みを通して、さまざま
な社会的課題の解決に取り組んできました。
そして同じ価値観を共有するビジネスパー
トナーや社員とともに築いたビジネスモデル
は、これまで当社が創造してきた新たな価値
の源泉であり、その結果として、1,500万人以
上のお客様から2,400万件を超えるご契約を
お預かりする保険会社にまで成長することが
できました。

代表取締役社長　古出 眞敏

*	�AYA世代：思春期・若年成人（一般的に15歳から30歳前後）を指し、
AYAはAdolescent and Young Adultの略。
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マネジメントメッセージ

　このように、コアバリューに基づいて当社が
向き合うべき社会的課題の解決に取り組み、
社会と共有できる新たな価値を創造し、それ
が経済的価値の創出につながるという好循
環が「アフラックのCSV経営」の本質だと考
えています。

コアビジネスの健全な成長

　当社は、時代の変化を見据え、お客様が本
当に必要とするがん保険を誰よりも先に、誰
よりも多く開発してきた「がん保険のパイオ
ニア」です。一方、がんという病気やがん保険
を通してさまざまな課題と向き合うなかで、
がん保険だけでは満たすことができない社
会的ニーズがあることも経験してきました。
そのため、世界初の介護保険、終身保障かつ
安価な医療保険、働けなくなったときの経済
的補填を提供する保険など、お客様自身が
いかなるときも自分らしく生きるための保険

の開発に取り組み、さまざまな新しい市場を
創ってきました。そうした当社のコアビジネ
スにおける健全な成長が、「生きるための保
険」のリーディングカンパニーとしての自負
と、1,500万人以上のお客様のご契約をお預
かりするという責任を芽生えさせ、さらに社
会と共有できる新たな価値の創造への挑戦
に駆り立ててきました。
　例えば、昨年度は、医療技術の急速な進化
によって大きく変化する治療環境を踏まえ
て、治療費に関する保障を1つにまとめること
で保障の不足や重複が生じない仕組みを実
現した〈生きるためのがん保険Days1 ALL-
in〉を開発したほか、〈ちゃんと応える医療保
険EVER〉に「特別保険料率に関する特則」を
導入し、お客様の健康状態に応じて所定の保
険料をお支払いいただくことで必要な保障を
ご準備いただけるようにしました。
　当社は、人生100年時代においても、時代
に合った商品を開発し、多様な販売チャネル
を活かして、お客様の一生に寄り添いながら
サービスを提供していきます。そして、お客様
に万一のことがあったときには、迅速かつ確
実に保険金・給付金をお支払いすることで、お
客様に安心をお届けするという保険会社とし
ての使命をこれからも果たしてまいります。

経営基盤の強化と安定

　新型コロナウイルス感染症の蔓延が世界に
与えた影響に象徴される超VUCA時代にお
いて、当社を取り巻くビジネス環境は、経済の
グローバル化やデジタルイノベーションの進
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マネジメントメッセージ

展とも相まって一段と変化の振れ幅が大きく
なっており、また先行きを予測することがさ
らに困難になっています。こうした環境にお
いてもステークホルダーの期待に応えるため
には、明確なビジョンのもと、経営のスピード
とともに柔軟性や機動性を強化しながら、社
会的課題の解決と経済的価値の創出を実現
していかなければならないと考えています。
　そのためにも、時代の変化に合わせて機動
的な業務運営を可能にするより強固なコーポ
レートガバナンス態勢を構築し、多様な人財
が能力を発揮できる企業風土の醸成と人財
育成に引き続き取り組んでいきます。また、リ
スクの適切な管理や最適な資源配分や長期
安定的な資産運用収益の確保にも取り組ん
でいきます。こうした経営基盤の強化と安定
への取り組みが、次代の成長に向けたビジネ
スモデルを形づくり、当社の持続的な成長を
実現していくと考えています。

保険の枠を超えた 
価値創造への挑戦

　当社は、創業50周年を迎える2024年に目
指す姿として策定した「Aflac VISION2024」
において、「生きる」を創るリーディングカンパ
ニーへの飛躍を掲げています。これは、がん保
険や医療保険を中心とする「生きるための保
険」のリーダーであり続けるとともに、日本社
会に対してさらなる価値を提供していくため
に、コアビジネスとしての保険事業に留まらず、
保険の枠を超えた領域でも新たな価値を創造
していくという企業姿勢を表したものです。

　そして、2020年からの3年間における経営の
重点的に取り組む事項を中期経営戦略（2020
～2022年）としてまとめ、次なる成長に向け
て取り組みはじめました。
　中期経営戦略では、「新たなガバナンス態
勢のもとでの機動的な業務運営の強化」「人
財マネジメントに関する抜本的制度改革」「成
長のためのイニシアチブ」「強固な財務基盤
の維持と成長投資」の4つの戦略を掲げ、その
すべてにわたり、デジタル技術やデータサイエ
ンスといったデジタルイノベーションを積極
的に活用していくこととしています。また、変
化の激しさをビジネスチャンスと捉え、変化
のスピードに合わせたアウトプットを創出する
ために、さまざまな業務においてアジャイル
型での働き方*を実践していきます。

*詳細はP.82〜83をご覧ください。
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マネジメントメッセージ

　例えば、デジタル技術を活用した保険金・給
付金請求の利便性向上やインターネット手続
きの拡充などにアジャイル手法で取り組むこ
とでスピーディーにお客様へ価値提供を行っ
ていきます。また、アジャイル型での働き方の
浸透に向けた取り組みを「Agile@Aflac」と
称して、「ご契約者インタラクション」「商品・
サービス企画」「契約管理の高度化・適正化」
などのテーマのもと、全社横断による人財を
集約し、50を超えるスクワッド（チーム）を組
成し、多様化かつパーソナライズ化するお客
様ニーズに応える価値提供に取り組んでいま
す。2019年11月には、アジャイル型での働き
方を推進するための拠点として「Aflac Agile 
Base」を開設し、こうした取り組みをより加
速させる態勢も整えました。
　また、スタートアップ企業との協働を土台と
してがんに関する課題をトータルに解決する

「キャンサーエコシステム*」の構築、さらには
ヘルスケア領域における保険の枠を超えた新

たな価値の創造などアフラックのこれからの
持続的成長の萌芽となる取り組みも進めてい
ます。
　特に「キャンサーエコシステム」の構築につ
いては、ヘルステックや業界を超えた企業連
携を通して、健康増進、病気の早期発見、治
療後のアフターケアやQOL向上まで、保険に
よる経済的負担の軽減だけでなく、がんにま
つわる幅広い課題についてお客様一人ひとり
に最適なソリューションを提供できる体制づ
くりに取り組んでいます。さらに、お客様が安
心で健やかに自分らしく生きる社会を目指し
て、がんにとどまらず、ヘルスケアに至る幅広
い領域においてもさまざまな価値提供に取り
組んでいきます。

　こうした次なる、そして持続的な成長に向
けたビジネスモデルは、当社が掲げる5大ス
テークホルダー（お客様、ビジネスパートナー、
社員、株主、社会）との共有価値を創造し、当
社にとっての経済的価値を生み出しながら、
さらに新たな社会的課題の解決に取り組むと
いうCSV経営の深化をもたらす好循環を創
出していくものと考えています。

2020年7月
アフラック生命保険株式会社
代表取締役社長
	 こ い で 	 ま さ と し

	

*詳細はP.79をご覧ください。
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新型コロナウイルス感染症問題への対応からニューノーマル（新常態）への適応に向けて

　当社は危機管理態勢として、危機*1が発生した場合、お客様へのサービス提
供継続及び平常時の業務への早期復旧ができるよう「事業継続計画（BCP*2）」
を定めるとともに、その実効性を高める取り組みである「事業継続マネジメント

（BCM*3）」を推進しています。 
　新型コロナウイルス感染症問題への対応においても、当社はBCMを展開し、

「COVID-19対策本部」や「危機対策本部」を設置するとともに、中期経営戦略
の柱として取り組みを進めている「新たなガバナンス態勢のもとでの機動的な業
務運営の強化」の実践として、代表取締役社長を本部長とする危機対策本部会
議やグローバル・グループ・ガバナンスに基づくグローバル危機管理チーム会議
での情報収集や意見交換等を通じ、刻々と変化する状況に応じた機動的な対応
に努めました。 
　さらに、未曾有の危機のなかでも、役職員が一丸となって、機動的かつ柔軟な
業務執行を行い、ステークホルダーから期待されている結果を出すために重要
な事項を決定するという目的のもと、取締役会は臨時取締役会で「新型コロナ
ウイルス感染症問題に関する基本方針」を決定しました。本方針では、アジャイ
ル型で対応する態勢を整備するとともに、「お客様第一のコアバリューの実践」

「人財を大切にするコアバリューの実践」「持続可能な業務態勢の確保」の3つ
のゴールを掲げ、これらのゴールに向けて、代表取締役社長を統括者とする業務
執行部門において「新型コロナウイルス感染症問題に対する事業継続・変革計画

（Business Continuity and Transformation Plan）」を策定し、事業継続はも
とより、事業変革に向けた計画や執行態勢を明確にしたうえで、継続的に見直し
を行いながら機動的な業務運営を実践しています。
　例えば、本計画では、新型コロナウイルス感染症問題が長期化する可能性を
踏まえ、ニューノーマル（新常態）に適応する業務態勢を実現するために、すでに
計画されていたさまざまなデジタルトランスフォーメーションの取り組みを大幅
に前倒しして取り組んでいます。
　具体的には、デジタルトランスフォーメーションの加速（オンラインでの経済活
動や社会活動の常態化を前提としたデジタルトランスフォーメーションへの取り
組みを加速）、ワークスタイルの変化（在宅勤務の増加により出社や対面での会議
を前提としない働き方が浸透）、ペーパーレス化の進展、遠隔診療や病床体制の
機能分化など医療体制の変化、予防・健康増進や公衆衛生への関心等の健康意
識の高まりなど、新たな環境変化とそれに伴う社会的課題に対して、デジタルテク
ノロジーの積極的な活用等によりさまざまな価値提供に取り組んでいきます。
　新型コロナウイルス感染症問題が、企業の経営環境に劇的な変化をもたらす
なか、ニューノーマル（新常態）の時代における新たな社会的課題によって、CSV
経営の意義はますます高まっていくと考えています。当社は、「生きる」を創る
リーディングカンパニーとして、これからも社会的課題の解決に取り組むことで、
社会と共有できる価値を創造するCSV経営を実践していきます。
*1.	�お客様に多大な不利益を与える、あるいは当社の業務運営や当社役職員の人命・健康に甚大な影響を及ぼ

す事象・状態 
*2.	Business Continuity Plan 
*3.	Business Continuity Management

※新型コロナウイルス感染症問題への対応の詳細はP.94をご覧ください。

新型コロナウイルス感染症問題への対応から
ニューノーマル（新常態）への適応に向けて
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新たな価値創造への挑戦　～中期経営戦略（2020〜2022年）が目指すもの～

「生きる」を創るリーディングカンパニー
「生きるための保険」のリーダーであり続けるとともに、
ビジネスフロンティアを広げることで新たな価値を創造し、
誰もが安心で健やかに自分らしく生きる社会の実現に貢献する。

創業以来受け継がれてきたパイオニア精神を大切にし、
高い志と情熱を持って〈ビジョン〉の実現に挑戦し続ける。

ビジョン

ミッション

パッション

新たな価値創造への挑戦

当社は、	
2024年に迎える創業50周年に向けて策定した「Aflac VISION2024」において、
「生きるための保険」のリーディングカンパニーから	
「生きる」を創るリーディングカンパニーへの飛躍を掲げ、	
企業価値のさらなる向上とともに持続的な成長を目指しています。

そのためには、	
これまで培ってきたがん保険や医療保険などのコアビジネスの領域における	
新たな価値の創造に加えて、新たな保障領域及び保険以外の	
新たなビジネス領域の開拓にもチャレンジしていく必要があると考えています。

そこで、	
2020年～2022年を「生きる」を創るリーディングカンパニーへの	
飛躍に向けて経営基盤を強化する重要な期間と位置付け、	
今年2月に「アフラック 中期経営戦略（2020～2022年）」を策定・公表しました。



19アフラック　統合報告書 2020

新たな価値創造への挑戦　～中期経営戦略（2020〜2022年）が目指すもの～

　当社を取り巻く経営環境においては、将来の不確実性
や予測困難性が高まるなか、政府では持続的な経済成長
を目指してSociety5.0の実現、全世代型社会保障改革等
の成長戦略に取り組んでおり、それに伴って金融庁も各金
融機関の創意工夫を促進することで、持続的な成長を可
能とするビジネスモデルの構築やイノベーションの創出を
促しています。また、機能別・横断的な法制を実現し、新規
参入やさまざまなサービス間の競争を通じたイノベーショ
ン・金融サービスの質をめぐる競争を促進しようとしてい
ます。
　社会構造に目を向けると、人生100年時代において、少
子高齢化による生産年齢人口の減少と高齢化・長寿化は
継続する見通しであることから、社会保障費の負担への
対応として、医療費財政の改善への取り組みも求められま
す。そのような環境下においては、今後ますます健康寿命
の延伸や生産年齢人口を拡大するために生涯現役に向け
た就労機会の確保、雇用環境変化への対応や働き方の見
直しが必要となってきます。
　がんや医療の領域においては、遺伝子医学の進展等を
背景に、予防・診断・治療から、先制医療・臓器再建・機能再

現まで領域を拡大しつつあり、治療の個別化が進んでいま
す。さらには、就労機会の確保が進むことにより、現役世代
のがん罹患増による治療と就労の両立という問題がでて
きています。
　また、グローバルな環境変化にも目を向けると、デジタ
ルイノベーションを背景に新たな競合先として既存業界
にディスラプションを起こしているBig Techプレイヤーが
保険業界に対しても影響を及ぼす可能性も想定されます。
ビックデータの利活用によってサービスのパーソナライズ
化が促進され、データ自体が財としての価値を持つように
なるとともにその価値はますます高まっていくと考えられ
ます。
　そして、今年初め突如として世界に蔓延した新型コロナ
ウイルス感染症によって、世界中の国々が大きな経済的打
撃を受ける一方、IT技術の活用が一気に進み、これまでの生
活様式や文化、さらには経済活動そのものに大きな変化が
見られるようになりました。今後、こうした変化はさらに加
速していき、新たな日常、いわゆるニューノーマル（新常態）
を出現させ、さまざまな企業がこれまで以上のスピードで、
より大きな変革を求められる時代になると考えられます。

新たな価値創造への挑戦 ～中期経営戦略（2020〜2022年）が目指すもの～

当社を取り巻く経営環境の変化



4つの戦略
デジタルイノベーションの活用

strategy

新たな
ガバナンス態勢のもとでの
機動的な業務運営の強化

strategy

人財マネジメントに関する
抜本的制度改革

strategy

成長のためのイニシアチブ
strategy

強固な財務基盤の維持と成長投資
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新たな価値創造への挑戦　～中期経営戦略（2020〜2022年）が目指すもの～

4つの戦略
　当社は、2020年からの3年間を「Aflac VISION2024」
を着実に実現するための重要な期間と位置付けて、特に
注力すべき経営戦略「アフラック 中期経営戦略（2020～
2022年）」を策定しました。
　今回策定した中期経営戦略では、「新たなガバナンス態
勢のもとでの機動的な業務運営の強化」「人財マネジメン
トに関する抜本的制度改革」「成長のためのイニシアチブ」

「強固な財務基盤の維持と成長投資」という4つの柱を掲
げています。そして、前者の2つの戦略を土台として、後者
の2つの戦略を実行していく、すなわち、当社が企業経営に
おいて大切にするガバナンス、内部統制、人財を基盤とし
て、デジタルイノベーションを積極的に活用しながら、さま

ざまな戦略を実行していくことで、さらなる共有価値の創
造ならびに持続的な成長を実現していくことを目指してい
ます。
　当社がこれから直面する変化の激しい経営環境におい
ても持続的な成長と企業価値の向上を実現するために、今
回の中期経営戦略の策定を通して、創業以来、脈々と受け
継ぐコアバリューに基づくCSV経営の実践とともに、「Aflac 
VISION2024」という目指すべき明確なビジョンのもとで
取り組むべき経営の方向性を明確にしました。

「アフラック 中期経営戦略（2020～2022年）」の概要

「生きる」を創るリーディングカンパニーを目指して
2020
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新たな価値創造への挑戦　～中期経営戦略（2020〜2022年）が目指すもの～

デジタルイノベーションの活用
　4つの戦略の実行にあたっては、デジタルテクノロジーや
データサイエンスを積極的に活用していきます。当社は、
近年のデジタルテクノロジーの進化に伴って、各部門がさ
まざまなプロジェクトを主体的に立ち上げ、お客様ニーズ
や競合環境などの変化に積極的に対応しています。特に
ディスラプティブイノベーションと言われる大きな変化のな
かでは、デジタルテクノロジーを最大限に活用し、さまざま
なデータに基づく真にお客様視点に立った価値の創造に
取り組み、常にお客様の期待を上回る体験価値を生み出せ

るように企業自ら変革していかなければならないと考えて
います。当社は、中期経営戦略に基づき、引き続きデジタル
イノベーションの活用によりお客様体験価値（カスタマーエ
クスペリエンス：CX）の最大化に取り組んでいきます。

「生きる」を創るリーディングカンパニーを目指して

2024
「生きる」を創るリーディングカンパニー
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特集  アフラックのデジタルトランスフォーメーション戦略

アフラックの 
デジタルトランスフォーメーション戦略

　当社は、「Aflac VISION2024」に掲げる「生きる」を創るリーディングカンパニー
への飛躍に向けて、これまで取り組んできたデジタルトランスフォーメーション（以下、
DX）*をさらに加速させていきます。
　変化の激しい経営環境においても、すべてのステークホルダーに対する社会的責
任を果たし、社会に貢献できる価値の創造に取り組み、持続的な成長を実現していき
ます。

アフラックにおけるデジタルトランスフォーメーションとは

　当社は、コアバリューに基づくDX推進により、コアビジネスである「生きるための保険」の
リーダーとして、お客様にとって価値ある商品・サービスの提供をデジタルテクノロジーで実
現していきます。また、社会の変化に対応する新たなビジネス領域においても、デジタルテク
ノロジーを活用し、保険サービスと保険以外のサービスを連携することで、保険の枠を超え
た新たな価値を創造します。
　こうした取り組みを通して、「生きる」を創るリーディングカンパニーへの飛躍を遂げ、さら
なる企業価値の向上を実現していきます。

*進化したデジタル技術を浸透させることで、人々の生活をより良いものへと変革すること（2004年 スウェーデンのウメオ大学のエリック・ストルターマン教授が提唱した概念）

コアバリューに基づくDX推進

「生きる」を創るリーディングカンパニーへの飛躍を遂げ、
さらなる企業価値の向上に貢献する

コアビジネスの領域
お客様のニーズを捉えた
新たな商品・サービスを

デジタルテクノロジーで実現する

お客様のニーズを捉えた
新たな商品・サービスを

デジタルテクノロジーで実現する

新たな領域
デジタルテクノロジーを活用し、

保険サービスと保険以外のサービスを
連携することで、保険の枠を超えた

新たな価値を創造する

デジタルテクノロジーを活用し、
保険サービスと保険以外のサービスを
連携することで、保険の枠を超えた

新たな価値を創造する

特集
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特集  アフラックのデジタルトランスフォーメーション戦略

アフラックの 
デジタルトランスフォーメーション戦略

DX推進が「Aflac VISION2024」の実現を支える

　当社は、創業50周年を迎える2024年
に向けて目指す姿として策定した「Aflac 
VISION2024」を実現するためにDX戦
略を強力に推進していきます。
　具体的には、中期経営戦略に掲げる４
つの戦略を着実に実践していくために、
DX戦略のもとでイノベーティブな発想に
基づくデジタルテクノロジーの最大限の
活用に取り組んでいきます。

ニューノーマル（新常態）に向けたさらなるDX推進

　2020年においては、新型コロナウイルス感染症問題の発生によって社会環境が大きく
変化しました。当社は、このような環境変化、いわゆるニューノーマル（新常態）へ迅速に対
応するため、持続可能な業務態勢の確保に取り組んでいます。具体的には、非対面・非接触
コミュニケーションのサービス拡充、紙や人的作業を前提とした従来の業務プロセスから
の脱却、さらにリモートワークの拡大を進めています。

ニューノーマル（新常態）への対応
非対面・非接触
コミュニケーション

紙ベースの業務・
手続きからの脱却

オペレーション
自動化

リモートワーク

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
問
題
の
発
生

持
続
可
能
な

業
務
態
勢
の
確
保

4つの戦略
デジタルイノベーションの活用

「生きる」を創るリーディングカンパニー

1. 新たなガバナンス態勢のもとでの機動的な
　 業務運営の強化

2. 人財マネジメントに関する抜本的制度改革

3. 成長のためのイニシアチブ

4. 強固な財務基盤の維持と成長投資

中期経営戦略（2020～2022年） 2024

2020
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特集  アフラックのデジタルトランスフォーメーション戦略

「生きる」を創るリーディングカンパニーへの
飛躍に向けたDXの加速

　当社は、コアビジネスに加え、保険の枠を超えた新たなビジネス領域においても、
デジタルテクノロジーを活用した価値創出に取り組み、お客様、ビジネスパートナー、
社員、株主、社会といったステークホルダーの皆様へ新たな価値を提供していきます。

お客様のニーズを捉えた新たな商品・サービスをデジタルテクノロジーで実現する

デジタルテクノロジーを活用し、保険サービスと	
保険以外のサービスを連携することで、保険の枠を超えた新たな価値を創造する

ビジネスパートナー
お客様ニーズを的確に把握し、ビジ
ネスパートナーにシームレスに共有
することやお客様とビジネスパート
ナー間のコミュニケーションを円滑
にすることを支援する

株　主
健全で持続的な成⻑に加え、デジ
タルによる環境経営の推進やイノ
ベーション企業文化の醸成に積極
的に取り組むことで、持続的に企業
価値を向上させる

社　会
エッセンシャルワーク（社会に必要
不可欠な業務）の継続等を通して、
お客様本位の業務運営を継続的に
実践するとともに、新たな価値を提
供する社会的使命を果たす

社　員
多様な⼈財が⾃律的に働き、最⼤限
の⼒を発揮できる環境の実現とと
もに、役職員の健康・安全の確保に
最大限に配慮した業務運営を行う

お客様
お客様への提案や手続きに関する
高品質なサービスを創出し、いつで
もどこでもストレスなく、お客様一
人ひとりの体験価値を向上させる

特集
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特集  アフラックのデジタルトランスフォーメーション戦略

*1.	金融（Finance）／保険（Insurance）と技術（Technology）を組み合わせた造語。新技術を用いた、新しいサービスや新しい業務フローのこと
*2.	ユーザーインターフェース（利用者接点）、ユーザーエクスペリエンス（利用者体験）の略。顧客がサービスを目にし、手に触れることで得られる体験の総称
*3.	複数の企業やサービスが相互に連携し、単体では成しえない新しい価値を創出した統合システムや統合サービスによる収益構造体のこと
*4.	新しいIT技術を用いることにより、効率化や自動化された業務運用環境
*5.	�ITシステムの構造のこと。柔軟でシンプルな構造にすることで、サービスの拡充が容易で迅速になり、肥大化するシステム開発費も抑えることが可能となる

価値創出

DX推進態勢

フィンテック／インシュアテック*1

フィンテック企業との協業によるオープンイ
ノベーション、AI等のデジタルテクノロジーを
活用したデジタルイノベーションを通じて、お
客様サービスの向上と業務の効率化を実現

データ利活用
AIを活用したデータ分析、AIを用いて構築し
た予測モデルの適用により、お客様へ最適な
タイミングで商品・サービスを提供

エコシステム*3の構築
さまざまな協業先とのパートナーシップにより、保険の枠を超えた新たなサービスを提供

オペレーションプラットフォーム*4の構築
多様な働き方を支え、業務の効率化と自動化を実現する業務基盤を構築

データ分析基盤の強化
AIを活用したデータ分析を可能とする次世代データ分析基盤の構築

シンプルかつ柔軟性のあるITアーキテクチャ*5の実現
保守性、拡張性、機敏性、またプラットフォームに依存しない可搬性に優れたシステムを構築

DX戦略実行の専門組織設置／機能横断的なDX実行体制
デジタル技術の活用を専門とする組織を設置し、アジャイル型の業務プロセスと体制を整備

DX推進に向けた文化の醸成
全役職員のDX意識改革と行動変容を実現

DX推進のための人財育成
専門性を有するチームを組成し、DX人財を育成

お客様評価・自己評価によるDX戦略達成状況のモニタリング
定期的にお客様評価と自己評価を行い、改善していくことで効率的かつ効果的にDXを推進

システム開発プロセスの自動化
開発プロセスにおけるテストからリリース
までの人的作業を自動化し、システム開発
の高速化とシステム品質の向上を実現。質
の高いサービスを迅速かつ高頻度に提供

UI／UX*2（顧客体験）の進化
お客様接点において、デジタルテクノロジー
を活用し、一貫性をもった体験価値を提供
することでお客様の抱える悩みをスピー
ディーに改善

コ
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中期経営戦略 ①　新たなガバナンス態勢のもとでの機動的な業務運営の強化

基本的な方針

1.	�取締役会と業務執行部門の機能分化に基づ
く機動性向上

�　当社は、2018年4月の日本法人化に伴い取締役会を設
置し、経営における重要事項の意思決定・監督機能と、取
締役・執行役員による業務執行機能を分離しました。これ
により激しい環境変化においても迅速・果断な対応が可能
な態勢を構築するとともに、業務執行の機動性をさらに高
めていきます。

2.	�業務執行部門における権限委譲に基づく機
動性向上

�　迅速かつ適切な業運運営を確保するために権限委譲の
基本的な考え方を定め、この基本的な考え方を役職員が
より高いレベルで実践し、業務執行の機動性を高めていき
ます。

3.	�3つの責任に基づく機動性向上
�　迅速かつ適切な業務運営を確保するために3つの責任

（結果責任、最善のプロセスを確保する責任、説明責任）を
定め、この3つの責任を役職員がより高いレベルで実践し、
業務運営の機動性を高めていきます。

重点的に取り組む事項

　基本的な方針に基づき、重点的に取り組む事項を実践
することによって、日本法人としての新たなガバナンス態
勢のもとで、機動的な業務執行・業務運営を実践し、役職
員がプリンシプルベース*で自律的に判断・行動する企業
文化をさらに浸透・定着させていきます。
*	�当社では、役職員が原理・原則の趣旨及び精神を確認・共有したうえで、形式的で
はなく、その趣旨・精神に照らして真に適切か否かを判断・行動することを「プリン
シプルベースで判断・行動すること」として浸透・定着させています。

　担当役員から取り組みの実現に向けた具体的な内容を
ご紹介します。

1.	�プリンシプルベースでの判断に基づく機動的
な行動の実践

　変化が激しい環境下においては、予想していないような
課題に直面することがあります。このような環境のなかで
も迅速かつ適切な業務運営を確保するために、社内規程
や業務の手順を定めた文書に記載されていない事項につ
いても、行動倫理憲章を前提に当社のコアバリューに立ち
戻って対応するなど、プリンシプルベースで自ら判断し、行
動することの重要性を役職員に対して継続して啓発してい

新たなガバナンス態勢のもとでの機動的な業務運営の強化

中期経営戦略 ①

　当社は、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現し、社会の信頼に応えていくには、こ
れまで以上に機動性のある業務運営の強化が必要であると考えています。
　変化が激しい環境下においては、これまで予想していなかったような課題に直面する可能性があり、そう
した変化に対して柔軟に対応できる業務運営を実現していきます。

取締役上席常務執行役員

宇都出 公也 （うつで・ともや）
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中期経営戦略 ①　新たなガバナンス態勢のもとでの機動的な業務運営の強化

ます。加えて、これらの行動に関する定期的なフィードバッ
クの機会や評価の仕組みを導入することで、プリンシプル
ベースでの判断に基づく機動性の高い行動を根付かせて
います。

2.	Agile@Aflacの本格展開
　当社は、機動的な業務運営をさらに進めていくために、

「Agile@Aflac*」を全社的に展開しています。Agile@
Aflacの展開にあたっては、機動的な業務運営に適したガ
バナンスや権限などの会社の枠組みを整備するほか、役職
員の理解・納得・共感を得るためのエンゲージメント活動
を行います。アジャイルは、システム開発だけのものではな
く、あらゆる業務において、仕事の進め方における選択肢
を広げるものであると考えています。当社は、アジャイルを
取り入れた組織横断チームを立ち上げ、市場の変化や多様

化するお客様のニーズを迅速に捉えながら「新たな商品・
サービスの提供」「既存サービスの拡張」を実現していくと
ともに、アジャイルの活用について、学び改善し続けます。
デジタルテクノロジーやイノベーションを創出する取り組
みに限らず、さまざまな業務にアジャイルを活かすことで、
お客様へより迅速に新たな価値を提供していきます。
*	�Agile@Aflac：変化の激しい社会環境のなかで多様化するお客様ニーズに「柔軟」
かつ「スピーディー」に対応するために「アジャイル」を新しい働き方として取り入れ、
全社的に展開する活動を「Agile＠Aflac」と称しています。

3.	�3つの防衛線（ディフェンスライン）による内
部統制の実効性確保

　当社では、取締役会がその役割を一層発揮できるよう
に、取締役会の運営についての継続的な評価・改善に加え、
取締役会の役割発揮状況の定期的な評価を行うことで、
取締役会における議論の適時性・迅速性・密度を高めてい
ます。また、取締役会の役割発揮と機動的な業務執行に欠
かせない、事業部門、管理部門及び内部監査部門の3つの
防衛線（ディフェンスライン）による内部統制の実効性を確
保しています。

常勤監査役
社外監査役
社外監査役

第三のディフェンスライン
監査役会

アフラック・ホールディングス （保険持株会社）

アフラック・インコーポレーテッド （持株会社）

取締役会
代表取締役会長・取締役会議長／代表取締役社長／取締役

アフラック生命保険株式会社

第一のディフェンスライン
（事業部門）

代表取締役社長 （業務執行統括）

第二のディフェンスライン
（管理部門）

内部監査最高責任者

インターナル・オーディット・オフィサー

監査・リスク委員会 （独立社外取締役のみ）

インターナル・
オーディット・オフィサー／執行役員

内部監査部

Medium-term Management Strategy中期経営戦略 ①

取締役専務執行役員／CTO

ジョン・モアフィールド （John A. Moorefield）
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中期経営戦略 ②　人財マネジメントに関する抜本的制度改革

人財マネジメントに関する抜本的制度改革

中期経営戦略 ②

　当社は、「Aflac VISION2024」の実現、そして持続的な成長と新たな価値の創造に向けて、「人財を大切
にすれば、人財が効果的に業務を成し遂げる」という脈々と受け継がれてきた考え方に基づき、多様な人財
が自律的に働き、すべての人財がそれぞれの強みを活かし、最大限の力を発揮しながら主体的にキャリアを
構築できる環境を実現していきます。そのため、採用・育成・異動・評価・昇格・報酬といった人財マネジメン
ト制度の抜本的な改革に取り組んでいきます。

基本的な方針

1.	�当社のコアバリュー（基本的価値観）との整合
性確保

�　当社は、全役職員がCSV経営やコアバリューを意識せず
とも当然に実践するとともに、イノベーションを創出する企
業文化の構築を目指しています。こうした目指すべき企業
文化との整合性を確保しつつ、その醸成・浸透を支える制
度の設計に取り組んでいきます。

2.	�多様な人財が互いの価値観を尊重し合い、生
き生きと働ける環境整備

�　当社は、多様な人財がそれぞれの力を発揮し、シナジー
を生み出すことでイノベーションを創出し、新たな価値を
創造していこうと考えています。役職員がコアバリューを
共有し、国籍・ジェンダー等の属性に限らず、専門性のある
人財や異なる能力・思考を持つ人財など、さまざまな価値
観や働き方を尊重し、多様な人財が活躍できる環境を整備
していきます。

3.	�自分を創る。未来を創る。
�　当社は、社員一人ひとりが自律的に考え、行動するとと
もに、自らのキャリアを主体的に構築していくことで、意欲
と能力のある人財が最大限に力を発揮し、組織の力が最
大化され、持続的に成長し、新たな価値を創造し続けるこ
とができると考えています。これを実現すべく、当社は、社
員の「自分を創る。未来を創る。」を支援する環境を整備し
ていきます。
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中期経営戦略 ②　人財マネジメントに関する抜本的制度改革

Medium-term Management Strategy中期経営戦略 ②

重点的に取り組む事項

　当社は、人財マネジメント制度の抜本的な改革の実行に
あたっては、目指すべき企業文化との適合を常に意識した
うえで、グローバル・ベストプラクティス及び社外の専門的
な知見を活用し、市場競争力を確保するとともに、当社で
働くすべての人財にとって魅力的な制度へ進化させていき
ます。さらに、制度改革に係る計画段階から役職員の理解・
納得を得るべく、本制度改革に関する情報の共有やコミュ
ニケーションを適切に実施し、広く役職員も巻き込むこと
で実効性を高めるとともに透明性を確保します。本制度改
革によって、当社で働くすべての人財に業務遂行やコアバ
リューの実践・体現に応じた適正な評価を行うとともに、
意欲と能力のある人財が「自分を創る。未来を創る。」の実
現を通して、さらなる活躍とキャリアアップを志すことがで
きるような制度設計に取り組んでいきます。

　担当役員から取り組みの実現に向けた具体的な内容を
ご紹介します。

1.	�人財マネジメント制度の抜本的改革
�　当社は、「Aflac VISION2024」の実現、そして当社の持
続的な成長と新たな価値の創造に向けて、多様な人財が
自律的に働き、それぞれの強みを活かし、最大限に力を発
揮しながら、主体的にキャリアを構築できる環境を実現し
ようと考えています。そのために、採用・育成・異動・評価・
昇格・報酬といった人財マネジメント制度に関して抜本的
な改革に取り組んでいきます。改革にあたっては、コアバ
リューや行動倫理憲章との一貫性及び関連性を維持し、
人財ポートフォリオの多様化や、社員の自律的かつ主体的
な行動を促す仕組みを構築します。また、制度改革後も定
期的にそれぞれの制度の実効性や有用性を検証し、必要に
応じた見直しを行うことで制度の先進性を確保します。

2.	�意欲と能力のある人財が上位の職務にチャレ
ンジできる機会を提供

�　当社は、社員の意欲と能力を最大限に引き出すために、
職務等級制度を基軸として、人財マネジメント制度の抜本
的改革に取り組みます。具体的には、役職員の個々の職務
について、その内容や特性、難易度を市場における一般的
な水準をベンチマークしながら、それぞれの職務に求めら
れる役割・期待水準を定義し、社内に公開することを考え
ています。これによって、キャリアプランの設計がしやすく
なるとともに、意欲と能力のある人財がその力を発揮し、
上位の職務にチャレンジできる機会を提供していきます。

執行役員

森本 晋介 （もりもと・しんすけ）
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中期経営戦略 ③　成長のためのイニシアチブ

成長のためのイニシアチブ

中期経営戦略 ③

　当社は、変化の激しい時代においても持続的な成長を実現するため、デジタル技術やデータサイエンスを
積極的に活用することで、時代とともに多様化・パーソナライズ化するお客様ニーズに幅広く応えた新たな
商品・サービスを創造し、より多くのお客様とのエンゲージメントを深めていくことを目指していきます。

基本的な方針

1.	ライフステージに応じた最適な保障の提供
�　当社は、人生100年時代における社会保障制度や医療
環境の変化、さらにはライフステージごとのリスクに応じ
て、「生きるための保険」を軸として、がん保障や医療保障
に加えて、その他の保障領域においても最適な保障を提供
し続けます。2020年3月には、その一環として〈生きるた
めのがん保険Days1 ALL-in〉を発売しました。

2.	�「生きる」を創る新たな商品・サービスの創造
�　当社は、時代とともに多様化・パーソナライズ化するお
客様ニーズに幅広く応えるために、「生きるための保険」だ
けに捉われることなく、新たな保障領域を創出するととも
に、保険の枠を超えた価値の創造を目指して、保険以外の
分野でもお客様の「生きる」を創るに合致する事業を展開
していきます。また、「がん保険のパイオニア」として、がん
罹患時の経済的負担を軽減するがん保険を通して、これま
で以上に多くのお客様に安心をお届けするとともに、がん
保険で提供してきた安心という価値を、「キャンサーエコシ
ステム」を通じてがんの予防から予後にわたる広い領域に
おいて提供していきます。

3.	�感動的なお客様体験の提供
�　当社は、デジタル技術やデータサイエンスを積極的に活
用することでお客様のUI／UX*（顧客体験）の向上を追求
するとともに、コミュニケーション基盤の統合・強化により、
さまざまな接点におけるお客様の体験価値の向上に取り
組んでいきます。
*	�ユーザーインターフェース（利用者接点）、ユーザーエクスペリエンス（利用者体験）の略

重点的に取り組む事項

　当社は、お客様一人ひとりが自分らしく充実した人生を
創ることができる新たな価値を提供するために、デジタル
技術やデータサイエンスの積極的な活用とイノベーティ
ブな発想のもと、お客様の「生きる」を創るをトータルにサ
ポートする商品・サービスを提供・強化するとともに、新た
なマーケティングモデルの追求及び販売チャネルの強化
を通してお客様とのエンゲージメントを深めていきます。
　こうした取り組みを通じて、「生きるための保険」の価値
の最大化を図り、「生きるための保険」のリーダーとしての
ポジションをより強化していきます。さらにリーダーとして
のプレゼンスを活用して、異業種やスタートアップ企業等と
の協働を加速させ、「生きる」を創るリーディングカンパニー
として飛躍し、ビジネスフロンティアを拡大していきます。

　担当役員から取り組みの実現に向けた具体的な内容を
ご紹介します。

死後整理保障
介護・認知症保障
老後生活保障

20代 30代 50代 100歳

就労所得保障

遺族保障

がん保障

医療保障

ライフステージ保障
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中期経営戦略 ③　成長のためのイニシアチブ

Medium-term Management Strategy中期経営戦略 ③

1.	�「アフラック式」を体現する保障ラインアップ
の強化

�　当社は、「生きるための保険」のコアとなるがん保険、医
療保険を継続的に強化します。加えて、就労所得保障、介
護・認知症保障等の取り組み強化など、商品開発の検討を
通して、がん保障や医療保障に続く第3の保障領域の充実
を図り、「アフラック式」を体現するライフステージ保障を
強化していきます。

2.	�新たなマーケティングモデルの追求や販売体
制の支援による販売代理店強化

�　当社は、潜在的なニーズを含め多様化・パーソナライズ
化するお客様ニーズに応えるために、現行のマーケティン
グモデルに加えて、お客様とのコミュニケーション態勢を
強化する新たなマーケティングモデルを追求します。新た
なマーケティングモデルでは、お客様とのエンゲージメント
を重視し、デジタル技術を積極的に活用することでお客様
のUI／UX向上を追求するとともに、コミュニケーション基
盤の統合・強化により、お客様、アソシエイツ、当社の一体
化を図り、コミュニケーションの可視化と最適化を実現し
ます。
　「生きるための保険」を通して、一人でも多くのお客様に安
心をお届けするために、販売チャネルごとに目指す方向性
を共有しつつ、販売インフラの構築などを通じてビジネス
パートナーとの連携・販売体制の強化を支援していきます。

3.	�新規事業への挑戦による「キャンサーエコシ
ステム」の構築

�　当社は、自らイノベーションを起こし、変化をリードする
存在となるべく、健康増進、病気の早期発見、治療後のア
フターケアやクオリティ・オブ・ライフ（QOL）向上まで、お
客様をトータルにサポートすることを目指しています。
　現在は、がん保険で提供してきた安心という価値をがん
の予防から予後にわたる広い領域において提供することを
目指して、がんに関する課題の解決に取り組むスタートアッ
プ企業等へのベンチャーファンドによる出資や協業の機会
など、さまざまなパートナーシップの可能性を追求しながら

「キャンサーエコシステム」の構築に取り組んでいます。こ
れにより、これからも時代の変化を先取りし、お客様一人ひ
とりに最適なソリューションを提供していきます。

取締役専務執行役員

有吉 浩二 （ありよし・こうじ）

上席執行役員

島田 智行 （しまだ・ともゆき）
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中期経営戦略 ④　強固な財務基盤の維持と成長投資

強固な財務基盤の維持と成長投資

中期経営戦略 ④

　当社が戦略として掲げる「成長のためのイニシアチブ」の実現に向けて、強固な財務基盤を維持すると
ともに成長投資に必要な投資原資を確保していきます。

基本的な方針

1.	成長するための投資原資の創出
�　当社は、総収益の増大や事業費の効率化に加え、当社の
持株会社であるアフラック・インコーポレーテッドとも連携
し、持続的な成長への投資に必要な原資をさまざまな形
で創出・調達していきます。

2.	�全社的な観点から事業全体としてリスクをコ
ントロールするリスク管理態勢の強化

�　当社を取り巻く環境がますます多様化・複雑化していく
なかで、さまざまな要因から生じるリスクを全社的な観点
から総合的に評価し、事業全体としてリスクをコントロー
ルするリスク管理態勢を強化していくことによって、長期
にわたるお客様への責任を確実に果たし、持続的な成長を
実現していきます。

重点的に取り組む事項

　当社は、強固な財務基盤を維持するとともに、投資原資
の創出と持続的成長に必要な分野への投資を繰り返す好
循環を実現していきます。

　担当役員から取り組みの実現に向けた具体的な内容を
ご紹介します。
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中期経営戦略 ④　強固な財務基盤の維持と成長投資

Medium-term Management Strategy中期経営戦略 ④

取締役専務執行役員／CFO

トッド・ダニエルズ （J.Todd Daniels）

1.	長期安定的な資産運用収益の確保
�　当社は、市場環境の変化に柔軟に対応しつつ、適切なリ
スクコントロールのもとで、長期安定的な資産運用収益を
確保していきます。引き続き、金利が上昇しにくく、金融市
場のボラティリティが高まりやすい環境下において、リスク
を抑制しつつ、ポートフォリオ全体の投資利回りの低下を
抑えるために、分散投資を継続していきます。

2.	�成長投資の原資を創出するための事業費の
効率化

�　当社は、事業費をさらに効率化するために、社内のあら
ゆる業務プロセスの見直し、標準化等を徹底的に行い、
高品質な業務プロセスを再構築します。実現に向けては、
人工知能（AI）やロボティック・プロセス・オートメーション

（RPA）など、最新のデジタル技術を最大限に利活用すると
ともに、システム開発においてもさらなる効率化を推進し
ていきます。

3.	持続的成長に必要な分野への投資
�　当社は、コアビジネスの強化とビジネスフロンティアの
拡大を目指して、持続的成長に必要な分野へ投資していき
ます。こうした分野への投資にあたっては、事業費率や投
資資本の予想利益率について考慮し、通常の事業費に加
え、余剰資本も原資とします。

4.	ERM*（統合的リスク管理）態勢の強化
�　当社は、持続的成長を実現するために、経済価値ベース
のリスク・リターン・資本の一体的な管理や経済価値ベース
のソルベンシー規制への対応を含めたERM態勢を強化し、
ERMの経営への活用を通じて、経営の健全性と収益確保
の両立を図っていきます。

*Enterprise Risk Management（エンタープライズ・リスク・マネジメント）の略



34 〈第1部〉

アフラックのコアビジネス

アフラックは、 
「『生きる』を創る。」をブランドプロミスに掲げ、 
お客様の人生におけるさまざまな不安を取り除くために、 
がん保険や医療保険をはじめとする 

「生きるための保険」を提供しています。

お客様が自分らしく“生きる”ために 
長きにわたって安心をお届けすること－－－－

それが、アフラックのコアビジネスです。

アフラックの
コアビジネス
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アフラックのコアビジネス

　1974年、がんが不治の病と恐れられていた時代に、当社は「がんに苦しむ人々を経済的苦難から
救いたい」という強い想いから日本で初めてがん保険を提供する保険会社として誕生しました。以
来、「がん保険のパイオニア」として、最も長くがんと向き合い、最も多くのがんと闘う方々を応援して
きました。
　そして、医療技術の進化によってがんが治る病気へと変わり、日本は世界でも類を見ない長寿国と
なるなか、当社は「『生きる』を創る。」をブランドプロミスに掲げ、時代の変化に合わせた先進的な商
品・サービスによる新たな価値の提供を通して、病気やけがに直面しても自分らしさを大切に、充実
した人生を創ろうとされる多くのお客様を支えてきました。
　このようにお客様のニーズに応え、お客様の「生きる」を支えてきたことで、現在では「生きるための
保険」のリーディングカンパニーとして、がん保険や医療保険をはじめとする2,400万件を超えるご
契約をお預かりする保険会社にまで成長することができました。

保有契約件数 2,447万件

うちがん保険	 うち医療保険
1,554万件	 591万件

がん保険のパイオニアから 
「生きるための保険」のリーディングカンパニーへ
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アフラックのコアビジネス

　当社は、お客様が必要とされるときに迅速かつ確実に保険金・給付金等をお支払いすることで安
心をお届けすることこそが保険会社として提供すべき最も重要かつ根源的な価値であると考えてい
ます。そして、お客様にスムーズかつスピーディーに保険金・給付金等をお届けするために、「給付金デ
ジタル請求サービス」の導入による利便性の向上や支払管理態勢の強化などに取り組んでいます。
　2019年度の1年間にお支払いした保険金・年金・給付金の合計額は5,491億円（1営業日*当たり
22.7億円）、うち、がん保険を通したお支払いは3,055億円（1営業日*当たり12.6億円）となってい
ます。� *営業日数：241日（2019年度）

　当社は、創業以来、販売チャネルとして「アソシエイツ（販売代理店）制度」を採用し、全国にその販
売網を拡大してきました。
　また、2000年には第一生命保険相互会社（現 第一生命保険株式会社）、2007年には郵便局株式
会社（現 日本郵便株式会社）、2013年には日本郵政グループ（日本郵政株式会社、日本郵便株式会
社、株式会社かんぽ生命保険）及び大同生命保険株式会社と業務提携を行ったほか、2007年12月
の銀行等金融機関による保険窓販全面解禁や、2008年4月に当社のがん保険及び医療保険が、一
般社団法人全国信用金庫協会（全信協）による「業界制度商品」に認定されたことを受けて販売提携
が拡大し、2019年度末では全国の銀行や信用金庫など364の金融機関と販売提携しています。
　このように全国津々浦々に行きわたる幅広い販売網と多様な販売チャネルを通して、一人でも多く
のお客様に安心をお届けできるようにお客様との接点拡大に取り組んでいます。

アフラック（営業部・支社）

お 客 様

大同生命
日本郵政グループ

かんぽ生命日本郵便第一生命金融機関アソシエイツ

安心をお届けする多様な販売チャネル

迅速かつ確実な保険金・給付金等のお支払い

■ お客様／契約者数1,535万人 契約件数2,447万件
■ アソシエイツ／全国9,233店 （詳細はP.114参照）
■ 金融機関／全国364社、約2万支店 （詳細はP.117参照）
■ 第一生命／全国の生涯設計デザイナー約4万人 （詳細はP.116参照）
■ 大同生命／全国の営業職員約3,800人 （詳細はP.116参照）
■ 日本郵政グループ／全国のかんぽ生命82支店と約2万の郵便局 （詳細はP.116参照）
■ アフラック／全国95営業部・支社 （詳細はP.130〜133参照）
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アフラックのコアビジネス

死後整理保障
介護・認知症保障
老後生活保障

20代 30代 50代 100歳

就労所得保障

遺族保障

がん保障

医療保障

ライフステージ保障

　当社は、人生100年時代を迎えるなか、お客様が「生きるリスク」にしっかりと備えていただくため、
公的制度や医療環境の変化、さらにはライフステージごとのリスクに応じた最適な保障を提案し続
ける「アフラック式」を展開しています。
　創業から45年以上が経過したいま、当社がご契約をお預かりしている1,500万人以上のお客様
や、これから当社の保険をご検討いただくお客様へ、この「アフラック式」に基づき、当社が長年培っ
てきた「生きるための保険」による価値提供を軸として、複数の保障領域の中からお客様にとって最
新・最適な保障を提案しています。
　当社は、創業以来、時代とともに変化するお客様のさまざまなニーズに応えていくために、商品・
サービスの開発を通して、常に新たな価値の提供に取り組んでいます。

お客様の一生に寄り添う提案活動

保険金・年金・給付金
うち給付金
うち入院給付金 保険金・年金・給付金

うち給付金
うち入院給付金

5,276

4,130

2,032

4,245

2,027

5,491

2018年度 2019年度

2,537

1,321

2,570

1,299

3,024 3,055

2018年度 2019年度

全商品
〈保険金・年金・給付金のお支払い額〉

うちがん保険
〈保険金・年金・給付金のお支払い額〉

（単位：億円）

（単位：億円）
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共有価値の創造に向けたESGの取り組み

ESGとは、 
環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）の 
頭文字を取ったものであり、企業が持続的な成長を目指すためには、 
これら3つの観点が重要であるという考え方です。 
当社のCSV経営は、社会的責任を着実に果たしたうえで、 
社会と共有できる価値を創造するという点において 
ESGの考え方と一致しています。

当社は、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現し、 
社会的な信頼に応えることをコーポレートガバナンスにおける 
基本的な考え方として、ガバナンス態勢（G）の維持・強化に努めています。 
そのガバナンス態勢をベースとして、環境経営（E）やダイバーシティの推進、 
働き方改革、健康経営、社会貢献活動等（S）を行い、 
持続的な企業価値の向上に努めています。

共有価値の創造に 
向けたESGの取り組み
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Governance〈企業統治〉  取締役会議長メッセージ

取締役会議長メッセージ
コーポレートガバナンスの実効性確保に向けて

代表取締役会長　チャールズ・レイク

　アフラックの取締役会は、CSV経営の実践を支えるコー
ポレートガバナンス態勢を確保する機関として、経営の基本
方針などの重要事項の決定と業務執行の監督という二つの
側面で企業統治の役割を果たしています。取締役会では、
重要事項に関してマクロな議論を行い、決定し、それに基づ
くミクロな執行に関して業務執行部門に権限委譲すること
で、機動性の高い経営を実践するよう心掛けています。そこ
で、コーポレートガバナンス・コードが「形式から実質へ」と強
調する、取締役会の高い実効性を確保することが重要にな
りますが、アフラックの取締役会議長として「実効性」とは何
か、また当社の取締役会ではどのように「実効性」を確保して
いるのかについて、活動事例も交えてお話しします。
　取締役会の「実効性」が確保されている状態とは、まず前
提として、アフラックが「価値創造の未来予想図」として描く
姿の実現に向け、代表取締役をリーダーとする業務執行取
締役・業務執行経営陣が、組織の中で最もお客様やビジネス

パートナーに近い接点を持つ立場を活用し、事業環境の実態に関する分析を行い、企画機能を駆使して
深く考え抜かれた戦略案を提示すること、その上で、この経営陣から提示された案を基に「儀式」ではな
い本質的な議論が取締役会で行われることに他なりません。取締役会では、多様な意見をぶつけ合う議
論が重視され、その議論の中で得られた新たな気づきを、業務執行部門がさらに創発的に、そして有機
的に戦略案に取り込み、取締役会として決定することこそが、「実効性」が確保されたガバナンスの本質
だと考えます。
　非業務執行取締役や監査役には、「監督」機能のみならず、アフラックの持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上に向け、業務執行部門（業務執行取締役を含む）だけでは気づけなかったことに対し、社会
全般を含めた社外ステークホルダーの視点で適時適所に問いかけを行うことが期待されます。そして代
表取締役・業務執行部門には、そのような意見に真摯に耳を傾ける姿勢が求められます。取締役会を構
成する全てのプロフェッショナルが、それぞれの立場で職責を全うする覚悟と精神的な独立性、知見を持
ち寄り、共有された多様な意見を謙虚に受け止める環境を形成することが、取締役会における有意義な
議論を活発化させ、新たな価値の創造を実現するのだと考えます。取締役会や経営陣がこうした実効性
の高い意思決定の本質を理解し、適切に振る舞うことで、アフラックのコアバリューが意識せずとも当然
のこととして実践される企業文化のさらなる浸透に貢献すると信じています。
　この様な考え方に基づき、アフラックは不確実で激変する経営環境の中でも「攻め」と「守り」の両面で
実効性が高く機動的なコーポレートガバナンスを実践しています。攻めの観点では、取締役会が基本方
針や中期経営戦略などの重要事項を決定し、その決定の範囲内で代表取締役による業務執行部門の各
担当役員への適切な権限委譲、および「3つの責任」*1の実践を通じて機動的に課題解決を行ったうえで、
取締役会が会社の全体的な業務執行状況を監督する有機的なサイクルを回しています。また守りの観点
では、代表取締役などの経営陣が有効な内部統制に係る態勢の設計、適用および運用、つまり、効果的な

「3つの防衛線」に基づく態勢整備を確保しているか取締役会が監督しています。

Governance〈企業統治〉
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Governance〈企業統治〉  取締役会議長メッセージ

　取締役会を構成する取締役・監査役と業務執行部門が協業しながら、日々変化する状況を捉え、機動
的な業務運営を行ううえでは、まさに中期経営戦略でも掲げる「アジャイル型」*2を実践し、あらゆる計画
をアジャイル思考で継続的に見直しながら実行していくことが求められます。取締役会が決定した基本
方針に基づき、業務執行部門がプリンシプルベースの判断を行い、さらに取締役会がステークホルダー
の負託に応え新たな気づきを提供し、適切な監督を行うことによって、合理的なリスクテイクと機動的な
業務運営が可能となります。
　世界を襲った新型コロナウイルス感染症問題によって、アフラックにおけるガバナンスの実効性が問
われましたが、試行錯誤を重ねながら危機に対応するなかで、私たちは多くを学び、機動的な業務運営を
実践してきました。
　未曾有の危機のなかで、従前より整備していた事業継続計画（BCP）ではステークホルダーの期待に
十分に応えることができないとの認識のもと、取締役会は、危機下においても役職員が一丸となってス
テークホルダーから期待されている結果を出すための方針を打ち出すことが必要であると判断しまし
た。そこで、適時適切に臨時取締役会を開催して、危機対応において達成すべき3つのゴール*3を明文化
し、それを達成するためのアジャイル型の態勢整備を含めた「新型コロナウイルス感染症問題に関する基

本方針」を決定しました。この決定に基づき、業務執行部門が
「事業継続・変革計画（BCTP）」を策定し、ゴール達成に向けた
事業継続・変革の計画や具体的な執行態勢を定め、業務運営
にあたりました。
　このような取締役会と業務執行部門の機能分化の実践が、
感染状況の移り変わりや、政府の方針の変更等といった環境
変化に柔軟に適応できる、機動的な業務執行を可能としたと
考えています。さらに、今回策定したBCTPが、ニューノーマル

（新常態）な時代における持続可能な業務運営を確保するため
の「変革：Transformation」を打ち出している点は、まさに取
締役会と業務執行部門が、当社の「価値創造の未来予想図」を
前提に多様な視点を持ち寄り、本質的な議論を重ね、協業した
成果です。
　今後も、取締役会は5大ステークホルダーの負託に応え強
固なコーポレートガバナンス態勢を確保するとともに、重要な
経営事項の決定に関する本質的な議論を通じてCSV経営を実
現できるよう、さらなる実効性の向上に努めていきます。
*1.	詳細はP.26をご覧ください。
*2.	詳細はP.82〜83をご覧ください。
*3.	�「お客様第一のコアバリューの実践」「人財を大切にするコアバリューの実践」「持続可能

な業務態勢の確保」
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≫	グローバル・グループ・ガバナンス
■	グローバル・グループ・ガバナンスの全体像
　アフラック・インコーポレーテッドによって構築された持株会社体制のもとで、日米両国における要請
に応えるための企業統治の枠組みを「グローバル・グループ・ガバナンス」と呼びます。その傘下にあるすべ
ての子会社がこのグローバル・グループ・ガバナンスに基づき経営を行うとともに、それぞれのお客様の負
託・信頼に応え、お客様に価値ある商品・サービスを提供し続けるべく経営の健全性を維持しています。

■	グループ各社の概要
● アフラック・インコーポレーテッド
　グループを統括する持株会社としてグループの経営管理を行う会社です。ニューヨーク証券取引所に株式を上場し
ています。日米両国の法令に則り、持株会社体制及び直接または間接の子会社に対する業務執行の適切な監督を通
じて、ステークホルダーの期待に応えるための強固な企業統治の枠組みを構築・維持しています。
● アフラック・ホールディングス
　当社の親会社であるアフラック・ホールディングスは、米国の法令に服することに加え、日本の保険業法に定める
保険持株会社として、保険業法その他の法令に従い、当社の経営管理を行う責務を負っています。
● アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ コロンバス
　米国において、事故・重度障害保障保険、短期所得保障保険、がん保険を含む重大疾病保険及び入院保障保険を中
心に業務展開している保険会社です。
● アフラック・アセット・マネジメント／アフラック・アセット・マネジメント株式会社
　長期かつ安定した資産運用の実現を目的にグローバルに運用する資産運用会社として、分析、銘柄選定・数量の決
定、売買執行、資産内容の報告等の業務を行います。アフラックからのみ資産運用業務を受託する会社です。
● アフラック・グローバル・ベンチャーズ／アフラック・イノベーション・パートナーズ合同会社
　がん、ヘルステック、インシュアテックなどを中心とした、海外及び日本のベンチャー企業へのアフラック・ベンチャーズ*
による投資に関連する業務を行う会社です。� *アフラック・グローバル・ベンチャーズの100%子会社

● AGVマネジメント・サービス・ジャパン株式会社／Hatch Healthcare株式会社
　AGVマネジメント・サービス・ジャパン株式会社は子会社の経営管理を行う持株会社です。Hatch Healthcare株
式会社は、その子会社として、ヘルスケアサービスを通じてがんの予防・早期介入・治療最適化することを目的として
設立された会社です。
● アフラック・インターナショナル
　グループ関連会社の経営管理支援及びグローバル経済のアジェンダや国際機関に関連する課題にグループを代表
して対応する業務を行う会社です。

※2020年7月1日時点の情報を記載しています。なお、アフラック・インコーポレーテッドのすべての子会社等を記載しているわけではありません。

アフラック・インコーポレーテッド

アフラック・
ホールディングス

アメリカン ファミリー 
ライフ アシュアランス 

カンパニー オブ コロンバス
アフラック・アセット・
マネジメント

アフラック・アセット・
マネジメント株式会社

アフラック・グローバル・
ベンチャーズ

アフラック・
イノベーション・パートナーズ

合同会社

AGVマネジメント・
サービス・ジャパン

株式会社

Hatch Healthcare
株式会社

アフラック・
インターナショナル

日本米国

アフラック生命保険
株式会社（当社）

アフラック保険サービス株式会社
アフラック収納サービス株式会社
アフラック・ハートフル・サービス株式会社
ツーサン株式会社

※2020年7月1日時点の情報を記載しています。なお、アフラック・インコーポレーテッドのすべての子会社等を記載しているわけではありません。

CSV経営を支える
　　コーポレートガバナンス
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≫	アフラック・インコーポレーテッドのグローバル委員会
　「グローバル委員会」は、事業運営の実施に対する高度な監督及び説明責任を持株会社体制全体で確
保するため、アフラック・インコーポレーテッド取締役会、取締役会の各委員会及びアフラック・インコー
ポレーテッドの最高経営責任者（CEO）の権限に基づき、設置されています。アフラック・インコーポレー
テッド取締役会については、取締役の11人中10人が独立社外取締役として選任されています。なお、当
社の代表取締役はすべてのグローバル委員会のメンバーであり、グループ執行態勢の戦略立案と実行管
理に参加し、当社とグローバル委員会との有機的な連携を確保しています。
　「グローバルエグゼクティブマネジメント委員会」は、委員会体制の最上位の会議体で、グループの戦
略、各子会社の戦略や業務施策に関する情報などを共有し、グループ全体の意思決定を行ううえでの注
意義務の履行の一環として、判断に必要な情報を得て審議を行うための会議です。各グローバル委員会
は四半期に一度開催し、重要な経営戦略課題について協議を行っています。

取締役会

エグゼクティブ委員会

グローバルエグゼクティブマネジメント委員会

報酬委員会

財務・投資委員会

コーポレートガバナンス委員会

経営企画委員会（ベンチャー）

監査・リスク委員会

ＣＳＲ・サスティナビリティー委員会

業
務
執
行

監
督

（2020年7月1日時点）

グローバルリスク
委員会

グローバルオペレーションズ・
テクノロジー委員会

グローバル投資
委員会

グローバル資本
委員会

アフラック・インコーポレーテッドのグローバル委員会
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■	取締役会
　取締役会は、すべての取締役で構成され、監査役の出席のもと、経営方針、経営戦略、会計方針、組織
など当社の業務執行に関する重要な事項を討議・決定するとともに、取締役及び執行役員の職務の執行
を監督しています。なお、取締役会議長は代表取締役会長が務めています。

■	監査役会
　監査役会は、社外監査役を含むすべての監査役で構成され、監査に関する重要な事項について報告を
受け、協議または決議を行っています。

≫	アフラック生命保険株式会社のコーポレートガバナンスに関する基本方針
　当社は、生活者との約束である「『生きる』を創る。」というブランドプロミスを経営の根幹に位置付け、
いつの時代においても、社会の要請に応え、健全なビジネスを展開しながら、広く日本の社会に貢献す
るため、企業活動を行っています。また、当社のステークホルダー（お客様、ビジネスパートナー、社員、株
主、社会）を絶えず意識した業務を通して、独自の資源や専門性を活用して社会の課題を解決し、社会の
ニーズに応える結果、経済的価値を生み出す企業活動、すなわち「共有価値の創造＝Creating Shared 
Value：CSV」を経営のあり方として追求しています。
　当社は、創業の想いやブランドプロミスなどに表れるコアバリュー（基本的価値観）に基づきながら、
CSV経営の実践を通じて、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現し、社会的信頼に
応えることをコーポレートガバナンスにおける基本的な考え方として、強固なガバナンス態勢の維持・強
化に努めています。

≫	機関設計
■	基本的な機関設計
　当社は会社法上における監査役会設置会社を統
治形態として採用し、取締役会と代表取締役を含む
執行役員及び業務執行部門との有機的なつながり
によって、迅速かつ効果的な意思決定と業務執行が
行われるガバナンス態勢を確保しています。

取締役会
代表取締役

代表取締役

取締役

会長

監査役

執行役員

業務執行部門

社長

■	取締役・監査役・執行役員の役割
● 取締役
　代表取締役は、当社における
業務に関する一切の行為をする
権限を有し、法令等に従って適
切にこれを行使する義務を負い
ます。代表取締役を含む取締役
は、当社における健全で持続的
な成長と中長期的な企業価値
の向上を実現し、社会的信頼に
応える強固なガバナンス態勢を
さらに強化するため、取締役会
の構成員として、当社の重要な
業務執行に関する意思決定に参
画するとともに、代表取締役、他
の取締役及び執行役員の業務
執行を監督します。

● 監査役
　監査役は、当社における健全で
持続的な成長と中長期的な企業価
値の向上を実現し、社会的信頼に
応える強固なガバナンス態勢をさ
らに強化するため、当社のガバナン
スと業務執行に対して監査を実施
しています。監査役は、法律や経営・
会計監査分野での高度な知識と経
験を持つ専門家であり、監査の実
効性を確保するため、重要な会議
の議事録や重要な稟議・決裁書類
等について閲覧ができるなどの特
別な権限が与えられています。な
お、当社の監査役のうち半数以上
は社外監査役が務めています。

● 執行役員
　執行役員は、業務執行を担う当社の役員
であり、その役職として、会長、副会長、社
長、専務執行役員、上席常務執行役員、常務
執行役員などが設けられています。会長と
副会長は、ステークホルダーの視点で他の
取締役及び執行役員による業務を監督し、
会長は代表取締役を兼務のうえ、案件の性
質に応じて業務執行を行います。社長は代
表取締役を兼務し、全社の業務執行を統括
します。代表取締役は、その適切な裁量によ
り、自らが有する業務執行の権限及び責任
の一部を執行役員に委譲します。業務執行
権限の委譲を受けた執行役員は代表取締役
に対して3つの責任（結果責任、最善のプロ
セスを確保する責任、説明責任）を負います。
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≫	内部統制
■	内部統制に係る基本方針
　当社は、強固なガバナンス態勢の強化に向け、「内部統制基本方針」を定めています。内部統制基本方
針には、以下の態勢に関する事項等が定められています。

1.	� 当社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための態勢
2.	取締役および執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための態勢
3.	役職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための態勢
4.	損失の危険の管理に関する規程その他の態勢
5.	財務報告の信頼性を確保するための態勢
6.	取締役および執行役員の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する態勢
7.	 監査の実効性を確保するための態勢

■	3つの防衛線（ディフェンスライン）による内部統制の実効性確保
　内部統制の分野で内外の専門機関が推奨しているフレームワークなどを参考に、当社では事業部門、
管理部門及び内部監査部門の機能を3つの防衛線（ディフェンスライン）として整理し、強固な内部統制
を確保する態勢を整備しています。

常勤監査役
社外監査役
社外監査役

第三のディフェンスライン
監査役会

アフラック・ホールディングス （保険持株会社）

アフラック・インコーポレーテッド （持株会社）

取締役会
代表取締役会長・取締役会議長／代表取締役社長／取締役

アフラック生命保険株式会社

第一のディフェンスライン
（事業部門）

代表取締役社長 （業務執行統括）

第二のディフェンスライン
（管理部門）

内部監査最高責任者

インターナル・オーディット・オフィサー

監査・リスク委員会 （独立社外取締役のみ）

インターナル・
オーディット・オフィサー／執行役員

内部監査部

■	コンプライアンス態勢
　当社は「企業理念」の一つに「法令等の遵守（コンプライアンス）」を掲げ、コンプライアンス態勢を効果
的に推進するために、全社的なコンプライアンスに関する事項が審議・報告される「コンプライアンス委
員会」を設置しています。また、当社のコンプライアンス・オフィサーは、代表取締役に対して報告義務を
負うほか、アフラック・ホールディングスのコンプライアンス・オフィサーに対し、直接の報告義務を負うこ
とで、業務執行部門に対する独立性と牽制機能を確保しています。

■	統合的リスク管理態勢
　当社は、長期にわたるお客様への責任を確実に果たすために、強固なリスク管理態勢を整備していま
す。例えば、財務の健全性の確保及び経営戦略の実現のため、全社的視点に基づき、リスクと収益を一体
的に管理する仕組みであるERMの態勢を整備し、適切な運営に努めています。また、リスク管理をより効
率的かつ効果的に推進し、会社全体のリスクやその影響を統合的に管理するため、全社のリスク管理実
施状況を総合的に把握・協議する「ERM委員会」を設置しています。

■	内部監査・外部監査
　当社は、監査役による監査に加え、内部監査によって、経営活動及び業務活動全般を独立的かつ客観
的な立場でモニタリングし、その有効性の評価を行っています。内部監査機能を担う内部監査部とその
担当役員である「インターナル・オーディット・オフィサー」は、アフラック・インコーポレーテッドの独立社
外取締役のみで構成される「監査・リスク委員会」によって承認された同社の内部監査最高責任者及びア
フラック・ホールディングスのインターナル・オーディット・オフィサーの直接指揮命令下で内部監査活動
を行っており、内部監査機能の有効性に必要とされる強い独立性と客観性を確保しています。
　また、当社は強固な内部統制を確保し信頼性の高いディスクロージャーを実行するため、有限責任 
あずさ監査法人を会計監査人として選任し、会計監査人による外部監査を実施しています。
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≫	当社の環境経営について
　当社は「生きる」を創るリーディングカンパニーを目指し、誰もが安心で健やかに自分らしく生きる社会
の実現に貢献するため、持続可能な環境づくりに努めることの重要性を十分に認識し、環境保護の取り
組みを行っています。
　昨今の気候変動などの地球環境問題に対する企業対応の関心の高まりを受け、企業活動を通じた一
層の戦略的かつ体系的な「環境経営」を推進するため、基本理念と具体的な活動指針を定めた「環境経
営宣言」を2019年8月に制定しました。
　当社は、この宣言に基づいて全役職員が一丸となり、環境に配慮した事業運営と社会貢献を行い、持
続可能な社会と企業の成長の実現を目指すとともに、お客様やビジネスパートナー等の幅広いステーク
ホルダーの皆様と継続的な対話や協働を行っていきます。

ーー 環境経営宣言  ーー

基本理念
　アフラック生命保険株式会社は「『生きる』を創る」保険会社として、誰もが安心で健やかに自分
らしく生きる社会の実現に貢献するため、持続可能な環境づくりに努めることの重要性を十分に
認識し、行動倫理憲章および行動指針において、環境保護の取り組みを掲げています。
　この理念のもと、当社は気候変動などの人類共通の課題である環境問題に対して、CSV経営の
実践を通じ、継続的な取り組みを推進していきます。
　当社が、事業活動を行っている地域のみならず、グローバルコミュニティーの礼儀正しいメン
バーとしてこの取り組みを推進していくことで、これからも多くの方々の「『生きる』を創る」リー
ディングカンパニーを目指して、社会に貢献していきます。

活動指針
1.	事業活動における環境配慮行動
	� 事業活動やオフィス運営に伴い、省資源・省エネルギーを推進し、廃棄物削減やリサイクル、グ

リーン購入及び持続可能な資源調達に努めます。
2.	環境関連法規の遵守
	 事業活動における環境保全に関する法規等を遵守します。
3.	環境啓発活動の推進と社会に対する貢献
	� 人類共通の責任として、全ての役職員および関連ステークホルダーの環境問題に対する意識

の向上を促します。また、 社会の一員として、環境保全活動への助成をはじめとした社会貢献
を積極的に推進し、環境問題に対して前向きに取り組みます。

4.	継続的な環境改善の推進
	� 環境の取り組みに関する目的・目標の設定を行い、活動指針の実施状況をモニタリングし、環

境パフォーマンスを定期的に見直します。また、情報開示に努め、継続的な環境マネジメント
システムの改善に取り組みます。

2019年8月1日   
アフラック生命保険株式会社

代表取締役社長
　

環境経営の取り組み
Environment〈環境〉



46 〈第1部〉

Environment〈環境〉  環境経営の取り組み

≫	環境経営推進のためのガバナンス
　環境経営を戦略的・体系的に推進するために、「環境経営推進コミッティ」は、環境管理責任者の統括
のもと、環境経営の実現に向けて、定期的に会議を開催し、全社の推進状況の確認や新たな施策の審議
などを行っています。
　この取り組みを全社に浸透させるために、全国の拠点のうち、20拠点に「総括環境経営推進者」を任命
し、各拠点における環境保護活動を推進しています。また、社員参加型の環境経営の実施を目的に、社内
公募メンバーから構成される「環境経営推進カウンシル」を設置し、各メンバーの知識や経験を活かして
企画を立案し、施策を実行しています。
　取り組み状況や検討課題は、当社の持株会社であるアフラック・インコーポレーテッドの取締役会*に
対して年次で報告します。 　　　

*CSR・サステナビリティ委員会

≫	ESG投資について
　当社は保険契約者に対する契約義務を果たしつつ、長期安定的に資産運用収益の最大化を図ること
を目的として資産運用に取り組んでおり、その達成に向けてESG要素を考慮した投資活動を実践してい
ます。
　ESG投資の主な取り組み事例として、ネガティブスクリーニング（タバコ関連への投資を禁止）、ESG
テーマ投資（グリーンボンドやソーシャルボンドへの投資）、ESGインテグレーション（投資先の企業評価
におけるESGスコアの組み込み）などを行っています。

取締役会
アフラック（日本）

アフラック・インコーポレーテッド （持株会社）

代表取締役社長

環境経営推進コミッティ

環境経営推進体制

総括環境経営
推進者

環境経営
推進カウンシル 環境経営推進カウンシル（2019年メンバー）
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≫	環境重点テーマと目標
　当社は、環境経営を推進するうえで「環境重点テーマの特定」と「各重点テーマに関連する目標」を策
定しています。
　環境重点テーマの特定にあたっては、主要なESG評価機関による環境分野の評価項目等を参照し、
当社に関連する環境課題を洗い出しました。さらに、推進担当部署である総務部、「環境経営推進コミッ
ティ」及び「環境経営推進カウンシル」のメンバーとともに、洗い出した環境課題における当社にとっての
重要性を検討し、優先順位付けを行い、3つの環境重点テーマ「気候変動への対応」「持続可能な資源利
用」「ステークホルダーエンゲージメント」を特定しました。

■	気候変動への対応
　当社は気候変動への対応を業界・業種問わず国際的な課題であると認識し、自社ビルのエネルギー使
用量の削減とエネルギー効率の向上を通して、CO₂排出量削減に取り組んでいます。

■	持続可能な資源利用
　当社は事業活動を通して利用する資源のうち、紙資源の利用割合が高いため、今後はより一層のデジ
タル化やペーパーレス活動を推進していきます。

■	ステークホルダーエンゲージメント
　全社的に環境経営を推進する風土を醸成するためには、社内外のステークホルダーとのエンゲージメ
ントが重要であると考えています。まずは、役職員に向けた意識啓発と行動変容に取り組みながら、その
他関連ステークホルダーと積極的なエンゲージメントを進めていきます。

環境重点テーマ 項目 目標

気候変動への対応

CO₂排出量の削減
当社の国内保有物件（アフラックスクエア）のCO₂排出量を
2030年までに50%削減（2007年比）することを目指します。

【KPI】 CO₂排出量（t-CO₂）

エネルギー（電気・ガス）
使用量の削減

当社の国内保有物件（アフラックスクエア）のエネルギー使用
量を2030年までに60%削減（2007年比）することを目指し
ます。

【KPI】 エネルギー使用量（GJ ギガジュール）

ビル認証の維持 当社の国内保有物件（アフラックスクエア）のLEED認証*の取
得を維持します。

持続可能な資源利用 紙使用量の削減 当社の事業運営における紙使用量の削減を目指します。

ステークホルダー
エンゲージメント 社員啓発の実施

当社の役職員が環境教育研修を受講することを目指します。

当社の役職員が環境関連活動に積極的に参画することを目指
します。

*	�LEED認証は一般社団法人グリーンビルディングジャパンによる認証制度で、環境性能の高い建築物等に与えられるグリーンビルディング認証です。 
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≫	環境重点テーマへの取り組み
■	気候変動への対応
　当社は、事業所の運営におけるエネルギー使用量の削減に向けて、複数の活動を展開しています。具
体的には、自社ビルである「アフラックスクエア」におけるLED照明の導入や、照明・空調などの省エネ機
器の取り付け、照明の間引きによる減灯等を行っています。そのほか、空調の適度な温度設定、昼休みの
執務エリアの消灯、フロア移動時の階段利用の奨励、クールビズ運営、働き方改革に伴う時間外労働の
削減などにも取り組んでいます。

● CO₂排出量とエネルギー使用量の削減
　自社ビルである「アフラックスクエア」において、CO₂排出量とエネルギー使用量の削減に努めています。

第三者検証の取得
　「アフラックスクエア」は、CO₂排出量の実績報告の信頼性を高めるため、
2019年のScope1とScope2のCO₂排出量について、SGSジャパン株式会社
による第三者検証を受けています。

● 環境に配慮した自社ビル管理
　2019年4月、「アフラックスクエア」が、世界で広く利用されてい
る一般社団法人グリーンビルディングジャパンの認証プログラム

「LEED認証システム」において、ゴールドレベルの認証（Building 
Operation and Maintenance）を受け、省エネや環境に配慮したオ
フィスビルとして認められました。今後もLEED認証の維持・向上に努
めていきます。

*	�CO₂排出量は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」及び「電気事業者別排出係数一
覧」をもとに算出（暦年集計）。

2015年

3,4433,4433,443

66,98766,98766,987 68,36168,36168,361

63,86363,86363,863
3,4513,4513,451

3,1503,1503,150
2,9162,9162,916

2,7632,7632,763

2016年 2017年 2018年 2019年

CO₂排出量とエネルギー使用量の推移　　Scope1（化石燃料）とScope2（間接的に排出した電力等）

0 0

2,400 54,000

2,800 58,000

3,200 62,000

3,600 66,000

4,000
（t-CO2） （GJ）

70,000

60,45860,45860,458
58,10558,10558,105

CO₂排出量（t-CO₂）　　　　　 エネルギー使用量（GJ）
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■	持続可能な資源の利用
　当社は、事業活動による紙使用量削減を目指して、昨年から一部の部門において“No Paper 活動”をス
タートしました。以前から推進しているモニター投影のみの会議等に加えて、主にコピー用紙の使用量の測
定とそのデータの可視化を通して、紙使用量の削減及び紙を使用しない業務運営を実践しており、今後は
この活動を全社に展開していきます。
　さらにお客様に対しては、Web約款やWeb手続きを積極的にご案内しています。

● 電子申込システム（デジモ）の推進
　当社では、2014年から電子申込システム（現在は「デジモ２」）を通して、ペーパーレスで保険契約のお
申込みができる体制を整えています。

● Web約款の推進
　当社では、2014年4月よりWeb約款*を導入し、紙使用量の削
減に取り組んでいます。�

*当社オフィシャルホームページ上で閲覧できる「電子版ご契約のしおり・約款」

● Webでのご契約手続きの推進
　ご契約者様専用サイト「アフラック よりそうネット」（以下、「より
そうネット」）は、ご契約内容の確認や住所・電話番号の変更手続き
などの各種お手続きをスマートフォンやパソコンでご利用いただけ
るサービスです。お客様の利便性向上とともに、紙使用量の削減に
取り組んでいます。

● Webでのご契約内容確認の推進
　「よりそうネット」にご登録済みのご契約者を対象に、ご契約者に郵送する「ご契約内容のお知らせ（ア
フラックメール）」に代わり、Web上でご契約内容をいつでもどこでもご確認いただける取り組みを推進
しています。この取り組みをより一層推進することにより、お客様とのデジタルコミュニケーションの強化
を図るとともに、紙使用量の削減にもつなげていきます。

■	ステークホルダーエンゲージメント
　社員に向けた啓発活動を展開しています。社員一人ひとりが、国際的な環境問題や当社の事業活動に
よる環境負荷を理解し、環境経営に向けた具体的な行動ができるようになることを目指しています。こ
れらの取り組みは、社内公募メンバーから構成される環境経営推進カウンシルのメンバーが中心となっ
て実施しており、今後も、環境保護に関する社員向けセミナー等の開催を通して社員啓発を進めていき
ます。

● Aflac Smart Greenロゴ
　当社役職員による投票によって、活動のシンボルマークである「Aflac Smart 
Green」のロゴを決定しました。このシンボルマークは、当社の全役職員が意
識や行動を変えて、環境経営を推進していくための活動の象徴です。

● e-ラーニング
　環境経営に関するe-ラーニングを子会社を含むアフラック生命グループの全役職員を対象に実施して
います。
　企業を取り巻く地球規模の環境問題や当社の環境経営推進と役職員一人ひとりの心構えを学ぶこと
で、全役職員に環境経営の意識が根付き、行動変容につながることを目指しています。
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イノベーション企業文化の醸成
～人財を大切にする取り組み～

　当社はイノベーション企業文化の醸成に向けて、ダイバーシティ、働き方
改革「アフラック Work SMART」、健康経営の推進に取り組んでいます。

　当社は、創業50周年を迎える2024年に向けて「Aflac VISION2024」を掲げ、「生きる」を創
るリーディングカンパニーへと飛躍することを目指しています。そのためには、時代とともに変化
する経営環境や多様化するお客様のニーズに柔軟に対応していく必要があり、社員一人ひとりが
既存の概念に捉われずに変化を先取りしながら新たな価値の創造に取り組んでいくようなイノ
ベーション企業文化を醸成していかなければならないと考えています。それゆえ、当社は、多様な
社員が活躍できる職場づくりを目指して、ダイバーシティと「アフラック Work SMART」を両輪
として推進しています。
　これまでの取り組みを振り返ると、ダイバーシティ推進としては、社員の半数以上を占める女性
の活躍を目的に2014年9月にスタートさせた「女性の活躍推進プログラム」に取り組んだ結果、 
2020年末までに指導的立場に占める女性社員の割合を30%にする目標について、1年前倒しで
達成することができました。また、「アフラック Work SMART」の推進としては、2015年より仕
事の進め方を抜本的に見直す「Work SMART5原則」の実践と、テレワークやフレックスタイム
制度を軸とした時間と場所に捉われない働き方を推進してきました。これ
までの継続的な取り組みもあり、新型コロナウイルス感染拡大防止にあ
たり、出社人数を7割以上削減するという政府の要請に対して、比較的
スムーズに在宅勤務への移行ができたのではないかと思っています。
　また、どのような環境下でも社員一人ひとりが生き生きと活躍し、社
員の活力や高い生産性を実現するためには、社員の心身の健康維持が
重要だと考えています。そのために「アフラック健康経営宣言」を制定し、
健康経営を将来的な企業価値の創造に向けた重要な投資と位置付
けて経営的視点からさまざまな施策に取り組んでいます。
　このように、今後も不確実性の高い世の中でも組織として高
いパフォーマンスを発揮できるようダイバーシティと「アフラック 
Work SMART」を両輪としてさらに推進するとともに、健康経
営にも戦略的に取り組むことでイノベーション企業文化のさらな
る醸成を図っていきます。

ダイバーシティと「アフラック Work SMART」を 
両輪で推進するとともに 
健康経営に戦略的に取り組む

取締役専務執行役員　木
き じ ま

島 葉
よ う こ

子

Social〈社会〉



51アフラック　統合報告書 2020

Social〈社会〉  イノベーション企業文化の醸成　～人財を大切にする取り組み～

≫	ダイバーシティと「アフラック Work SMART」の推進体制
　当社では、ダイバーシティと「アフラック Work SMART」の取り組みを全社的に進めるために、強固な
推進体制を構築しています。
　代表取締役社長が委員長を務める「ダイバーシティ推進委員会」を設置しトップダウンによる取り組み
を行うとともに、全国から公募により選出されたメンバーで構成される「ダイバーシティカウンシル」が経
営に対してボトムアップによる提言を行っています。また、各部門を統括する部長で構成する「ダイバーシ
ティ推進部会」を設置し、具体的な課題の共有や推進計画の妥当性の審議を行い、各部門での取り組み
を主導する役割を果たしています。さらに、全社的な推進に向けた専担部署としてダイバーシティ推進部
を設置しています。
　このほか、女性役員自らがロールモデルになり後進育成する仕組みとして、女性役員・部長による

「GWC（Global Woman Conference）チーム」を結成し、研修やイベント活動を通して女性社員の育
成を行っています。
　ダイバーシティと「アフラック Work SMART」の推進状況については、持株会社であるアフラック・イ
ンコーポレーテッドへ報告を行い、助言を受けながら推進を行っています。また、代表取締役社長が全
国の拠点を訪問しダイバーシティや「アフラック Work SMART」に関して社員と直接対話することで現
場の課題や意見を共有するタウンホールミーティングの開催や、日米の経営陣から社員にダイバーシティ
と「アフラック Work SMART」の推進意義を直接伝える「Aflac Global Diversity Conference」を
2015年より開催しています。

推進体制図

アフラック・インコーポレーテッド （持株会社）

アフラック（日本）

取締役会

代表取締役社長GWC*チーム
メンバー：女性役員・部長

女性の育成支援

ダイバーシティ
カウンシル

メンバー：一般社員・管理職
（公募）

ダイバーシティ
推進部

ダイバーシティ
推進委員会

ダイバーシティ
推進部会

（委員長：代表取締役社長）

*	�GWCは「グローバル・ウーマン・カンファレンス（Global Woman Conference）」の略

社長とのタウンホールミーティング

Aflac Global Diversity Conference
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≫	ダイバーシティの推進
　当社は、すべての社員の多様性を尊重し、その能力を最大限に発揮できる環境をつくることで、持続的
な成長を目指すダイバーシティの推進に積極的に取り組んでいます。さまざまな能力や発想、価値観を
持つ社員が、お互いに影響を及ぼし合いながら働くことで、さらなるイノベーションを起こし、新たな価値
を創造していくことを目指しています。

■	女性の活躍推進に向けた取り組み
　当社はダイバーシティ推進の第一歩として、女性社員がその多様な能力や発想、価値観を最大限発揮
しながら活躍する環境整備に積極的に取り組んでいます。

● 女性の活躍推進プログラム
　当社は、2014年に「女性の活躍推進プログラム」を開始し、取り組み目標として、「2020年に指導的立
場*1に占める女性社員の割合を30%とする」「2025年にライン長*2ポストに占める女性割合を30%とす
る」という2つの目標を掲げています。指導的立場に占める女性割合の目標は2019年に1年前倒しで達
成しました。� *1. 課長代理以上の役職　 *2. 直属の部下を持つ管理職

● 女性の活躍推進に向けた取り組み
管理職のアカウンタビリティ
	 ●	� 全管理職を対象に「無意識のバイアス」をテーマとした研修を実施
	 ●	� 管理職昇格に向け、女性社員と上司がペアとなり、具体的なアクションプランを策定する研修を実施
	 ●	� 女性社員一人ひとりに対して育成計画を作成し、キャリア意識醸成とキャリアアップの支援を実施
女性のキャリア開発・育成・登用
	 ●	� 若年層から中堅層に対し、キャリアビジョンを明確にするためのキャリアプラン研修を実施
	 ●	� 自身の強みと弱みを理解し、次の役職の役割期待充足に必要なスキル習得の研修を実施
	 ●	� 一時転勤制度や転居を伴わずに本社業務に従事する制度などキャリア形成支援を実施
	 ●	� 女性役員・女性部長が「AWLT（Aflac Women Leadership Training）」を運営し、選抜女性管理職に

対して、社内外の役員講演や役員とのラウンドテーブル、ネットワークの機会を提供

[女性の割合] （2020年1月1日時点）

正社員 指導的立場*1の 
社員 ライン長*2 管理職 役員*4うち 

課長相当職
うち 
部長相当職

うち 
取締役兼務

人数 2,328人 515人 94人 103人 79人（15人*3） 24人 9人 1人
割合 49.4% 30.7% 17.1% 14.9% 14.6% 15.9% 22.5% 12.5%

*1. 課長代理以上の役職 　　*2. 直属の部下を持つ管理職　　*3. 2019年度新規管理職登用数　　*4. 2020年7月末時点

経営トップのコミットメント
重要な経営課題の
一つであることを
全役職員の共通認
識として、数値目
標を公表する

推進体制の強化
代表取締役社長を
委 員 長とした「ダイ
バーシティ推進委員
会」を設置し、組織的
な推進体制を整える

管理職のアカウンタビリティ
全管理職に対して女性
活躍推進の理解浸透を
図るとともに、女性社
員の育成スキル向上を
図る

女性のキャリア開発・育成・登用
自分のありたい姿
を実現するための
アドバイスや 情 報
を提供する

多様な働き方の促進
全社を挙げて、仕事
の進め方の見直しや
働き方の変革に取り
組む

業務プロセス・評価プロセスの見える化
経験の有無にかかわら
ず、誰もが新しい業務に
チャレンジできる環境
を整える

※�上記取り組み領域は、NPO法人J-Winが2014年に提唱した「D&I（ダイバーシティ&インクルージョン）推進」のための重要6領域を参考に策定
しています。
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● 女性活躍推進法に基づく行動計画の策定・公表
　2016年4月に施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」に
基づき、当社は行動計画を策定し、厚生労働省が運営する「女性の活躍推進企業データベース」でその詳
細を公表しています。

計画期間 課題 目標 取り組み内容

2016年4月1日～ 
2021年3月31日

指導的立場の社員全
体に占める女性の割
合が低いこと

● �2020年12月末時点で指導的立場に占める
女性社員の割合を30%にすること

● �2025年にライン長ポストに占める女性社員
の割合を30%にすること

  （マイルストンとして、2020年に20%にする）

「女性の活躍推進プロ
グラム」に基づく女性の
キャリア開発・育成・登
用や多様な働き方の促
進などの実践多様な働き方のさらな

る促進
組織としてのパフォーマンスの最大化・ワーク
ライフマネジメントの実現を目的とした「アフ
ラック Work SMART」を展開すること

■	育児・介護と仕事を両立させるための取り組み
● 育児と仕事を両立させるための取り組み
	 ●	� これから子どもが生まれる社員を対象に育児と仕事の両立について学ぶセミナーを実施（社外の配偶者

も参加可能）
	 ●	� 産育休からの復職者を対象に育児と仕事の両立に向け具体的なノウハウ習得を目指す復職者研修を実施
	 ●	� 育児と仕事を両立中の社員の不安解消を目的に育児コミュニティを運営
	 ●	� 分身ロボット「OriHime」を活用し、地方勤務の社員が出張せずに研修に参加できる環境を整備
	 ●	� 子どもが生まれたすべての男性社員を対象に「配偶者出産休暇」と

「育児休職（5営業日までは有給）」の取得を目標化し、男性社員の
育児参画を促進

	 ●	� 育児休職明けのスムーズな復職や育児と仕事
の両立支援を目的として、2018年4月に東京
都調布市の自社ビルに「アフラック あひるひ
だまり保育園」を開設

● 介護と仕事を両立させるための取り組み
	 ●	� 介護と仕事を両立する社員が働きやすい職場環境をつくることを

目的とした「仕事と介護の両立セミナー」を実施
	 ●	� 介護を行っている社員、介護経験がある社員が意見交換すること

で不安や悩みの解消につなげることを目的とした介護両立コミュ
ニティを運営

■ LGBT*1に関する取り組み
	 ●	� LGBT当事者によるコミュニティの運営
	 ●	� すべての人事規程において同性パートナーを「配偶者」として認定し、異性パート

ナーと同様に取り扱うなど福利厚生に関する社内環境を整備
	 ●	� お客様向けに同性パートナーの死亡保険金受取人指定や被保険者の性別変更（一

定条件を満たした場合）を可能にするなどの取り組みを実施
	 ●	� PRIDE指標*2において3年連続で最高評価の「ゴールド」を受賞 

*1. セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）の総称の一つ　 *2. LGBTなどの性的少数者に関する取り組み評価

■ 障がい者の活躍推進
	 ●	� 特例子会社「アフラック・ハートフル・サービス株式会社」を通して、

障がいを持つ方々の雇用と社会参画を創出
	 ●	� 当社のオフィス空間にアフラック・ハートフル・サービスの社員が

制作した感性豊かなアート作品を展示。障がい者の多様な能力を
発揮する機会の創出と障がい者に対する理解を促進

介護セミナー

アフラック・ハートフル・サービス株式会社
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≫	「アフラック Work SMART」の推進
　当社は、働き方改革に向けて「アフラック Work SMART」を推進しています。本取り組みは、社員一人
ひとりが仕事の進め方を見直すとともに、「時間」と「場所」に捉われない働き方の実現に向けた制度・イ
ンフラの整備を通して社員のワークライフマネジメントを支援し、組織としてのパフォーマンスを最大化
させることを目指しています。

■	仕事の進め方の見直し
● 「Work SMART5原則」の実践
	 ●	� 仕事の進め方の基本指針として「Work SMART5原則」を定め、時間外労働

の削減の観点に留まらず仕事の進め方を抜本的に見直し生産性を向上する
ことを目的に実践

● Work SMART推進計画の策定
	 ●	� 各組織に「Work SMART推進責任者・推進担当者」を配置し、仕事の進め

方を見直す「Work SMART推進計画」を年初に組織単位で策定し、全社へ
公開

■	「時間」に捉われない働き方の実現に向けた取り組み
	 ●	� すべての社員を対象にシフト勤務やフレックスタイム制度などの柔軟な勤務制度や時間単位年休を導入
	 ●	� 育児や介護などで時間に制約のある社員は、短時間勤務制度とシフト勤務を組み合わせることで全10

通りから選択可能な勤務時間を整備

�■	「場所」に捉われない働き方の実現に向けた取り組み
	 ●	� すべての社員を対象に在宅勤務を導入（シンクライアント形式の

ノートPCなどを社員に配布）
	 ●	� すべての社員が利用できるサテライトオフィスやコワーキングス

ペースを首都圏や大阪の主要拠点に設置
	 ●	� 非対面による会議手段としてWeb会議システムを導入
	 ●	� タブレット端末やスマートフォンを利用して社外から社内システム

へアクセスできるモバイルワーク環境を整備
	 ●	� 柔軟な働き方を実践している社員の事例や各部署での取り組み

事例を社内イントラネット上で共有

■	Work SMART目標の設定と実績
	 ●	� 所定外労働時間、年次有給休暇取得（対象：管理職・一般社員）、

男性社員の育児休職取得、配偶者出産休暇取得、テレワークの実
施状況の目標を設定し、その達成状況を役員及び管理職の評価
に反映

S 視野を広く持つ

Work SMART5原則

See the big picture

M 目的を考える
Maintain focus

A 自分から動く
Act with initiative

R 対話を重ねる
Respect dialogue

T 時間を意識する
Think time-value

2019年実績
所定外労働時間* 年次有給休暇

18.8時間／月 取得率87％

配偶者出産休暇 男性社員の育児休暇 テレワークの実施
取得率100％ 

平均取得日数4.5日
取得率100％ 

平均取得日数9.6日
実施率100％ 

（全社員のうちテレワークを年1回以上実施した割合）
*当社の所定労働時間は9時～17時

在宅勤務制度

コワーキングルーム
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≫	健康経営の推進
　当社は、「生きる」を創るリーディングカンパニーを目指すためには、社員が生き生きと活躍することが
不可欠であるという考えのもと、2016年12月に「アフラック健康経営宣言」を制定し、社員がワークで
もライフでも生き生き活躍できる“Keep in Fit!”なライフスタイルの推進に取り組んでいます。
　また、社員ががんや病気にかかっても安心して自分らしく働けるように、2018年からさまざまな制度
や施策を「がん・傷病 就労支援プログラム」として体系化し、支援を強化しています。

≫	健康経営の推進体制
　当社の健康経営は、人事担当役員を
委員長とした「健康経営推進コミッティ」
において、社員の健康に関する推進策
の導入や課題の洗い出し、推進策の進
捗状況の確認等を定期的に行い、社員
の健康維持・増進を推進しています。さ
らに、各事業所での社員の健康維持・増
進に対する意識をより高めていくため
に、全拠点において「健康経営推進者」
を任命し、各施策を推進しています。

■	健康経営の主な取り組み
● 健康維持・増進の取り組み ーー “Keep in Fit!”
　社員が目指すべき理想的なワーク・ライフサイクルの
実現に向け、運動・食事・肥満・禁煙・ウーマンズヘルス・睡
眠にフォーカスしたさまざまな施策を実施しています。
「運動／肥満」

	 ●	� 歩数、睡眠、心拍数等を計測できるウェアラブル端末を
社員に配付

	 ●	� 全社員が参加できるウォーキングキャンペーンを実施
（年2回・社員の6割以上が参加）

「食事」
	 ●	� ウォーキングキャンペーンと連動した食生活改善キャンペーンを実施
「禁煙」

	 ●	� 就業時間中は終日禁煙とする「ビジネス禁煙365」を実施
	 ●	� スマートフォンアプリを活用した卒煙プログラムを実施
	 ●	� 2019年4月に「禁煙推進企業コンソーシアム」を公益社団法人

東京都医師会、公益財団法人日本対がん協会及び民間企業20
社とともに設立、各社と禁煙推進に向け活動

｢ウーマンズヘルス｣
	 ●	� 女性特有の健康課題を理解するe-ラーニングやヘルスリテラシー向上セミナーを実施

推進体制図

健康経営推進コミッティ

人事部
健康推進室 産業医等 健保組合

全国の
衛生委員会
委員長

委員長
（人事担当役員）

人事政策委員会*
(委員長：代表取締役社長)

全国各部署の健康経営推進者（管理職）

*役員以上で構成

朝食を
食べる
朝食を
食べる

適度な
運動
適度な
運動

爽やかな
目覚め
爽やかな
目覚め

早めの
退社
早めの
退社

充分な
睡眠時間
充分な
睡眠時間

生産性の
高い仕事
生産性の
高い仕事

早めの
夕食
早めの
夕食

脳の
活性化
脳の
活性化

禁 煙禁 煙

適正体重の
維持

適正体重の
維持

ウーマンズ
ヘルス

ウーマンズ
ヘルス

メンタル
ヘルス
メンタル
ヘルス
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■	がん・傷病 就労支援プログラム
　社員が「がんや病気に罹っても安心して自分らしく働く」ことを支援するために、「がん・傷病 就労支援
プログラム」に取り組んでいます。
① 相談
	 ●	� がんを経験した社員のコミュニティ「All 

Ribbons」を設立、社内ピアサポートを
実施

	 ●	� 産業医・人事部や社外の相談窓口を設置
② 両立
	 ●	� がんなどの傷病に罹患した社員一人ひと

りを、本人・上司・産業医・人事部が連携・支援する体制を構築
	 ●	� がんに罹患した社員をどの職場でも管理職が適切にサポートできるよう全ライン管理職を対象に「職場

の“がん治療と仕事の両立支援”講座」を実施、延べ440名の管理職が受講
	 ●	� より良い職場環境づくりの必要性への理解を深め、行動するために、社員にe-ラーニングや座談会を実施
	 ●	� がん治療のために日数無制限で取得できる特別休暇「リボンズ休暇」を整備
	 ●	� 社内体制や制度の周知、両立に役立つ情報を一元化したポータルを公開
	 ●	� がんなどの傷病と仕事の両立のための制度や、職場でのサポートのあり方をまとめた「がん・傷病 就労支

援ハンドブック」を社員に公開
③ 予防
	 ●	� 一次・精密検査受診率向上のために、検診日の勤務日扱い、交通費の会社負担、がん検診費用の無料化

等を実施
	 ●	� 社員の禁煙をサポート

「All Ribbons」（がんを経験した社員によるコミュニティ）
　2017年12月、がんを経験した社員コミュニティ「All Ribbons」
を立ち上げ、がんを経験した社員が自身の経験を活かし、がん治
療と仕事の両立に悩む社員のサポートや各種制度の運用の見直
し、新たな商品・サービスの開発支援などに協力しています。
　現在、社内公募によって集まった20～50代の22人（男性10
人、女性12人：2020年6月末時点）が、メンバー同士の情報交換
や自身の体験談の公開、相談窓口の開設、社員向けパネルディ
スカッション、「All Ribbons Cafe（対話型イベント）」の実施、他社交流などの活動を行っています。

パネルディスカッション

両立

相談①
②
③予防

が
ん・傷
病 

就
労
支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム

安心して必要な相談
ができる体制作り

仕事と治療を両立する
ために、真に必要な制
度と職場環境の整備

早期発見のためのが
ん検診受診の徹底と
禁煙推進
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≫	「『生きる』を創る。」をメインテーマとして、3分野に特化した活動を展開
　当社は、当社とかかわるすべてのステークホルダーに対する社会的責任を着実に果たしたうえで、社会
と共有できる価値を創造していく企業経営（CSV経営）を実践しています。そのため、当社の社会貢献活
動については、CSV経営の考え方に基づき、日本で最も長くがんとともに歩んできた保険会社としての
強みを活かし、その本業との相乗効果が発揮できる領域に戦略的に取り組んでいます。
　がんは1981年以降、日本人の死因のトップであり続ける一方、医療技術の進歩によって治る病気になり
つつあります。こうしたがんを取り巻く環境変化とともに、がんを経験した若い世代特有の悩みやがん治
療と仕事の両立など新たな課題が生まれています。当社は、一人でも多くの方々が、それぞれの人生を前
向きに歩むことができる社会を実現するために、以下の3つの分野に注力した活動に取り組んでいます。

アフラック・キッズサポートシステム／ワンハンドレッドクラブ
ダックチャリティー／街頭募金活動

ペアレンツハウス
奨学金制度

My Special Aflac Duck
ゴールドリボン運動

クラシックチャリティーコンサート

小児がん・AYA世代支援小児がん・AYA世代支援

活動を支える取り組み

がんに関する展示会
国・自治体との連携
がん電話相談
がん教育

がんに関する啓発活動がんに関する啓発活動
がん経験者支援サービス
チャリティーコンサート

がん経験者支援がん経験者支援
「『生きる』を創る。」を
メインテーマとした

社会貢献活動

 「『生きる』を創る。」を
メインテーマとした社会貢献活動

小児がん・AYA世代*支援
　小児がんは、症例が少ないために治療研究が進まないことや、合併症を抱えながらその後の生活を送らなければなら
ないことなど、大人のがんとは異なる課題があります。また、就職や恋愛、結婚、出産など人生の多くの節目が訪れるAYA
世代でがんに罹患することは、人生の転換期に大きな困難を抱えることを意味します。小児がんと中高年のがんとの狭間
に位置するAYA世代のがんは、これまで注目される機会が少なく、情報や支援が十分とはいえません。当社では、こうした
小児がん経験者やAYA世代のがん経験者が笑顔で暮らせる社会を目指し、啓発活動や各種団体への支援を行っています。
*AYA世代：思春期・若年成人（一般的に15歳から30歳前後）を指し、AYAはAdolescent and Young Adultの略。特にがん医療において用いられる言葉

がん経験者支援
　昨今の医療技術の進歩により、がんは必ずしも入院を要する病気ではなくなっています。がんに罹患しても、普段と変わ
らない生活を送りながら治療することができるケースも増えています。当社では、治療中の方を含め、がんを経験された
方が前向きに生きがいをもって日々を過ごせるよう、さまざまな取り組みを行っています。

がんに関する啓発活動
　がんは早期発見・早期治療が重要とされていますが、国が定める5つのがん検診の受診率は目標である50%に届かず、
そのほとんどがいまだに30～40%台であり、欧米諸国と比べても低水準に留まっています。少しでも多くの方にがんに
ついて知ってもらい、がん検診を受診してほしいとの想いから、当社はがん検診の受診促進に関するさまざまな取り組み
を全国各地で行っています。
　また、家族におけるコミュニケーションを通して、親子ともにがんに対する正しい理解を促進し、がん検診受診率を向上
させることを目的に、小中学校におけるがん教育への取り組みを行っています。

Social〈社会〉
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≫	小児がん・AYA世代支援
■	アフラックペアレンツハウス
　アフラックペアレンツハウスは、小児がんなどの難病の子ど
もとそのご家族のための総合支援センターです。自宅から離れ
た病院で治療を受ける子どもとそのご家族が1人1泊1,000円

（患児は無料）で宿泊でき、館内は、利用者が自宅のようにくつ
ろげるように、プレイルームやダイニングキッチン、洗濯機など
を完備しています。短時間や日帰りでの利用も可能です。
　当社の保険契約の有無にかかわらず誰でも利用可能なこの
施設は、これまで海外からも含め延べ14万人以上（2020年6月
末時点）にご利用いただいています。利用者の半数以上は小児
がんの子どもとそのご家族で、患児の治療中は期間の制限なく滞在できます。
　宿泊施設としての機能に加え、駐在している専門カウンセラーが利用者の不安
や悩みに応じるなど、情報提供や相談事業を通して付き添いのご家族を経済的・精
神的にサポートしています。また、小児がんなど小児難病の患者家族会の団体や小
児がんに関する医療関係者の方にご利用いただけるセミナールームも併設してい
ます。
　2018年にリニューアルした「アフラックペアレンツハウス亀戸」においては、小児
がん経験者やAYA世代のがん経験者向けに学習室やラウンジスペースを新設した
ほか、小児がん経験者向けの交流会や講演会、自立・就労支援に取り組むなど、治
療中だけでなく、治療後のライフステージ全体を通した支援体制を整備しました。
　なお、アフラックペアレンツハウスは、日本で最も歴史ある小児がんの患児・家族
のための団体「公益財団法人が
んの子どもを守る会」が医療関
係者や関連団体と連携しながら
専門性の高い運営を行っていま
す。運営資金については、社員・
アソシエイツ・アフラックからの
寄付によってほぼ全額がまかな
われています。

■	アフラック小児がん経験者・がん遺児奨学金制度
　親をがんで亡くした高校生や小児がんを経験した高校
生を対象とした返還不要の奨学金制度で、月額2万円を
高校卒業まで給付しています。この奨学金制度は当社の
保険契約の有無にかかわらず応募でき、他の奨学金制度
との併用も可能です。これまでに支援した奨学生は、累計
2,981人（内定者含む）にのぼり、奨学金給付額は累計で
18億円を超えています。
　本制度は、親をがんで亡くし経済的に困難な環境にあ
るがん遺児を支援する奨学金制度として、1995年に当社と「アフラック全国アソシエイツ会」が共同で設
立しました。その後、2014年に小児がんを経験した高校生を新たに奨学生の対象に加え、制度名も「アフ
ラック小児がん経験者・がん遺児奨学金制度」として新たにスタートしました。

●①	アフラックペアレンツハウス亀戸
	 �東京都江東区亀戸6-24-4 

（2001年オープン）
●②	アフラックペアレンツハウス浅草橋
	 �東京都台東区浅草橋1-3-12 

（2004年オープン）
●③	アフラックペアレンツハウス大阪
	 �大阪府大阪市中央区北久宝寺町2-3-1 

（2010年オープン）

奨学生数の推移〔累計〕
（単位：人）

889

2005年度

344

2000年度

1,511

2010年度

2,220

2015年度

2,981

2020年度

●②

●②

●③

●①
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■ My Special Aflac Duck
　「My Special Aflac Duck」は、治療そのものとどう向き合
うかはもちろんのこと、同世代と同じような生活ができないこと

や、大人に囲まれた入院生活などさまざまな課題を抱える小児が
んの子どもたちを応援するために、米国で開発されたアヒル型ロボッ

トです。米国での開発にあたっては、1年以上をかけて100名以上の小児がんの子
どもたち、医療関係者や児童心理学者などの専門家とのテストを通じて改良を重
ねました。
　「My Special Aflac Duck」は子どもたちが自分の感情を伝えるのが難しいと
きに7枚の気持ちカードを使って子どもたちに代わり感情を表現することができま
す。また、大人たちもその子がどんな気持ちなのかを理解して、会話のきっか
けを作ることができます。
　当社は小児がん支援の一環として、「My Special Aflac Duck」を子ども
たちの元へ届ける取り組みを行っており、これまでに約300羽（2020年3月
末時点）を小児がんの治療に取り組む病院等に寄贈しました。

■	ゴールドリボン運動
　2006年に企業としてはじめて「ゴールドリボン*運動」に賛同し、ウォーキングイベントや募金活動な
どを通じて、小児がんと闘う子どもたちへの理解促進や治癒率向上に向けた活動を支援しています。

　小児がんは大人のがんに比べ圧倒的に患者数が少ないため、薬や治療法
の研究開発も遅れており、治癒しても治療の影響で肥満や低身長などの晩期
合併症と呼ばれる後遺症が残ることがあるなど、小児がん経験者は多くの困
難と向き合っています。こうしたことを背景に、当社では小児がんの正しい理
解を広く社会に呼びかけ、小児がんの子どもたちへの支援の輪を広げるべく、
積極的な活動を展開しています。

■	ゴールドリボンウオーキング
　2007年から4月25日の「小児 がんゴールドリボンの日」

（4：しょう、2：にがん、5：ゴールドリボン）に合わせて、小児がんの
子どもたちへの理解と支援の呼びかけを目的としたウォーキング
イベントを実施しています。2019年4月に東京都江東区のお台場
シンボルプロムナード公園で開催された「ゴールドリボンウオーキ
ング2019」には約4,200人が参加しました。
　また、2019年11月には福岡で「ゴールドリボンチャリティーマラ
ソン&ウォーク2019 in 福岡」が、2018年11月には大阪で「ゴール
ドリボンジョイ&ウォーク2018 in 大阪」が開催されました。

■	アフラッククラシックチャリティーコンサート
　当社は、小児がんと闘う子どもたちやそのご家族を応援するこ
とを目的に、クラシックチャリティーコンサートを開催しています。
コンサート会場では来場者が小児がんについて知り、理解を深め
ることができるよう、小児がんの子どもたちの作品の展示や小児
がんについて紹介する映像の上映などを行っています。また会場
内ではチャリティー募金も実施しており、お預かりした寄付金は小
児がん支援団体の活動にお役立ていただいています。

*	�「ゴールドリボン」：小児がん 
への支援を表すシンボルマーク

ゴールドリボンウオーキング2019

My Special Aflac Duck

クラシックコンサート
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≫	活動を支える取り組み
■	アフラック・キッズサポートシステム
　アフラックペアレンツハウス及びアフラック小児がん経験者・がん遺児奨学金制度の安定的な運営を
目的とした当社独自の社会貢献プログラムです。これらの活動を継続的に支えるため、会社からの寄付
のほか、社員からは給与控除で、アソシエイツからは代理店手数料からの控除で寄付が行える仕組みを
構築しています。2020年3月末までの累計寄付金額は約35億円にのぼっています。

■	ダックチャリティー
　社員やアソシエイツが、販売促進ツールとしてアフラックダックのぬいぐるみを購入
すると、当社がそれに連動してアフラック・キッズサポートシステムへ1羽につき10円
の寄付を行う「ダックチャリティー」を行っています。2020年3月末までの累計寄付
金額は約2億4,970万円となりました。

■	ワンハンドレッドクラブ
　1993年にスタートした社員による任意の募金活動で、社員が指定する金額（1口100円・任意口数）を
毎月の給与から控除し、アフラック・キッズサポートシステムやゴールドリボン運動などへ寄付しています。
約7割の社員が参加しており、社員による寄付の総額に対して、会社が同額を拠出するマッチングギフト
を行っています。

■	街頭募金活動
　アフラック小児がん経験者・がん遺児奨学金制度を支える活動
として、毎年、がん征圧月間である9月を中心にアフラック全国ア
ソシエイツ会が主体となり、全国各地で街頭募金活動を行ってい
ます。2019年には延べ100ヵ所以上で募金活動を実施し、総額
544万円が集まりました。

≫	がん経験者支援
■ がん経験者支援サービスの運営
　がん治療中の方々を含むがん経験者の方々が、治療中も治療後も
充実した人生を歩むために必要な支援を実現するため、がん経験者
同士が多種多様な情報を交換できるSNSサービス「tomosnote（ト

モスノート）」を2018年9月より提供しています。

■ チャリティーコンサート「がん患者さんが歌う第九」
　当社は、公益財団法人がん研究会とがん研有明病院が主催するチャリティー
コンサート「がん患者さんが歌う第九」を支援しています。このイベントは、チャリ
ティーとしてがん医療に寄与することを目的としており、がん患者・がん経験者の
方 と々そのご家族、医療従事者が合唱を通じて、がんの克服に向けて想いを一つに
する大切な機会ともなっています。

募金活動を行う社員・アソシエイツ

オールインダック
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≫	がんに関する啓発活動
■	がんに関する展示会
　がんの「早期発見・早期治療」の大切さについて考えるきっかけ
にしてほしいとの想いで、2004年にがんに関する展示会「がんを
知る展」を開始し、その後2018年にはより多くの方に関心を持っ
ていただくために「なるほどなっとく がんを知る教室」としてリ
ニューアルしました。学校の教室をイメージした展示セットは、学
科ごとにまとめたがんに関する情報パネルやがんに関する映像、
乳がんの自己検診を疑似体験できるコーナーなどで構成されてい
ます。アソシエイツをはじめ、業務提携先である全国の金融機関
や郵便局などとも協力しながら、これまでに全国122ヵ所で開催し、来場者数は延べ38万人を超えるな
ど幅広い方々に身近な場所でがんを知っていただく機会を提供しています。

■	国・地方自治体との連携
　当社はがん検診受診率向上などを目指し、地方自治体と連携し
た活動を進めています。47都道府県にとどまらず、政令指定都市や
その他市町村を含めた提携も進めており、2020年6月末時点で全
国113に及ぶ自治体（47都道府県、66市区町）と提携し、協力関係
を築いています。また、厚生労働省による国家プロジェクト「がん対
策推進企業アクション」の推進パートナー企業として、職場における
がん検診受診率向上及びがんに関する啓発に取り組んでいます。

■	がん電話相談
　1982年にがん研有明病院、産経新聞社の協力により当社がはじめて取り組んだ社会貢献活動で、が
んに罹患した方やそのご家族向けの日本初のがん専門電話相談事業です。専門医や看護師資格を持つ
専任カウンセラーが症状の正しい理解や適切な治療を選択するためのアドバイス、心のケアなどの相談
に応じます。これまでに9万人を超える方々のご相談をお受けしています。

■	がん教育
　2012年6月に策定された第2期がん対策推進基本計画に盛り込まれた「がん教育」は、その後、第3期が
ん対策推進基本計画（2017年10月）に引き継がれ、全国の学校においてその取り組みが開始されていま
す。当社では、子どものうちからがんについての正しい理解を身に付けることが、その子ども本人だけでは
なく親子のコミュニケーションを通して、周囲の大人も含めたがん検診受診率の向上、がんの早期発見・早
期治療につながると考え、積極的にがん教育に取り組んでいます。2018年に調布市の中学校において初
めて授業を開催し、その後も愛知県豊川市、東京都新宿区の小中学校など順次取り組みを拡大しています。

がんを知る教室

地方自治体との連携

全国の医療機関及び医療従事者の方々への支援（5億円の寄付）
　当社は、新型コロナウイルス感染症への対応が長期化することが想定されるなか、感染者の治療及
び感染拡大防止のために医療の最前線で献身的に活動されている全国の医療機関及び医療従事者
の方々の支援を目的として、公益財団法人日本医師会に3億円、当社の契約サービス部門の拠点があ
る自治体（含む同自治体が設立した基金）である調布市、大阪府、神戸市に2億円、合わせて5億円の
寄付を行いました。
　当社は、こうした支援を含むさまざまな活動を通してブランドプロミスである「『生きる』を創る。」
の実践に取り組んでいます。
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調布市スマートシティプロジェクト
調布市と「包括的パートナーシップ協定」を締結

　当社は、1994年に東京都調布市に初の自社ビルを建設し、2007年には同市の企業立地等促進
支援条例に基づき調布駅前の再開発ビルに新たなオフィスを確保するなど事業基盤を拡大し、四半
世紀にわたり調布市との協力関係を築いてきました。また、2019年8月には、調布の街の持続的な
発展と社会的課題の解決に向けて、調布市とともに、それぞれが保有する特性・資源・ノウハウ等を
活かしながら、多様な分野において連携・協力することを目的として「包括的パートナーシップ協定」
を締結しました。本協定により、両者の連携関係のステージを一段高め、具体的な連携・協力につい
て検討・実施しています。

「包括的パートナーシップ協定」における連携・協力事項

●●①	街づくりの推進・地域の活性化に関すること
●●②	産業振興・市民雇用の創出に関すること
●●③	�暮らしの安全・安心の確保及び地域防災力の向上に関

すること
●●④	�市民・地域就労者の健康の維持・増進に関すること
●●⑤	�高齢者支援、障害者支援、子ども・子育て支援に関する

こと
●●⑥	�生涯学習及び文化・スポーツ活動の振興に関すること
●●⑦	�国際交流・多文化共生の推進に関すること
●●⑧	�働き方改革及び人材確保・育成におけるダイバーシティ

推進に関すること
●●⑨	�SDGsの考え方の普及と取組の推進に関すること
●⑩	�その他、両者の協議により合意した事項

調布市と「包括的パートナーシップ協定」に調印

アフラックスクエアビル（東京都調布市）

Social〈社会〉
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Social〈社会〉  調布市スマートシティプロジェクト

調布市スマートシティプロジェクトの概要
　当社は、調布市と「包括的パートナーシップ協定」の
締結以降、同市役所をはじめ、地元の大学や企業、各
種団体など多くの関係者と調布市の状況と課題につ
いて対話を続けてきました。また、当社内においては、
調布市のまちづくりに関心が高い社員有志による課題
抽出のためのワークショップや、有識者を招いての勉
強会を開催してきました。
　こうした取り組みの結果、当社が保有する知見・ノウ
ハウを活かしながらCSV経営をさらに推進し、かつ調布市民の能動的な参加を促しながら同市の課
題解決と発展を目指すために、調布市と「データ利活用型のスマートシティ」の戦略的構築に合意し、
2019年9月に「調布市ヘルスケアスマートシティプロジェクト」を立ち上げました。
　なお、現在、本プロジェクトは対象領域をヘルスケア領域からより幅広くスマートシティ全般につ
いて取り組むべく活動を進めています。

課題抽出のためのワークショップ

「調布市ヘルスケアスマートシティプロジェクト」構想
“誰もが心身ともに健康的に長く生きられる、働けるまち”

産官学連携コンソーシアム
アカデミア 異業種連携調布市

官民共創データ連携プラットフォーム
コミュニティ（市民・地元企業・地元大学等）ビッグデータ連携基盤

健康経営 ×
データヘルス

PHR・生産性指標

教育 × ICT
（EdTech） リフレッシュメント シェアリング スマートモビリティ

誰もが効率的に働ける環境づくり
〈労働生産性の向上〉

働きたい人が働ける環境づくり
〈労働人口の拡大〉

労働生産性向上に寄与
するスマートオフィスの
実現

官民共創の健康増進互
助コミュニティ・マッチ
ングPF

学生参加Workshop
／課題解決型教育プロ
グラム

データサイエンス等の
寄付講座／外部専門家
の講演

自然・食・文化を楽しみ、
“にぎわい”を感じる場
づくり

観光地・駅等をつなぐ
動線づくり

育児・介護等をタイム
リーにシェアできるプ
ラットフォーム

空き家などの低利用施
設の有効活用

地域内の効率的な移動
を実現するMaaS

自転車利用を促すモビ
リティ環境整備（駐輪場
等）

学習データ 地域内購買データ 施設・人材稼働率 交通・人流データ

目
指
す
姿  

施
策
の
方
向
性

推
進
基
盤

「データ利活用型スマートシティ推進事業」に認定

　2019年11月、調布市との「包括的パートナーシップ協定」に基づき立ち上げた「調布市ヘルスケアスマー
トシティプロジェクト」が総務省の推進する「データ利活用型スマートシティ推進事業」に認定されました。
同事業は、ICTを活用したスマートシティの街づくりを通じて、地域が抱えるさまざまな課題の解決や地域
活性化・地方創生の実現を目指して総務省が推進している事業です。
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Social〈社会〉  当社の取り組みに対する外部評価

2019年度
制度説明 当社の主な取り組み

イクメン企業アワード2019
両立支援部門

（主催：厚生労働省 ）

厚生労働省が、育児を積極的に行う
男性＝「イクメン」を応援し、男性の育
児休業取得を促進するイクメンプロ
ジェクトの一環として、男性従業員の
育児と仕事の両立を推進する企業を
表彰する制度です。

ライフスタイルに合わせた柔軟な働き方の環
境整備、子どもが生まれた男性社員とその上
司への育児休職制度の周知と取得促進、男
性社員の育児休業取得率等を役員・管理職の
人事評価に反映する仕組みを整えています。

テレワーク先駆者百選
総務大臣賞

（主催：総務省）

総務省がテレワークの導入・活用を進
めている企業・団体を「テレワーク先
駆者」及び「テレワーク先駆者百選」
として選定し、2016年度からはテレ
ワーク先駆者百選として公表した企
業の中から、他社が模範とすべき優れ
た取り組みを行っている企業に対し
て、「総務大臣賞」を授与しています。

自宅やオフィス以外でも社内システムにアク
セスできるモバイルワーク環境を整備すると
ともに、全社員に向けた在宅勤務制度の導入
やサテライトオフィスを設置しています。当社
は2016年度に「テレワーク先駆者百選」に選
ばれ、2019年度に「テレワーク先駆者百選 総
務大臣賞」を受賞しました。

大阪市女性活躍リーディング	
カンパニー市長表彰 最優秀賞

（主催：大阪市）

大阪市が、2014年10月から、女性が
活躍できる職場環境づくりを積極的
に進めている企業等を「大阪市女性活
躍リーディングカンパニー」として認証
している制度です。特に優れた取り組
みを行っている企業等に対しては、毎
年度、市長表彰を行っています。

すべての社員の多様性を尊重し、その能力を
最大限発揮できる環境をつくることで、持続
的な成長を目指すダイバーシティの推進に積
極的に取り組んでいます。女性の活躍推進を
重要な経営戦略の一つとして定め、2014年か
ら「女性の活躍推進プログラム」をスタートさ
せています。

健康経営優良法人2020
～ホワイト500～

（主催：日本健康会議・経済産業省）

日本健康会議と経済産業省が、健康
経営に取り組む優良な法人を「見える
化」することで、従業員や求職者、関
係企業や金融機関などから「従業員
の健康管理を経営的な視点で考え、
戦略的に取り組んでいる法人」として
社会的に評価を受けることができる
環境を整備することを目標とした制
度です。

ウォーキングキャンペーンや禁煙等の健康
増進のための取り組みや、がん・傷病 就労支
援プログラム等に取り組んでいます。当社は
2017年度から3年連続で「健康経営優良法人

（大規模法人部門）～ホワイト500～」に認定
されています。

スポーツエールカンパニー

（主催：スポーツ庁）

スポーツ庁が、ビジネスパーソン向け
にスポーツの実施を促進し、スポーツ
に対する社会的機運の醸成を図るこ
とを目的として設けた認定制度です。

歩数や睡眠状況などを測定し、健康状態
を「見える化」するウェアラブル端末の配布
や、役員も含め半数以上の社員が参加する
ウォーキングキャンペーンの実施、さまざまな
スポーツ体験機会を提供するイベント「アフ
ラック スポーツガーデン」を開催するなど、
社員の運動習慣の向上に取り組んでいます。
当社は2018年度にも「スポーツエールカンパ
ニー」に認定されています。

第5回ACAP	
消費者志向活動表彰 	
消費者志向活動章

（主催：公益社団法人消費者関連専門家
会議（ACAP））

公益社団法人消費者関連専門家会議
（ACAP）が、企業や団体等の活動に
おいて、消費者志向経営の推進ある
いはこれを支援する観点から称賛に
値する活動を「消費者志向活動章」と
して表彰する制度です。

小児がんなどの難病と闘う子どもたちとその
ご家族を支援する取り組みの一つである「ア
フラックペアレンツハウス」の活動が評価さ
れました。

当社の取り組みに対する外部評価
Social〈社会〉
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Social〈社会〉  当社の取り組みに対する外部評価

■	�2014年度 
ダイバーシティ経営企業100選

（主催：経済産業省）

■	�テレワーク先駆者百選 
（2016年度）

（主催：総務省）

■	�J-Winダイバーシティ・アワード
	� 2016年：	（�ベーシック部門） 

ベーシックアチーブメント大賞
	 2017年：	（経営トップ部門）経営者アワード 
	 2018年：	（アドバンス部門）大賞 
	 2018年：	（�D&I推進リーダー部門） 

リーダー・アワード
（主催：NPO法人 J-Win）

■	�均等・両立推進企業表彰  
ファミリー・フレンドリー 
企業部門  厚生労働大臣 
優良賞 （2018年度）

（主催：厚生労働省）

■	�テレワーク推進企業等 
厚生労働大臣表彰 

（輝くテレワーク賞） 
特別奨励賞 （2018年度）

（主催：厚生労働省）

■	�2017年度 東京都女性活躍 
推進大賞 優秀賞 

（産業分野）

（主催：東京都）

■	�女性活躍推進法に基づく 
優良企業認定マーク 

「えるぼし」
※�最高評価 
「三段階目」に 
認定

（主催：厚生労働省）

■	�女性が輝く先進企業表彰

（主催：内閣府）

■	�第3回がん医療と職場の架け橋大賞  
最優秀賞 （2018年度） 

（主催：�BCC〔Bridge between Clinic & Company〕）

■	�次世代育成支援対策推進法に 
基づく認定マーク 

「プラチナくるみん」

（主催：厚生労働省）

■	�Innovation in Insurance Awards 
最優秀イノベーション賞 

“Global Innovator”銅賞（第3位）

（主催：Efma）

■	�顧客ロイヤルティを測る指標
「NTTコムオンラインNPS® 

ベンチマーク調査2020」 
生命保険部門 第1位

（�主催：NTTコムオンライン・マーケティング・
ソリューション株式会社）

■	�東京都スポーツ推進企業  
（2018年度）

（�主催：東京都 
オリンピック・パラリンピック準備局）

■	�2016年度 がん患者の治療と
仕事の両立への 
優良な取組を行う企業表彰 
優良賞 （大企業部門） 

（主催：東京都）
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社外監査役メッセージ

　社外監査役の立場から当社の取締役会の実効性についてご意見をいただいています。

社外監査役メッセージ

≫	監査役 滝本 豊水 
　アフラックは、1974年にわが国においてがん保険のパイオニアとして創業
されて以来、生きるための保険のリーディングカンパニーとして確固たる地位
を築いており、2018年の日本法人化の際に監査役の役職が設けられました。
　生命保険事業は極めて公共性の高い事業であり、一般の事業会社に比して
より強固なガバナンス態勢が求められています。社外監査役としての監査業
務のうち最も重要なものの一つが取締役会へ出席し、業務執行について法律
的・専門的な見地から質問し、意見を述べることです。アフラックの取締役会
における議論は表面的・形式的なものではなく、実質的かつ熱心な議論が行
われており、社外監査役としても、幅広い情報収集の上で取締役会の議論に
積極的に参加する機会が与えられています。
　こうした強固なガバナンスのもとでアフラックのコアバリューに基づく経営が行われており、お客様に持続
的に安心を提供し続けることができる強固な財務基盤を維持しています。また、新型コロナウイルスの感染
問題に対応するため、いち早くデジタルトランスフォーメーションに積極的に取り組む姿勢を掲げていること
は高く評価したいと思います。

≫	監査役 吉田 周邦
　社外監査役は、外部から「公正な視点」で取締役の業務遂行をモニタリング
することが求められます。その方法として、生命保険会社の経営目的を支える
内部統制の整備・運用状況を評価することが有用です。アフラックの全社的
な内部統制を俯瞰すると、①「グローバル・グループ・ガバナンス」による企業
統治に組み込まれ、日米の法令を遵守する体制が構築されていること、②親
会社の内部監査部門と連携した内部監査部が、内部統制の評価を機動的に
実施していること、③内部統制が、統合的なリスク管理態勢に有機的に組み
込まれていること、④事業部門・管理部門・内部監査部門（監査役会と連携）の
3つの防衛線を明確に意識して内部統制を確保していることが、その特徴とし
て挙げられます。また、コアバリュー（基本的価値観）を常に標榜していること
が、日常的な組織運営と経営方針の決定を誠実・健全に維持することに役立っていると考えられます。
　アフラックの取締役会では、闊達に率直・明快（Transparent）な議論が行われています。その運営をさら
に有意義なものとするために、社外監査役は合理的な意見を発信し続ける必要があります。そのため、取締
役会に全出席するとともに、担当部・担当役員とのブリーフィングを大切にし、代表取締役・取締役・常勤監査
役と密接にコミュニケーションをとり、また業務プロセスの現場へも積極的に訪問することなどを通して、今
後とも職務を果たしていきたいと考えます。
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決算ハイライト （2019年度 決算の概況）

決算ハイライト （2019年度 決算の概況）

契約の状況

■	新契約件数� （前年度比 24.2%減）

117万件
がん保険、医療保険の販売が減少し、新契約全体では前年
度比24.2%減の117万件となりました。

2018年度 2019年度

（単位：万件）

がん保険
医療保険
その他

個人保険

117

155

31

8

83

27

6

115

■	新契約年換算保険料� （前年度比 22.7%減）

660億円
がん保険、医療保険の販売減少により、前年度比22.7%
減の660億円となりました。

2018年度 2019年度

（単位：億円）

個人保険・
個人年金保険の合計

うち第三分野

609

660

855

797

■	保有契約件数� （前年度末比 0.4%減）

2,447万件
新契約件数の減少、解約や死亡などの契約の消滅の影響
により、前年度末比0.4%減の2,447万件となりました。

2018年度 2019年度

（単位：万件）

がん保険
医療保険
その他

個人保険

個人年金保険

2,4472,457

593

273 33

1,554

591

268

1,557

32

■	保有契約年換算保険料� （前年度末比 0.7%減）

1兆4,066億円
保有契約件数の減少により、前年度末比0.7%減の1兆
4,066億円となりました。

2018年度 2019年度

（単位：億円）

個人保険・
個人年金保険の合計

うち第三分野

10,648

14,06614,166

10,707
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決算ハイライト （2019年度 決算の概況）

収支の状況

■	保険料等収入� （前年度比 1.3%減）

1兆4,129億円
第一分野の払込満了契約の増加や第三分野の販売減少
などにより、保険料等収入は前年度比1.3%減少しました。

■	保険金等支払金� （前年度比 2.0%増）

8,078億円
保険金・年金・給付金等のお支払い状況を示す保険金等支
払金は、前年度比2.0%増の8,078億円となりました。

2019年度2018年度 2019年度2018年度

（単位：億円）

保険料等収入 保険金等支払金

14,310 14,129

13,801 13,657
7,916 8,078

5,276

2,639

5,491

2,587
508 471

保険料
再保険収入

保険金・年金・給付金
その他〔解約返戻金など〕

■	資産運用収益� （前年度比 9.1%増）

3,373億円
利息及び配当金等収入が増加したことにより、前年度比
9.1%増の3,373億円となりました。

■	資産運用費用� （前年度比 93.5%増）

635億円
為替差損、有価証券評価損などを計上したことにより、前
年度比93.5%増の635億円となりました。

2019年度2018年度 2019年度2018年度

（単位：億円）

資産運用収益 資産運用費用

3,091
3,373

2,939
3,143

328
635151

133
43

152 229

利息及び配当金等収入
その他

有価証券評価損
為替差損
その他

104
395
135

■	資産運用関係収支� （前年度比 0.9%減）

2,737億円
資産運用収益から資産運用費用を差し引いた資産運用関
係収支は、前年度比0.9%減の2,737億円となりました。
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利益の状況

■	基礎利益� （前年度比 5.7%増）

3,264億円
資産運用収益の増加、責任準備金等繰入額の減少などに
より基礎利益は前年度比5.7%増の3,264億円となりま
した。

2018年度 2019年度

（単位：億円）3,2643,087

基礎利益（経常利益等の明細） （単位：億円）

区　分 2018年度 2019年度
基礎利益	 （A） （=①ー②） 3,087 3,264

基礎収益① 17,276 17,300
うち保険料等収入 14,310 14,129
うち資産運用収益 2,949 3,156

基礎費用② 14,189 14,035
うち保険金等支払金 7,916 8,078
うち責任準備金等繰入額 2,535 2,281
うち資産運用費用 24 30
うち事業費 3,410 3,340

キャピタル損益	（B） △157 △339

臨時損益	 （C） △43 △74

経常利益　（A）＋（B）＋（C） 2,885 2,851

基礎利益の内訳（三利源） （単位：億円）

区　分 2018年度 2019年度
基礎利益 3,087 3,264

危険差損益 2,088 1,988
費差損益 732 804
順ざや額 266 471

解 説  「基礎利益」とは、生命保険会社の保険本業の期間収益を示す指標
の一つで、保険料等収入や資産運用収益などからなる「基礎収益」から、保
険金等支払金、責任準備金等繰入額（危険準備金繰入額等を除く）、事業
費などからなる「基礎費用」を差し引いたものです。この基礎利益に有価証
券売却損益などの「キャピタル損益」と「臨時損益」を加えたものが、損益
計算書上の「経常利益」になります。

■	経常利益� （前年度比 1.2%減）

2,851億円
基礎利益は増加したものの、為替差損、有価証券評価損な
どの増加によりキャピタル損益が悪化したため、前年度比
1.2%減の2,851億円となりました。

■	当期純利益� （前年度比 1.5%減）

2,006億円
経常利益の減少により、当期純利益は前年度比1.5%減の
2,006億円となりました。

解 説  「当期純利益」とは、税引前当期純利益から法人税等合計を控除した
金額で、1事業年度における会社のすべての活動によって生じた利益です。
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決算ハイライト （2019年度 決算の概況）

資産・健全性の状況

■	ソルベンシー・マージン比率�（前年度末比 80.3ポイント減）

880.9%
行政監督上において健全とされる200%を大きく上回って
います。

2018年度末 2019年度末

3,181 3,644

15,293 16,053

（単位：億円、%）

ソルベンシー・マージン比率
ソルベンシー・マージン総額 リスクの合計額

880.9%
961.2%

解 説  「ソルベンシー・マージン比率」とは、通常の予測を超えて発生する
リスクに対する備えの程度（支払余力）を示す行政監督上の指標の一つで
す。数値が200%以上であれば、健全性についての一つの基準を満たして
いるとされます。200%を下回った場合、監督当局による業務改善命令等
の対象になります。

■	実質純資産額� （前年度末比 9.6%減）

2兆5,862億円
引き続き高い財務健全性を示す水準を確保しています。

解 説  「実質純資産額」とは、有価証券の含み損益などを反映した時価ベー
スの資産の合計から、価格変動準備金や危険準備金などの資本性の高い
負債を除いた負債の合計を差し引いたものです。時価評価後の実質的な自
己資本を指すもので、生命保険会社の健全性を判断する行政監督上の指
標の一つです。

■	総資産� （前年度末比 2.0%増）

12兆3,793億円
総資産のうち87.7%は、安定した利息及び配当金等収入
が見込まれる国内外の公社債や一般貸付などで構成され
ています。
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新契約の状況
　がん保険の新契約は、前年度比27.4%減の83万件とな
りました。また、医療保険についても、前年度比12.8%減
の27万件となりました。これらの結果、2019年度の新契
約件数（個人保険・個人年金保険合計）は前年度比24.2%
減の117万件となりました。
　これに伴い、年換算保険料に関しては、第三分野は前年
度比23.5%減の609億円、全体では同22.7%減の660
億円となりました。
第三分野：
第三分野とは、「医療保障・生前給付保障等」を指し、主にがん保険や医療保険、介
護保険などが該当します。

年換算保険料：
年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を
乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額（一時払契約等は、保険料を保険期間で
除した金額）であり、契約規模を保険料収入の面から測る指標の一つです。

解約・失効の状況
　2019年度の解約失効率（件数ベース／個人保険・個人
年金保険合計）は、前年度から0.6ポイント減少し、4.6%と
なりました。
　当社ではご契約内容をお知らせするため、お客様に「ア
フラックメール」を定期的に郵送しているほか、勤務先経
由で当社保険にご加入いただいているお客様については、
定年等による退職時に、退職後もご契約を継続できる旨
を郵送でお知らせしています。
　また、ご契約の失効を未然に防止するため、保険料の口
座引き落としができなかったお客様への通知を行うなど、
ご契約を継続していただくための取り組みに注力してい
ます。

保有契約の状況
　2019年度末の保有契約件数（個人保険・個人年金保険
合計）は、主力商品のがん保険（前年度末比0.2%減）及び
医療保険（同0.4%減）がともに減少し、前年度末比0.4%
減の2,447万件となりました。なお、保有契約件数のうち、
がん保険が1,554万件、医療保険が591万件となり、合わ
せて全体の87.7%を占めています。
　また、保有契約件数が減少したことにより、個人保険・
個人年金保険合計の年換算保険料は、前年度末比0.7%
減の1兆4,066億円となりました。そのうち第三分野の年
換算保険料は1兆648億円と、全体の75.7%を占めてい
ます。

契約状況の規模に関する指標
　生命保険会社における契約状況の規模を表す指標とし
て、死亡保険金額を示す「契約高」をベースとした数値が一
般的に用いられますが、当社は、死亡保険金が設けられてい
ない、あるいはその金額がきわめて少ないがん保険や医療
保険などの第三分野の取り扱いが大半を占めているため、
当社の契約動向を示す指標としては、「件数」及び「年換算
保険料」がより適しています。
　なお、当社の新契約高及び保有契約高、解約失効率（保険
金額ベース）は、下記のとおりです。

（単位：億円、%）

2018年度 2019年度

新契約高 2,548 2,164

保有契約高 139,697 135,503

解約失効率（保険金額ベース） 3.7 3.5
※	1.	�上記の数値は、個人保険・個人年金保険の合計です。
	 2.	�解約失効率は、解約・失効高から復活の金額を相殺して算出してい

ます。なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約を算出
の対象としています。
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運用実績の概況
　2019年度の資産運用は、引き続き日本国債等の円建
長期確定利付資産を運用資産の中核とする一方で、収益
性向上とリスク分散の観点から、ドル建変動利付資産やオ
ルタナティブ資産等に投資する海外投資信託の積み増し
を行いました。
　運用実績としては、安定収益である利息及び配当金等
収入を3,143億円確保したことに加え、有価証券売却益
166億円、金融派生商品収益50億円の計上などにより、
資産運用収益は3,373億円となりました。一方、資産運用
費用については、為替差損395億円、有価証券評価損135
億円、貸倒引当金繰入額51億円、有価証券売却損24億円
の計上などにより、635億円となりました。その結果、資産
運用収益から資産運用費用を差し引いた資産運用関係収
支は、前年度比0.9%減の2,737億円となりました。これに
より、2019年度の運用利回りは前年度比0.07ポイント減
の2.28%となりました。

一般勘定資産の状況
　2019年度末の一般勘定資産は、前年度末比2.0%増
の12兆3,793億円となりました。このうち87.7%（10兆
8,515億円）は安定した利息及び配当金等収入が見込ま
れる国内の公社債（6兆1,577億円）や外国公社債（3兆
8,227億円）、一般貸付（8,248億円）などで構成されてい
ます。

　また、当社は投資の実行に際して十分な信用リスク調査
を行い、投資対象については国内外の優良発行体（借入
人）を原則としており、これらの資産のうち、残高の76.9%
は外部格付けで“A”格以上、96.8%は投資適格とされる

“BBB”格以上となっており、引き続き質の高いポートフォ
リオを維持しています。
　なお、貸付金のうち返済状況が正常ではない債権（リス
ク管理債権）については、2019年度末における当社の貸
付金残高8,507億円のうち、リスク管理債権額は200億円

（貸付金残高に対する比率：2.4%）となっています。

今後の取り組み
　当社は、徹底したリスク管理のもと、お客様をはじめと
するすべてのステークホルダーの長期的・安定的な利益に
資する資産運用に取り組んでいきます。
　具体的には、長期の負債特性に対応した資産配分の指
針を定め、資本の安定性に資することを目的として策定し
た「戦略的アセットアロケーション」に基づき、安定的な資
産運用収益の確保を目指す観点から、引き続き公社債な
どの確定利付資産を中心に投資を行っていきます。また、
効率的なポートフォリオの構築に向けた分散投資の観点
から、アセットクラスの多様化を進めていきます。
　こうした資産運用及び資産運用リスク管理態勢のさ
らなる強化の継続を通じて、資産運用収益の安定拡大を
図っていきます。

（2019年度末）

国内公社債
49.7%
国内公社債
49.7%

外国公社債
30.9%
外国公社債
30.9%

一般勘定資産　12兆3,793億円

その他 12.3%

買入金銭債権 0.4%
一般貸付 6.7%

債券及び一般貸付* 87.7％

（2019年度末）

貸借対照表計上額　10兆8,515億円

一般勘定資産の構成

債券及び一般貸付*の信用格付別残高の構成

BB以下 2.4%
格付けなし 0.8%

*債券及び一般貸付には、買入金銭債権を含みます。

AAA 0.8%

A
72.3%
A

72.3%
BBB
19.9%
BBB
19.9%

AA 3.8% A以上 76.9%
BBB以上 96.8%
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貸借対照表（主要項目） （単位：百万円、%）

年度
科目

2018年度
（2019年3月31日現在）

2019年度
（2020年3月31日現在）

金額 金額 構成比

資産の部

現金及び預貯金  97,028  113,501 0.9 
買入金銭債権  134,155  46,132 0.4 
有価証券 ●①  10,820,504  11,138,685 90.0 

公社債  6,151,419  6,157,746 
株式  60,179  55,323 
外国証券  4,596,972  4,915,799 

うち公社債  3,792,487  3,822,782 
その他の証券 11,932 9,815

貸付金 ●●②  879,595  850,707 6.9 
保険約款貸付  24,703  25,828 
一般貸付  854,892  824,878 

有形固定資産  13,862  13,801 0.1 
無形固定資産  16,195  13,781 0.1 
再保険貸  12,381  12,452 0.1 
その他資産  104,081  99,568 0.8 
繰延税金資産  61,466  101,098 0.8 
貸倒引当金  △5,319  △10,414  △0.1 

資産の部合計 ●●③ 12,133,952  12,379,316  100.0 

負債の部

保険契約準備金  10,917,430  11,148,083 90.1 
うち責任準備金 ●●④  10,794,499  11,016,614 

代理店借  12,362  11,539 0.1 
再保険借  15,345  14,896 0.1 
社債 ー  30,000 0.2 
その他負債  308,873  411,566 3.3 
退職給付引当金  7,462  6,685 0.1 
価格変動準備金 ●●⑤  59,232  64,092 0.5 
負債の部合計 11,320,706  11,686,864  94.4 

純資産の部

資本金 30,000  30,000 0.2 
資本剰余金 396,173  160,173 1.3 
利益剰余金 203,690  404,323  3.3 
株主資本合計 629,864  594,497  4.8 
その他有価証券評価差額金 ●●⑥ 183,382  97,954  0.8 
評価・換算差額等合計 183,382  97,954  0.8 
純資産の部合計 ●●⑦ 813,246  692,451  5.6 

負債及び純資産の部合計 12,133,952  12,379,316  100.0 
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① 有価証券
　総資産の90.0%（11兆1,386億円）を占めている「有価証券」は、そのほとんどが安定した収益が期待で
きる国内の公社債（6兆1,577億円）や外国公社債（3兆8,227億円）で構成されています。なお、保有して
いる有価証券の含み益は1兆2,683億円となりました。

② 貸付金
　生命保険会社は資産運用の一環として、企業などに貸付を行い利息収入を得ています。「貸付金」には
契約者貸付と保険料振替貸付からなる「保険約款貸付」と、国内外の企業等に対する貸付や住宅ローン等
からなる「一般貸付」があります。2019年度末の残高は、8,507億円となりました。

③ 資産の部合計（総資産額）
　「総資産」はすべて一般勘定資産であり、2019年度末は前年度末比2.0%増の12兆3,793億円となりま
した。

④ 責任準備金
　生命保険会社の貸借対照表に計上されている負債の大部分は、「責任準備金」で占められています。責
任準備金は、生命保険会社が将来の保険金等の支払いを確実に行うために、保険料や運用収益などを財
源として積み立てる準備金で、保険業法により積み立てが義務付けられているものです。
　2019年度末における「責任準備金」の残高は、11兆166億円となりました。なお、当社は、標準責任準備
金対象契約については法令に基づき標準責任準備金を積み立て、標準責任準備金対象外契約については
法令上最も高い積立水準となる「平準純保険料式」を採用して積み立てています。

⑤ 価格変動準備金
　価格変動による損失の発生する可能性が高い資産（国内株式、外国株式、外貨建債券など）について、
その価格が将来下落したときに生じる損失に備えることを目的に、保険業法にしたがって積み立てられた
準備金です。2019年度末における「価格変動準備金」の残高は、640億円となりました。

⑥ その他有価証券評価差額金
　「その他有価証券」を時価評価したときの評価差額について、税効果相当額を除いた金額を「その他有
価証券評価差額金」として貸借対照表の純資産の部に計上（差損の場合はマイナス表示）しています。
　2019年度末における「その他有価証券評価差額金」の残高は、979億円となりました。

⑦ 純資産の部合計
　2019年度末の貸借対照表上における「純資産の部合計」は、資本金、資本剰余金、利益剰余金、その他
有価証券評価差額金を合計した結果、6,924億円となりました。
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収支の状況

収支の状況

損益計算書（主要項目） （単位：百万円、%）

年度
科目

2018年度
（ 2018年4月 1 日から）2019年3月31日まで

2019年度
（ 2019年4月 1 日から）2020年3月31日まで

金額 金額 前年度比

経常損益の部

経常収益  1,741,885  1,751,678 0.6
保険料等収入 ●①  1,431,012  1,412,913 △1.3

うち保険料  1,380,192  1,365,719 △1.0
資産運用収益 ●●②  309,140  337,342 9.1

うち利息及び配当金等収入  293,931  314,368 7.0
うち有価証券売却益  14,247  16,649 16.9

その他経常収益  1,732  1,421 △17.9
経常費用  1,453,311  1,466,558 0.9

保険金等支払金 ●●③  791,665  807,879 2.0
うち保険金  75,680  79,222 4.7
うち年金  38,983  45,332 16.3
うち給付金  413,015  424,570 2.8
うち解約返戻金  197,662  194,475 △1.6

責任準備金等繰入額  257,494  230,677 △10.4
うち責任準備金繰入額 ●●④  253,287  222,114 △12.3

資産運用費用 ●●⑤  32,857  63,567 93.5
うち有価証券売却損  10,964  2,487 △77.3
うち有価証券評価損  4,334  13,517 211.9
うち為替差損  13,334  39,590 196.9

事業費 ●●⑥  341,090  334,055 △2.1
その他経常費用  30,203  30,378 0.6

経常利益 ●●⑦  288,574  285,119 △1.2

特別損益の部

特別利益 ー ー ー
特別損失  4,679  4,910 4.9

固定資産等処分損  127  50 △60.2
価格変動準備金繰入額  4,552  4,860 6.8

契約者配当準備金繰入額（△は戻入額） △0  △0 ー
税引前当期純利益  283,894  280,209 △1.3
法人税及び住民税  79,224  85,987 8.5
法人税等調整額  968  △6,410 ー
法人税等合計  80,192  79,576 △0.8

当期純利益 ●●⑧  203,702  200,632 △1.5
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収支の状況

① 保険料等収入
　「保険料等収入」はお客様にお支払いいただいた保険料などによるもので、生命保険会社の収益の大部
分を占めています。なお、再保険収入もここに含まれます。2019年度は前年度比1.3%減の1兆4,129億円
となりました。

② 資産運用収益
　「資産運用収益」は資産運用によって得られる利息、配当金、有価証券売却益などで、生命保険会社に
とって保険料等収入に次いで大きな収益です。2019年度は前年度比9.1%増の3,373億円となりました。

③ 保険金等支払金
　保険金、年金、給付金、解約返戻金などの保険契約上の支払い及び再保険料を計上します。2019年度
の「保険金等支払金」は、前年度比2.0%増の8,078億円となり、うち保険金、年金、給付金の合計は5,491
億円となりました。

④ 責任準備金繰入額
　将来の保険金等のお支払いに備えて積み立てる責任準備金については、決算処理において、決算日の時
点での必要な積立額を計算します。この金額が前年度末の責任準備金の額より多い場合、その金額を「責
任準備金繰入額」（費用）に計上します（逆に少ない場合は、「責任準備金戻入額」（収益）に計上します）。
2019年度の「責任準備金繰入額」は、前年度比12.3%減の2,221億円となりました。

⑤ 資産運用費用
　「資産運用費用」は資産運用収益を得るために要した費用であり、有価証券売却損、有価証券評価損、
為替差損などを含みます。2019年度は、前年度比93.5%増の635億円となりました。

⑥ 事業費
　「事業費」とは新契約の募集及び保有契約の維持保全や保険金などの支払いに必要な経費で、一般事業
会社の販売費及び一般管理費に相当します。2019年度は、前年度比2.1%減の3,340億円となりました。

⑦ 経常利益
　「経常利益」とは、生命保険事業本来の営業活動により毎年継続的に発生する収益（経常収益）から、発
生する費用（経常費用）を差し引いた金額で、1年間の事業活動の収支結果を表します。2019年度は、前
年度比1.2%減の2,851億円となりました。

⑧ 当期純利益
　「当期純利益」とは、経常利益に特別損益等を加えた税引前当期純利益から法人税等合計を控除した
金額であり、1事業年度における会社のすべての活動によって生じた利益です。2019年度の「当期純利益」
は、前年度比1.5%減の2,006億円となりました。
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ディスクロージャー（情報開示）

経営全般に関する資料
■	アフラック  統合報告書 2020
保険業法第111条に基づき制作している統合報告書

（ディスクロージャー誌）

■	アフラック・インコーポレーテッド 年次報告書
米国会計基準による日米Aflac及び持株会社の事業
報告書

オフィシャルホームページ
　オフィシャルホームページでも、決算報告をはじめ
とした重要な経営情報の開示を適宜行っています。
また、お客様にお知らせしたい各種情報やニュースリ
リース、お手続きのご案内なども掲載しています。

オフィシャルホームページ
https://www.aflac.co.jp/index3.html

ディスクロージャー（情報開示）

　当社は、お客様に経営方針や財務内容などを一層ご理解いただくために、積極的なディスクロージャー（情報
開示）に努めています。今後もさまざまな媒体や方法を通して、適切かつタイムリーなディスクロージャーを推進
していきます。

https://www.aflac.co.jp/index3.html
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イノベーションを創出する取り組み

　当社は、2024年に迎える創業50周年に向けて策定した
「Aflac VISION2024」において、「生きるための保険」の
リーディングカンパニーから「生きる」を創るリーディング
カンパニーへの飛躍を掲げています。このビジョンのもと、
当社はイノベーションを起こし、変化をリードする存在と
なるべく、保険商品に留まらず、健康増進、病気の早期発
見、治療後のアフターケアやQOL向上まで、お客様をトー
タルにサポートすることを目指してフィンテックの活用や
業界を超えた企業連携によるエコシステム*の実現を図り
ながら、イノベーティブな発想に基づく商品やサービスの
開発に積極的に取り組んでいます。
*	�複数の企業や団体が商品開発や事業活動などでパートナーシップを組み、お互い
の技術や強みを活かしながら、業種や業界の垣根を越えて共存共栄していく仕
組み

共同研究推進室の設立
　2020年1月、中・長期的な視点に基づいて将来の成長
に資する領域について、学術機関や自治体などと共同研
究や実証実験を行い、社会実装を目指すことで持続的な
成長に寄与することを目的とした「共同研究推進室」を設
置しました。

■	�「産学連携・クロスイノベーションイニシアティブ」への
参画

　2019年6月、大阪大学大学院医学系研究科及び医学部
附属病院が、大学を起点とした健康医療分野のオープンイ
ノベーションの実現を目指して設置した「産学連携・クロ
スイノベーションイニシアティブ」に参画しました。当社は、
医療・健康分野におけるサービス強化に向けた共同研究と
ともに組織や分野を越えた多様な連携の推進、人財の育
成・交流、学術研究の振興等に取り組んでいきます。

■	「第二期 湘南会議」への参画
　「湘南会議」は、湘南ヘルスイノベーションパーク主導の
もと、神奈川県（未病産業研究会）、藤沢市、鎌倉市の支援
を受けて設立された未病ビジネス化コンソーシアムです。
第二期は「認知症」をテーマに参加企業4社で認知症と共
生する社会を創るための協議を経てビジネスモデルを検
討しました。

「キャンサーエコシステム」の構築
　当社は、がん罹患時の経済的負担を軽減するがん保険
を通して多くのお客様に安心をお届けしてきました。
　今後は、「生きる」を創るリーディングカンパニーを目指
して、がん保険で提供してきた安心という価値を、がんの
予防から予後にわたる広い領域において提供していきま
す。具体的には、現在、がんに関する課題の解決に取り組
むスタートアップ企業等へのベンチャーファンドによる出
資や協業の機会など、さまざまなパートナーシップの可能
性を追求しており、お客様一人ひとりへの最適なソリュー
ションを目指して「キャンサーエコシステム」の構築に取り
組んでいます。

リスク把握
／生活改善 スクリーニング

予防

キャンサーエコシステム
早期介入 治療最適化 がんと生きる

診断 病院選択 治療 復帰 終末期
お
客
様

提
供
サ
ー
ビ
ス

両立支援 終活支援

在宅
ケア支援

ePRO
（電子患者日誌） 退院支援

罹患者コミュニティ遺伝子検査
がん早期

スクリーニング

検診施設
検索・予約

セカンド
オピニオン

予防期
運動／栄養
指導

医師相談 医師相談

イノベーションを創出する取り組み

「アフラック・イノベーション・ラボ」を開設
　最新のデジタル技術と金
融を融合させたフィンテッ
クの活用及び企業価値の向
上につながる新規事業の推
進をさらに加速させるため
の拠点として「アフラック・
イノベーション・ラボ」を2018年8月に開設しました。昨今
の生命保険業界を取り巻く環境の変化やデジタル技術を含
むテクノロジーの急速な進化を踏まえ、社会的課題の解決
に向けた新たな価値の創造を加速させるべく、当該専門組
織を東京都港区南青山の新オフィスに移し、フィンテック及
び新規事業の推進拠点として活動を強化しています。
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イノベーションを創出する取り組み

マーソ株式会社への出資

　2017年4月、国民の健康寿命延伸を目指すマーソ株
式会社へ出資しました。同社は、オンライン健康診断予
約サービスの提供などを行っています。

株式会社メディカルノートへの出資及び業務提携

　2017年5月、医師と患者をつなぎ医療を受けるすべ
ての人々への貢献を目指す株式会社メディカルノートへ
出資するとともに、同社と健康増進・ヘルスケア領域に
おいて業務提携を行いました。同社は、信頼性の高い
医療情報プラットフォーム「Medical Note」を運営し、
広く一般消費者向けに、病気・症状検索機能のほか、医
師・病院検索機能、医療相談ができるサービスを提供し
ています。当社では、2019年11月から、同社が提供する

「オンライン医療相談サービス」をご契約者向けサービ
スとして導入しています。

株式会社おいしい健康への出資

　2018年12月、おいしく手軽な家庭目線の健康な食生
活支援を目指す株式会社おいしい健康へ出資しました。
同社は、管理栄養士監修のレシピ検索、献立作成サービ
スや暮らしの知恵と学び、大切な心がけを上質な動画と
コンテンツで発信するコミュニティサイトを運営してい
ます。

株式会社Lily MedTechへの出資

　2019年7月*2、株式会社Lily MedTechへ出資しまし
た。同社は、リング型の超音波振動子を用いた革新的な
乳房用画像診断装置を開発しています。

セルスペクト株式会社への出資

　2019年9月*2、誰もが気軽に健康チェックを行い、健康
維持できる社会を目指すセルスペクト株式会社へ出資
しました。同社は、指先の血液で測定できる血液検査機
器の開発等を行っています。

リーズンホワイ株式会社への出資

　2019年9月*2、リーズンホワイ株式会社へ出資しまし
た。同社は、ネット完結型のがん専門医によるセカンド
オピニオンサービスを提供しています。当社では、2020
年3月から「Webセカンドオピニオンサービス」をがん
保険の付帯サービスとして導入しています。

「アフラック・イノベーション・パートナーズ合同会社*」 
の取り組み

　持株会社であるアフラック・インコーポレーテッドは、
新たな事業の創出を目的として「アフラック・イノベーショ
ン・パートナーズ合同会社」を2019年2月に設立しました。
現在、「アフラック・ベンチャーズ・エルエルシー*」のファン

ドから、がん、ヘルステック、インシュアテック領域のスター
トアップ13社へ出資を行っています。出資先との協業によ
り、アフラックの新たな事業の創出及び保険事業の強化を
目指すとともに、出資先のさらなる成長に貢献します。
*アフラック・グローバル・ベンチャーズ・エルエルシーの100%子会社

健康増進・ヘルスケア領域における出資*1や業務提携

*1.	上記出資はすべてアフラック・グローバル・ベンチャーズ・エルエルシーの100%子会社であるアフラック・ベンチャーズ・エルエルシーが実施
*2.	出資の公表時期を記載しています。
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イノベーションを創出する取り組み

健康増進・ヘルスケア領域における出資*1や業務提携

ユニファ株式会社への出資

　2019年8月、ユニファ株式会社へ出資しました。同
社はIoTやAIを活用し、保育園向けに午睡を見守る医療
機器や子どもの写真・動画をオンライン購入できる写真
サービスなどの「ルクミー」シリーズ等を展開しています。
また、これらのサービスを統合した「スマート保育園®」を
通じて、子どもの安全や保護者への安心の提供と保育
業務の負担軽減に取り組んでいます。

株式会社AIメディカルサービスへの出資

　2019年9月、株式会社AIメディカルサービスへ出資
しました。同社は、消化器系のがん早期発見を支援す
る内視鏡の画像診断支援AI（人工知能）を開発してい
ます。

株式会社カケハシへの出資

　2019年10月、明日の医療の基盤となるエコシステム
の実現を目指す株式会社カケハシへ出資しました。同
社は、調剤薬局向けに電子薬歴システム「Musubi」を開
発し、薬剤師の業務効率化と患者への最適な服薬指導
の促進に取り組んでいます。

Tricog Healthへの出資

　2020年3月*2、すべての人にアクセス可能で手頃な価
格の医療の実現を目指すTricog Healthへ出資しまし
た。同社は、「クラウドAI ECG解析システム」を活用し
た、緊急度の高い心疾患に対して早く正確に診断するサ
ポートサービスを提供しています。

株式会社ファミワンへの出資

　2020年4月*2、子どもを願うすべての人によりそい幸
せな人生を歩める社会をつくることを目指す株式会社
ファミワンへ出資しました。同社は、妊活・不妊サポート
を行うLINEを活用した妊活コンシェルジュサービスを
提供しています。また、法人向けに福利厚生プログラム
を展開し、妊活・不妊治療と仕事の両立支援に取り組ん
でいます。

株式会社メンタルヘルステクノロジーズへの出資

　2020年4月*2、株 式 会 社 メンタルヘルステクノロー
ジーズへ出資しました。同社は、産業医サービスや各種
メンタルケアのクラウドサービスを提供し、企業の健康
経営を支援しています。

Craif株式会社への出資

　2020年6月*2、尿検査による「痛みのない高精度なが
ん早期発見」の実現を目指すCraif株式会社へ出資し
ました。同社は、尿中に含まれるマイクロRNAを調べる
ことでがんのリスクを判定する独自技術を開発してい
ます。

株式会社日立製作所との協創

　2017年7月からがんの早期発見・早期治療社会の構
築に向けて、株式会社日立製作所との協創に取り組んで
います。がんの早期発見・早期治療を促進する新しい保
険商品・サービスの創出によって健康で豊かな社会の実
現を目指しています。

*1.	上記出資はすべてアフラック・グローバル・ベンチャーズ・エルエルシーの100%子会社であるアフラック・ベンチャーズ・エルエルシーが実施
*2.	出資の公表時期を記載しています。
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イノベーションを創出する取り組み

Agile@Aflacの推進
　当社は、柔軟かつスピーディー
にお客様へ価値を提供していく
ために、アジャイル型の働き方*
を取り入れるとともに「Agile@
Aflac」と称して全社的に推進し
ています。

*	�お客様ニーズを満たすために短期間のサイクルで最低限必要なアウトプットを創
出し、お客様からのフィードバックをもとに継続して改善していくような働き方を
意味しています。

■	専門組織を設置
　2019年1月、専門組織として「アジャイル推進室」を設
置し、アジャイルを実践していくための仕組みや環境を整
えるとともに、各種トレーニングを社内開発し、これまで
に延べ3,000人を超える社員が受講しています。2020年
6月時点で、さまざまな部門で組織化された機能横断的
な50を超えるチームが、お客様へ価値を提供するために、
アジャイル型の働き方を実践しています。各チームにはア
ジャイル推進室からアジャイルコーチを派遣することで、
新しい働き方の浸透と定着に努めています。

Agile Base  
Gathering Space

Agile Baseでの業務風景

Agile Base

「Agile@Aflac」の推進を通して実現したいこと
顧客エンゲージメントの向上	
（お客様の体験価値の向上）

お客様に最も価値ある商品・サー
ビスの提供を最優先に考え、お客
様の体験価値を向上する

商品・サービスの	
提供スピードの向上

価値提供のスピードを早め、改善
のサイクルを高速化する

効率性の向上	
（資源配分）

透明性と優先順位を明確にし、
チームの活動を生産的にする

人財エンゲージメントの向上	
（社員の働きがいの向上）

チームの自律性／主体性を大切に
し、社員の働きがいを高める

■	アジャイルの実践に必要な環境を整備
　アジャイルとは、環境変化の激しい時代にお客様にとっ
て価値のある商品・サービスを柔軟かつスピーディーに提
供していくためのチームでの働き方です。このアジャイル
を社内の活動に展開していくために、組織の在り方につい
ても変革しています。

トライブ・スクワッドモデル
　お客様への価値提供のスピードをより加速させていく
ために、従来の機能別の組織の枠組みを超えて、大胆に横
断的なチームを組成し活動できる組織モデル（トライブ・ス
クワッドモデル）を導入しています。専門知識を有する社
員がワンチームで協働するとともに、リーダーであるトライ
ブリード・プロダクトオーナーに大胆な権限委譲を行うこ
とで、これまで以上に柔軟かつスピーディーな業務運営を
実現しています。

アジャイルライトモデル
　2020年1月からは、トライブ・スクワッドモデルのような
大規模な組織変更を伴わずとも既存の組織や権限の枠組
みのなかでアジャイルを実践する組織モデルとして、アジャ
イルライトモデルを定義し展開しており、さまざまな課題
に対処するためにチームを組成し、機動的な活動を行って
います。

アジャイルライトモデルのもとに活動しているチームの取り組み事例
■ COVID-19に関する危機管理　　■ ペーパーレスの推進 
■ 新商品発売に向けた募集体制／ツールの整備 
■ アジャイルを活用した内部監査
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イノベーションを創出する取り組み

アジャイルを実践するうえでの「5つの原則」
機能横断的

意思決定に必要な専門性をもつ
メンバーでチームを構成

エンパワーメント
チームが自律的に活動できるよう
に権限を委譲

顧客価値にフォーカス
お客様にとって最も価値ある商
品・サービスを提供

反復的プロセス
お客様からフィードバックをもら
いながら商品・サービスを継続的
に改善

実証的アプローチ
数字やデータをもとに、試行し学
ぶことで、結果を迅速に次に活か
していく

　なお、どちらのモデルにおいても、アジャイルを実践する
うえでの働き方は共通しており、次の5つの原則に基づい
てチームは活動します。

トライブ・スクワッドモデルの導入

部長

PO

課長

Before After
マーケティング
部門

部長

課長

IT部門

部長

課長

契約サービス
部門

スクワッドスクワッドスクワッド

トライブ

説 明 リーダー

IT部門

契約サービス
部門

CL

C L

SM

マーケティング
部門

CL

C L

SM

SM

SM

PO

PO

TL

PO

チ
ャ
プ
タ
ー

チ
ャ
プ
タ
ー

チ
ャ
プ
タ
ー

スクワッドをシンクロさせて、顧客へ価値を提供

ミッションに基づき自律的に活動するクロスファンクショナルな1つのチーム

トライブ／スクワッドの活動に必要な専門性や機能を提供するチーム

スクラムマスター：アジャイルの原則に則って活動できるよう支援する

トライブリード

プロダクトオーナー

チャプターリード

トライブ

スクワッド

チャプター

TL

　さらには、アジャイル型の働き方に合わせて人事制度
を柔軟に運用するとともに、2019年11月にはアジャイ
ルを実践するためのコワーキングスペースとして「Agile 
Base」を新たに開設したり、ITツールを整備したりするな
ど、社員がアジャイルに挑戦できる環境を整えています。

■	成果の創出と今後の取り組み
　こうしたアジャイルの実践を通して、保険金・給付金の
請求からお客様口座へのお支払いまで、人手が介在しな
いプロセスによるお支払日数の短縮化、オフィシャルホー
ムページの改修によるUI／UX（ユーザーインターフェース
／ユーザーエクスペリエンス）の向上や手続き書類の簡素
化、時間と場所に捉われずに保険料のお支払いができる

「LINE Pay請求書支払い」サービスの導入、新商品開発の
期間短縮など、多様な成果を創出しています。
　今後も「Agile＠Aflac」の取り組みを通して、アジャイル
型の働き方を社内に展開することで、イノベーションを創
出する取り組みを加速させ、お客様の価値向上に努めてい
きます。
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デジタルトランスフォーメーションの取り組み事例

「フィンテック」の取り組み

■	保険料の支払いサービスに「LINE Pay」を導入
　2019年10月、保険料支払いの選択肢の拡充を目的と
してLINE Pay株式会社が提供する「LINE Pay請求書支
払い」サービスを導入しました。これまで、お客様が当社に
保険料をお振込みいただく場合は、当社から送付する払
込票を用いてコンビニエンスストアや銀行等でお手続き
を行っていただく必要がありました。本サービスの導入に
より、ご自宅や勤務先などから時間や場所を選ばずにいつ
でもどこでもお支払い手続きが可能となります。

■	「ポイントサービス」を開始
　デジタルコミュニケーションを希望するご契約者のニー
ズにお応えするため、2020年4月からご契約者様専用サ
イトで保障内容を確認し、アフラックメールの「郵送停止」
に同意いただいたご契約者を対象に、共通ポイントを付与
するサービスを開始しました。

「インシュアテック」の取り組み

■	ご契約者向け「3Dアバターチャットボット」の導入
　ご契約後の各種お手続きをご案内するデジタルコミュ
ニケーションツールの利便性向上を目的として2020年3
月に「3Dアバターチャットボット」を導入しました。
　ご契約者からのお問い合わせに対して、アニメーショ
ンのオペレーターが動作と発話で返答する「3Dアバター
チャットボット」によってご契約者へインタラクティブなコ
ミュニケーション体験を提供しています。

■	保険募集人向け「営業サポートAI」の導入
　当社商品を販売する保険募集人が、個々のお客様に
とってより有意義な保険提案を行うために、2020年3月
に「営業サポートAI」を導入しました。ビッグデータ解析か
ら得られた当社のベストプラクティスを学習した「営業サ
ポートAI」は、保険募集人に対して最適なご提案ポイント
を募集活動時にリアルタイムでアドバイスします。

■	�社員向け「AI搭載の社内ナレッジ検索システム」の導入
　お客様サービスをはじめ社内業務の正確性とスピード
の向上を目的として2019年5月に「AI搭載の社内ナレッ
ジ検索システム」を導入しました。このシステムにより、社
内に存在する多数の情報やノウハウをデーターベースや
ファイル形式を問わず横断的に検索することができ、AI
によって最適なマニュアルをスピーディーに探索すること
で業務効率の向上に貢献しています。
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■	�社員向け「AIロボットを活用したリモートワーク支援
ツール」を導入

　働き方改革の一環として、働く場所
に捉われない働き方を推進するため、
2020年6月にAIロボット（遠 隔コミュ
ニケーションができるAIアシスタンス機
能を持った自律走行型のパーソナルロ
ボット）を新たなリモートワーク支援ツー
ルとして導入しました。これによって、リ
モートワークをする社員が、オフィスにあ
るAIロボットを介して、自らがあたかも
そこにいるようにオフィスのメンバーと
コミュニケーションができるようになります。自宅等に居
ながら、オフィスで働くメンバーの状況やオフィスの雰囲
気を遠隔操作で確認することができ、状況に応じたタイム
リーなコミュニケーションを双方向で実現しています。

「データ利活用」の取り組み
　当社は、CRISP-DM（Cross-Industry-Standard Process 
for Data Mining）というデータ分析モデルを採用し、多様
なユースケース（データ活用案）を定義し、お客様のニーズ
を総合的に勘案し、データ活用を推し進めています。

■	ご契約者へのアフターフォローサービス
　ご契約者へのアフターフォローサービスにAIで構築した
予測モデルを適用しています。具体的には、現在のご契約
の情報などからフォローを必要としているお客様をAIに
よって推定し、アソシエイツに対して情報提供することで
お客様にとって最適な商品・サービスの提案を実践してい
ます。

■	優秀なオペレーターの会話技術を横展開
　コールセンターの優秀なオペレーターの会話技術分析
を行っています。具体的には、過去のお客様との会話デー
タをAIに機械学習させ、優秀なオペレーターが使用する
キーワードや言葉運びなどを抽出し、他のオペレーターに
横展開しています。これにより、オペレーター全体の会話
の品質向上を通してお客様サービスの向上を実現してい
ます。

「UI／UX（顧客体験）の進化」の取り組み
　当社は、多様化するお客様行動を踏まえ、当社とのさま
ざまな接点におけるお客様の体験価値向上に取り組んで
います。オンラインを含むすべてのお客様接点において一
貫性をもった体験価値を提供するため、UI／UXガイドラ
インの作成、デザイン思考に基づくワークショップの開催、
ペルソナ*1分析、カスタマージャーニー*2等の活用を通して、
お客様の真の要望（インサイト）や悩み（ペインポイント）を
発見し、それらの改善にスピーディーに取り組んでいます。
*1.	商品やサービスを利用するターゲットとなるお客様像
*2.	�商品やサービスを認知、購入する一連のプロセスを「お客様の旅＝お客様体験」

としてとらえ、時系列で可視化したもの

アフラック デジタルUI／UX 
ガイドライン

ワークショップの様子
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　保険会社は、国民生活の安定と経済活動の健全な発展
に貢献するという社会的責任と公共的使命を担っており、
役職員は法令遵守に留まらず社会規範を遵守して、高い倫
理観と責任感を持って行動することが求められています。
　当社は、保険会社に求められる高い企業倫理を維持す
るため、コンプライアンスを重視する企業理念のもと、各
事業部門は主体的・自律的にリスク管理を行い、管理部門
は独立した立場からリスクのモニタリング等を実施し牽
制するとともに、事業部門のリスク管理態勢の構築等を
支援することを通して、コンプライアンス態勢の確立・強
化及びその推進に積極的に取り組んでいます。

基本方針及び遵守基準等
■	企業理念
　当社は、「企業理念」の一つに「法令等の遵守（コンプラ
イアンス）」を掲げ、企業活動及び業務遂行にあたっては、
日米両国の法令や役職員の倫理的指針である行動倫理憲
章等の遵守をすべてに対して常に優先し、企業としての社
会的責任を果たすと宣言し、コンプライアンス重視の企業
姿勢を社内外に明確に示しています。

■	行動倫理憲章
　当社は、「創業の想い」「The Aflac Way」「企業理念」

「ブランドプロミス」に表されるコアバリュー（基本的価値
観）を「行動倫理憲章」に反映させ、役職員が実際に行動
に移す際の具体的な指針としています。役職員は憲章の
内容を理解し遵守することについて、毎年誓約を行ってい
ます。

■	行動指針
　当社は、「生きるための保険」のリーディングカンパニー
として、その社会的責任を果たし、お客様や社会からの期
待に応えるために「アフラック行動指針」を制定し、オフィ
シャルホームページにて公表しています。

■	法令等遵守に係る基本方針
　当社は、企業活動や業務遂行において適切性及び健全
性を確保し、生命保険会社の社会的責任と公共的使命を
全うするために法令等遵守態勢を整備し、またそれを維持
することを「法令等遵守に係る基本方針」に定めています。

コンプライアンス推進の組織体制
　当社では、コンプライアンス態勢を効果的に推進するた
めに「コンプライアンス委員会」を設置しています。同委員
会では全社的なコンプライアンスに関する事項が審議・報
告されます。そのうち重要な事項については代表取締役に
報告され、決定されます。さらに取締役会への付議が必要
な業務執行に関する重要な事項については、取締役会に
おいて討議・決定・報告されます。
　コンプライアンス委員会の下部組織として各関連部門
長によってコンプライアンスの推進に関するより実務的な
事項が審議・報告される「コンプライアンス部会」を設置し
ています。

■	コンプライアンス統括部門
　コンプライアンス統括部は、全社的な法令等の遵守に
係る統括部門として、コンプライアンスの実効性を確保す
るための具体的な実践計画であるコンプライアンス・プロ
グラムの企画・立案を行うとともに、コンプライアンス委
員会及びコンプライアンス部会等を通して、各部が法令・
社内規程等に則り適切に業務運営を行っているかの状況
把握・分析を行い、経営陣に報告を行っています。また、コ
ンプライアンス・オフィサーは、代表取締役に対して報告
義務を負うほか、アフラック・ホールディングスのコンプラ
イアンス・オフィサーに対し、コンプライアンス態勢に係る
事項について直接の報告義務を負うことで、業務執行部
門に対する独立性と牽制機能を確保しています。

■	保険募集に関するコンプライアンス部門
　代理店管理統括部は、各部門と連携し、募集管理に関
する情報の収集・分析、遵守事項等の策定・改廃及び周知
徹底等を行っています。また、アソシエイツに対する検査
を主管する営業検査部は、アソシエイツが法令や当社の
規程等に則り、適切に業務運営を行っているかについて検
査を実施したうえで状況把握・分析を行い、経営陣に報告
を行っています。

■	法務部門
　当社では法務部のほか、統括法律顧問のもとに複数の
社内弁護士を法律顧問として配し、適正な企業経営のた
めの社内におけるリーガルチェックやリーガルアドバイス
に対するニーズに迅速かつ適切に対応するとともに当社
業務に影響する法令改正の動向等の重要な事案につい
て、経営陣に適宜報告を行っています。また、統括法律顧
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問は、代表取締役に対して報告義務を負うほか、アフラッ
ク・ホールディングスのコンプライアンス・オフィサーに対
し、業務運営に関する重大な法的問題について直接の報
告義務を負うことで、業務執行部門に対する牽制機能を
確保しています。

■	業務執行部門
　各業務執行部門においては、部門長のリーダーシップの
もと、業務に起因するリスクの発生源として、主体的・自律
的なリスク管理を実施しています。
　また、コンプライアンス統括部と連携しながらコンプラ
イアンス意識の醸成とコンプライアンスに関する知識の
向上を目的に、事例の分析、法令等に関する勉強会や集合
研修等を実施し、コンプライアンスの推進に努めています。

社員・アソシエイツへの教育・啓発活動等

　社員に対しては、年間を通じて役職員を対象としたe-
ラーニングによるコンプライアンス学習を実施しているほ
か、コンプライアンスに関する通信教育の受講、入社時・
営業配属時・管理職登用時等や階層別のコンプライアン
ス研修、さらには各部におけるコンプライアンス研修の開
催など、全社を挙げてコンプライアンスの推進を図ってい
ます。また、遵守すべき法令等を解説した手引書として「コ
ンプライアンス・マニュアル」を作成し、役職員がいつでも
参照できるようにしています。
　アソシエイツについても、保険業法等の各種法令や社
内ルール等をわかりやすく解説した「代理店コンプライア
ンスマニュアル」をAANET（アソシエイツ向けの情報支援
システム）に公開し、アソシエイツ内での教育・研修等に活
用できるようにしています。また、月1回のアソシエイツ会
議や定期的に発行しているアソシエイツ向け情報誌等で
コンプライアンスに関する事例紹介や解説を行うなど、さ
まざまな場面においてコンプライアンスに対する意識及
び知識の継続的向上に向けた取り組みを行っています。

■	コンプライアンスに関するモニタリング
　コンプライアンス態勢強化の一環として、全部門が自ら
コンプライアンス及び事務リスクに係る事項の実施状況
を自己点検し、その自己点検の結果をモニタリング主管部

（事務統括部）が検証します。こうした点検と検証により問
題点が発見された場合には改善を行い、それらの結果を
定期的に経営陣に報告しています。

■	ホットライン（内部通報制度）
　当社は、コンプライアンス態勢を確立するにあたり、
万一、法令や行動倫理憲章等の違反があった場合は、社
内での早期発見、迅速な是正、再発防止策等の仕組みの
構築が重要であると考えています。
　こうした考えのもと、コンプライアンス統括部、社内弁
護士及び社外弁護士を受付窓口とする「コンプライアン
ス・ホットライン」と、人事部を受付窓口とする「ハラスメン
ト・ホットライン」を設置し、自身や他の役職員による法令
や行動倫理憲章等の違反を所属部門の上司に事前報告す
ることなく、さらに匿名でも直接連絡できる仕組みを整備
しています。また、アソシエイツや取引先が当社や当社役
職員による法令等の違反を発見した場合にも、コンプライ
アンス・ホットラインを通してコンプライアンス統括部に
直接連絡できる態勢を構築しています。なお、これらの制
度は、公益通報者保護法に対応しており、報告者・相談者
の情報は厳重に管理され、誠実に報告したことを理由とし
て不利益な取り扱いを受けることは一切ありません。

■	コンプライアンス違反の調査・処分
　役職員による法令等の違反、またはその疑いがコンプラ
イアンス・ホットラインヘの連絡等を通して発見された場
合は、コンプライアンス統括部が公正な調査を行います。
調査の結果、法令等の違反があった場合には、人事部に報
告し、必要に応じて人事部担当役員を審査会長とする「懲
戒審査会」において処分内容を審査し、懲戒処分について
は社内公示することで再発防止を図っています。
　アソシエイツによる法令等の違反またはその疑いが発見
された場合にも、コンプライアンス統括部が公正な調査を
行います。調査の結果、不祥事件に該当する場合は財務局
等へ届出を行います。また、不祥事件に該当するか否かに
かかわらず、当社が定める処分の対象行為に該当した場合
は、コンプライアンス統括部担当役員を審査会長とする「代
理店行為審査会」において審査し、処分内容を決定します。

e-ラーニングの画面
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反社会的勢力及びマネー・ローンダリング等への対応
　当社では、コンプライアンス統括部を反社会的勢力、マ
ネー・ローンダリング及びテロ資金供与（以下、マネー・ロー
ンダリング等）への対応の統括部門として、コンプライア
ンス委員会の下部組織である「コンプライアンス部会」に
おいて、態勢強化をはじめ各種取り組みを審議・報告する
などの組織的な態勢を構築しています。

■	反社会的勢力への対応
反社会的勢力に対する基本方針
　当社は、「行動倫理憲章」「行動指針」において、反社会
的勢力とは断固として対決するとともに、一切の関係を遮
断し、反社会的勢力を社会全体から排除することに貢献し
ていくことを掲げています。また、「反社会的勢力への対応
方針」を定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社
会的勢力との関係遮断を徹底しています。

〈反社会的勢力への対応方針〉
1.	組織としての対応
	� 規程等に明文の根拠を設け、役職員の安全確保に留意

しつつ、社長以下、組織全体として対応する。
2.	外部専門機関との連携
	� 反社会的勢力への対応に備え、平素より、警察、暴力追

放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関との緊
密な連携を行う。

3.	取引を含めた一切の関係遮断
	� 反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係をも

たない。また、反社会的勢力による不当要求には応じな
い。なお、他社（信販会社等）との提携によって融資取
引等を実施する場合も同様とする。

4.	不当要求に対する法的対応
	� 反社会的勢力による不当要求に対しては、法的対応を

行う。
5.	裏取引や資金提供の禁止
	� 事実を隠ぺいするための裏取引は、一切行わない。ま

た、反社会的勢力への資金提供は、一切行わない。

反社会的勢力に対する取り組み
　当社は、「反社会的勢力への対応方針」に基づき、「反社
会的勢力への対応規程」など、反社会的勢力への対応に関
する基本ルールを定めるとともに、以下の取り組みを行っ
ています。
	 ●	�反社会的勢力への対応態勢強化に向けた企画・立案・

実行・管理
	 ●	�経営陣への報告及び関係部門への情報連携
	 ●	�役職員への教育・啓発
	 ●	�反社会的勢力に関する情報の一元管理及び分析
	 ●	�不当要求が発生した場合の対応統括
	 ●	�反社会的勢力排除態勢の妥当性・有効性の確認、必要

に応じ適正化を図るためのモニタリングの実施

■	マネー・ローンダリング等への対応
　当社では、犯罪による収益の移転や、テロ行為等への資
金供与を防止するため、国民生活の安全と平穏を確保し、
経済活動の健全な発展に寄与することを目的として、「マ
ネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止に関する規
程」など、マネー・ローンダリング等への対応に関する基本
ルールを定めるとともに、以下の取り組みを行っています。
	 ●	�取引時確認の適切な実施
	 ●	�疑わしい取引の適切な届出
	 ●	�マネー・ローンダリング等への対応態勢強化に向けた

企画・立案・実行・管理
	 ●	�経営陣への報告及び関係部門への情報連携
	 ●	�マネー・ローンダリング等に関するリスクの特定・評価・

低減措置、及びその定期的な見直しの実施
	 ●	�役職員への教育・啓発
	 ●	�対応態勢の妥当性・有効性の確認、必要に応じ適正化

を図るためのモニタリングの実施
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情報資産の保護に向けた取り組み

　当社は、お客様の大切な個人情報を含むさまざまな情
報資産の適切な保護及び管理が、お客様からの信頼に応
える重要な責務であるとの考えのもと、情報セキュリティ
管理態勢の一層の整備・強化に取り組んでいます。
　特に、世界的規模で脅威が深刻化しているサイバー攻撃
を想定した情報資産の適切な保護及び管理は、経営上の
重要な責務であると認識し、当社では情報資産を適切に
維持・管理するための措置を講じるとともに、継続的にそ
の高度化を図っています。

情報資産保護に関する態勢
　当社は「行動倫理憲章」において、お客様の個人情報を
厳正に管理することをすべての役職員の指針として定めた
うえで、「情報セキュリティ基本方針（情報セキュリティポリ
シー）」を策定しています。さらに「情報セキュリティ規程」
及び「個人情報等保護規程」を設け、個人情報を含む情報
資産を適切に管理するための情報セキュリティの確保に取
り組んでいます。
　当社は、「情報管理推進委員会」を設置し、経営陣が個
人情報保護法等の遵守だけでなく、サイバー攻撃等による
情報漏えいの防止も含めた広い視点からお客様の個人情
報・個人番号（以下、個人情報等）の管理について、深度あ
る検証や必要な指示を行う態勢を整えています。同委員
会では情報セキュリティに関する事項が審議・報告されま
す。そのうち重要な事項については代表取締役に報告さ
れ、決定されます。さらに取締役会への付議が必要な業務
執行に関する重要な事項については、取締役会において
討議・決定・報告されます。
　また、情報管理推進委員会の下部組織として各関連部
門長によって情報管理の推進に関するより実務的な事項
を審議する「情報管理推進部会」を設置しています。

情報セキュリティに関する取り組み
　当社は「情報セキュリティ規程」のもと、情報資産の安
全確保及び適正な運用に努めています。また、アフラック・
インコーポレーテッドと共同で開発したサイバーセキュリ
ティ評価フレームワークに基づく自己点検の実施や、定期
的に社内及び社外からのシステム監査を受けることによ
り、適宜、情報セキュリティの改善を図っています。

　また、情報セキュリティ部門を担当するチーフ・インフォ
メーション・セキュリティ・オフィサー（CISO）によるリー
ダーシップのもと情報セキュリティ管理態勢の一層の整
備・強化に取り組んでいます。内部不正に対する対策を強
化するとともに、サイバー攻撃に対しては、最新技術によ
る防御・早期発見能力の高度化、教育・訓練による人的対
応力の強化等を実施しています。さらに、アフラック・イ
ンコーポレーテッドと一体となったサイバーセキュリティ
管理態勢を整備しており、サイバー攻撃を24時間365
日モニタリングする体制の整備、ならびに攻撃に対処す
るための専門組織であるCSIRT（Computer Security 
Incident Response Team）を設置し、サイバー攻撃の検
知から初動対応及び復旧対応までを日米で連携して対応
しています。

お客様の個人情報等の保護に関する取り組み
　当社はお客様の個人情報等を適切に取り扱い、必要な
安全管理措置を講じるため、利用目的、収集方法、利用方
法、データの提供など、お客様の個人情報等の適正な取り
扱いに関する基本事項ならびに安全管理措置について「個
人情報等保護規程」を定めています。
　また、当社の個人情報の取り扱いに関する考え方の明
示、ならびに個人情報の取得や利活用における同意取得
の在り方などの一層の明確化を目的に、「個人情報の取り
扱いについて（プライバシーポリシー）」を改定しました。当
社のコアバリューに基づくCSV経営の考え方を「アフラッ
クの個人情報の取り扱いに対する理念」として反映すると
ともに、個人情報の取り扱いに関する当社の考え方や取り
扱い方法について、誰でも理解しやすい簡易な表現で明
示するなどの改定を行いました。

■	社員への指導・教育
　個人情報等の取り扱い及びサイバー攻撃への対処方法
について、個人情報等保護に関する通信教育や入社時研
修の実施等に加え、全役職員を対象としたe-ラーニングに
よる教育や実際のサイバー攻撃を想定した訓練を定期的
に実施するなど、一層の意識向上を図っています。
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個人情報の取り扱いについて（プライバシーポリシー） 〈概要〉

■	アソシエイツへの対応
　当社は「アソシエイツ（販売代理店）制度」を採用してい
ることから、アソシエイツと一体となってお客様の個人情
報等を保護する義務を負っています。お客様の個人情報
等の取り扱いに関するルールの徹底、指導・教育の強化に
加え、深刻化するサイバー攻撃の脅威の増加を念頭に、ア
ソシエイツの特性に応じたルールの強化や注意喚起、標
的型攻撃メール訓練の実施などを通じて、アソシエイツに
おけるサイバー攻撃対策の強化を支援しています。

個人情報取り扱いの詳細
　個人情報の取り扱いの詳細に関する最新の内容については当社オフィシャルホームページ上の「個人情報の
取り扱いについて（プライバシーポリシー）」に記載していますのでご確認ください。

■	外部委託先への対応
　当社はお客様の個人情報等の取り扱いを委託している
すべての外部業者に対し、個人情報等の管理状況の確認
を年1回実施しています。また、委託する個人情報等の件
数や内容等によって、委託先への訪問点検も実施してい
ます。

当社の個人情報の取り扱いに対する理念
●	� 当社は、みなさまからお預かりする個人情報を何より

も重要なものとして公正かつ誠実に取り扱い、大切に
守ることがきわめて重要であると認識しています。法
令等*を遵守することはもちろん、みなさまにご安心
いただけるよう、倫理的、社会的な観点からもその取
り扱いを考慮し、高度なセキュリティによってお守りし
ます。

●	� 当社は「生きる」を創るというブランドプロミスに沿
い、誰もが安心で健やかに自分らしく生きる社会の
実現に貢献します。そのために、みなさまからお預か
りする個人情報を適正かつ安全に活用することを通
して、時代とともに変化するお客様やビジネスパート
ナーをはじめとするステークホルダーのニーズに、よ
り的確にお応えしていきます。

*	�「法令等」とは、「個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）」
（本文中においては「個人情報保護法」と記載）、「行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七
号）」（本文中においては「番号法」と記載）をはじめとする関連法令、外国法令
を含むその他の法令等を総称しています。

個人情報取り扱いの要点
	 当社は、みなさまからお預かりする個人情報を、公正
に活用するとともに、価値を提供します。
	 みなさまからお預かりする個人情報は、高度なセ
キュリティによってお守りします。

公正かつ誠実であること
個人情報を公正かつ誠実に取り扱い、個人情報をご提供
いただくご本人の不利益になるようなことはしません。

安全にお守りすること
みなさまからお預かりする個人情報は、高度なセキュ
リティによってお守りします。

透明性を確保すること
個人情報の収集にあたっては、個人情報を提供いただ
くご本人にご理解いただけるように個人情報の利用目
的を明示し、同意を得ます。

価値を提供すること
みなさまからお預かりする個人情報は、より良いサー
ビスをお届けできるように活用します。
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　金融市場の変動、少子高齢化・人口減少社会の到来、医
療・遺伝子技術の進歩、AI（人工知能）等のテクノロジーの
進化、大規模災害の発生、サイバー攻撃の巧妙化や地政学
リスクの高まり、パンデミックの発生など、当社を取り巻く
環境はますます多様化・複雑化しています。このような環
境変化のもと、さまざまな要因から生じるリスクを的確に
把握し、適切にリスク管理をしていくことは、経営の健全
性とともに適切な業務運営を確保するうえで、非常に重要
な課題であると認識しています。
　当社は、長期にわたるお客様への責任を確実に果たす
ために、リスク管理を経営の最重要課題の一つに位置付
け、さまざまなリスクを全社的な観点から総合的に評価
し、事業全体としてリスクをコントロールする強固なリス
ク管理態勢を整備しています。具体的には、財務の健全性
の確保及び経営戦略の実現のために、リスクと収益を一
体的に管理するERM*の態勢を整備し、適切な運営に努め
るとともに、その高度化にも取り組んでいます。
* Enterprise Risk Management（エンタープライズ・リスク・マネジメント）の略

リスク管理に関する方針及び規程等
　当社は、「ERM方針」のなかで、ERM態勢に関する基本
的な考え方や取り組み方針等を定めています。この方針の
もと、「ERM規程」のなかで、リスクの種類と定義、リスク
管理の実施方法・組織体制等を定めるとともに、リスクの
種類ごとにリスク管理規程を定めています。

リスク管理体制
　当社は、リスク管理をより効率的かつ効果的に推進し、
会社全体のリスクやその影響を統合的に管理するため

「ERM委員会」を設置しています。同委員会では全社のリ

スク管理状況等に関する事項が審議・報告されます。その
うち重要な事項については代表取締役に報告され、決定
されます。さらに取締役会への付議が必要な業務執行に
関する重要な事項については、取締役会において討議・決
定・報告されます。
　また、ERM委員会のもとに「資産運用リスク・ALM*部
会」「保険引受リスク部会」「事務リスク部会」「システムリ
スク部会」を設置し、管理対象となるリスクについて、各リ
スク主管部でのリスクの管理状況の把握、部門横断的な
対処が必要なリスク管理策の確認、関連部門への情報伝
達及び具体的な施策の協議・検討を行っています。
*	Asset Liability Management（アセット・ライアビリティ・マネジメント）の略

統合リスク管理
　当社は、各種リスクを統合し自己資本等と対比すること
などによる「規制資本ベースのリスク管理」及び「経済価値
ベースのリスク管理」を行っています。当社が受け入れるリ
スクの種類と量を明確にしたリスクアペタイトに基づき、規
制資本ベースのリスク管理では最低限維持すべきSMR*1の
水準を定め、経済価値ベースのリスク管理ではA-格以上
の財務健全性を維持するためのESR*2の水準を定めていま
す。また、SMRが最低限維持すべき水準を下回る場合に備
えた対応計画を策定しています。ERM委員会がSMR及び

代表取締役

取締役会 部会

市場関連リスク
信用リスク

市場流動性リスク
資金繰りリスク

保険引受リスク
事務リスク
システムリスク
財務報告リスク
労務人事リスク
法務リスク
有形資産リスク

風評リスク
子会社リスク

資産運用リスク

流動性リスク

経営リスク経営企画部

資産運用リスク管理部

トレジャリーマネジメント部
経営数理部
事務統括部

システムリスク管理部
経理部
人事部
法務部
総務部
広報部
関連事業部

リスク主管部

資産運用リスク・ALM部会

保険引受リスク部会
事務リスク部会
システムリスク部会

リスク管理統括部

対象リスク

ERM委員会 内
部
監
査
部

監
査
役

監
査

統合的なリスク管理態勢の推進

リスク管理体制

オペレーショナル
リスク

リスクアペタイトに定める財務健全性の
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ESRの状況を定期的に確認するなど、適時適切なモニタリ
ング等を通じたリスクコントロールにより、財務の健全性
の維持に努めています。
　なお、統合リスク管理の前提となるリスク量計測モデル
の重要性に鑑み、計測モデルの文書化や妥当性の検証と
いったモデル管理を適切に実施しています。
*1.	�Solvency Margin Ratio（ソルベンシー・マージン・レシオ）の略。規制資本ベー

スの財務健全性指標。
*2.	�Economic Solvency Ratio（エコノミック・ソルベンシー・レシオ）の略。当社

のリスク量全体に対し自己資本が十分確保できているかを示す経済価値ベー
スの財務健全性指標。

ストレステストの実施
　統合リスク管理におけるリスク量計測モデルでは把握
が困難な事象（金融環境の大幅な変化等により運用ポート
フォリオの時価・損益が悪化するシナリオや予測に反して
大量に解約が発生し損益が悪化するシナリオなど）を想定
したストレステストを実施し、当社の財務健全性に与える
影響を把握・分析し、将来の保険金などの支払いが確実に
行えるかの検証を行っています。
　ERM委員会及び資産運用リスク・ALM部会はストレス
テストの結果を定期的に確認し、必要に応じて経営上また
は財務上の対応の検討に活用しています。

重要リスク・エマージングリスク管理
　当社の重要なリスクを網羅的に認識するため、計量化
ができないリスクを含めたすべてのリスクを一覧化し、そ
の影響額及び蓋然性の高いリスクを「重要リスク」として
特定しています。また、現在は重要性が低い、または不明で

あるものの、今後の環境変化などにより将来的に重要性
が著しく高まる可能性のあるリスクを「エマージングリス
ク」として特定しています。これらについては必要な対策を
講じ、状況をERM委員会が四半期ごとにモニタリングし
ています。

リスクの分類
　当社が管理すべきリスクを「経営リスク」「資産運用リス
ク」「流動性リスク」「保険引受リスク」「オペレーショナルリ
スク」「風評リスク」「子会社リスク」の7つに分類し、資産
運用リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスクについ
ては下表のとおり、さらに細分化して管理し、ERM委員会
は各リスク管理状況を四半期ごとに確認しています。

各リスクへの取り組み
●	経営リスク
	� 「経営リスク」については、経営陣が適切な経営判断を行うこ

とができるよう、法令等の新規制定・改正、競合環境の変化
等、事業環境に大きな影響を与えうる事象についての情報を
収集・分析しています。

●	資産運用リスク
	� 「資産運用リスク」は市場リスク・ファクターの変動や投資先

の財務状況の悪化等によって発生しますが、それらが生じる
根本的な原因は多岐にわたり、また複雑です。したがって、以
下のように多面的なリスク管理の取り組みを行っています。

	� まず、ポートフォリオのリスク管理という観点では、資産運用
リスク量が設定された許容水準の範囲内に収まっていること
を定期的にモニタリングしています。加えて、リスク分散の効
いた良質なポートフォリオの維持を図るため、アセットクラス

リスクの分類
リスク種類 リスクの定義

経営リスク 事業環境の根本的な変化や不適切な経営判断により、資本または収益に対して負の影響を現在または将来において与え、事
業目標の達成を阻害するリスク

資産運用リスク
市場関連リスク 為替や金利、株価などの市場リスク・ファクターの変動により、オフバランス資産を含む保有資産及び負債の価値が変動し、

損失を被るリスク
信用リスク 貸付先や債券の投資先の財務状況の悪化などから、債権の回収が困難になる、あるいはその価値が減少し、損失を被るリスク

流動性リスク
市場流動性リスク 市場の混乱などにより市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされるリスク
資金繰りリスク 予期せぬ資金の流失により予定外の資金調達を余儀なくされるリスク

保険引受リスク 経済情勢や保険事故の発生率などが保険料設定時の予測に反して変動することにより損失を被るリスク

オペレーショナル
リスク

事務リスク 役職員及び保険募集人等が正確かつ適正な事務を怠ること、あるいは不正を起こすことにより損失を被るリスク
財務報告リスク 財務報告に係る不正又は誤謬による虚偽記載が発生することにより財務報告の信頼性を毀損し、損失を被るリスク

システムリスク コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用
されることにより損失を被るリスク

労務人事リスク 雇用など労務上のトラブル、ハラスメントや人権問題など人事上のトラブルが発生することにより損失を被るリスク

法務リスク 法令等の遵守や権利義務の観点から不適切な業務、取引、文書等を原因として損失を被るリスク、または訴訟等の法的紛争
により損失を被るリスク

有形資産リスク 地震等の自然災害、伝染病、火災、大規模停電、犯罪または資産管理の瑕疵等の結果、有形資産（動産・不動産・設備・備品等。
IT資産を除く）の毀損や執務環境等の質の低下により損失を被るリスク

風評リスク 直接的または間接的な風評により損失を被るリスク
子会社リスク 当社の子会社で発生した事象により、当社が損失を被るリスク
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別、通貨別、企業グループ別、国別、業種別等の投資限度額
を設定し、遵守状況をモニタリングしています。次に、個別資
産に対するリスク管理も行います。投資先企業の業績やその
変動原因等をきめ細かく分析し、保有する個々の債券や貸付
に対して信用リスクを定期的に評価しています。また、新たな
アセットクラス等に投資を行う場合は、事前に資産運用リス
ク管理部門がリスク評価を行い、意見表明を実施します。

	� さらに、ポートフォリオや個別資産に影響を及ぼす投資環境
の変化も分析しています。マクロ経済や金融市場の動向をモ
ニタリングして、保有資産が受ける可能性のある影響の評価
や、ストレステストに用いるパンデミックを含めたシナリオの
設定、エマージングリスクの発見等に活用するほか、投資限
度額の設定やリスク評価の際の参考としています。

	� なお、これらはすべて、資産運用部門とは独立して設置され
た資産運用リスク管理部門が行い、あらゆる面にわたって牽
制機能を発揮することによって、リスク管理を通した財務の
健全性の確保を確実なものとしています。

●	流動性リスク
	� 「市場流動性リスク」については、金融市場の混乱等による市

場流動性の低下に備えて、換金性の高い資産の残高をモニタ
リングし、緊急に資金を手配する必要が生じても不利な価格
での取引が発生しないよう管理しています。

	� 「資金繰りリスク」については、日次・月次・年次ベースでの資
金繰り状況の把握と見通しの策定により、適正かつ十分な
資金ポジションを維持するよう管理すると同時に、地震によ
る災害など不測の事態が発生し、一時的に流動性資金を要
する場合に備えて、当座借越枠を設定しています。

●	保険引受リスク
	� 「保険引受リスク」については、保険商品開発時の商品設計

や保険料等の価格設定に関する収益性の検証、各種リスク
分析、販売開始後のモニタリング、将来の収支状況の分析、
再保険の活用等による管理を行っています。

	� まず、保険商品の開発にあたっては、お客様のニーズを踏ま
えつつ、保険契約の長期性などに留意した商品設計を行って
います。また、保険料等の価格設定に際しては、自社データ
や各種統計データの分析・研究を行い、これら基礎データの
信頼度を十分に考慮して計算基礎率を設定しています。さら
に、収益性の検証や各種リスク分析を行い、経済環境の変化
等による影響も確認しています。

	� 保険商品の販売開始後においては、保険事故発生率等の状
況を定期的にモニタリングするとともに、将来収支予測等に
よる収支状況の分析を行い、「保険引受リスク」を適切に管理
しています。保険料設定時の予測に反して保険引受リスクに
変化がある場合は、必要に応じて販売方針、引受基準及び保
険料率の変更等、リスク特性に応じた対応策を実施する態勢
としています。

	� また、当社は、予測を超える大災害等への対応、高額の保険

契約や新しいタイプの保険商品などのリスク分散、収益の安
定化及び資本効率の向上の観点から再保険を活用していま
す。なお、再保険会社の選定にあたっては、引受能力が高く
財務内容の健全な会社を選定するとともに、財務状況等の
健全性評価を定期的に実施しています。また、特定の再保険
会社に出再が集中することがないよう定期的な検証・見直し
も行っています。

●	オペレーショナルリスク
	� 「事務リスク」については、事務過誤等の発生事象を収集・分

析し、発生原因の究明や再発防止策を講じるとともに、各部
において発生しうるリスクの洗い出しを行い、その影響度に応
じたリスクの顕在化防止を図ることで事務リスク管理態勢の
構築に取り組んでいます。併せて、全社における事務標準化の
推進等を通じて、事務品質の一層の向上にも努めています。

	� 「財務報告リスク」については、主管部は関連部署と連携して
情報収集に努め、必要に応じて対策を検討・実施し、財務報
告リスクの顕在化防止に努めています。

	� また、内部統制の設計及び有効性の評価を実施し、不備が発
見された場合には是正計画を策定・実施することを通して、
財務報告の虚偽記載の発生防止に努めています。

	� 「システムリスク」については、品質の高い安定的なシステム
サービスの提供を実現するため、ITガバナンスの強化を図る
とともに、管理態勢の持続的な高度化を推進しています。な
お、グローバルな危機に発展する可能性のあるサイバー攻撃
に対しては、日米共同でサイバーセキュリティ管理態勢の有
効性を評価したうえでロードマップを策定し、これに基づい
て組織、技術、管理面での対策を推進することで管理水準の
向上を図っています。

	� 「労務人事リスク」については、主管部を中心に、各部でリス
クの把握と労務人事上の問題の発生防止に努めています。

	� 「法務リスク」については、主管部が規程等に基づき、「法務リ
スク」が懸念される事案に関して法的なチェックやアドバイス
等を行い、リスクの顕在化防止に努めています。

	� 「有形資産リスク」については、主管部を中心に、保有する有
形資産を適切に管理するとともに、自然災害の発生などに備
えた対策を実施しています。

●	風評リスク
	� 「風評リスク」については、主管部を中心に懸念される事案に

関する情報の迅速な把握・収集・共有に努め、適切な対応策の
策定を行い、リスクの顕在化防止及び極小化を図っています。

●	子会社リスク
	� 「子会社リスク」については、子会社に対し、原則として、当社

のERM方針を踏まえたリスク管理の基本方針を定めること
を要請するなど、包括的なリスク管理を推進しています。ま
た、関連部署が連携して指導・支援等を実施することにより、
リスクの発生・拡大の未然防止を図るなど、各社の事業特性
等に応じた適切なリスク管理体制の整備に努めています。
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　昨今の企業を取り巻く環境の多様化・複雑化により、さ
まざまな危機に直面する可能性が高まるなか、当社は危
機が発生した場合においても、保険会社としての社会的責
任を果たすため、危機管理態勢の強化に積極的に取り組
んでいます。
　当社では、お客様に多大な不利益を与える、あるいは当
社の業務運営や当社役職員の人命・健康に甚大な影響を
及ぼす事象・状態を「危機」と定義しています。危機が発生
した場合、お客様へのサービス提供の継続及び平常時の
業務への早期復旧ができるよう「事業継続計画（BCP*1）」
を定めるとともに、その実効性を高める取り組みである

「事業継続マネジメント（BCM*2）」を推進しています。	
*1. Business Continuity Plan　　*2. Business Continuity Management

危機管理体制
　危機の種類及び影響に応じて対策本部を設置し、危機
対応を迅速かつ適切に実施できる体制を整備しています。
特にお客様や当社業務に甚大な影響を及ぼす恐れのある
危機が発生した場合は、代表取締役社長を本部長とする

「危機対策本部」を設置し、的確な経営判断のもと対応で
きる体制としています。また、専担組織である「危機管理
室」を東京都及び大阪府の2拠点に設け、平常時から危機
管理態勢の強化に取り組んでいます。危機が発生した場
合は、危機管理室が危機対策本部の事務局として、迅速に
情報を集約するハブ機能の役割を担っています。
　また、当社では、事業継続マネジメント（BCM）を効果
的に推進するために｢危機管理委員会｣を設置しています。
同委員会では全社的な危機管理態勢に関する事項が審
議・報告されます。そのうち重要な事項については代表取
締役社長に報告され、決定されます。さらに取締役会への
付議が必要な業務執行に関する重要な事項については、
取締役会において討議・決定・報告されます。また、危機管
理委員会の下部組織として各関連部長によって事業継続
マネジメント（BCM）の推進に関するより実務的な事項を
審議・報告する「危機管理部会」を設置しています。

事業継続計画（BCP）に関する取り組み
　当社では、危機が発生した場合に速やかに優先業務を
継続・再開するため、事業継続計画（BCP）を定めています。
本計画では、保険金・給付金等のお支払い業務、コールセ
ンター業務、システムの保守及び運用業務をはじめとする
お客様へのサービス提供にかかわる業務を優先業務とし

て位置付けています。危機時においても優先業務を確実
に遂行できるよう、業務の運営拠点やシステムのデータセ
ンターを分散し、BCP業務手順書に対応手順の詳細を定
めることで業務継続の実効性の向上に取り組んでいます。

各種訓練の実施
　事業継続計画（BCP）の実効性を平常時から確認し、危
機が発生した場合に社員が適切に行動できるよう、定期
的に訓練を実施しています。また、実施結果を踏まえ、事
業継続計画（BCP）の見直し・改善を行っています。

■	危機対策本部訓練
　危機時においても的確な経営判断を行えるよう、危機
対策本部の設置及び初動対応の訓練を実施しています。

■	BCP業務手順書実行訓練
　危機が発生した場合に迅速に安否確認等の初動対応及
び優先業務の継続または早期再開ができるよう、BCP業
務手順書の実効性を確認する訓練を実施しています。

新型コロナウイルス感染症問題への対応について
　当社は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、本危機管
理態勢に基づき、2020年2月に「COVID-19対策本部」を設
置し、お客様へのサービス提供の継続等に向け事業継続計
画（BCP）を展開し、また、感染及び感染拡大の防止に向け
て、在宅勤務や時差出勤の一層の推進、当社主催のイベン
トの中止、事業所間及び事業所内のフロア間の移動禁止な
どさまざまな対応策を実施してきました。 
　その後、4月の緊急事態宣言の発令を受けて、代表取締役
社長を本部長とする「危機対策本部」を設置するとともに、
取締役会が臨時取締役会において「新型コロナウイルス感
染症問題に関する基本方針」を決定して取り組みのさらな
る強化を図りました。
　そのなかでは、政府の方針において、社会の安定維持の
観点から保険業は保険金支払い（契約者貸付を含む）等の
必要な業務の継続が求められるとともに、人と人との接触
を削減するために企業は出勤者数を最低7割減らすことな
どが要請されたことを受けて、当社は従来から積極推進し
てきた在宅勤務を最大限活用し、緊急事態宣言の対象地域
にある当社オフィスに出社する役職員数を抑制しつつ、保険
金・給付金等のお支払いをはじめとする各種業務の継続を
図りました。また、お客様への特別対応として、保険料払込
猶予期間の延長、保険金給付金の請求手続きなどの手続き
の簡素化に加え、臨時施設・宿泊施設・自宅での療養につい
ても医師等が証明した期間について入院給付金の支払対象
とすること、電話・オンライン診療についても診療を受けた
場合は診療日について通院給付金の支払対象とすること、
災害死亡保険金等の支払対象とすることを実施しています。
　さらに、先の基本方針に基づき、「新型コロナウイルス感染
症問題に対する事業継続・変革計画（Business Continuity 
and Transformation Plan）」を策定し、事業継続はもとよ
り、事業変革に向けた計画や業務執行態勢を明確にしたう
えで、継続的に見直しを行いながら機動的な業務運営を実
践しています。
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　当社は内部監査によって、経営活動及び業務活動全般
を独立的かつ客観的な立場でモニタリング（新型コロナウ
イルス感染症問題への対応に際しては、当初計画のみなら
ず適宜リアルタイムモニタリングを実施）し、その有効性の
評価を行っています。また、監査結果に基づく助言・提案
等を通して経営に付加価値を提供し、企業戦略の実行に
貢献しています。さらに、内部監査活動を円滑かつ効率的
に実施するために「内部監査規程」に以下を定めています。

内部監査体制
　当社では内部監査部とその担当役員であるインターナ
ル・オーディット・オフィサーが内部監査を行っています。
　インターナル・オーディット・オフィサーと内部監査部は、
アフラック・インコーポレーテッドの社外取締役のみで構
成される「監査・リスク委員会」によって承認された同社の
内部監査最高責任者及びアフラック・ホールディングスの
インターナル・オーディット・オフィサーの指揮命令下にあ
り、当社の監査計画は、内部監査最高責任者及び監査・リ
スク委員会の承認を受けなければなりません。このよう
に、社内にありながら、強い独立性と客観性を確保してい
ます。一方、監査計画に取締役や執行役員等の要請事項
等を適宜反映するとともに、監査計画の実施状況や重要
な監査結果を定期的に当社の「役員会議*」に対して報告
するなど、経営陣とも十分な連携を図っています。また、監
査役とも定期的に意見交換、情報共有を行い、緊密に連携
しています。
� *経営に係る重要な情報を執行役員の間で共有するための会議体

内部監査の対象範囲及び権限
　内部監査は、コーポレートガバナンスやリスク管理、コン
プライアンスの態勢を含む、すべての経営活動及び業務活
動を対象範囲としています。インターナル・オーディット・
オフィサーと内部監査部はその責務を遂行するにあたり、
すべての部門、記録、資産及び役職員等に対して、制限な
くアクセスできる権限を持っています。

内部監査の実施と結果の報告
　内部監査は、アフラック・インコーポレーテッドが定めた
内部監査手法及び手順に則して実施し、監査対象範囲に
おける内部統制やガバナンスの有効性を評価しています。
　内部監査の結果は、監査対象部署の部長及び担当役員
に伝達され、内部統制の改善・強化に役立てられます。
　また、重要性の高い問題点を認識した場合には、経営
陣、アフラック・ホールディングスのインターナル・オー
ディット・オフィサー及びアフラック・インコーポレーテッ
ドの内部監査最高責任者に報告し、さらに内部監査最高
責任者が定期的に監査・リスク委員会に報告します。

内部監査人の専門性
　内部監査機能の有効性を保つべく、内部監査人には監
査基準や監査技術など監査についての専門的な知識と経
験が要求されます。内部監査関連の専門資格には、米国
に本部を置く内部監査人協会（IIA）が認定する公認内部
監査人（CIA）や米国のISACAが認定する公認情報システ
ム監査人（CISA）、日米の公認会計士等があり、当社の内
部監査人はこれらの資格を取得することが求められてい
ます。

内部監査の品質保証及び改善
　内部監査品質の継続的な維持・向上を図るため、アフ
ラック・インコーポレーテッドが定めた「グローバル監査品
質保証プログラム」に基づき、定期的に品質評価を行って
います。

内部監査機能の独立性（イメージ図）

取締役会

監
査

アフラック・ホールディングス
（保険持株会社）

アフラック・インコーポレーテッド
（持株会社）

インターナル・
オーディット・オフィサー

インターナル・
オーディット・オフィサー

内部監査部

内部監査最高責任者

監査・リスク委員会

取締役会

アフラック生命保険株式会社

代表取締役
会長 社長

執行役員
業務執行部門

内部監査態勢
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お客様本位の業務運営

　アフラックは、「がんに苦しむ人々を経済的苦難から救
いたい」との想いから、1974年に日本で初めてがん保険を
提供する保険会社として創業しました。以来、多くの方々
の「生きる」を創る保険会社として、時代の変化を先取りし
た商品・サービスの提供を通じて社会のお役に立つ存在
であり続けたいと願い、企業活動を行っています。当社が
今後も社会とともに歩み、相互に発展していくためには、
当社ならではの「生きる」を創る商品・サービスの提供を通
じて、社会と共有できる新たな価値を創造していくことが
必要不可欠と考えています。
　また、当社は企業理念に「お客様第一」を掲げるととも
に、ブランドプロミスにおいてお客様一人ひとりが自分ら
しく充実した人生を創ることを願いとするなど、お客様に
寄り添い、お客様本位に考える姿勢を大切にしています。
　こうした基本姿勢を改めて社内外に明示するため、当社
は「お客様本位の業務運営に係る方針」（以下、本方針）を
定め、本方針のもとで業務運営を行うとともに、本方針に
基づく取り組み内容を定期的に確認し、その結果について
公表しています。また、社会情勢や経営環境の変化等を踏
まえ、お客様本位の業務運営を実現するため、定期的に本
方針の見直しを行います。

方針1.	保険商品・サービスの開発、お客様へのご提案
	 ●	�当社は時代とともに変化するお客様のニーズを的確

に捉え、お客様にとって価値ある最良の保険商品・
サービスを開発します。

	 ●	�当社及び販売代理店は、お客様の加入目的、収入・資
産や家族構成等に照らして最適な保障内容・妥当な
保障額の保険商品をご提案します。また、ご契約をい
ただく際には、お客様にその内容を正しくご理解いた
だけるよう、ご契約に関する重要な事項を分かりやす
くご説明します。

方針2.	保険契約ご継続中におけるサポート
	 ●	�当社は、お客様に保険金・給付金を確実にお受け取り

いただけるよう、お客様から保険料をお預かりする業
務やご契約内容の各種変更手続きなどにおいて、正
確かつお客様に配慮した対応を行います。また、保険
契約にかかわるお客様からのお問い合わせやご要望
に対して、分かりやすく丁寧な対応に努めます。

	 ●	�当社は、お客様にとって利便性の高いお手続きを実現
するとともに、保険金・給付金を正確・迅速にお支払
いします。

方針3.	�お客様にお支払いいただく保険料の対価として
のサービス

	 ●	��当社は、お客様にお支払いいただく保険料を将来の
保険金・給付金のお支払いに備えて積み立てるほか、
最適な保険商品の推奨・販売、保険契約のご継続中
におけるサポート、保険金・給付金を確実にお支払い
するための態勢や安定的なシステム基盤の維持な
ど、お客様が保険金・給付金を必要とするときにお支
払いするうえで必要となるさまざまな経費に充てて
います。

方針4.	販売代理店の育成、従業員の教育等
	 ●	�当社は、お客様に最適な保険商品のご提案やサー

ビスをご提供できるよう販売代理店を育成します。
また、販売代理店に対しては、お客様に保険商品の
推奨・販売を適切に行ううえで必要な態勢整備を求
めます。

	 ●	�当社は、一人ひとりの従業員がお客様から信頼され
る存在となるよう、従業員に対する教育を徹底しま
す。また、多様なお客様のお考えを理解し、そのニー
ズにお応えできるよう、多様な価値観を持つ従業員
が活躍できる「ダイバーシティの推進」に積極的に取
り組みます。

方針5.	お客様本位の業務運営を実現するための態勢
	 ●	�当社は、お客様の利益を損なうことのないよう、利益

相反のおそれがある取引を適切に把握・管理する態
勢を整備します。

	 ●	�当社は、お客様からお寄せいただく「お客様の声」を
真摯に受け止め、お客様の視点に立って迅速、誠実か
つ公正な対応を行うとともに、業務運営の向上・改善
へとつなげていきます。

※�上記方針に基づき策定した「お客様本位の業務運営に係る取り組み内容」につい
ては、当社オフィシャルホームページをご確認ください。

　（�https://www.aflac.co.jp/corp/aflac/aflac_satisfaction_customer_
oriented.html）

https://www.aflac.co.jp/corp/aflac/aflac_satisfaction_customer_oriented.html
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「お客様本位の業務運営に係る方針」に基づく 
取り組み結果

方針1.
保険商品・サービスの開発、お客様へのご提案
●	�お客様の人生に寄り添い、医療環境やライフステージ

の変化に対応しながら、常に最適な保障を提供し続ける
「アフラック式」を推進

●	�〈ちゃんと応える医療保険EVER〉に就労所得や介護・認
知症を保障する特約を追加

●	�最新かつ最適な保障を提供するため医療保険の特約中
途付加の取り扱いを拡大

●	�健康状態に不安のあるお客様にも最新かつ充実した医
療保障を提供するため「特別保険料率に関する特則」を
導入

●	�がんの予防から予後にわたる広い領域でお客様をサ
ポートするため「キャンサーエコシステム」を構築

方針2.
保険契約ご継続中におけるサポート
●	�ご契約者様専用サイト「アフラック より

そうネット」にて、インターネット上で完
結する手続きメニューを拡充

●	�オフィシャルホームページ上の「給付金・
保険金のご請求ページ」をリニューアル
し、「保険料控除証明書発行・再発行ペー
ジ」を開設

●	�「オンライン医療相談サービス」の利用対象者をすべて
のご契約者に拡大

●	�自宅で簡単に保険料決済が可能な「LINE Pay請求書支
払い」サービスを開始

●	�コールセンターにお電話いただくお客様の時間と手間
を省くための「Visual IVR」サービスを開始

●	�日本郵便株式会社のネットワークを活用した「ご高齢の
お客様の現況確認サービス」を継続的に実施

●	�長期間ご契約いただいているお客様へ感謝と契約内容
の確認を目的とした訪問活動を継続的に実施

●	�コールセンター業務における
国際基準のオペレーション
品質保証規格「COPC®CSP
規格」の認証を4年連続取得

方針3.
お客様にお支払いいただく保険料の対価としてのサービス
●	�保険金・給付金の支払内容の正確性と妥当性について全

件検証を実施

●	�お客様に寄り添った温かみのある給付サービスを目指
し、保険金・給付金支払い専用のコールセンターを東京・
大阪・仙台で稼働。大規模災害時にも確実なお支払いが
できる態勢を整備

●	�お客様にとって最適な保険商品・サービスを提案するた
め、販売代理店に研修を開催

●	�適切なお客様対応を実施するために「乗合代理店向け
手数料体系の考え方」を公表

方針4.
販売代理店の育成、従業員の教育等
●	�「代理店コンプライアンスマニュアル」を改訂するととも

に販売代理店へ提供し、態勢整備を支援
●	�当社の役職員が遵守すべき倫理規範を規定した「行動

倫理憲章」の誓約を全役職員から取得するとともにコン
プライアンスに関する研修を実施するなどコンプライア
ンスを推進

●	�イノベーション企業文化を醸成し、多様化するお客様の
ニーズにお応えするた
めにダイバーシティの
推進を強化

●	�ユニバーサルマナー検
定やUCDA検定、消費
生活アドバイザー資格
取得を推進

方針5.
お客様本位の業務運営を実現するための態勢
●	�がん経験者支援を目的として「tomosnote（トモスノー

ト）」ウェブサイトを開設・運営
●	�社員のがん治療と仕事の両立の環境整備や新たな商品・

サービスの開発支援のために「All Ribbons」を設立
●	�お客様に柔軟かつスピーディーに価値を提供していくた

めに「アジャイル型の働き方」を導入
●	�「利益相反管理方針」等の規程を定め、利益相反の可能

性がある取引の把握・管理を徹底
●	�「お客様の声」に基づく業務改善を積極的に推進
●	�商品関連資材やお客様向け冊子などお客様視点・消費者

観点で検証するため外部専門家による検証態勢を整備
●	�消費者志向経営の推進やその支援を行う企業や団体等

の優れた活動を表彰する「第5回ACAP消費者志向活動
表彰」において、「消費者志向活動章」を受賞

●	�高齢者や体の不自由な方の身体的制限や心理的変化な
どを理解する高齢者体験研修を継続的に実施

●	�耳や言葉の不自由なお客様からのお問い合わせの際に、
手話通訳オペレーターによるビデオ通話にて音声通訳
を行うサービスを導入

　　UCDA認定取得講座の様子



98 〈第2部〉

感動的なお客様体験価値の向上

感動的なお客様体験価値の向上

　当社は多様化するお客様行動を踏まえ、お客様とのさ
まざまな接点において、感動的なお客様体験を提供でき
るよう、お客様起点による「生きる」を創る商品・サービス
の追求に積極的に取り組むとともにお客様体験価値（カス
タマーエクスペリエンス：以下、CX）を向上することで、お
客様本位の業務運営のさらなる高度化を目指しています。

お客様起点での継続的な改善の取り組み
　当社では、定期的にお客様に対して当社のサービスに
関するアンケートを実施しています。アンケートからいた
だいた評価やご意見、及びコールセンターやオフィシャル
ホームページ、来店型店舗を含む全国のアソシエイツを通
じ日々寄せられるお申し出など、お客様からいただく貴重
な顕在的なニーズにお応えし、ご不満を減らすのみならず、
お客様の潜在的なニーズを捉え、期待を超える商品・サー
ビスを提供できるよう取り組んでいます。また、お客様の
顕在・潜在ニーズへの当社の取り組み結果については、オ
フィシャルホームページに公表しています。

取り組み事例
「LINE Pay請求書支払い」サービスの開始
　お客様が当社に保険料をお振込みいただく場合、当社か
らご契約者に送付している保険料払込用紙を用いて、コン
ビニエンスストアや銀行等でお手続きいただく必要があり
ました。保険料のお振込みに「LINE Pay」を導入したことに
より、ご自宅や勤務先などから時間と場所を選ばずにいつ
でもどこでもお振込み手続きが可能となりました。

「ご契約者様専用サイト」の各種お手続きメニューの拡充
　郵送による煩雑なお手続き解消のために「ご契約者様専
用サイト『アフラック よりそうネット』」の各種お手続きメ
ニュー「ご契約者の改姓」「保険料振替口座の登録・変更」

「受取人・指定代理請求人の変更」などが同サイト上で完結
できる仕組みとしました。手続き書類の郵送をすることな
く、いつでもお手続きができるようになりました。

顧客ロイヤルティを測る指標	
「NTTコムオンラインNPS®ベンチマーク調査2020」
生命保険部門 第1位を獲得
　NPS®とは、「友人や同僚に薦
めたいか？」などの質問の回答
において、推奨者の割合から批
判者の割合を引いて算出され
る顧客ロイヤルティを計測する
指標です。
　NTTコムオンライン・マーケティング・ソリューション株式
会社が発表した調査の結果、「企業イメージ・ブランドイメー
ジの良さ」「企業の寄り添う姿勢・お客さまの声を大事にす
る姿勢」「契約者ページの使いやすさ・分かりやすさ」の項目
においてトップを獲得するなど、お客様から高い評価を得て
調査対象の生命保険会社13社中1位に選ばれました。
※�NPS®とはベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメト

リックス・システムズの登録商標です。

感動的なお客様体験価値（CX）の向上

お客様
ロイヤルティ

向上

感動的なお客様体験の提供

予想外価値の提供

期待・願望価値の提供

基本価値の提供・
　　　不満足の解消

「期待を超える・
感動水準」

お客様
満足向上

「不満足の削減・
問題ない満足水準」

潜
在
ニ
ー
ズ

顕
在
ニ
ー
ズ

	 ①	 ②	 ③	
	 払込票の受取	 LINE起動	 お振込み完了
	 バーコード読み取り

LINE Payなら、スマホ1つで	
自宅でカンタンにお振込みできます!
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感動的なお客様体験価値を提供するための 
社員教育や意識醸成

　お客様の期待を超えることでお客様に喜んでいただく
ことや感動していただくことを常に意識し、また、お客様
の置かれている状況や、顕在的なニーズだけでなく、潜在
的なニーズも的確に捉えるため、独自の研修に加え、専門
の社外研修を取り入れ、社員一人ひとりの知識やスキルの
向上を図っています。

■	ユニバーサルマナー検定3級取得講座の実施
　高齢者や障がいを
お持ちの方など多様な
お客様に寄り添い、応
対していく意識醸成と
知識の習得を目的に、
ユニバーサルマナー検
定3級取得講座を実施

し、2019年は管理職564名が資格を取得しました。 

■	UCDA認定2級取得講座の実施
　お客様がご覧になる帳票等のデザインをよりわかりや
すいものに改善するために「見やすい、わかりやすい、伝わ
りやすい」ユニバーサルコミュニケーションデザインの知
識・スキルを習得するUCDA認定2級取得講座を実施し、
2019年は61名が資格を取得しました。

■	消費生活アドバイザーの資格取得の推進
　お客様からの意見等を経営に効果的に反映させるとと
もに、お客様の苦情相談等に対して迅速かつ適切なアドバ
イスが実施できる人財の育成を目的として、内閣総理大
臣及び経済産業大臣事業認定資格である消費生活アドバ
イザーの資格取得を推進し、2019年は21名が合格しまし
た。その結果、社内の有資格者は41名となり、一般財団法
人日本産業協会が公表する「企業での消費生活アドバイ
ザー登録者数の上位20社」にランクインしました。（2020
年4月1日現在）

■	高齢者体験の実施
　高齢者や体の不自由な方の身体的制限や心理的変化な
ど多様なお客様の状況を理解する高齢者体験会に当社社
長・役員が取り組みました。また、同様の体験研修を販売
代理店に研修等を実施する立場である全国の営業部・支
社で実施し、2019年は480名の社員が参加しました。本
取り組みは2020年も継続的に実施する予定です。

　その他にも、社会環境変化（高齢社会の進展）を踏まえ
たお客様対応研修や異業種の講師による感動的なお客様
体験価値（CX）の向上に関する他社事例について学ぶ講
演会を行うなど、さまざまなお客様体験価値（CX）の向上
に向けた取り組みを行っています。

ユニバーサルマナー検定講座
社長・役員の体験風景

営業部・支社での体験風景
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ご契約のお申込みからお支払いまでの取り組み

　当社は、お客様のニーズを総合的に勘案し最適な保険
選びをご提案するとともに、お客様に十分に保障内容をご
理解いただけるよう努めています。具体的には、お客様に
適切な保障内容への見直し等をご検討いただくために、
ご契約に関する情報やお手続き方法を随時お知らせして
いるほか、保険金や給付金などをもれなくご請求いただく
ための取り組みを行っています。

アフラックの勧誘方針 （販売時における当社の姿勢）

【基本方針】
●	�法令等を遵守することを最優先するとともに、契約者間

の公平性に配慮し、適正な営業活動を行います。
●	�お客様のプライバシーに配慮しつつ、お客様の立場に

立ってその意向を尊重し、誠実な営業活動を行います。
●	�生命保険のプロフェッショナルとして、知識修得・能力

向上に努め、常に最善のサービスを提供します。

1.	法令等を遵守します
	 1.	�保険商品の販売等に係る勧誘にあたっては、法令、

会社の方針、規程、手続き等（以下、「法令等」といい
ます。）を遵守することを最優先いたします。

	 2.	�全社員及び生命保険募集人（代理店を含めます。）に
対する法令等の遵守に係る教育・指導の徹底をはじ
め、法令等遵守体制の強化に努めます。

2.	お客様にとって最適な商品をご提案します
	 1.	�保険商品の販売等に係る勧誘に際しては、お客様の

加入目的、収入・資産やご家族の構成等に照らして、
最適な保障内容・妥当な保障額の商品をご提案する
よう努めるとともに、会社の定める基準等に即した
運営管理を徹底し、契約者間の公平性に配慮します。

	�	�  未成年者、特に15歳未満を被保険者とする生命保険
契約については、会社が定める保険金額に基づき保
険商品を適正に募集するよう努めます。

	 2.	�外貨建の保険、変額年金保険等、リスク性商品を販
売する場合には、お客様の加入目的や投資経験・年
齢・知識・財産・収入の状況等に十分留意し、お客様
のニーズに合致した商品をご提案するよう努めます。

3.	勧誘の際はご迷惑をおかけしません
	 1.	�お客様のお仕事や生活の平穏を害することのないよ

う、訪問や電話による勧誘の時間帯には十分配慮い
たします。

	 2.	�お客様に対して常に節度ある態度で接し、威圧的な
態度や乱暴な言動等をもって著しく困惑させるよう
な行為は一切いたしません。

	 3.	�当社がお引き受けする保険契約のほか、生命保険・
損害保険・その他の金融商品を販売する場合には、
商品及び引受保険会社についてお客様の誤解を招く
ことがないよう、明確に区別して取り扱います。

4.	重要事項等をご説明させていただきます
	 1.	�当社がお引き受けする保険契約の内容及びご契約

に関する重要事項については、「ご契約のしおり・約
款」「契約概要」「注意喚起情報」等の書面の交付等
により説明を行い、お客様が十分に理解された上で
ご加入いただくよう努めます。また、「パンフレット」
等の募集資料は、会社の規定に従った適正なものを
使用します。

	 2.	�上記以外で当社が販売・勧誘する保険商品等につき
ましても、上記方針に則り、お客様に重要事項をご理
解いただくよう努めます。

	 3.	�生命保険募集人（代理店を含めます。）に対しては、定
期的に商品内容、お客様に対して説明すべき事項、説
明に際して考慮すべき事項及び説明方法等について
の研修、勉強会等を行い、お客様に対して十分な説
明ができる体制の強化に努めます。

5.	お客様に関する情報は適正に取り扱います
	 1.	�お客様のプライバシーを保護する観点から、お客様に

関する情報は業務上必要な範囲で収集・使用すると
ともに、厳重な管理を行う等、適正に取り扱います。

　以上の方針は「金融商品の販売等に関する法律」（金融
商品販売法）の施行に伴い策定しました。金融商品販売
法については、金融庁ホームページ（https://www.fsa.
go.jp）をご覧ください。

https://www.fsa.go.jp
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■	意向確認書
　保険のお申込みにあたり、お客様ご
自身のニーズに合致した最適な保険
商品であるかをご確認いただくため、
お客様にご記入いただいています。

■	お申込みいただく前に
　お客様に保険商品の内容をご理解
いただくための重要な情報として、販
売・勧誘時に説明すべき重要事項（保
障内容、保険期間等）を記載した「契約
概要」と、ご契約にあたって特に注意す
べき事項（クーリング・オフ制度、告知
義務の内容等）を記載した「注意喚起
情報」等から構成された冊子です。

■	商品パンフレット
　お客様が保険商品を検討する際の
資料として、保障内容をわかりやすく
記載しています。

■	電子申込みシステム（デジモ2）
　インターネット上で電子申込
書のシステムを利用するツール
です。操作性・視認性といった
お客様にとっての利便性を向
上させるとともに、その場でお
客様の健康状態を入力いただ
くことで、お引き受けできるかの目安や健康状態に応じた
保険料がご確認いただけます。

「アフラック式」の展開
　「『生きる』を創る。」をブランドプ
ロミスとする当社では、100歳まで
生きる時代といわれる現代において、
長生きのリスクに備え、公的制度や
医療環境の変化、ライフステージご
とのリスクに応じた「生きるための保
険」を中心とした最適な保障を提案
し続けることを「アフラック式」と定義しています。
　「アフラック式」を展開するために、たとえお客様が健康
に不安をお感じになっていたとしても常に最新かつ最適な
保障を備えることができるよう、がん保険や医療保険を中
心に継続的に商品ラインアップを強化しています。
　また当社のがん保険や医療保険にご加入いただいてい
るお客様が保障の見直しを行う際は、お客様のご要望に
沿った見直し方法（条件付解約、追加契約、特約の中途付
加）をご利用いただくことが可能です。
　この「アフラック式」の考え方について、お客様に対して
はテレビCM等を通じて広く周知し、代理店に対しては「ア
フラック式」に基づいたご提案が適切に行えるように教育
を行っています。
　当社はこれからも「生きるための保険」のリーディングカ
ンパニーとして、お客様の一生に寄り添い、必要となる保
障を提供し続ける取り組みを通じて、企業理念に掲げてい
る「お客様第一」を実現していきます。

最適な保険選びのための情報提供 （ご加入時）

■	アフラックの保険種類のご案内
　当社が取り扱っている保険商
品の概要を一覧で紹介した冊子
です。

■ ご契約のしおり・約款
　ご契約に関する重要事項・諸手続き
など、お客様にお知らせすべき事項や
ご契約についての取り決めを記載して

います。なお、2014年4月より「電子版ご契約のしおり・約
款（Web約款）」を導入しています。

お客様にとって最適な保障をご提案する設計書	
システム（みらいシミュレーター）
　2020年3月に発売した〈生
きるためのがん保険Days1 
ALL-in〉に関して、当社販売
代理店（アソシエイツ）が利用
する設計書システム（みらいシ
ミュレーター）を改良し、設計
書の文字をより大きく、デザ
インをより見やすくするなど、
わかりやすい設計書へ刷新し
ました。また、設計書と合わせ
て、お客様の年齢や性別に応
じた、がんに関連した情報を提供できるようになり、お客様
一人ひとりに合わせた最適な情報提供が可能となりました。

設計書

がんに関連した情報
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ご契約内容に関する情報提供 （ご契約期間中）

■	ご契約内容のお知らせ（アフラックメール）
　ご契約内容をお知らせし、保障の見直しや給付請求な
どの際にお役立ていただく資料として、ご契約者に「ご契
約内容のお知らせ（アフラックメール）」を郵送しています。
　また、アフラックメールに同封している「安心ガイド」で
は、お手続きや給付請求の方法、各種サービスをまとめて
掲載しています。
　これらの資料は、お客様にとって見やすい記載であると
いう外部機関からの認証を取得しています。また、環境経
営の取り組みの一環として、「アフラック よりそうネット」
でご契約内容をご確認いただく取り組みを2020年4月か
ら開始しています。

■	ご契約者様専用サイト「アフラック よりそうネット」 
　スマートフォンやパソコンからご契約内容の
確認、住所・電話番号の変更やクレジットカー
ド払いへの変更などさまざまなお手続きを簡
単に行うことが
できます。2020
年1月にサイトリ
ニューアルを実施し、スマートフォンでもパソコンでもこれ
まで以上に見やすく使いやすく生まれ変わりました。
　また、「アフラック よりそうネット」にご登録いただいた
お客様は、株式会社メディカルノート社が提供する「オン
ライン医療相談サービス」を無料でご利用いただけます。

「オンライン医療相談サービス」は、お客様が病気や身体
についての疑問や悩みを専門医を中心とした医療従事者
に直接相談できるサービスです。

「アフラック よりそうネット」主なサービス内容
● ご契約内容の照会
● オンライン医療相談サービス
● オンラインで可能な主なお手続き
	 ●	�給付金・保険金のご請求
	 ●	�ご契約者の住所・電話番号の変更
	 ●	�クレジットカード払いのお申込み／ご利用のクレジッ

トカードの変更
	 ●	�生命保険料控除証明書の発行依頼（9月～翌年3月）
	 ●	�第二連絡先の登録・変更・削除
	 ●	�保険料振替口座の登録・変更
	 ●	�ご契約者の改姓
	 ●	�給付金・保険金受取人・指定代理請求人の変更
	 ●	�解約手続き書類のご請求

「お客様ふれあい活動」による安心のご提供
　当社は2018年に「お客様ふれあいサポート部」を設置し、
がん保険を長期間ご継続いただいているお客様へ当社の社
員が訪問する「お客様ふれあい活動」を行っています。ご訪問
の際には保障内容や受取人などのご契約内容の確認や、保
険契約のご継続中の各種お手続きのサポートを実施するな
ど、万一の場合に備えて、お客様に安心してご契約をご継続
いただくための活動を推進しています。

デメリット情報
　お客様が商品内容や手続き方法などについてご存知な
かったために不利益を被ることのないよう、デメリット情報に
ついては、冊子「お申込みいただく前に（契約概要・注意喚起
情報・その他重要事項）」に明示し、ご契約にあたっては、お客
様に事前にしっかりとご理解いただくよう努めています。ま
た、ご契約締結後においても「アフラックメール」などの各種
通知を通して、お客様にデメリット情報をお伝えしています。



103アフラック　統合報告書 2020

ご契約のお申込みからお支払いまでの取り組み

お支払いに関する情報提供 （ご請求時）

■	給付金等のお支払いについて
　保険金・給付金等のお支払いに
関して、ご請求手続きの流れや保
険金・給付金等をお支払いする場
合・できない場合の具体例、ご請
求に関するQ&Aをまとめた冊子
です。当社オフィシャルホームペー
ジでもご覧いただけます。
https://www.aflac.co.jp/keiyaku/seikyu/advice.html
　また、当社より保険金・給付金等の請求書類をご案内し
た後、一定期間を経過しても未請求となっている場合に
は、ご請求をお忘れになっていないかご確認いただく書類
をご案内しています。

ご請求手続きを充実させるための主な取り組み （ご請求時）

■	ご請求手続きに関する専用コールセンター
　当社は、保険金・給付金等のご請求手続きに関する専用
のコールセンターを東京、大阪、仙台の3拠点に開設し、災
害時でも確実にお問い合わせを受け付ける体制を構築し
ています。
　また、コールセンターでは、お客様からのお問い合わせ
に、保険金等支払部門（保険金コンタクトセンター）のス
タッフが対応しています。ご請求に関する専門的なご質問
やご相談にお応えできる体制を整備することで、スムーズ
かつ適切なお支払いに努めています。

■	保険金・給付金等のご請求に関する専用サイト
　専用サイトにアクセスいただくことで、保険金・給付金等
に関する請求書類のお取り寄せ（郵送）やダウンロードが
可能です。また、医療保険・医療特約・ケガの保険・ケガの
特約の入院給付金・通院給付金及び一部の手術に対する
医療保険・医療特約の手術給付金に関するご請求手続き
については、インターネット上でお手続きが完結する「給付
金デジタル請求サービス*」をご利用いただけます。これに
より、請求書類の郵送によるお取り寄せや返送が不要と
なり、より速やかに給付金をお受け取りいただけます。
*	�サービス利用には一定の条件があります。詳細は当社オフィシャルホームページ
をご確認ください。

指定代理請求特約
　「指定代理請求特約」とは、給付金等受取人が被保険者と
なっているご契約に付加することによって、被保険者が給付
金等を請求できない特別な事情がある場合にあらかじめ指
定された方（指定代理請求人）が被保険者に代わって給付
金等を請求できる特約です。なお、この特約を付加するため
の特約保険料は不要です。

失効に関する取り組み
　保険料払込猶予期間を経過しても保険料の払込みがな
い場合、ご契約は猶予期間満了の日の翌日から「失効」とな
ります。ご契約が失効してしまうとその効力が失われ、保険
金・給付金等のお支払いができなくなります。ただし、ご契
約が失効した場合でも、失効した日から所定の期間内（保
険種類により異なります）であれば、所定のお手続きを経た
うえで、ご契約を「復活」させることができます*。復活のお
手続き方法に関しては、郵送によりお客様へご案内してい
ます。
　なお、当社ではご契約の失効を未然に防止するため、保
険料の口座引き落としができなかったお客様への通知やお
電話・SMS（ショートメッセージサービス）によるお客様フォ
ローを行っています。また、勤務先経由でご加入いただいて
いるお客様については、定年等による退職時に、退職後も
ご契約を継続できる旨を郵送でお知らせするなど、ご契約
を継続していただくための取り組みを行っています。
*	�復活したご契約の責任開始日は復活日となり、失効している期間の保
障はありません。また、健康状態等によっては復活をお引き受けできな
い場合や保険種類によっては復活のお取り扱いがない場合もあります。

https://www.aflac.co.jp/keiyaku/seikyu/advice.html
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郵送

■	ご請求手続きの主な流れ ご請求手続きにおいては、「書類でのお手続き」または「オンラインでのお手続き（給付金デジ
タル請求サービス）」のいずれかをご選択いただけます。

入院・手術などにより、保険金・給付金等のお支払い事由が
発生した場合は、担当アソシエイツもしくは当社（インター
ネット／専用フリーダイヤル）までご連絡いただきます。
保険金・給付金等のお支払い事由が発生した場合に加え、
お支払いの可能性があると思われる場合やご不明な点が
ある場合も、お電話でお問い合わせいただけます。

インターネットの場合
アフラックオフィシャルホームページの「給付金・保険金のご請
求」ページへアクセス

パソコン  	
https://www.aflac.co.jp/keiyaku/seikyu/
スマートフォン  	

https://www.aflac.co.jp/sp/keiyaku/seikyu/
原則24時間いつでも、以下のサービスをご利用いただけます。

請求書類の 
お取り寄せ

パソコン
スマートフォン

請求書類を郵送にてお取り寄せいただけ
ます。

請求書類の 
ダウンロード

パソコン

パソコンサイトでは一部の請求書類をダ
ウンロードしていただけます。

お電話の場合
アフラック保険金コンタクトセンター
フリーダイヤル 0120-555-877 （通話料無料） 
オペレーターによる受付	
月～金曜日（祝日・年末年始を除く） 9：00～17：00
※休日の翌営業日は電話がつながりにくい場合があります。

自動音声応答サービス／年中無休（24時間受付）
※ご利用には所定の条件がございます。詳細は当社ホームページをご覧ください。

●	�指定受取人ががんの告知を受けていないなどの特別な事情がある場合に
は、個別のご相談を承っています。

入院証明書等の請求書類をご用意のうえ、当社までご返
送いただきます。
●	�ご請求の内容により必要書類が異なります。診断書のほか、戸籍謄本、住

民票等をご提出いただく場合もあります。

お支払い内容の明細「お支払い
のご案内」を郵送によりお受け取
りいただきます。

請求書類を確認し、保険金・給付金等をお支払いします。
�提出いただいた入院証明書等の記載内容から、ほかにご請求
いただける保険金・給付金等がないかを必ず確認しています。
●	�書類の不足や証明書の内容に問題がない場合は、当社に書類が到着した

日の翌日から5営業日以内にお支払いします。

インターネット・電話で連絡

郵送

お支払い+郵送

お客様から提出いただいた書類の内容に応じて、次回、ご請求
いただくための書類もご案内しています。

書類でのお手続き

お客様 アフラック

受
付
時
間

1

3

5

お客様から
お申し出のあった契約

B契約
A契約

お客様から
お申し出のなかった契約

C契約

お客様へ
ご案内する契約

A・B・C契約

ご請求に必要な書類をお客様に送付します。
●	�請求書類は、ご指定いただいた場所に郵送します。

お客様からお申し出いただいた証券番号をもとに、ほかにご請
求いただける契約がないかを必ず確認しています。

2

4

https://www.aflac.co.jp/keiyaku/seikyu/
https://www.aflac.co.jp/sp/keiyaku/seikyu/
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お客様 アフラック
※病院発行の「診断書」の提出が必要ないケースなど、サービス利用には一定の条件があります。

当社オフィシャルホームページにアクセスいただき、給付
金請求手続きに関する専用サイトにて、受取人の方に基
本情報の入力と必要書類の画像をアップロード（添付）し
ていただきます。

お支払い内容の明細「お支払い
のご案内」を郵送によりお受け取
りいただきます。

お客様から送信いただいた情報に応じて、次回、ご請求いただ
くための書類もご案内しています。

インターネットで送信し、 
ご請求手続きが完了

お支払い+郵送

お客様から送信いただいた情報を確認し、給付金をお支
払いします。
送信いただいた情報から、ほかにご請求いただける保険金・給
付金等がないかを必ず確認しています。
●	�情報の不足や内容に問題がない場合、当社が情報を受領した日の翌日か

ら5営業日以内にお支払いします。

オンラインでのお手続き（給付金デジタル請求サービス）

お手続きの内容（原則24時間いつでもお手続き可能）
専用サイトへアクセス
①	�「給付金・保険金のご請求」	
ページへアクセス

	 アフラック 給付金 検索

パソコン  	
https://www.aflac.co.jp/keiyaku/seikyu/
スマートフォン  	

https://www.aflac.co.jp/sp/keiyaku/seikyu/
②	�ご案内に進むボタンをクリック
	 ■ パソコン	

■ スマートフォン

基本情報の入力
被保険者・受取人のお名前、給付金
のお振込先や連絡先等の基本情
報を受取人の方に入力していただ
きます。

必要書類の画像のアップロード
給付金請求に必要な書類（病院の領収書等）をスマート
フォンなどで撮影し、その画像を専用画面（フォーム）に
アップロード（添付）していただきます。

1

3

2

https://www.aflac.co.jp/keiyaku/seikyu/
https://www.aflac.co.jp/sp/keiyaku/seikyu/
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インターネットを活用した情報提供

　当社は、インターネットを通してさまざまな情報を提供
しています。いつでもどこからでもご利用いただけるイン
ターネットの特性を活かし、お客様に有益な情報を提供す
るとともに利便性を高めるなどサービスの向上に努めて
います。

オフィシャルホームページ
　オフィシャルホームページでは、お客様のライフステー
ジなどに合わせて、保険選びのポイントや最適な商品プラ
ンをご案内しています。スマートフォン、パソコン、タブレッ
ト端末からも商品内容の確認や保険料のシミュレーショ
ン、商品パンフレットの請求、店舗への相談予約等が可能
です。

　また、より多くのお客様が快適にホームページをご利用
いただけるよう、パソコンやスマートフォン等の端末からご
利用いただいた場合でも最適な表示となる「レスポンシブ
デザイン」や「文字拡大機能」の導入を順次進めています。
　さらに、「がん保険がよくわかるサイト」では、医師やファ
イナンシャルプランナーなどの
専門家が、がんやがん保険につ
いての疑問にわかりやすくお答
えするコンテンツやがんを経験
された方々の声を紹介するコー
ナーなど、当社ならではの幅広
い情報を発信しています。

ご契約者様専用サイト「アフラック よりそうネット」
　スマートフォンやパソコンからご契約内容の確認、住所・
電話番号の変更やクレジットカード払いへの変更などさ
まざまなお手続きを簡単に行うことができます。詳細は
P.102をご覧ください。

ソーシャルネットワーキングサービス （LINE・Facebook）

　「LINE」や「Facebook」を通じて、お客様にさまざまな
情報をご案内しています。当社の「LINE公式アカウント」
では、GPS機能を活用した保険の相談店舗検索、デジタル
パンフレットの閲覧などが可能です。また、保険に関する
お役立ち情報、新商品情報などをタイムリーにお届けして
います。

■	LINE公式アカウントのサービス内容
　● 保険の相談店舗検索
　● 商品パンフレットのご請求
　● �デジタルパンフレットの閲

覧等

がん保険がよくわかるサイト

LINE公式アカウント

トップページ
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お客様の声を経営に活かす取り組み

　当社は、お客様から日々お寄せいただくご意見・ご要望、
または苦情等の「お客様の声」を貴重な経営資源と位置付
け、さまざまな業務の改善、商品・サービスの向上など幅
広く経営に反映させる取り組みを進めています。

「お客様の声」を幅広く把握するための取り組み
　当社では、全国に広がる営業拠点をはじめコールセン
ターやオフィシャルホームページ、来店型店舗を含む全国の
アソシエイツなどを通じ、日々お客様からさまざまなお申
し出を承っています。また、商品パンフレットや保険証券、
ご契約者向け冊子「アフラックメール」にコールセンターへ
のフリーダイヤルを明記するなど、お客様から当社にお申し
出いただきやすい仕組みづくりにも努めています。
　当社は、こうしたお客様からのお申し出の中から「苦情」

「相談・要望」「感謝」を「お客様の声」として、全役職員が
常時アクセスできる「お客様の声」データベースに集約し、
分類・管理・分析することでさまざまな業務改善に役立て
ています。
　また、お客様の最も身近な存在であるアソシエイツに対
しては「代理店コンプライアンスマニュアル」のなかに「苦
情等管理プログラム」を設け、苦情を受け付けた際の対応
方法や苦情の再発防止に向けた改善策の重要性を記載し

ています。また、研修等を通じ「お客様の声」の速やかな報
告と適切な対応の啓発に努めています。
　さらに、「お客様の声」をより的確に分析し、業務の改善
につなげるとともに、お申し出をいただいたお客様への対
応や事務処理の適切性を組織的に検証することを目的と
して、「お客様の声」の収集態勢の強化にも引き続き取り組
んでいます。具体的には、コールセンターなど日々お客様
からのお申し出を直接受ける部門での「お客様の声」の登
録に関する研修や正確かつ効率的に「お客様の声」を登録
するためのシステムの改修を随時行っています。また、「お
客様の声」データベースへの登録漏れを防ぐためのお客様
対応記録の事後検証やアソシエイツが受け付けた「お客様
の声」を適切に管理するための「AANET（情報支援システ
ム）」の機能向上などを行っています。

「お客様の声」の状況
　2019年度における「お客様の声」の状況は、当社の業
務・商品等に対する不満足の表明である「苦情」が79,554
件、当社に業務・商品等の改善を期待する「相談・要望」が
74,161件、また、お礼やお褒め等の「感謝」の声は6,558件
となりました。

「お客様の声」の状況 （単位：件、%）

「お客様の声」の内容 2019年度 占率
苦情 79,554 100.0
　 新契約関係 加入時の説明や募集行為に関するご不満等 22,522 28.3

収納関係 保険料の入金や保険料の払込方法の変更手続きに関するご不満等 7,321 9.2
保全関係 解約手続きや契約内容変更手続きに関するご不満等 20,514 25.8
保険金・給付金関係 お支払い手続きに関するご不満等 18,417 23.2
その他 アフターサービスや電話対応に関するご不満等 10,780 13.6

相談・要望 74,161

感謝 6,558

「お客様の声」の合計 160,273

※�「お客様の声」データベースには、上記以外にセールス電話停止のご連絡が109,255件、ダイレクトメール停止のご連絡が818件登録されています。（2019年度）
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「お客様の声」に基づく 
業務改善・サービス向上に向けた取り組み

　当社では、「お客様の声」に基づく改善策やお客様サー
ビスの向上に関する重要性の高いテーマについて審議す
るために「お客様サービス推進委員会」を設置しています。
同委員会ではお客様サービスの向上に関する事項が審議・
報告されます。そのうち重要な事項については代表取締役
に報告され、決定されます。さらに取締役会への付議が必
要な重要事項については、取締役会において討議・決定・
報告されます。
　また、お客様サービス推進委員会の下部組織としてより
実務的な事項を速やかにかつ幅広く審議する「お客様サー
ビス推進部会」を設置しています。

　さらに、当社は苦情対応に関する国際規格である「ISO 
10002」（品質マネジメント－顧客満足－組織における苦
情対応のための指針）に適合した苦情対応マネジメントシ
ステムを構築していることを宣言しています。ISO10002
は、お客様満足の向上を実現するために苦情対応プロセス
を適切に構築し運用することを目的としており、日本にお
いては「JISC（日本工業標準調査会）」によって制定されて
います。当社はこの規格への準拠を維持しつつ、組織的な
苦情管理態勢の強化に努めています。
　2017年2月には消費者庁等が推進する「消費者志向経
営」の趣旨を踏まえて「消費者志向自主宣言」を公表し、 
同年6月には金融庁による「顧客本位の業務運営に関す
る原則」を踏まえて「お客様本位の業務運営に係る方針」
を策定しました。取り組みの成果は定期的にオフィシャル
ホームページを通じて公表しています。

「お客様の声」を経営に活かす仕組み

（2020年7月1日時点）

コールセンター

全国の営業拠点

受付・登録 集約・一元管理 経営への反映

●「お客様の声」の分析
● 業務改善策・サービス向上に関する
　施策の検討・実行

「お客様の声」
データベースアソシエイツ等

オフィシャル
ホームページ

お 

客 

様

お客様
対応の
向上

商品・
サービスの
向上

取締役会

「
お
客
様
の
声
」

お客様サービス推進部会

各主管部

お客様サービス推進委員会

代表取締役

ご高齢のお客様への対応
　高齢化が急速に進展するなか、当社では契約期間が長期
にわたる生命保険の特性に鑑み、ご高齢のお客様に対する
より丁寧な対応、身体的・環境的変化に応じた対応を心が
けています。
　そのため、当社ではコールセンターのオペレーターに対し
て「認知症サポーター研修」の実施やアソシエイツに研修等
を実施する立場にある全国の営業部・支社に対し、ご高齢の
お客様の身体的制限や心理的変化などを理解する「高齢者
体験研修」を実施しているほか、70歳以上のお客様を対象に

「高齢者対応実施報告書」を作成し、募集時の状況について
記録を残しています。
　さらに、2017年7月から業務提携関係にある日本郵便株
式会社が有する各家庭への配達ネットワークの強みを活か
して、当社のご高齢のお客様に向けた現況確認サービスを
行っています。

第二連絡先制度の導入
　2016年11月から、ご契約者本人に連絡が取れない場合*
に備え、ご契約者以外の方の連絡先を「第二連絡先」として
あらかじめ登録していただく制度を導入しています。これに
より、ご契約者に連絡が取れなくなった場合でも当社が第
二連絡先のご登録者にご契約者の連絡先をお伺いすること
で、迅速な対応ができるようになります。
*	�各種通知物がご契約者に届かない場合や緊急時の安否確認の際に連
絡が取れない場合
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お客様からのご意見・ご要望等に基づく改善事例
　当社は、お客様から日々お寄せいただくご意見・ご要望
等に基づき、業務の改善や商品・サービスの向上に取り組
んでいます。主な改善事例は以下のとおりです。

改善事例 ①
オフィシャルホームページの「給付金・保険金のご請求」の改修

お客様の声
オフィシャルホームページからの請求の入力が煩雑である。
もっと簡単に請求できないの?

改善内容
お客様のご契約・請求内容に沿って、ご利用可能な手続き
方法（「給付金デジタル請求サービス」もしくは、請求書類の

「ダウンロード」や「郵送依頼」）を自動で判定し、ご案内する
仕組みとしました。これによって、よりスムーズな請求手続き
が可能となりました。

改善事例 ②
スマートフォン向けの新サービス「Visual IVR」導入

お客様の声
自動音声システム（IVR）に対して、利用者の立場に立った仕
組みにしてもらいたい。

改善内容
コールセンターにお電話いただいたお客様は、自動音声応
答ガイダンスを聞く必要があり、オペレーターと会話するま
で時間を要していました。
本サービスの導入により、自動音声応答ガイダンスの内容
がスマートフォン画面に表示されるため、すべての案内を聞
くことなく、ご希望のメニューを早く、簡単にご利用いただ
くことができるようになりました。それに加え、サービスメ
ニュー画面には「よくあるご質問」や「各種変更のお手続き

（住所変更・名義変更等）」を掲載していますので、スマート
フォンで迅速にお手続きいただけるようになりました。

改善事例 ③
「オンライン医療相談サービス」の利用対象者拡大

お客様の声
古い保険の加入者でも、サービスを受けられるようにしてほ
しい。

改善内容
〈アフラックの健康応援医療保険〉のご契約者へのサービ
スだった「オンライン医療相談サービス」 （提供：株式会社
メディカルノート）を、すべてのご契約者に対象を拡大しま
した。

「ご契約者様専用サイト『アフラック よりそうネット』」から
ご利用いただけ、病気や身体に関する疑問や悩みについて、
専門医を中心とした医療従事者に、パソコンやスマートフォ
ンなどからいつでもお手軽に、直接質問ができるサービス
です。

障がい等をお持ちのお客様への対応
　当社は「お客様第一」を企業理念に掲げる企業として、障
がい等をお持ちのお客様とのより円滑なコミュニケーショ
ンのためにさまざまなサービスの導入に取り組んでいます。

アフラック手話通訳サービス
　耳が聞こえないお客様や聞こえにくいお客様、発話が困
難なお客様はビデオ通話を使って、手話通訳サービスオペ
レーターと手話または筆談でお話しいただけます。手話通
訳サービスオペレーターが、アフラックコールセンターとお
客様をおつなぎします。
https://�www.aflac.co.jp/home_support_sign_

language.html

お客様窓口における備品等の設置
●	�お客様の聴こえをよくする 
「卓上型対話支援機器 
（コミューン）」

●	�筆談でご用件を承ることを 
明示する 

「耳マーク」

●	�筆談で意思疎通を図る 
「筆談ボード」

●	�ご希望のお取り引きや 
お手続きの絵を指して 
意思疎通を図る 

「コミュニケーションボード」

耳や言葉、目の不自由なお客様のための専用サイト
　耳や言葉、目の不自由なお客様がお知りになりたい手続
き等をご確認いただけます。
https://�www.aflac.co.jp/home_support_

disabilities.html

https://www.aflac.co.jp/home_support_sign_language.html
https://www.aflac.co.jp/home_support_disabilities.html
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お客様満足度調査の実施
　当社は、ご契約者に対する定期的な「お客様満足度調
査」を実施しており、調査にて認識した課題について、業務
改善などお客様満足度の一層の向上に向けた取り組みに
活かしています。2019年のお客様満足度調査では満足層
が微増しており、引き続き、多くのお客様にご満足いただ
いています。

お客様満足度調査の概要

調 査 名 ： 2019年度 お客様満足度調査
実施時期 ： 2019年11月
方 法 ： 郵送
対 象 者 ： 当社保険にご加入いただいている契約者
配布部数 ： 50,000部
回収部数 ： 13,613部（回収率：27.2%）

契約者懇談会開催の概況
　当社は、契約者懇談会を開催していません。ただし、ご
契約者からのご意見・ご要望等を経営に反映する仕組み
として、お客様サービス推進委員会の設置、お客様満足度
調査の実施等の取り組みを行っています。

満足層 64.4%

53.8%
まあ満足 

33.2%
どちらともいえない

不満層 2.4%

総合満足度

非常に満足 10.8%

満足層 65.2%

やや不満 2.1%

54.4%
まあ満足 

32.4%
どちらともいえない

非常に満足 10.6%

非常に不満 0.3%

不満層 2.4%

やや不満 2.1%
非常に不満 0.4%

2019年

2018年

原則1ヵ月経過後も
解決しない場合

生命保険相談所
における

苦情解決手続き
相対交渉へのアドバイス

情報提供・説明
苦情申出 生命保険会社へ解決依頼

STEP1

STEP2

STEP2
裁定審査会
における

紛争解決手続き

裁定申立 手続き終了適格性の
審査 審理 裁定

申立内容が認められない場合

和解成立

不調
和解案提示

書面・事情聴取
等による事実確認

裁定審査会
における

紛争解決手続き

生命保険協会における苦情・紛争解決手続きの流れ

※ 審理の結果、事実確認の困難性等の理由から裁判等での解決が妥当であると判断した場合は、裁定手続きを途中で打ち切ることがあります。
※ 申し立てに係る請求内容については、審理の結果、和解に至らなかった場合でもその旨の通知を受けた日から1ヵ月以内に訴訟を提起した場合、裁定審査会が申し立て
　を受け付けた時にさかのぼって時効が中断します。

金融ADR制度
　「金融ADR制度」は、お客様が生命保険会社を含む金融機
関との間で十分な話し合いをしても問題の解決がつかないよ
うなケースにおいて、裁判ではなく中立・公正な第三者にかか
わってもらいながら迅速・柔軟な解決を図るための制度です。
　当社は、本制度に基づく指定紛争解決機関として金融庁か
ら指定を受けた一般社団法人生命保険協会と紛争解決等業
務に関する「手続実施基本契約」を締結し、個々の紛争解決に
向けた対応を行っています。

【指定紛争解決機関のご連絡先】
一般社団法人生命保険協会　生命保険相談所
所在地：〒100-0005 東京都千代田区丸の内3-4-1 新国際ビル3階
電話：03-3286-2648
受付時間 （土日・祝日・年末年始を除く） 9：00～17：00
ホームページアドレス：https://www.seiho.or.jp/contact/about/

外部の消費者関連専門家による検証態勢
　お客様サービスに関する各種取り組みについて、お客様
視点・消費者視点で検証することを目的に、消費者関連団体
等に所属する外部の消費者関連専門家による検証態勢を
構築しています。2019年は、商品のパンフレットやご高齢
のお客様にお送りする冊子等の検証会議を年間5回開催し
ました。

�※	�満足度については、「非常に満足」「まあ満足」「どちらともいえない」「やや不満」
「非常に不満」の5択で回答を行い、「非常に満足」「まあ満足」の回答者を満足層、
「やや不満」「非常に不満」の回答者を不満層として定義しています。

	� 2018年の不満層の割合については、内訳数値の小数点第二位の四捨五入の関
係で2.4%となっています。

https://www.seiho.or.jp/contact/about/
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適切なお支払いのための取り組み

　当社は、保険金・給付金等のお支払いを保険会社として
最も重要な使命であると考え、適切なお支払い業務の遂
行及び支払管理態勢の強化に取り組んでいます。

保険金等支払部門における態勢
　お客様からご送付いただいた保険金・給付金等の請求
書類は、画像データ化し、入力センターへ伝送しています。
入力センターでは、画像データごとに2人の担当者がそれ
ぞれ情報を入力します（①入力）。2人の入力内容が一致す
ると、次工程に流れる仕組みとなっています。
　その後、システム等で判定したお支払い内容について保
険金等支払部門（東日本保険金サービス部及び西日本保
険金サービス部）で、お支払いの可否を決定しています（②
支払査定）。
　また、お支払い手続きの前に、支払査定結果の妥当性及
び正確性を検証しています（③査定後検証）。
　さらに、高度な判断を要した案件については、保険金・
給付金等のお支払い手続きの後に、お支払いの査定品質
向上にかかわる企画・運営を担う「保険金統括部 支払管理
室」が検証しています（④支払後検証）。
　また、お支払い非該当と判断した案件については、一定の
決裁権限を有する査定担当者2人の判断が一致することを
要するルールとするとともに、査定結果（お支払い非該当で
ある旨）をお客様にお伝えした後に、一定の決裁権限を有す
る検証者が改めて判断の妥当性や事務手続きの適切性に
ついて検証することにしています（⑤支払非該当検証）。
　当社ではこうした検証プロセスにより、お支払い業務の
正確性の向上に努めています。

保険金等支払部門以外における態勢
　保険金等支払部門では適切なお支払いに取り組むとと
もに、お支払い業務の品質を検証しています。検証結果な
どの重要事項は「役員会議」で報告・共有され、取締役会へ
も報告されます。また、苦情管理の主管部や監査部門、社
外の専門的見地からの意見等を取り入れる仕組みを構築
しており、お支払い業務の正確性の確保に努めています。

■	異議申立窓口
　保険金等支払部門による支払査定結果にご納得いただ
けないケースについては、お客様からの異議申立を受け付
ける専用のフリーダイヤルを設け、保険金等支払部門から
独立した苦情管理の主管部であるお客様サービス推進部
で対応しています。

異議申立窓口：0120-386-532 （通話料無料）
受付時間：
月〜金曜日（祝日・年末年始を除く） 9：00～17：00
※�音声ガイダンスでご案内し、お問い合わせ内容によって担当者におつなぎします。

■	保険金等支払審査会
　保険金等支払部門による支払査定結果に関するお客様
からの苦情については、支払査定結果及びお客様対応の
適切性を審査するために「保険金等支払審査会」を設置し
ています。

支
払
管
理
態
勢
の

有
効
性
評
価

情報連携
異議申立

適切なお支払いのための態勢

（2020年7月1日時点）

①入力
②支払査定

③査定後検証
④支払後検証
⑤支払非該当検証

審査結果
の通知

保険金等支払審査会

取締役会

代表取締役

東日本・西日本保険金サービス部
保険金統括部

コールセンター
アソシエイツ

内
部
監
査
部

支払
アドバイザリーボード

助言

異議申立窓口
お客様サービス推進部

お 
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様
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■	支払アドバイザリーボード
　保険金等支払部門の適切な業務運営を確保するため、
保険金等支払部門から独立した視点で客観的に支払管
理態勢の適切性を検証するための機関として、社外有識者

（弁護士、大学教授、ファイナンシャルプランナーなど）を
委員とした「支払アドバイザリーボード」を設置しています。

■	内部監査部
　経営活動及び業務活動全般を独立的かつ客観的な立場
でモニタリングする内部監査部が、支払管理態勢の有効
性を監査しています。

保険金・給付金等のお支払い状況
　2019年度における保険金・給付金等のお支払い件数
は、271万1,502件となりました。
　一方、お客様から保険金・給付金等のご請求をいただ
いたものの、お支払い事由に該当しなかった件数（お支払
い非該当件数）は、27,569件（うち保険金307件、給付金
27,262件）でした。なお、保険金・給付金等のお支払い状
況については、当社オフィシャルホームページ（https://
www.aflac.co.jp/corp/honi/payment/）で定期的に
開示しています。

お支払いの状況（保険金・給付金等の合計）	 （単位：件）

区分 2018年度
2019年度

合計 保険金
給付金

合計 死亡給付金 入院給付金 手術給付金 障害給付金 その他

お支払い非該当件数 24,854 27,569 307 27,262 74 16,104 3,978 2 7,104
詐欺取消 5 0 0 0 0 0 0 0 0
不法取得目的無効 0 0 0 0 0 0 0 0 0
告知義務違反解除 3,297 3,138 22 3,116 0 1,263 878 0 975
重大事由解除 11 3 0 3 0 2 0 0 1
免責事由該当 66 82 0 82 1 55 16 0 10
支払事由非該当 21,475 24,346 285 24,061 73 14,784 3,084 2 6,118
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

お支払い件数 2,577,440 2,711,502 70,688 2,640,814 28,680 1,221,479 710,596 33 680,026
※一般社団法人生命保険協会策定の統一基準で算出しています。

用語説明
区分 内容

詐欺取消 保険契約の締結・復活に際して、詐欺の行為があった場合、契約は取消となります。
不法取得目的無効 保険金・給付金を不法に取得する目的で保険契約が締結・復活された場合、契約は無効となります。
告知義務違反解除 保険契約の締結・復活に際して、告知いただいた内容が事実と異なる場合、契約を解除することがあります。
重大事由解除 保険金・給付金を詐取する目的で事故を起こすなどの事由があった場合、保険契約を解除することがあります。
免責事由該当 免責期間中の自殺、契約者・被保険者・受取人の故意など、約款に規定する免責事由に該当するものです。
支払事由非該当 責任開始日前発病、がん保険における対象外疾病など、約款に規定するお支払い要件に該当しないものです。

https://www.aflac.co.jp/corp/honi/payment/
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保険金・給付金等をお支払いする場合、お支払いできない場合の事例
　以下は、保険金・給付金等をお支払いする場合、またはお支払いできない場合についての代表的な事例です（ご契約の保険種類・ご加
入の時期によっては取り扱いが異なる場合がありますので、実際のご契約での取り扱いに関しては、「ご契約のしおり・約款」にて必ずご
確認ください。また、以下の事例に記載している内容以外に認められる事実関係によっても、取り扱いに違いが生じることがあります）。

事例 ① 	がん保険（主契約）の対象疾病

お支払い 
する場合

「子宮頚がんⅠ期」と診断され、治療を開始した
場合

お支払い 
できない場合

「子宮頚部上皮内がん」と診断され、治療を開始
した場合

［解説］	�がん保険（主契約）の対象となる「がん」とは、厚生労働省
大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類
提要 ICD-10（2013年版）準拠」において「悪性新生物」に
分類されている疾病をいいます。上記資料における分類
に該当するか否かの判断においては、WHO（世界保健機
関）の下部組織である「国際がん研究機関（IARC）」が出版
する刊行物を参考にしています。ただし、〈生きるためのが
ん保険Days〉〈生きるためのがん保険Daysプラス〉〈新 
生きるためのがん保険Days〉〈新 生きるためのがん保険
Daysプラス〉〈生きるためのがん保険 寄りそうDays〉〈生
きるためのがん保険 Days1〉〈生きるためのがん保険 
Days1プラス〉は、「悪性新生物」のほかに「上皮内新生物」
を保障対象とするがん保険であり、上記事例のいずれも
保障対象です（ただし、診断給付金の保障がある場合、上
皮内新生物の診断給付金額は、悪性新生物の診断給付金
額の1/10となります）。また、特約を付加している場合は、
当該特約の保障対象となることがあります。

	 �がん保険（主契約）の責任開始日の前日以前に「がん」
と診断確定されていた場合（〈生きるためのがん保険 
寄りそうDays〉は除く）

お支払い 
する場合

責任開始日以後に診断確定された「肺がん」によ
り入院した場合

お支払い 
できない場合

ご契約加入の1ヵ月後（責任開始日前の待ち期
間中）に診断確定された「肺がん」により入院し
た場合

［解説］	�被保険者が、告知前または告知のときからその被保険者
の責任開始日の前日以前に「がん」と診断確定されていた
場合、ご契約者及びすべての被保険者がその事実を知っ
ているかいないかにかかわらず、ご契約は無効となり、給
付金等はお支払いできません。

事例 ③ 	がん保険（主契約）の入院給付金

お支払い 
する場合

「前立腺がん」と「糖尿病」を患っている方が、「前
立腺がん」の全摘出術を目的として入院した場合

（ただし、1回の入院で「糖尿病」のインスリン治
療後に「前立腺がん」の全摘出術を行った場合、

「前立腺がん」の治療に関する期間の入院のみお
支払い対象となります）

お支払い 
できない場合

「前立腺がん」と「糖尿病」を患っている方が、「糖
尿病」のインスリン治療を目的として入院した場
合や、「前立腺がん」の全摘出術を行うために必
要となった「糖尿病」のインスリン治療を目的と
して入院した場合

［解説］	�がん保険の入院給付金は、責任開始日以降に診断確定さ
れた「がん」の治療を直接の目的とした入院であることを
お支払いの対象と定めています。したがって、入院してい
る場合であっても、以下に該当する期間はがん保険の入院
給付金をお支払いできません。

	 ●	�がん以外の疾病の治療を直接の目的として入院した期間
	 ●	�がんの治療を行う前提として、がん以外の疾病の治療を

行った期間
	 ●	�保険約款に定める「入院」に該当しない期間
	 ※	�保険約款に定める「入院」とは、医師による治療が必要であり、か

つ自宅等での治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に
医師の管理下において治療に専念することをいいます。保険約款
に定める「入院」に該当するかどうかは、具体的な症状、検査結果
及び治療内容などを確認し、入院当時の医学的水準に照らして
客観的に判断します。

	 �医療保険／医療特約（引受基準緩和型を除く）の責任
開始期前に発病した場合

お支払い 
する場合

責任開始期以後に発病した「椎間板ヘルニア」に
より入院した場合

お支払い 
できない場合

責任開始期前から治療を受けていた「椎間板ヘ
ルニア」が、ご契約加入後に悪化し入院した場合

［解説］	�入院給付金等は、ご契約（特約）の責任開始期以後に発病
した疾病または発生した不慮の事故による傷害を原因と
する場合をお支払いの対象と定めています。したがって、
責任開始期前に発病した疾病や責任開始期前の事故を原
因とする場合には、お支払いできません。なお、責任開始
期から一定期間経過後は責任開始期前の疾病や事故を
原因とするものでも、お支払いする場合があります。

保険金・給付金等をご請求されるお客様において、がんの定義などについてご不明な点がある場合、または当社の保険金・給付金等のお支払
いに関する判断基準となる、厚生労働省、WHO等の国際機関の資料を確認されたい場合は、アフラック保険金コンタクトセンター（0120-
555-877）までご連絡ください。

事例 ②

事例 ④
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販売体制
　1974年11月、日本で初めてがん保険を発売した当社
は、創業以来、販売チャネルとして「アソシエイツ（販売代
理店）制度」を採用し、全国にその販売網を拡大してきまし
た。現在では、「お客様本位の業務運営に係る方針」のもと、
全都道府県に設置した営業部・支社を通して、お客様に最
も身近な存在であるアソシエイツが最適な商品・サービス
を提供していくための全面的なサポートを行っています。
　また、2000年には第一生命保険相互会社（現 第一生命
保険株式会社）と業務提携を行い、2007年には郵便局株
式会社（現 日本郵便株式会社）、2013年には日本郵政グ
ループ（日本郵政株式会社、日本郵便株式会社、株式会社
かんぽ生命保険）及び大同生命保険株式会社と業務提携
を行うことで、より多くのお客様に当社商品（がん保険）を
ご案内できる体制を構築しています。
　さらに、全国の提携金融機関でも当社商品を販売して
おり、幅広い層のお客様との接点拡大に努めています。

アソシエイツ制度
　当社は創業以来、販売チャネルとして「アソシエイツ（販
売代理店）制度」を採用しています。仲間を意味する「アソ
シエイツ」は、文字どおり当社の重要なビジネスパートナー
であり、お客様にとって最も身近な保険の相談相手として、
保険全般に関する有益な情報提供や付加価値の高いご提
案を行うとともに、幅広いご相談や新規契約の諸手続き、
契約内容のメンテナンス、給付に関する手続き等を行って
います。
　2019年度末時点で全国のアソシエイツの総数は9,233
店（うち系列法人アソシエイツ*11,696店、独立法人アソシ
エイツ*23,886店、個人アソシエイツ*33,651店）、そのうち
当社専属アソシエイツ*4は4,483店（占率48.6%）となって
います。
*1.	系列法人アソシエイツ：
	� 特定の団体（組織）と人的・資本的関係があり、かつ法人格を有しているアソシ

エイツ
*2.	独立法人アソシエイツ：
	� 特定の団体（組織）と人的・資本的関係がなく、かつ法人格を有しているアソシ

エイツ
*3.	個人アソシエイツ　　：
	 法人格を有していないアソシエイツ
*4.	当社専属アソシエイツ：
	� 生命保険代理店業務において、当社のみと業務委託契約を締結しているアソシ

エイツ

アフラック（営業部・支社）

お 客 様
販売体制図

ア
ソ
シ
エ
イ
ツ

金
融
機
関

第一生
命

日本郵政グループ

日
本
郵
便

か
ん
ぽ
生
命

大
同
生
命

保険のご案内

保険のお申込み

保障の提供
（保険金等のお支払い）

業務委託契約

アフラック

お 

客 

様

保険料のお支払い

アソシエイツ

アソシエイツの内訳

（　）内は専属アソシエイツ数（店）

系列法人
　 1,696店（240）　

個人
3,651店
（3,175）

独立法人 　
3,886店
（1,068）

2019年度末

アソシエイツの
合計
9,233店

※	�アソシエイツ数には、提携金融機関（364）及び日本郵便株式会社が含まれてい
ます（第一生命保険株式会社、株式会社かんぽ生命保険及び大同生命保険株式
会社は含まれていません）。
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■	アフラックの来店型店舗
　「身近な場所で手軽に保険の相談をしたい」というお客
様のご要望にお応えするため、当社では来店型店舗とし
て、都市部を中心に「よくわかる!ほけん案内」（アフラック
直営店を含む）及び全国各地に「アフラックサービスショッ
プ」を展開しています。
　全国416店（2019年度末時点）にのぼるこれらの来店
型店舗では、保険をじっくり考えたいお客様に社会保障
制度を踏まえたうえで、家族構成やライフスタイルに合っ
た保障をコンサルティングする体制を整えており、対面に
よる保険相談をはじめ、給付金請求書類の受付などの各
種手続きを含めた保険全般に関するサービスを提供して
います。
　なお、当社オフィシャルホームページやLINEの公式アカ
ウントで全国の来店型店舗の検索ができるほか、保険相
談の予約も可能です。
https://www.aflac.co.jp/soudan/annai/shop

「よくわかる!ほけん案内」の店舗

アフラック全国アソシエイツ会
　アフラックと共同体の精神のもと、アソシエイツの社会
的・経済的使命の実現と経営の質的向上を図ることを目的
として、1989年に設立されました。
　「社会貢献事業」「研修事業」「広報・親睦事業」「共済事業」
の4つの基本事業を柱に、アソシエイツの自主的な運営に
よって他社に類を見ない歴史と規模を持つ組織としてさま
ざまな活動を行っています。（2019年度末会員数：5,626店）

社会貢献事業
　「アフラックペアレンツハウス」や当社と共同で立ち上げた

「アフラック小児がん経験者・がん遺児奨学金制度」への「ア
フラック・キッズサポートシステム」を通じた寄付・募金活動、

「認定NPO法人ゴールドリボン・ネットワーク」への入会推
進及び「ゴールドリボンウオーキング」への協賛のほか、「バ
レンタイン献血」「地域ボランティア活動」などにも継続的
に取り組んでいます。

 バレンタイン献血

研修事業
　アソシエイツが自発的にチームを結成し、お客様サービス
の向上、業務の効率化及び改善などの課題解決に取り組む

「A&Aコミュニケーション活動」を毎年実施しており、活動
結果の発表を通して会員同士によるノウハウの共有を行っ
ています。

　このほかにも、会員相互の情報交換を図るための親睦の
場の設定や、共済制度・福利厚生制度の提供等により、アソ
シエイツ事業をサポートしています。

第29回A&Aコミュニケー
ション活動 全国発表大会

https://www.aflac.co.jp/soudan/annai/shop
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日本郵政グループ
　2007年11月、当社は郵便局株式会社（現 日本郵便株
式会社）からがん保険の商品供給会社に選定され、翌年
10月から全国300局の郵便局でがん保険の販売を開始し
ました。そして、2013年7月には、日本郵政グループとの業
務提携がスタートし、2014年7月からは株式会社かんぽ
生命保険の全国の支店で、2015年7月からは全国約2万
局の郵便局で当社のがん保険が販売されています。2018
年12月には、アフラック・インコーポレーテッドとともに日
本郵政株式会社と双方の持続的な成長サイクルを実現し
つつ、互いの株主価値の向上を目指す「資本関係に基づく
戦略提携」を締結しました。
　なお、当社がん保険の募集活動については、当社は適
切な保険募集の確保に努める一方、いち早く問題を認識
できるよう継続的にモニタリングし、問題を認識した場合
には是正を行い、再発防止策を講じるという内部統制の
PDCAサイクルを実践しています。
　また、新規取扱者の研修に加えて、既存の取扱者につい
ては商品・事務知識、コンプライアンス等の各種研修を継
続的に実施するとともに、全国各地の郵便局で「がんを知
る展」を開催するなど、地域のお客様へのがんに関する啓
発活動を行っています。

第一生命保険株式会社
　2000年9月、当社と第一生命保険相互会社（現 第一生
命保険株式会社）は、「第一分野と第三分野の最強のパー
トナーシップ」を形成すべく、業務提携に合意しました。今
年で20周年を迎える本提携は、両社のそれぞれの強みを
最大限に活かして、幅広いお客様ニーズに対応していま
す。現在、約4万人にのぼる「生涯設計デザイナー」が、当社
のがん保険をご案内しており、お客様一人ひとりの生涯設
計に合わせた付加価値の高い提案を行っています。
　なお、当社支社では、商品・事務知識やコンプライアン
スなどの各種研修を定期的に実施しています。

業務提携

法人会における当社の取り組み
　法人会は、戦後、正しい税知識の
理解・普及を進め、自主申告納税制
度の定着に協力すべく、企業のなか
から自発的に組織された団体です。
各地で設立された法人会は、その後、
全国的な広がりをみせ、1954年には
全国を束ねる全国法人会総連合（現 
公益財団法人全国法人会総連合）が
組織されました。今では、全国で約76万社（2019年12月末
時点）が加入する日本有数の公益団体となっています。
　1983年、法人会の福利厚生制度に当社のがん保険が採
用され、会員企業の役員や従業員であれば、お一人からでも
集団取扱料率でがん保険にご加入いただけるようになりま
した。なお、現在は当社受託の法人会福利厚生制度として、
がん保険だけでなく、医療保険、就労所得保障保険、介護保
険、死亡保険も採用されています。

納税協会におけるがん保険の取扱い
　納税協会は、1944年に大阪国税局管内の近畿2府4県に
おいて、法人・個人を問わない健全な納税者の団体として発
足した後、1946年に設立されました。また同年、納税協会
の連絡調整機関として、納税協会連合会（現 公益財団法人
納税協会連合会）が設立され、大阪国税局及び管下税務署
等との連携協調機関としての役割も担っています。
　現在、納税協会は大阪国税局の全83ヵ所の税務署管内
に設立され、税知識の普及に努めるとともに、適正な申告
納税の推進と納税道義の高揚を図ることなどを目的として
活動しており、7万1千社の法人会員と6万9千人の個人会員

（2020年3月末時点）を有する公益社団法人となっています。
　2018年においては「納税協会の福祉制度」に当社のがん
保険が採用され、納税協会の会員企業や従業員が集団取扱
料率でご加入いただけるようになりました。

大同生命保険株式会社
　2013年9月、当社と大同生命保険株式会社は、「法人会
におけるがん保険販売に関する業務提携」を開始すること
で合意し、同年12月から法人会において販売を開始しま
した。また、2018年4月には「納税協会におけるがん保険
販売に関する業務提携」を行い、近畿2府4県においても
法人会と同様に当社のがん保険をご案内しています。
　なお、当社支社では、商品・事務知識や販売スキルの向
上を目的とした研修を定期的に実施しています。
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金融機関
　2007年12月の銀行等金融機関による保険窓販全面解
禁以降、当社の主力商品であるがん保険や医療保険など
の販売が可能となり、金融機関による当社商品の販売が
拡大しました。また、2008年4月には当社のがん保険及び
医療保険が、一般社団法人全国信用金庫協会（全信協）に
よる「業界制度商品」に認定されたことで、全国の信用金
庫との販売提携も急速に広がりました。2019年度末現
在、提携金融機関は364にのぼり、その支店数は約2万店
に達しています。
　当社の商品・事務知識、コ
ンプライアンスなどに関す
る研修は、当社支社で行う
ほか、提携金融機関専用の
コールセンター「窓販ヘルプ
デスク」を設置するなど、お
客様への迅速かつ丁寧な対
応をバックアップする体制
を整えています。

提携金融機関数� 	
提携 

金融機関数
都市銀行 5
信託銀行 2
地方銀行 64
第二地方銀行 38
信用金庫 239
その他金融機関 16

合計 364
（2019年度末）

窓販ヘルプデスク

提携金融第一～七営業部／提携金融支社（全国17支社）

提携金融推進第二部／提携金融業務企画部

（2019年度末）

都市銀行 信託銀行 地方銀行

第二地方銀行 信用金庫 その他金融機関

アフラック

お 客 様

全国の金融機関

アライアンスサポートセンター
　当社では、商品に関するお客様からのお問い合わせにつ
いて、業務提携先の販売担当者がスピーディーにお答えでき
るように金融機関専用の「窓販ヘルプデスク」や郵便局専用
の「郵便局サポートデスク」など各提携先専用のコールセン
ター（総称：アライアンスサポートセンター）を設けています。
　提携先の販売実績の拡大に伴い、帳票の記入方法や商品
内容の詳細など販売担当者からの問い合わせ内容は多岐
にわたっており、2019年度は年間約29万件のお問い合わ
せが寄せられました。なお、災害対策強化の観点から東京
都（調布市）に加え、兵庫県（神戸市）にも同様のコールセン
ターを設けています。
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アソシエイツ向け研修・教育体制
　当社では、業界共通で求められる保険に関する知識は
もちろんのこと、アソシエイツがお客様から信頼され、期
待に沿ったご提案ができるようにコンサルティングスキル
やがん・医療に関する知識、商品知識習得のためのオリジ
ナルプログラムを提供しています。本プログラムでは、アソ
シエイツの特性・成長レベルに応じて、さまざまな形態で
の研修を行っています。
　また、アソシエイツの営業活動を支援するツールとして、
当社独自の情報支援システム「AANET」を提供していま
す。AANETでは、タイムリーなトピックスや周知徹底が必
要な情報などを迅速に伝えることができるほか、募集に必
要なガイドラインやマニュアルなどを集約しており、アソシ
エイツが必要なときに閲覧できる仕組みとなっています。

研修
　アソシエイツの特性・成長レベルによって、全国の営業部・
支社の社員による研修を定期的に行っています。また、全国
規模の研修会や専門
講師による研修を開
催するなど、より高度
な知識・スキルの習得
を支援しています。

AANET（情報支援システム）
　当社からの周知徹底が必要な情報などをタイムリーに配
信しているほか、保険募集に関するガイドラインや商品情
報・契約事務取扱に関するマニュアルを集約して掲載してい
ます。また、アソシエイツ
が担当するお客様の契
約状況なども確認でき、
お客様からの問い合わせ
に対して迅速に対応する
ことが可能となるなど、
アソシエイツの日々の営
業活動をサポートしてい
ます。

情報提供
　定期的に、アソシエイツ向け情報誌

「アフラックニュース」の発行や「アソ
シエイツサテライトニュース」の動画
配信を行っています。
　全国のアソシエイツのインタビュー
や、がん・医療・公的保障に関する情
報、コンプライアンスに関する情報
などアソシエイツの知識向上に必要
な情報を提供しています。

「AANET」のトップ画面

研修体系

業界共通オリジナルプログラム

（2020年7月1日時点）

基礎研修

一般課程試験

実践研修

募集活動開始

スキル 知識

継
続
教
育
制
度

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

が
ん･医
療
等
商
品
知
識

公
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保
障
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辺
知
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全アソシエイツの
受講必須

アソシエイツの
特性・成長レベルに応じて実施
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金融機関向け研修体制
　当社の保険商品を取り扱う金融機関に対しても、金融
機関の特性やお客様のニーズに応じた研修体系を整備し
ています。具体的には、社会保障制度の解説やお客様のラ
イフスタイルに合わせたご提案など、多様な研修プログラ
ムを用意しています。これらのプログラムは、ロールプレイ
ングを組み合わせることで、お客様のニーズをより深く理
解し、お客様に合わせたご提案方法の習得を目指す内容
となっています。
　病気やケガへの備えの必要性を理解するための研修で
は、治療費の発生や収入の減少に備えることで、お客様の
資産を守ることの重要性について解説しています。
　また、同じ金融機関でも保険窓販担当者によって異な
る個々の課題や悩みに応じた「セミ・オーダー式研修」で
は、「お客様への声かけ」「商品内容」「成約事例」「保障の
見直し」などのメニューから課題にマッチしたプログラム
を選択できるスタイルになっています。
　このほか、商品の特徴を理解するための「テーマ別研
修」などのプログラムもあり、2019年度の研修実施回数
は、全国の金融機関で5万回以上となっています。また、環
境の変化に合わせた新しい取り組みとして、効率的に学習
を進められるよう動画コンテンツや、リモートでの研修の
取り組みも拡充しています。

研修体系

実
践
研
修

● フォローアップ研修
● セミ・オーダー式研修
● テーマ別研修 など

● 継続教育制度

● 商品導入研修

● 総合的な保障提案研修
● 第三分野保障見直し提案研修

（2020年7月1日時点）

情報提供
　金融機関向け情報誌として、「窓
販アフラックニュース」を年2回発
行しています。保険販売の意義や
販売手法について、金融機関の保
険窓販担当者へのインタビューや
がん・医療に関する情報、保険業
務に関するコンプライアンスの事
例などを本冊子を通じて提供して
います。
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がん保険

〈生きるためのがん保険Days1 ALL-in〉
　〈生きるためのがん保険Days1〉
に新プランを追加し、がん治療を
幅広くまとめて保障する〈生きるた
めのがん保険Days1 ALL-in〉を
2020年3月に発売しました。
　手術や放射線治療、抗がん剤・
ホルモン剤治療の三大治療や緩
和療養など、がん治療は多様化し
ています。また、抗がん剤・ホルモン剤治療は長期化するこ
ともあります。
　〈生きるためのがん保険Days1 ALL-in〉は幅広いがん治
療に対応した「がん治療保障特約」を設けることで、治療の
選択肢を狭めることなく安心して治療に専念していただけ
ます。また高額療養費制度の自己負担限度額を踏まえた
無駄のない給付金額が設定可能です。
〈生きるためのがん保険Days1 ALL-in〉の特長

●	多様化・長期化するがん治療への備え
	� がん治療に関する給付金（手術、放射線治療、抗がん剤・ホルモン

剤治療、緩和療養）を一つにまとめた「がん治療保障特約」を設け
ることで、保障の不足が発生せず、治療の多様化や長期化に対し
て備えることが可能

●	無駄のない給付金額設計
	� 高額療養費制度の自己負担限度額を踏まえた給付金額を設定す

ることで、無駄なくがん治療に備えることが可能
●	治療関連費への備え
	� 入院時の差額ベッド代や病院までの交通費などの、がん治療に関

連して発生する経済的負担に対しても対応可能

〈生きるためのがん保険Days1プラス〉 （既契約者専用商品）

　当社のがん保険にご加入いただいているお客様を対象
とした専用商品です。これにより、〈生きるためのがん保険
Days1〉に加入することなく、同商品の特長である最新の
保障を備えることができます。

〈生きるためのがん保険 寄りそうDays〉 （がん経験者向け商品）

　過去にがんを経験された方にもご加入いただけるがん
保険です。がんを経験されたお客様は、通常のがん保険に
はご加入いただくことができませんが、この商品は満20
～85歳のお客様で、がんの治療を受けた最後の日から5
年以上経過していることなど、所定の条件を満たせばお
申込みいただけます。
　入院・通院の手厚い保障や三大治療の保障、先進医療
の保障を通じ、最新のがん治療に備えることが可能です。
これにより、再発・転移した場合や新たにがんに罹患され

た場合など、がん経験者の方ならではのご心配などに幅広
くお応えします。
〈生きるためのがん保険 寄りそうDays〉の特長

●	入院や通院、三大治療、先進医療にもしっかり対応
●	�過去にがんを経験された方でも、所定の条件を満たせば加入が可能
●	再発・転移、新たながんの罹患にかかわらず、がん治療を保障

医療保険

〈ちゃんと応える医療保険EVER〉
　健康な方も、健康に不安のある
方も近年の医療の実態やライフス
テージごとのリスクに合わせて幅
広い保障を備えることができる医
療保険です。
　短期入院や三大疾病（がん・急
性心筋梗塞・脳卒中）、女性特有の
疾病を手厚く保障する特約、中高
齢層の方のニーズが高い介護・認知症のための特約や働
き盛りの世代のニーズが高い病気・ケガで働けなくなった
ときのための特約など多様な保障を取り揃えています。ま
た、特約中途付加により、お客様の多様なニーズやライフ
ステージごとの必要保障の変化に柔軟に対応が可能です。
さらに、「特別保険料率に関する特則」を付加することで、
健康状態に不安のある方も健康な方と同じ保障を備える
ことができます。
〈ちゃんと応える医療保険EVER〉の特長

●	5日未満の入院でも「一律5日分」をお支払い
●	入院準備にかかる費用にも備えられる特約の付加が可能
●	退院後の通院保障に加え、入院前の通院も保障*
●	�三大疾病などの重い病気に対する一時金（複数回支払い）・保険料

払込免除・長期入院の各種特約の付加が可能
●	女性特有の手術に給付金を上乗せする特約の付加が可能
●	介護や認知症のための特約の付加が可能
●	病気やケガで働けなくなったときのための特約の付加が可能
●	�「特別保険料率に関する特則」を付加することで、健康に不安のあ

る方にも充実した保障を提供することが可能
*	通院保障ありプランの場合

〈アフラックの健康応援医療保険〉 （インターネット専用商品）

　健康年齢*が実年齢未満の場合、毎年保険料の一部を
健康還付金としてキャッシュバックする健康増進型の医
療保険で、インターネットで簡単に申込みができます。
〈アフラックの健康応援医療保険〉の特長

●	病気・ケガで入院した場合、1日目から日額10,000円を保障
●	がんを含む重大疾病で長期間入院した場合は、最大120日間保障
●	�保険証券の電子発行を選択した場合、第1回目の払込保険料から

300円割引
*	健康年齢は株式会社JMDCの登録商標です
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がん保険付帯サービス
ダックのがん治療相談サービス

　がんに罹患されたとき、ご自身やご家族が抱える悩みや疑問の解消と納得した医師・治療方法の選択をサ
ポートするため、がん患者専門カウンセラーによる「訪問面談サービス」、セカンドオピニオンの受診と治療を
目的とした「専門医紹介サービス」に加え、2020年3月より、がん専門医のセカンドオピニオンをWeb上で取
得することができる「Webセカンドオピニオンサービス」も新たにご利用いただけるようになりました。
　また、がん治療に伴う外見や生活面での変化をサポートする情報を集約した冊子を提供しています。
https://www.aflac.co.jp/cancerservice/

（提供会社：株式会社法研　リーズンホワイ株式会社　株式会社保健同人社）

医療保険付帯サービス
ダックの医療相談サポート

　病気やケガをしたとき、ご自身に合った治療方法の選択をサポートするため、現在診療を受けている主治
医とは別の医師に診断や治療方針・方法など「第二の意見」を求めることができる「セカンドオピニオンサー
ビス」や治療を目的とした「専門医紹介サービス」などをご利用いただけます。
https://www.aflac.co.jp/keiyaku/iryosoudansupport.html	

（提供会社：株式会社法研　株式会社ウェルネス医療情報センター　株式会社保健同人社）

就労所得保障保険付帯サービス
ダックのカウンセリングサービス

　病気やケガをしたときの精神的な不安や公的保障の申請手続き、治療方法の選択などをサポートするた
め、「メンタルヘルスに関するご相談」「障害年金や傷病手当金などに関するご相談」「病気やケガの治療に関
するご相談」に関するサービスをご利用いただけます。
https://www.aflac.co.jp/keiyaku/counselingservice.html

（提供会社：株式会社法研　株式会社ウェルネス医療情報センター）

就労所得保障保険

〈病気やケガで働けなくなったときの 給与サポート保険〉
　病気やケガで働けなくなった際、
毎月のお給料のように給付金を受
け取ることにより、収入減少に伴
うさまざまな経済的困難を軽減す
ることができる商品です。
　入院または所定の在宅療養で
働けない場合*を保障します。また、
働けなくなったときの公的保障

（傷病手当金、障害年金など）を踏まえ、「短期回復支援給
付金」と「長期療養支援給付金」の保障額をそれぞれ1万

円単位で設定でき、無駄のない保障を準備することが可
能です。
　当社はこれまで、がん保険や医療保険を中心に病気やケ
ガの「治療」に対する経済的保障の提供に注力してきまし
たが、がん保険や医療保険ではカバーしきれない「収入減
少」に対する保障を提供することで、お客様の病気やケガに
対する不安をトータルでサポートできるようになりました。
〈病気やケガで働けなくなったときの 給与サポート保険〉の特長
●	�病気やケガで働けない場合*、毎月のお給料のように給付金をお

支払い
●	�入院中または所定の在宅療養で働けない場合*を保障
●	�働けなくなったときの公的保障を踏まえ、「短期回復支援給付金」

と「長期療養支援給付金」の保障額をそれぞれ設定可能
*�	所定の就労困難状態に該当している場合（精神障害や妊娠・出産などを原因とす
る場合を除く）

当社所定のがん保険にご加入の 
被保険者向けサービス

当社所定の医療保険にご加入の 
被保険者向けサービス

〈給与サポート保険〉にご加入の 
被保険者向けサービス

https://www.aflac.co.jp/cancerservice/
https://www.aflac.co.jp/keiyaku/iryosoudansupport.html
https://www.aflac.co.jp/keiyaku/counselingservice.html
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主な商品一覧 （2020年7月1日時点）

保険種類 販売名称 概要 発売時期

がん保険

生きるためのがん保険Days1 ALL-in
多様化・長期化するがん治療を幅広くまとめて保
障し、高額療養費制度を踏まえた無駄のない給
付金額を設定できるがん保険

2020年3月

生きるためのがん保険Days1プラス
すでに当社のがん保険にご加入いただいている
お客様に、最新の保障をご用意いただくためのが
ん保険

2018年4月

生きるためのがん保険 寄りそうDays 過去にがんを経験された方でも所定の条件を満
たせばご加入いただけるがん保険 2016年3月

医療保険

ちゃんと応える医療保険EVER 健康な人も、病気になった人も、ライフステージの
変化に合わせて保障が変えられる医療保険 2013年8月

アフラックの健康応援医療保険
インターネットで手軽に申込みができ、健康なら
毎年キャッシュバックされる健康増進型の医療
保険

2018年10月

就労所得 
保障保険

病気やケガで働けなくなったときの
給与サポート保険

病気やケガで働けなくなった際の収入減少に備
える就労所得保障保険 2016年7月

介護保険 スーパー介護年金プランVタイプ 「認知症」「寝たきり」に対する介護保障のほか、
働き盛りの「高度障害」も保障する介護保険 2000年5月

死亡保険

未来の自分が決める保険 WAYS 将来のニーズに合わせて、保障を「医療」「介護」
「年金」に変更できる死亡保険 2006年1月

変わらない保険料で、一生涯の保障を。	
かしこく備える終身保険

解約払戻金を低く設定し、割安な保険料で一生
涯にわたって保障が続く死亡保険 2018年7月

アフラックの定期保険 低廉な保険料で、一定期間を保障する死亡保険 1996年11月

家族に毎月届く生命保険 GIFT 働き盛りの万一のときに、満期年齢まで毎月年金
を受け取ることができる家族生活保障保険 2009年3月

アフラックの終身保険どなたでも 40～80歳までの方ならどなたでも無条件で加入
できる終身保険 2001年4月

三大疾病 
保障保険 三大疾病保障プラン 「がん」「急性心筋梗塞」「脳卒中」のリスクに一時

金で備えられる保険 1995年7月

こども保険 アフラックの夢みるこどもの学資保険 高校入学時に一時金、大学生活4年間に学資年金
を受け取ることができる学資保険 2009年3月

※	その他の商品については、「アフラックの保険種類のご案内」や当社オフィシャルホームページをご覧ください。
	 なお、上記は商品の概要を説明したものであり、契約にかかわるすべての事項を記載したものではありません。
	 ご加入を検討される際には、「商品パンフレット」と合わせて「お申込みいただく前に」「ご契約のしおり・約款」などを必ずご確認ください。
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医療・介護に関するご契約者向けサービス

医療に関するサービス
■ オンライン医療相談サービス（2019年11月開始）
https://www.aflac.co.jp/ca10（ご利用には、ご契約者
様専用サイト「アフラック よりそうネット」の登録が必要
です。）
病気や体についての疑問やお悩みに、専門医を中心とし
た医療チームがオンラインでお答えします。「アフラック 
よりそうネット」の詳細はP.102をご覧ください。
提供：株式会社メディカルノート

■ 24時間健康電話相談サービス
0120-588-033
年中無休／24時間受付
健康や医療に関するご相談に看護師などの医療専門ス
タッフがお応えするサービスです。気になる身体の症状や
治療のご相談にも応じます。
提供：株式会社ウェルネス 医療情報センター

■ こどものための健康相談サービス
0120-296-505
年中無休／24時間受付
アレルギーや喘息、気になる症状など、お子様の健康・医
療に関するご相談に看護師などの医療専門スタッフがお
応えするサービスです。予防接種やお子様の発育に対す
る不安に関するご相談も可能です。
提供：株式会社ウェルネス 医療情報センター

■ 女性のための健康相談サービス
0120-86-2013
年中無休／24時間受付
女性特有の病気に関するご相談に女性の医療専門スタッ
フがお応えするサービスです。また、女医のいる産婦人科
など全国の医療機関に関する情報提供も行っています。
提供：株式会社ウェルネス 医療情報センター

人間ドック・検診に関するサービス
■ 人間ドック予約サービス
0120-506-882
月～金曜日	
（祝日・8/12～16､12/29～1/5を除く）9：30～17：30
全国約800ヵ所の提携施設での人間ドックのお申込みか
ら予約確認までを代行するサービスです。
提供：株式会社ウェルネス 医療情報センター

■ PET検診予約サービス
0120-324-703
月～金曜日	
（祝日・8/12～16､12/29～1/5を除く）9：30～17：30
PET（陽電子放射断層撮影装置）検診が可能な施設を提携
施設のなかからご紹介し、予約を代行するサービスです。
提供：株式会社ウェルネス 医療情報センター

ご契約者に限らずどなたでもご利用いただ
けるサービス
がん電話相談
03-5531-0110
月～木曜日（祝日を除く） 11：00～15：00
がんの悩みや疑問に専任カウンセラーがお応えしま
す。また、一部のご相談については、がん研有明病院
の専門医が回答します。
協力：がん研有明病院／産経新聞社

がん治療に伴う生活情報
https://www.cancer-life-info.jp
医師等の監修のもと、がん治療に伴って生じる生活上
のさまざまな悩みに対する対処法などの情報を掲載
しているサイトです。
提供：株式会社保健同人社
先進医療サーチ
http://senshin-search.net
先進医療の制度や技術概要、実施医療機関を掲載し
ているサイトです。技術名や部位別・がんの分類から
検索することができます。
提供：株式会社法研

医療機関検索
https://www.aflac.co.jp/service
全国の医療機関（病院・診療所・歯科診療所）に関する
情報データベースです。開業医などの医療機関を地域
別に簡単に検索できるほか、検索結果から医療機関
一覧リストを出力することもできます。
提供：株式会社ウェルネス

こどものための医療機関検索
https://www.aflac.co.jp/service
小児専門医療機関や休日・夜間でも対応可能な診療所
を地域別に簡単に検索できるサービスです。検索結果
から医療機関一覧リストを出力することもできます。
提供：株式会社ウェルネス
介護サービス機関検索
https://www.aflac.co.jp/service
全国の介護施設・在宅サービス事業者等を地域別に
検索できるサービスです。
提供：株式会社ウェルネス

　当社は、医療・介護に関するご相談や情報提供、インターネットによる医療機関・介護施設の検索など、ご契約
者及びそのご家族の方々にご利用いただける幅広いサービスを提供しており、当社オフィシャルホームページで
も紹介しています。� https://www.aflac.co.jp/ikiru/service

介護に関するサービス
■ 介護電話相談サービス
0120-786-506
月～金曜日	
（祝日・8/12～17､12/29～1/5を除く）9：30～17：30
公的介護保険制度の詳細やホームヘルパーの依頼先な
ど、介護に関するご相談に専門のスタッフがお応えする
サービスです。各種介護サービス会社・施設などもご紹
介します。
提供：株式会社ウェルネス 医療情報センター

https://www.aflac.co.jp/ca10
https://www.cancer-life-info.jp
https://www.aflac.co.jp/ikiru/service
https://www.aflac.co.jp/service
https://www.aflac.co.jp/service
https://www.aflac.co.jp/service
http://senshin-search.net
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取締役、監査役、執行役員

略歴

1998年	11月	 当社入社
2001年	 9月	� 執行役員 統括法律顧問 

コンプライアンス・オフィサー
2006年	 3月	 当社退社
2008年	12月	 当社入社 執行役員
2009年	 1月	� 執行役員 統括法律顧問 

コンプライアンス・オフィサー

略歴

1979年	 4月	 大蔵省 入省
2007年	 7月	 財務省大臣官房審議官（理財局担当）
2008年	 7月	 財務省理財局次長
2009年	 7月	 金融庁総務企画局審議官（企画担当）
2010年	 7月	 金融庁総務企画局総括審議官
2011年	 8月	 金融庁検査局長
2013年	 6月	 金融庁総務企画局長

略歴

1992年	 8月	 米国通商代表部 日本部長
1995年	 1月	 米法律事務所に弁護士として勤務
1999年	 2月	 アフラック・インターナショナル入社
1999年	 6月	 当社入社 執行役員 法律顧問
2001年	 1月	 常務執行役員 法律顧問
	 4月	 常務執行役員 統括法律顧問
	 7月	 副社長 統括法律顧問
	 9月	 副社長

2003年	 1月	 日本における代表者・社長
2005年	 4月	 日本における代表者・副会長
2008年	 7月	 日本における代表者・会長
2014年	 1月	� アフラック・インターナショナル  

取締役社長（現任）
2018年	 4月	 代表取締役会長*（現任）

2012年	 1月	 常務執行役員
2013年	 7月	 上席常務執行役員
2015年	 1月	 専務執行役員
2016年	 7月	 副社長
2017年	 7月	 日本における代表者・社長
2018年	 4月	 代表取締役社長*（現任）

*代表取締役会長、代表取締役社長、取締役副会長は執行役員を兼務しています。

チャールズ・レイク
（Charles D. LakeⅡ）
1962年生まれ

古出 眞敏
（こいで・まさとし）
1960年生まれ

桑原 茂裕
（くわばら・しげひろ）
1956年生まれ

代表取締役会長

代表取締役社長

取締役副会長

2014年	 8月	 日本銀行 理事
2018年	 8月	 当社入社 シニアアドバイザー
2020年	 1月	 取締役副会長*（現任）
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取締役、監査役、執行役員

取締役専務執行役員
氏名

有吉 浩二
（ありよし・こうじ）
1953年生まれ

略歴
2008年	10月	当社入社 常務執行役員
2010年	 1月	 上席常務執行役員
2012年	 1月	 専務執行役員
2018年	 4月	 取締役専務執行役員（現任）

取締役上席常務執行役員
氏名

宇都出 公也
（うつで・ともや）
1962年生まれ

略歴
1994年	 5月	 当社入社 医長
2003年	 7月	 執行役員 医長
2012年	 1月	 執行役員
2014年	 1月	 常務執行役員
2019年	 1月	 上席常務執行役員
2020年	 1月	 取締役上席常務執行役員（現任）

氏名

CAO

木島 葉子
（きじま・ようこ）
1963年生まれ

略歴
1986年	 4月	 当社入社
2012年	 1月	 執行役員
2015年	 1月	 執行役員 コンプライアンス・オフィサー
2016年	 9月	 執行役員
2017年	 1月	 常務執行役員
2018年	 4月	 取締役常務執行役員
2018年	 7月	� 取締役上席常務執行役員  

CAO（Chief Administrative Officer）
（現任）

2020年	 1月	� 取締役専務執行役員（現任）

氏名

CTO

ジョン・
モアフィールド

（John A. Moorefield）
1962年生まれ

略歴
2005年	 8月	� 当社入社 常務執行役員
2014年	 5月	� CTO（Chief Transformation Officer）

（現任）
2015年	 1月	 上席常務執行役員
2017年	 1月	� 専務執行役員
2018年	 4月	� 取締役専務執行役員（現任） 

氏名

CFO

トッド・
ダニエルズ

（J. Todd Daniels）
1970年生まれ

略歴
2002年	 1月	 アフラック（米国）入社
2007年	 8月	 セカンド・バイス・プレジデント
2011年	 4月	 バイス・プレジデント
2012年	 6月	� シニア・バイス・プレジデント 

副コーポレート・アクチュアリー
2014年	 1月	� シニア・バイス・プレジデント 

グローバル最高リスク責任者
2015年	11月	� シニア・バイス・プレジデント 

グローバル最高リスク責任者 
チーフ・アクチュアリー

2016年	 5月	� エグゼクティブ・バイス・プレジデント 
グローバル最高リスク責任者 
チーフ・アクチュアリー

2018年	 4月	 当社入社 専務執行役員
2018年	10月	� 取締役専務執行役員（現任）
2019年	 5月	� CFO（Chief Financial Officer）（現任）

（2020年7月末時点）
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常務執行役員
氏名 略歴

統括法律顧問、コンプ
ライアンス・オフィサー

アンドリュー・
コンラッド

（Andrew J. Conrad）
1963年生まれ

2001年	 8月	 アフラック・インターナショナル入社
2003年	 6月	 執行役員 法律顧問
2006年	 3月	 シニア・バイス・プレジデント（現任）
2012年	 1月	� 当社入社 常務執行役員 （現任） 

統括法律顧問（現任）
2016年	 9月	� コンプライアンス・オフィサー（現任）

大迫 孝司
（おおさこ・たかし）
1961年生まれ

1985年	 4月	 当社入社
2004年	 1月	 執行役員
2015年	 1月	 常務執行役員（現任）

久保 理子
（くぼ・りこ）
1961年生まれ

1984年	 4月	 当社入社
1990年	10月	当社退社
1996年	 3月	 当社入社
2012年	 1月	� 執行役員   

インターナル・オーディット・オフィサー
2015年	 1月	 常務執行役員
2018年	 4月	 取締役常務執行役員
2020年	 7月	 常務執行役員（現任）

上席常務執行役員
氏名 略歴

CIO

二見 通
（ふたみ・とおる）
1960年生まれ

2015年	 1月	� 当社入社 常務執行役員
2016年	 1月	� CIO（Chief Information Officer） 

（現任）
2019年	 1月	� 上席常務執行役員（現任）

氏名 略歴

CIO

山本 秀人
（やまもと・ひでと）
1962年生まれ

2015年	 4月	� 当社入社 常務執行役員（現任） 
CIO（Chief Investment Officer）（現任）

2018年	 1月	� アフラック・アセット・マネジメント 
株式会社 代表取締役社長（現任）

保険計理人

熱田 和実
（あつた・かずみ）
1961年生まれ

1984年	 4月	 当社入社
2007年	 1月	� 執行役員  

保険計理人（現任）
2017年	 1月	 常務執行役員（現任）

大塚 裕 

（おおつか・ゆたか）
1964年生まれ

2014年	 2月	 当社入社 執行役員
2017年	 1月	 常務執行役員（現任）

島田 由秋 

（しまだ・よしあき）
1966年生まれ

1989年	 4月	 当社入社
2016年	 1月	 執行役員
2018年	 1月	 上席執行役員
2019年	 1月	� 常務執行役員（現任）

佐伯 和則 

（さいき・かずのり）
1967年生まれ

2000年	 3月	 当社入社
2017年	 1月	 執行役員
2018年	 1月	 上席執行役員
2019年	 1月	 常務執行役員（現任）

監査役
氏名

山崎 和弘
（やまざき・かずひろ）
1954年生まれ

略歴
1982年	 4月	 当社入社
2006年	 4月	 執行役員
2012年	 1月	 常務執行役員
2017年	 1月	 顧問
2018年	 4月	 常勤監査役（現任）

氏名

吉田 周邦
（よしだ・ちかくに）
1950年生まれ

略歴
1974年	 3月	� 監査法人中央会計事務所 

（後の中央青山監査法人）入所
1978年	 9月	 公認会計士登録
1993年	 9月	� 中央監査法人 

（後の中央青山監査法人）代表社員
2006年	 9月	� あらた監査法人 

（現 PwC あらた有限責任監査法人） 
代表社員（東京金融部） 
PricewaterhouseCoopers Partner

（Global）
2012年	10月	� 岡山大学 大学院社会文化科学研究科・

経済学部 教授
2013年	 4月	� 同大学 大学院社会文化科学研究科・

組織経営コース（MBA）専攻長
2016年	 4月	 福知山公立大学地域経営学部 教授
2018年	 4月	 当社 社外監査役（現任）

氏名

滝本 豊水
（たきもと・とよみ）
1949年生まれ

略歴
1972年	 4月	 大蔵省 入省
1977年	 7月	 防府税務署長
1988年	 6月	 内閣法制局参事官
1993年	 7月	 大蔵省銀行局保険第二課長
1994年	 7月	 同 保険第一課長
1995年	 7月	� 証券取引等監視委員会 

特別調査課長
1997年	 7月	 同 総務検査課長
1998年	 8月	� スタンフォード大学  

アジア太平洋研究所研究員
1999年	 9月	 大蔵省大臣官房審議官
2000年	 8月	� 弁護士登録 あさひ法律事務所 

（現 西村あさひ法律事務所）入所
2016年	 1月	� 弁護士法人ほくと総合法律事務所  

入所（現任）
2018年	 4月	 当社 社外監査役（現任）
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氏名 略歴

森口 康弘 
（もりぐち・やすひろ）
1966年生まれ

1999年	 4月	 当社入社
2017年	 1月	 執行役員（現任）

村上 史子 
（むらかみ・ふみこ）
1962年生まれ

1986年	 4月	 当社入社
2017年	 1月	 執行役員（現任）

CISO

於 云林
（ゆ・ゆんりん）
1964年生まれ

2017年	 4月	� 当社入社 執行役員（現任） 
CISO（Chief Information Security 
Officer）（現任）

CDO

ブルース・
アップルビー

（Bruce G. Appleby）
1973年生まれ

2017年	 5月	� 当社入社 執行役員（現任） 
�CDO（Chief Digital Officer）（現任）

金沢 正男 

（かなざわ・ただお）
1965年生まれ

1989年	 4月	 当社入社
2018年	 1月	� 執行役員（現任）

森本 晋介
（もりもと・しんすけ）
1965年生まれ

1988年	 4月	 当社入社
2019年	 1月	� 執行役員（現任）

柳川 祐介
（やながわ・ゆうすけ）
1963年生まれ

2007年	 9月	 当社入社
2019年	 1月	� 執行役員 （現任）

菱川 摩貴 

（ひしかわ・まき）
1967年生まれ

2010年	12月	アフラック・インターナショナル入社
2018年	 8月	 当社入社
2019年	10月	� 執行役員 （現任） 

アフラック・インターナショナル 
執行役員（現任）

鈴木 孝枝 

（すずき・たかえ）
1969年生まれ

1991年	 4月	 当社入社
2020年	 1月	 執行役員（現任）

江口 真理子 

（えぐち・まりこ）
1966年生まれ

2020年	 2月	 当社入社 執行役員（現任）

執行役員
氏名 略歴

竹内 宏
（たけうち・ひろし）
1967年生まれ

2003年	 9月	 当社入社
2007年	 1月	 執行役員（現任）

車塚 誠 
（くるまづか・まこと）
1965年生まれ

1987年	 4月	 当社入社
2009年	 1月	 執行役員（現任）
2020年	 1月	� アフラック収納サービス株式会社 

代表取締役社長（現任）

木曽川 栄子
（きそがわ・えいこ）
1962年生まれ

1984年	 4月	 当社入社
2012年	 1月	 執行役員（現任）

関根 貴久
（せきね・たかひさ）
1962年生まれ

1985年	 4月	 当社入社
2012年	 1月	� 執行役員（現任）

達川 明俊
（たつかわ・あきとし）
1963年生まれ

1986年	 4月	 当社入社
2012年	 1月	 執行役員（現任）

堀内 正紀 
（ほりうち・まさき）
1964年生まれ

1987年	 4月	 当社入社
2014年	 1月	 執行役員（現任）

外池 宏之 
（とのいけ・ひろゆき）
1966年生まれ

2014年	10月	� 当社入社 執行役員 （現任）

栗原 茂樹 
（くりはら・しげき）
1964年生まれ

1987年	 4月	 当社入社
2015年	 1月	 執行役員（現任）

重松 淳 
（しげまつ・じゅん）
1965年生まれ

1989年	 4月	 当社入社
2015年	 1月	� 執行役員（現任）

インターナル・ 
オーディット・オフィサー

中西 伸 
（なかにし・しん）
1964年生まれ

2001年	 9月	 当社入社
2015年	 1月	� 執行役員（現任） 

インターナル・オーディット・オフィサー
（現任）

澤村 環 
（さわむら・たまき）
1962年生まれ

2007年	10月	当社入社
2015年	 1月	 執行役員（現任）

真鍋 美薫 
（まなべ・みか）
1964年生まれ

1987年	 4月	 当社入社
2016年	 1月	� 執行役員（現任） 

アフラック・ハートフル・サービス 
株式会社 代表取締役社長（現任）

男女構成比
取 締 役 男性  7人 女性1人 （女性比率12.5%）
執行役員 男性31人 女性9人 （女性比率22.5%）

上席執行役員
氏名 略歴

島田 智行 

（しまだ・ともゆき）
1976年生まれ

2019年	 1月	 当社入社 上席執行役員（現任）
2019年	 2月	� アフラック・イノベーション・ 

パートナーズ合同会社  
代表 マネージングディレクター（現任）

（2020年7月末時点）

※略歴については、部長委嘱を省略しています。
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1974年 10月 日本における事業認可（日本支店）を取得 ●①
11月 日本で初めて〈がん保険〉を販売開始

1975年 12月 大阪事務所を開設
1977年 1月 札幌営業所、福岡営業所を開設
1978年 9月 〈新がん保険〉を発売 ●②、既契約者の転換受付も開始（11月）

12月 〈がん定期保険〉を発売
1979年 6月 がん保険の累計支払件数が10,000件に到達
1982年 8月 「がん電話相談」を開設
1983年 3月 �財団法人全国法人会総連合（現 公益財団法人全国法人会総連合）の福利厚生制度と

して、がん保険の集団取扱協定を締結
1984年 6月 代理店事務支援システム「ARIS」を導入
1985年 1月 世界初の〈痴ほう介護保険〉を発売 ●③

7月 〈病気入院治療保険〉〈総合入院治療保険〉を発売
1987年 12月 �持株会社AFC（現 Aflac Incorporated）が東京証券取引所に上場
1989年 1月 販売代理店の呼称を「アソシエイツ」に変更

ロゴマーク“AFLAC”を採用 ●④
11月 �「AFLAC全国アソシエイツ会」（現 アフラック全国アソシエイツ会）を設立

1990年 7月 〈スーパーがん保険〉を発売
1992年 5月 �自社ビル「アフラックスクエア」（東京都調布市）の建設に着工

〈スーパー介護年金プラン〉を発売
6月 がん保険の保有契約件数が1,000万件に到達
7月 「認知症110番」を開設

1994年 4月 「アフラックスクエア」が完成 ●⑤
1995年 7月 〈三大疾病保障プラン〉〈スーパー医療保険〉を発売

11月 〈特約ワイド〉〈スーパーがん保険ワイド〉を発売
12月 「公益信託アフラックがん遺児奨学基金」を設立

1996年 3月 �単年度の入院給付金の支払額が生保業界第1位に（1995年度決算）
11月 �〈アフラックの終身保険〉〈アフラックの定期保険〉〈アフラックの養老保険〉を発売

1997年 1月 生保業界で初の女性役員が就任
〈スーパーがん保険Ⅱ型〉を発売

1998年 1月 〈特約MAX〉〈健康応援団MAX〉を発売
4月 �全都道府県での支社設置を完了

来店型店舗「アメリカンファミリーサービスショップ」（現 アフラックサービスショッ
プ）の1号店がオープン ●⑥

9月 アフラック保険サービス株式会社を設立（前身の山一土地建物株式会社〔後の山一エ
コー商事株式会社〕は1975年7月設立）

1999年 1月 執行役員制度を導入
5月 アフラック収納サービス株式会社を設立
7月 〈アフラックの個人年金〉を発売

10月 〈優しいがん保険〉を発売
2000年 4月 〈スーパーがん保険Vタイプ〉を発売

5月 〈スーパー介護年金プランVタイプ〉を発売
アフラックダイレクトドットコム株式会社を設立
電子署名による保険申込みシステム「サイクロン」を導入

9月 第一生命保険相互会社（現 第一生命保険株式会社）との業務提携に基本合意
12月 〈21世紀がん保険〉〈新・健康応援団MAX〉を発売

2001年 2月 「アフラックペアレンツハウス亀戸」がオープン ●⑦
3月 第一生命保険相互会社（現 第一生命保険株式会社）との業務提携を開始
4月 〈アフラックの終身保険どなたでも〉を発売

2002年 1月 がん保険の累計支払件数が100万件に到達
2月 〈一生いっしょの医療保険 EVER〉を発売
9月 〈一生やさしい介護保険 介護MASTER〉を発売

2003年 5月 コーポレートキャラクターとして「アフラックダック」を採用 ●⑧
6月 電子申込みシステム「e-App」を導入

2004年 4月 �テレビ電話機能付きの携帯電話を活用した「遠隔面接」制度を開始
11月 創業30周年社史「AFLAC JAPAN OUR HISTORY」を刊行
12月 「アフラックペアレンツハウス浅草橋」がオープン ●⑨

①

②

③

④

⑤

⑥
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沿革

2005年 4月 新たなブランドマークを採用、ブランドプロミスを策定 ●⑩
9月 �第9回「Asia Insurance Industry Award」で『年間最優秀生命保険会社賞』を受賞

第2回「朝日 企業市民賞」を受賞
2006年 1月 〈未来の自分が決める保険 WAYS〉を発売
2007年 4月 次世代育成支援企業の認定（くるみん）をはじめて取得

8月 〈引受基準緩和型医療保険 やさしいEVER〉を発売
9月 〈アフラックのがん保険 （フォルテ）〉を発売

2008年 3月 アフラック保険サービス株式会社とアフラックダイレクトドットコム株式会社が経営
統合（新社名はアフラック保険サービス株式会社）

5月 アフラック・テクノロジー・サービス株式会社を設立
10月 郵便局株式会社（現 日本郵便株式会社）が当社がん保険の販売を開始

2009年 3月 アフラック・ハートフル・サービス株式会社を設立
〈アフラックの夢みるこどもの学資保険〉〈家族に毎月届く生命保険 GIFT〉を発売

8月 〈もっと頼れる医療保険 新EVER〉を発売
10月 個人保険・個人年金保険合計の保有契約件数が2,000万件に到達

2010年 1月 「アフラックペアレンツハウス大阪」がオープン
6月 〈健康に不安がある人も入りやすい医療保険 新やさしいEVER〉を発売
7月 苦情対応に関する国際規格「ISO10002」への適合を宣言

12月 全都道府県とがん対策推進に関する提携関係を構築
第8回「企業フィランソロピー大賞」を受賞

2011年 3月 〈生きるためのがん保険Days〉を発売
東日本大震災支援「“We Are One Family”活動」を開始

8月 「アフラックFacebookページ」を開設
2012年 1月 〈もっと頼れる医療保険 新EVER〉をリニューアル発売

7月 〈もっとやさしいEVER〉を発売
8月 独立行政法人「国立がん研究センター」とがん情報の普及啓発に関する協定を締結

10月 来店型店舗「よくわかる!ほけん案内」を開設
2013年 1月 公益財団法人「がん研究会」とがん情報の普及啓発に関する協定を締結

7月 日本郵政株式会社との業務提携に基本合意
8月 〈ちゃんと応える医療保険EVER〉を発売
9月 大同生命保険株式会社との業務提携に合意（12月から当社がん保険の販売を開始）

10月 「アフラック小児がん経験者・がん遺児奨学金制度」を設立
2014年 5月 新電子申込書システム「デジモ」を導入

7月 株式会社かんぽ生命が当社がん保険の販売を開始
9月 〈新 生きるためのがん保険Days〉を発売

2015年 5月 がん保険の累計支払件数が300万件に到達
7月 アフラックペアレンツハウスが「第9回キッズデザイン賞」を受賞

2016年 3月 〈ちゃんと応える医療保険 やさしいEVER〉〈生きるためのがん保険 寄りそうDays〉
を発売

4月 「札幌システム開発オフィス」を開設
7月 〈病気やケガで働けなくなったときの 給与サポート保険〉を発売

12月 コンタクトセンター業務の国際基準品質保証規格「COPC® CSP規格」を取得
2017年 2月 東京都のがん対策事業で「優良賞（大企業部門）」を受賞

7月 高齢のお客様向け現況確認サービスを開始 
株式会社日立製作所とがんの早期発見・早期治療社会をめざした協創を開始

8月 がん保険による給付金等の累計支払額が7兆円に到達
2018年 1月 アフラック・アセット・マネジメント株式会社への資産運用業務の一部委託を開始 ●⑪

4月 アフラック生命保険株式会社として営業を開始 ●⑫
〈生きるためのがん保険Days1〉を発売
「アフラック仙台コールセンター」を開設
企業内保育所「アフラック あひるひだまり保育園」を開設

8月 「アフラック・イノベーション・ラボ」を開設
10月 〈アフラックの健康応援医療保険〉を発売
12月 日本郵政株式会社と「資本関係に基づく戦略提携」を締結

2019年 2月 アフラック・イノベーション・パートナーズ合同会社を設立
8月 調布市と「包括的パートナーシップ協定」を締結

11月 「Aflac Agile Base」を開設
2020年 2月 「アフラック 中期経営戦略（2020～2022年）」を公表

3月 〈生きるためのがん保険Days1 ALL-in〉を発売

⑦

⑧

⑨

⑩

⑫

⑪
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（17）
（  ）内は、支社数

会長 社長

（2020年7月1日時点）

営業拠点数の推移
区分 2018年度末 2019年度末

営業部・支社 90 95
※営業拠点数は、営業部、総合支社、支社の合計値です。
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店舗ネットワーク

店舗ネットワーク

名　称 所在地 電話番号

北
海
道
エ
リ
ア

札幌総合支社 〒060-0001 札幌市中央区北1条西6-1-2 （アーバンネット札幌ビル5F） 011-221-2641
旭川支社 〒070-0031 旭川市一条通9-50-3 （旭川緑橋通第一生命ビル7F） 0166-23-7434
道東支社 〒080-0010 帯広市大通南9-4 （帯広大通ビル6F） 0155-27-5762
函館支社 〒040-0011 函館市本町6-12 （テーオービル7F） 0138-51-3451
提携金融第二営業部 
北海道提携金融支社 〒060-0001 札幌市中央区北1条西6-1-2 （アーバンネット札幌ビル5F） 011-221-3600

東
北
エ
リ
ア

仙台総合支社 〒980-6122 仙台市青葉区中央1-3-1 （アエル22F） 022-262-5610
青森支社 〒030-0802 青森市本町1-2-15 （青森本町第一生命ビル9F） 017-777-0963
盛岡支社 〒020-0045 盛岡市盛岡駅西通2-9-1 （マリオス13F） 019-654-4722
秋田支社 〒010-0923 秋田市旭北錦町5-50 （シティビル秋田3F） 018-863-9723
山形支社 〒990-8580 山形市城南町1-1-1 （霞城セントラル3F） 023-645-8230
郡山支社 〒963-8005 郡山市清水台2-13-23 （郡山第一ビル5F） 024-938-7519
提携金融第二営業部 
東北提携金融支社 〒980-6122 仙台市青葉区中央1-3-1 （アエル22F） 022-778-5176

関
信
越
エ
リ
ア

埼玉総合支社 〒330-0854 さいたま市大宮区桜木町1-9-6 （大宮センタービル14F） 048-645-0861
水戸支社 〒310-0026 水戸市泉町1-2-4 （水戸泉町第一生命ビル3F） 029-227-6505
宇都宮支社 〒321-0964 宇都宮市駅前通り1-3-1 （KDX宇都宮ビル7F） 028-623-0192
群馬支社 〒370-0841 高崎市栄町16-11 （高崎イーストタワー13F） 027-322-1387
埼玉西支社 〒359-0037 所沢市くすのき台3-18-3 （第2リングスビル2F） 04-2998-7702
新潟支社 〒950-0088 新潟市中央区万代4-4-27 （新潟テレコムビル4F） 025-243-0612
長野支社 〒380-0823 長野市南千歳1-12-7 （新正和ビル4F） 026-226-9542
提携金融第三営業部 
関東第一提携金融支社 〒330-8669 さいたま市大宮区桜木町1-7-5 （ソニックシティビル18F） 048-637-8237

提携金融第三営業部 
信越提携金融支社 〒380-0823 長野市南千歳1-12-7 （新正和ビル4Ｆ） 026-405-1310

首
都
圏
エ
リ
ア

大型法人営業部 〒160-0023 新宿区西新宿1-23-7 （新宿ファーストウエスト17F） 03-6757-2605
広域法人営業部 〒163-0456 新宿区西新宿2-1-1 （新宿三井ビル19F） 03-5321-2377
東京第一法人営業部 同上 03-6311-5093
東京第二法人営業部 同上 03-6311-5095
マスマーケット営業部 〒160-0023 新宿区西新宿1-23-7 （新宿ファーストウエスト17F） 03-3344-2936
千葉総合支社 〒260-0028 千葉市中央区新町1000 （センシティビル11F） 043-241-5873
東京総合支社 〒160-0023 新宿区西新宿1-23-7 （新宿ファーストウエスト17F） 03-3344-1580
東京第一支社 同上 03-6757-2603
東京第二支社 同上 03-6757-3085
東京第三支社 同上 03-6757-3352
柏支社 〒277-0842 柏市末広町5-19 （第12関口ビル6F） 04-7147-1706
八王子支社 〒192-0046 八王子市明神町3-20-6 （八王子ファーストスクエア9F） 042-644-0372
町田支社 〒194-0021 町田市中町1-2-4 （日新町田ビル3F） 042-727-8031
横浜総合支社 〒221-0835 横浜市神奈川区鶴屋町2-23-2 （TSプラザビル15F） 045-325-0134
湘南支社 〒251-0055 藤沢市南藤沢18-1 （エバーズ第10藤沢ビルⅡ6F） 0466-23-3608
山梨支社 〒400-0031 甲府市丸の内2-30-2 （甲府第一生命ビル2F） 055-223-5592
提携金融第一営業部 
第一提携金融支社 〒100-0005 千代田区丸の内1-6-1 （丸の内センタービル19F） 03-6367-3655

提携金融第一営業部 
第二提携金融支社 同上 03-6367-3667

提携金融第一営業部 
第三提携金融支社 同上 03-6367-3676

提携金融第三営業部 
関東第二提携金融支社 同上 03-6367-3686
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名　称 所在地 電話番号

東
海
・
北
陸
エ
リ
ア

東海法人営業部 〒451-6029 名古屋市西区牛島町6-1 （名古屋ルーセントタワー29F） 052-217-2450
愛知総合支社 同上 052-586-7682
岐阜支社 〒500-8856 岐阜市橋本町2-8 （濃飛ニッセイビル13F） 058-257-1014
沼津支社 〒410-0801 沼津市大手町4-3-45 （アゴラ沼津7F） 055-964-1266
静岡支社 〒420-0852 静岡市葵区紺屋町17-1 （葵タワー22F） 054-254-7723
浜松支社 〒430-7718 浜松市中区板屋町111-2 （浜松アクトタワー18F） 053-477-0540
三重支社 〒510-0074 四日市市鵜の森1-3-23 （四日市中央通りビル6F） 059-355-4632
富山支社 〒930-0004 富山市桜橋通り2-25 （富山第一生命ビル7F） 076-431-0211
金沢支社 〒920-0853 金沢市本町1-5-2 （リファーレ7F） 076-223-6341
福井支社 〒910-0006 福井市中央1-3-12 （ユアーズ大手ビル5F） 0776-29-1163
提携金融第四営業部 
東海第一提携金融支社 〒451-6029 名古屋市西区牛島町6-1 （名古屋ルーセントタワー29F） 052-217-2438

提携金融第四営業部 
東海第二提携金融支社 同上 052-559-0230

提携金融第四営業部 
北陸提携金融支社 〒920-0853 金沢市本町1-5-2 （リファーレ17F） 076-207-3654

近
畿
エ
リ
ア

近畿法人営業部 〒530-0057 大阪市北区曽根崎2-3-5 （梅新第一生命ビル6F） 06-6206-3614
大阪総合支社 〒530-0057 大阪市北区曽根崎2-3-5 （梅新第一生命ビル5F） 06-6206-3502
大阪第一支社 同上 06-7173-2705
大阪第二支社 〒556-0011 大阪市浪速区難波中2-10-70 （パークスタワー23F） 06-7173-2712
神戸総合支社 〒650-0034 神戸市中央区京町80 （クリエイト神戸13F） 078-391-8893
滋賀支社 〒520-0043 大津市中央3-1-8 （大津第一生命ビル4F） 077-525-9622
京都支社 〒600-8008 京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町8 （京都三井ビル6F） 075-241-4534
姫路支社 〒670-0902 姫路市白銀町24 （みなと銀行第一生命共同ビル6F） 079-223-0594
奈良支社 〒630-8225 奈良市西御門町2 （西御門服部ビル4F） 0742-27-9882
和歌山支社 〒640-8342 和歌山市友田町4-123 （紀陽東和歌山ビル5F） 073-422-6136
提携金融第五営業部 
近畿第一提携金融支社 〒530-0057 大阪市北区曽根崎2-3-5 （梅新第一生命ビル5F） 06-7175-8960

提携金融第五営業部 
近畿第二提携金融支社 同上 06-6206-3539

中
国
・
四
国
エ
リ
ア

広島総合支社 〒730-0017 広島市中区鉄砲町7-18 （東芝フコク生命ビル5F） 082-221-5966
鳥取支社 〒680-0846 鳥取市扇町32 （扇町扶桑ビル5F） 0857-26-0589
島根支社 〒690-0003 松江市朝日町498-6 （松江駅前第一生命ビル5F） 0852-31-8127
岡山支社 〒700-0907 岡山市北区下石井2-2-5 （ニッセイ岡山スクエア6F） 086-221-4583
山口支社 〒745-0034 周南市御幸通2-18 （徳山朝日生命ビル2F） 0834-22-5623
徳島支社 〒770-0904 徳島市新町橋2-10-1 （徳島眉山第一生命ビル4F） 088-623-1465
高松支社 〒760-0019 高松市サンポート2-1 （高松シンボルタワー16F） 087-822-0833
松山支社 〒790-0003 松山市三番町4-9-6 （NBF松山日銀前ビル5F） 089-933-7103
高知支社 〒780-0834 高知市堺町2-26 （高知中央ビジネススクエア7F） 088-825-3515
提携金融第六営業部 
中国提携金融支社 〒730-0017 広島市中区鉄砲町7-18 （東芝フコク生命ビル5F） 082-205-5001

提携金融第六営業部 
四国提携金融支社 〒790-0003 松山市三番町4-9-6 （NBF松山日銀前ビル5F） 089-933-7190

九
州
・
沖
縄
エ
リ
ア

福岡総合支社 〒812-0018 福岡市博多区住吉1-2-25 （キャナルシティ・ビジネスセンタービル10F） 092-281-6716
北九州支社 〒802-0005 北九州市小倉北区堺町1-2-16 （十八銀行第一生命共同ビル8F） 093-521-9312
佐賀支社 〒840-0816 佐賀市駅南本町6-4 （佐賀中央第一生命ビル3F） 0952-25-6879
長崎支社 〒850-0032 長崎市興善町2-24 （長崎第一生命ビル8F） 095-820-4670
熊本支社 〒860-0803 熊本市中央区新市街11-18 （熊本第一生命ビル10F） 096-322-3228
大分支社 〒870-0034 大分市都町1-2-19 （大分都町第一生命ビル7F） 097-532-0079
宮崎支社 〒880-0806 宮崎市広島1-18-13 （宮崎第一生命ビル新館7F） 0985-20-7533
鹿児島支社 〒892-0844 鹿児島市山之口町2-30 （鹿児島第一生命ビル8F） 099-222-2405
沖縄支社 〒900-0033 那覇市久米2-4-16 （大樹生命那覇ビル4F） 098-863-8369
提携金融第七営業部 
九州・沖縄第一提携金融支社 〒812-0018 福岡市博多区住吉1-2-25 （キャナルシティ・ビジネスセンタービル10F） 092-517-8925

提携金融第七営業部 
九州・沖縄第二提携金融支社 同上 092-281-6835

（2020年7月1日時点）
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Aflac Incorporatedとその子会社等
（2020年7月1日時点）

Aflac Incorporated （アフラック・インコーポレーテッド）
持株会社

Aflac Holdings LLC
アフラック・

ホールディングス
保険持株会社

米国 日本

アフラック保険サービス株式会社
生命保険の代理店業務、受託業務
アフラック収納サービス株式会社
保険料等集金代行業務、受託業務
アフラック・ハートフル・サービス株式会社
オフィスサービスに関する業務
（障がい者雇用を目的とした特例子会社）

Aflac Global Ventures LLC
アフラック・グローバル・ベンチャーズ
ベンチャー投資事業に関する持株会社

Aflac Ventures LLC
アフラック・ベンチャーズ
ベンチャー関連投資支援業務

アフラック・アセット・
マネジメント株式会社

資産運用会社

Aflac 
International, Inc.
アフラック・

インターナショナル
経営・業務支援会社
〈米国・日本（支店）〉

アフラック生命保険
株式会社

生命保険会社

American Family Life
Assurance Company
of Columbus （Aflac US）
アメリカン ファミリー
ライフ アシュアランス

カンパニー オブ コロンバス
生命保険会社

ツーサン株式会社
生命保険・損害保険の代理店業務

アフラック・
イノベーション・パートナーズ合同会社
ベンチャー関連投資支援業務

Hatch Healthcare株式会社
ヘルスケア関連事業等

Aflac Asset 
Management LLC
アフラック・

アセット・マネジメント
資産運用会社

AGVマネジメント・サービス・
ジャパン株式会社
子会社の経営管理業務

※ アフラック・インコーポレーテッドのすべての子会社等を記載しているわけではありません。

⑥⑤

①

③

②

④

①	Aflac Incorporated
　アフラックグループの経営管理を行い、グループを統括する持
株会社です。
概要
名 称 Aflac Incorporated（アフラック・インコーポレーテッド）
所 在 地 米国ジョージア州コロンバス市
代 表 会長兼最高経営責任者　ダニエル P. エイモス 

社長兼最高執行責任者　フレデリック J. クロフォード
事業内容 グループ持株会社
資 本 金 135百万ドル
総 資 産 1,516億16百万ドル （連結ベース）
純 資 産    264億02百万ドル （連結ベース）

沿革
1973年 American Family Corporation（AFC）を設立
1974年 ニューヨーク証券取引所（NYSE）に上場
1991年 ダウ・ジョーンズ株価指数及びスタンダード&プアーズ

（S&P）の指標銘柄「S&P MIDCAP 400」に選出される
1992年 保険会社とのイメージ統一を図るため、社名をAFLAC 

Incorporated（現 Aflac Incorporated）に変更
1999年 S&Pの指標銘柄「S&P 500 INDEX」に選出される
2001年 会長兼最高経営責任者にダニエル P. エイモスが就任
2008年 米国の大手企業で初めて株主による役員報酬に関する勧告

投票制度「Say-on-Pay」を導入
2009年 CAIC（Continental American Insurance Company）を買収
2016年 アフラック・コーポレート・ベンチャーズ（現 アフラック・グ

ローバル・ベンチャーズ）を設立

アフラック生命保険株式会社の子会社等に関する事項� （2020年3月末時点）

名称 主たる営業所または 
事務所の所在地

資本金または 
出資金の額 事業の内容 設立年月日

総株主または総出資者
の議決権に占める当社
の保有議決権の割合

総株主または総出資者の
議決権に占める当社子会
社等の保有議決権の割合

アフラック保険	
サービス株式会社

東京都新宿区西新宿2-3-1　
新宿モノリス １億円 生命保険の代理店業務、 

受託業務
1975年 
7月10日 100% 0%

アフラック収納	
サービス株式会社

東京都調布市小島町2-48-26 
調布サウスゲートビル １億円 保険料等集金代行業務、 

受託業務
1999年 
5月28日 100% 0%

アフラック・ハートフル・
サービス株式会社

東京都調布市小島町2-48-26 
調布サウスゲートビル 1,000万円*1

オフィスサービスに関する業務 
障がい者雇用を目的とした 
特例子会社

2009年 
3月18日 80%*2 20%*3

ツーサン株式会社 東京都新宿区西新宿7-5-25 
西新宿プライムスクエア 3,000万円 生命保険・損害保険の 

代理店業務
1974年 
7月8日 100% 0%

	 *1.	2020年4月10日以降は1,100万円
	 *2.	2020年4月10日以降は79.4%
	 *3.	2020年4月10日以降は20.6%

Aflac Incorporatedとその主な子会社等の概要
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2018年 米経済誌「フォーチュン」による「全米で最も働きがいのあ
る企業100社」に選出（20年連続）される

2019年 アーガス・ホールディングス及び子会社を買収
2020年 米経済誌「フォーチュン」による「アメリカの最も賞賛すべき

企業」に選出（19回目）される

②	�Aflac Holdings LLC
　当社の経営管理を行う親会社であり、日本の保険業法に定め
る保険持株会社です。
概要
名 称 Aflac Holdings LLC 

（アフラック・ホールディングス・エルエルシー）
設 立 2016年12月（日本の保険業法における保険持株会社認

可取得は2017年12月）
所 在 地 米国ジョージア州コロンバス市
代 表 社長　ダニエル P. エイモス
事業内容 保険持株会社／ 

子会社の経営管理業務及びそれに附帯する業務

③	�American Family Life Assurance Company of 
Columbus （Aflac US）

　1955年に米国ジョージア州コロンバス市で設立され、1958
年に世界で初めてがん保険を開発した生命保険会社です。全米
の職域での補完保険分野における任意加入保険販売No.1の会
社*であり、事故・重度障害保障保険、短期所得保障保険、がん
保険を含む重大疾病保険及び入院保障保険を中心に業務展開
を行っています。
*�Eastbridge Consulting Group, Inc.「米国における職域／任意加入保険販売に関
するレポート。2018年の保険会社の実績」（コネチカット州エイボン、2019年7月）

概要
名 称 �American Family Life Assurance Company of 

Columbus 
（�アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー 

オブ コロンバス）
所 在 地 米国ジョージア州コロンバス市
代 表 �会長兼最高経営責任者　ダニエル P. エイモス 

社長　テレサ L. ホワイト
事業内容 生命保険業
資 本 金 7,025千ドル
社 員 数 3,554人
沿革
1955年 米国ジョージア州コロンバス市にて創業
1958年 世界初のがん保険を発売
1977年 ジョン B. エイモスが最高経営責任者に就任
1988年 �米経済誌「フォーブス」で「保険業界における最も革新的な

企業」に選出される
1990年 �創業者の一人ポール S. エイモスが会長に、ダニエル P. エイ

モスが社長兼最高経営責任者に就任
1995年 �阪神・淡路大震災救援のため、米国赤十字社を通して基金

を設立。200万ドルの義援金を寄付
1999年 米経済誌「フォーブス国際版」が選定した“The 400 best 

companies”の保険業界部門においてトップ企業に選出される
2001年 �ダニエル P. エイモスが会長兼社長兼最高経営責任者に就任
2015年 給付請求から、一日で支払いを完了させる「One Day Pay」

を開始
2018年 アヒル型ロボット「My Special Aflac Duck」の贈呈を開始

④	�Aflac Asset Management LLC（米国）／	
アフラック・アセット・マネジメント株式会社（日本）

　長期かつ安定した資産運用の実現を目的として、アフラックか
らのみ資産運用業務を受託する資産運用会社です。
概要
名 称 Aflac Asset Management LLC 

（アフラック・アセット・マネジメント・エルエルシー）
設 立 2017年4月（営業開始は2018年1月）
所 在 地 米国ニューヨーク州
代 表 会長　フレデリック J. クロフォード 

社長　エリック M. カーシュ
事業内容 米国における資産運用業務
概要
名 称 アフラック・アセット・マネジメント株式会社
設 立 2017年4月（営業開始は2018年1月）
所 在 地 東京都新宿区西新宿2-1-1 新宿三井ビル
資 本 金 2億25万円
株 主 Aflac Asset Management LLC
代 表 代表取締役社長　山本 秀人
事業内容 日本における資産運用業務

⑤	�Aflac International, Incorporated
　グループ関連会社の経営管理支援及びグローバル経済のア
ジェンダや国際機関に関連する課題にグループを代表して対応
する業務を行う会社です。
概要
名 称 Aflac International, Incorporated 

（アフラック・インターナショナル・インコーポレーテッド）
設 立 1991年8月（本社） 

2001年6月（日本支店）
所 在 地 米国ジョージア州コロンバス市（本社） 

東京都新宿区西新宿2-1-1 新宿三井ビル（日本支店）
資 本 金 1,000ドル
代 表 取締役会長兼最高経営責任者　ダニエル P. エイモス 

取締役社長　チャールズ・レイク 
日本における代表者　アンドリュー J. コンラッド

事業内容 経営・業務支援会社

⑥	�Aflac Global Ventures LLC（米国）／アフラック・
イノベーション・パートナーズ合同会社（日本）

　アフラック・ベンチャーズ・エルエルシーを通じて、がん、イン
シュアテック、ヘルステックなどを中心としたベンチャー企業へ
の出資及び出資関連業務を行う会社です。
概要
名 称 Aflac Global Ventures LLC 

（アフラック・グローバル・ベンチャーズ・エルエルシー）
設 立 2016年9月
所 在 地 米国ジョージア州コロンバス市
代 表 社長　ナディーム G. カーン
事業内容 ベンチャー投資事業に関する持株会社
概要
名 称 アフラック・イノベーション・パートナーズ合同会社
設 立 2019年2月
所 在 地 東京都港区南青山3-1-31 NBF 南青山ビル
株 主 Aflac Global Ventures LLC
代 表 マネージングディレクター　島田 智行
事業内容 ベンチャー関連投資支援業務

（資本金、総資産、純資産、社員数は2020年3月末時点）
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Aflac Incorporated
　Aflac Incorporatedは、アフラック生命保険株式会社
の最終持株会社で、ニューヨーク証券取引所に上場してい
ます。
　Aflac Incorporatedは2019年まで37年連続で増配し
ており、スタンダード&プアーズ社が2005年5月に創設し
た「S&P 500 Dividend Aristocrats（配当貴族）*2」の銘柄
に選定されています。

アフラック・インコーポレーテッド　1株当たり配当金

1株当たり配当金（$） （2018年3月株式分割調整後）
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米国での創業と世界初のがん保険誕生、そして日本へ。
　アフラックは、1955年にエイモス家の3兄 弟

（ポール、ジョン、ウィリアム）により米国ジョージア
州コロンバス市で誕生しました。創業当時は、死亡
保障の小口の生命保険を家庭訪問で販売してい
ましたが、特徴的な商品もなく、激しい競争のなか
で何度も倒産の危機に瀕しました。そこで、他社と
の差別化を図るために疾病保険分野の商品の開
発を決意。1958年に多額の治療費により経済的
負担が大きかったがんを対象とした世界初となるがん保険が誕生しました。当時の商品
は、1人あたり12ドル（1家族あたり24ドル）という一律の年払い保険料で、がんに罹患し

たら1日20ドルの給付金に加え、手術給付金が支払われるというものでした。給付金の用途を限定せずに治療の
ための通院や宿泊費に利用できるなど、がん治療に伴う経済負担を保障するという画期的な商品でしたが、当初
は生活者の関心は高くありませんでした。
　そうしたなか、1964年に3兄弟の父親が肺がんを患い、1年間の闘病の末に他界。彼らはがん闘病の大変さを
自ら知ることになりました。そこで、彼らはがん保険に事業を特化するために小口保険の事業を他社に売却し、さ
らに1967年からは企業や同業者組合等の組織を通じて従業員に保険を販売する集団販売方式をスタートさせ
たことで業績も飛躍的に伸びるようになりました。

　そして1970年、創業者の一人ジョン B. エイモスが大阪万国博覧会のために来日すると、風邪予防のためにマスクをする日本の生活
者の衛生意識の高さに着想を得て、日本の市場調査を行った結果、すでにがんによる死亡数が全体の2番目に高いことなどを理由にが
ん保険が日本でも受け入れられると考え、日本進出を決意しました。そして、事業認可取得に向けた4年に及ぶ苦難に満ちた道のりの末、
1974年11月、日本でもがん保険が誕生しました。

ニューヨーク

ワシントン D.C.

ダラス

ロサンゼルス

サンフランシスコ

シアトル

デンバー

シカゴ

マイアミ

アトランタ

アメリカ合衆国

ジョージア州
コロンバス市

 Aflac（米国）

創業者のエイモス家3兄弟

時価総額
2兆6,769億円*1

37年連続増配
S&P 500 Dividend 

Aristocrats （配当貴族）の
銘柄に選定

*1.	�2020年3月末時点（株価$34.24、為替108.83円、発行済株式数718,382千株）
*�2.	�S&P 500銘柄のうち、長い投資期間を通じて株価の変動幅が小さく、これまで

S&P 500インデックスを上回るパフォーマンスを残した銘柄で構成されていま
す。選定されるためには、株式が最低25年連続で増配し、現在S&P 500銘柄
であり、かつ30億ドル以上の時価総額である必要があります。
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Aflac Incorporated
会長兼最高経営責任者（CEO）  ダニエル P. エイモス

最高経営責任者として最も重要な	
職責は何だとお考えですか?

　最高経営責任者の役割には「戦略」と「戦術」と
いう二つの面があると思います。戦略上の役割
は、会社としてどこに向かおうとしているのか、そ

れを示すビジョンを打ち出し路線を敷くことであり、戦術的
には、その達成のための諸施策の実行を監督することです。
こうした仕事の根幹をなすのは、適切な人財を、適切な時
に、適切なポジションに配置することです。私が常々申し上
げているのは、CEOの最も重要な責任とは、リーダーシップ
を開発・育成すること、そして、適切な時に適切なポジション
に、強力な後継者たちが控えているよう承継計画を立てるこ
とです。最後に、そしてより幅広い視点から、こう申し上げた
いと思います。私の役割の大きな部分を占めているのは、当
社業務をできうる限り効果的かつ効率的に運営するよう会
社を導くことと、業績目標を達成しアフラックの財務力を維
持することとの間で、バランスをとっていくことです。最終的
には、このバランスがご契約者の皆さまをお守りし、同時に
株主価値を向上させるのです。成長の原動力として、現在当
社が進めている事業への投資のことを考えると、私には、こ
の戦略投資の指揮を執る誰かが必要でした。そこでフレデ
リック J. クロフォードを最高執行責任者に据え、その後任と
してマックス・ブローデンを最高財務責任者に昇格させる人
事を行いました。私は、この二人のリーダーとしての強さと、
すでに活動しているチームの力が相まって、当社が将来に向
けて良いポジションに置かれるものと、固く信じています。

コミュニティにおけるアフラックの役割と、	
良き企業市民とはどのようなものであるか	
について、お考えをお聞かせください。

　ESGや企業の社会的責任がクローズアップされ
るずっと以前から、そのコンセプトはアフラックの
企業文化に根をおろし、実践されてきました。私

は常々こう考えています。コミュニティにおいて積極的に役
割を果たすこと、そして良き企業市民であることは、単に正
しい行いをするということに留まらず、ビジネスの面でも意
味のあることだと。ビジネスと倫理は、大きな円を描くもの
です。コミュニティとつながりを持ち、ポジティブなブランド・
イメージを得ることは、最終的には利益、成長、そして株主リ
ターンをもたらします。従業員、投資家、お客様など、会社を
取り巻く人々は、もし他の条件すべてが同じなら、良き企業
市民である会社を選ぶという信念が、私にはあります。当社
のフィランソロフィー活動への注力の一例として、25年前に

Q
A

A
Q

※本インタビューは、アフラック・インコーポレーテッドの2019年年次報告書からの抜粋です。

開始したアトランタ小児病院のアフラックがん・血液病セン
ターへの支援と、2001年に開設された日本のペアレンツハ
ウスを挙げることができます。さらに当社は、次のレベルへ
と歩みを進め、治療の傍らで小児がんの子どもたちに寄り添
う「My Special Aflac Duck」を世に送り出しました。アフ
ラックでは、会社というものは正しい行いをしてこそ生き残
り、また成功を収めることができるという考え方が根付いて
います。そして、私たちのコミュニティの中やその周りにいる
人々の人生をより良いものにするために、できることは何で
も実行することが、アフラックで働く者の喜びであり特権な
のです。

最高経営責任者（CEO）との対話
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森  信親
63歳。株式会社日本金融経済リサーチの代表取締
役として、2018年7月から、日本国内外の企業にリ
サーチ及びコンサルティング業務を提供する責任を
負う。現在、コロンビア大学国際公共政策大学院の
非常勤教授・上席研究員（2018年10月～）。2015年
7月から2018年7月の退官まで、日本の金融規制当
局である金融庁の長官として、銀行、証券会社及び保
険会社を含む金融機関の監督を統率し、また日本に
おける金融の安定確保と経済成長の拡大に向けた法
改正・規制改革を指揮。金融庁長官に就任する前は、
金融庁及び財務省にて30年以上にわたり、金融庁総
務企画局総括審議官、検査局長、監督局長（2014年
7月～2015年7月）を含む上級職を歴任。また、国際
金融市場及び規制基準の専門知識を生かして、財務
省在ニューヨーク主席代表、外務省アメリカ合衆国
日本国大使館公使及び米州開発銀行財務局次長を
含む様々な外交上のポストを歴任。2020年にAflac 
Incorporated取締役就任。

ジョセフ L. モスコウィッツ
66歳。25年以上にわたって勤務したプライメリカ社
のエグゼクティブ・バイス・プレジデントを退任。同社
では、チーフ・アクチュアリーをはじめ様々な要職を経
た後、プロダクト・エコノミクス及びフィナンシャル・
アナリシス・グループを率いた。プライメリカ社入社
以前は、サン・ライフ・インシュアランス・カンパニー・
オブ・アメリカにおいてバイス・プレジデントを務め
た他、KPMGにも勤務。米国アクチュアリー会フェ
ロー、米国アクチュアリー学会会員。2015年にAflac 
Incorporated取締役就任。

バーバラ K. ライマー
71歳。公衆衛生博士。ノースカロライナ大学チャペ
ルヒル・ギリングス・グローバル公衆医療学部に15
年近くにわたり卒業生特別教授兼学部長として在職
中。元アメリカ国立癌研究所のがんコントロール・人
口研究局局長。2008年に米国医学研究所のメンバー
に選出され、2011年から2019年まで、プレジデンツ・
キャンサー・パネルの会長を務めた。1995年にAflac 
Incorporated取締役就任。

キャサリン T. ローラー
66歳。エモリー大学の理事会トラスティー、2001年
から2015年までの間プリンストン大学の学術プロ
グラムの副学部長を務めた後、同大学の名誉副学部
長を務めている。この役職に就く前、ローラー博士は
1988年よりプリンストン大学において、准学部長、
カレッジの学部長補佐を含むいくつかの学術的な要
職に就いていた。コロンビア大学では、1982年から
1988年までの間、助教を務めた。2017年にAflac 
Incorporated取締役就任。

メルビン T. スティス
73歳。シラキュース大学のマーティン J. ウイットマ
ン・スクール・オブ・マネジメントの名誉学部長。以前
にフロリダ州立大学の経営管理学部学部長及びジム・
モラン・プロフェッサーを務め、現在、名誉学部長。ス
ティス博士は、2015年に退任するまでの35年以上の
間、マーケティング及びビジネスの教授を務めた。ま
た、米国陸軍情報指令部で大尉を務めた。2012年に
Aflac Incorporated取締役就任。

W. ポール バウワース
63歳。ジョージア・パワー社会長・社長兼最高経営責
任者。現職以前はサザン・カンパニー社の最高財務責
任者を務め、サザン・パワー社、サザン・カンパニー・ジェ
ネレーション社、旧英国現地法人の社長兼最高経営
責任者などの指導的な役職を務めた。米国ユダヤ人
協会から、「National Human Relations Award」
を、Council for Quality Growthから「Four Pillars 
Award」を授与された。また、州知事より、ジョージ
ア州トラスティーに任命された。2013年にAflac 
Incorporated取締役就任。

福澤 俊彦
63歳。中央不動産株式会社の代表取締役社長兼最
高経営責任者。現職以前は株式会社ユウシュウ建物
の代表取締役社長兼最高経営責任者、株式会社みず
ほ銀行常務執行役員、みずほ信託銀行株式会社代表
取締役副社長などを歴任。日本における36年以上の
銀行勤務を通じて、ビジネスとIT分野における広範な
知識と、金融サービスに関する幅広い経験を有する。
2016年にAflac Incorporated取締役就任。

トーマス J. ケニー
56歳。2011年12月より米国教職員保険年金連合会
基金（TIAA-CREF）トラスティーを務め、2017年、同
連合会基金会長。以前に同連合会基金投資委員会会
長を務めた。それ以前は、25年以上のキャリアの中
で、ゴールドマン・サックス社及びフランクリン・テン
プルトン・ファンド・グループにおいて様々な要職に就
く。また、多くの非営利投資委員会の活動にも参画。
2015年にAflac Incorporated取締役就任。

ジョージェット D. カイザー
52歳。カーライル・グループの業務執行役員の一人と
して、カーライル傘下の様々なポートフォリオ企業の
デューデリジェンス及び技術戦略を担当。現職以前
は、同社のグローバル・テクノロジー・ソリューション
部門のマネージング・ディレクター兼最高情報責任者
として、同社のグローバル・テクノロジー及びソリュー
ション部門の戦略を率い、会社のアプリケーション
開発、データ、デジタル、インフラ、サイバー・セキュリ
ティ並びにプログラムの運用及び委託業務など、IT
戦略の開発及び推進に従事。カーライル・グループ
に入社する前は、ティー・ロウ・プライス・アソシエイ
ツ・インクで要職を歴任。全米取締役協会（NACD）
理事会リーダーシップ・フェロー。2019年にAflac 
Incorporated取締役就任。

キャロル F. ロイド
61歳。公認会計士。アーンスト・アンド・ヤング LLPの
副会長及びマネージング・パートナーを退任。38年以
上にわたるその経験とリーダーシップの上に、米国及
びカナダの大規模な金融サービス、保険、及びヘルス
ケアの各分野で豊富な経験を積むとともに、財務報
告、取締役会に関するガバナンスや法的事項、規制上
の法令順守、内部監査及びリスク管理に関するコンサ
ルティングの分野でもリーダーシップを発揮。2017
年にAflac Incorporated取締役就任。

※�取締役に関する記載は、アフラック・インコーポレーテッドの
2019年年次報告書、年次株主総会招集通知及び議決権
代理行使指図書参考書類（2020年）からの抜粋です。

11人の取締役のうち、ダニエル P. エイモス以外の10人が独立社
外取締役です。

ダニエル P. エイモス
68歳。アフラック及びAflac Incorporated会
長兼最高経営責任者。1973年よりアフラック
に勤務。1983年にアフラック社長、1987年
にアフラック最高執行責任者に任命された。
1990年にはAflac Incorporated最高経営責
任者、2001年にはAflac Incorporated会長に
任命された。1983年にAflac Incorporated
取締役就任。

Aflac Incorporatedの取締役一覧
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1. 沿革
P.128～129をご参照ください。

2. 経営の組織
P.130～131をご参照ください。

3. 店舗網一覧
P.132～133をご参照ください。

4. 資本金の推移
（単位：百万円）

年月日 増（減）額 増（減）後資本金 摘要
2018年4月2日 254,786 255,786 保険事業の譲受け
2018年9月19日 △225,786 30,000 減資

5. 株式の総数
（単位：株）

発行可能株式数 50,000,000 
発行済株式数 36,805,600 
当期末株主数 1 

6. 株式の状況
発行済株式の種類等 （単位：株）

発行済株式
種類 発行数 内容

普通株式 36,805,600 —

大株主 （単位：株、％）

株主名
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況

持株数 持分比率 持株数 持分比率
アフラック・.
ホールディングス・
エルエルシー

36,805,600 100 — —

7. 主要株主の状況

名　称 主たる営業所又は 
事務所の所在地 資本金又は出資金 事業の内容 設立年月日 株主等の総数等に占める

所有株式等の割合
アフラック・.
ホールディングス・
エルエルシー

アメリカ合衆国
ジョージア州コロンバス市
ウィントン・ロード 1932

28,547百万円 保険持株会社 2016年12月28日 100%

会社の概況及び組織
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8. 取締役及び監査役
P.124～126をご参照ください。

9. 会計参与の氏名又は名称
該当ありません。

10. 会計監査人の氏名又は名称
有限責任 あずさ監査法人

11. 従業員の状況
従業員の在籍・採用状況 （単位：人） （単位：人）

区　分 在籍数 採用数
2018年度末 2019年度末 2018年度末 2019年度末

内勤職員 5,113 5,134 403 226
うち男子 2,528 2,537 169 107
うち女子 2,585 2,597 234 119

営業職員 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
（注）	1.	内勤職員とは、社員及び職務特定社員／嘱託の合計です。
	 2.	当社では総合職、一般職の区別はしていません。

内勤職員平均給与（月額） （単位：千円）

区　分 2019年3月 2020年3月
内勤職員 407 413

（注）	1.	内勤職員とは、社員及び職務特定社員／嘱託の合計です。
	 2.	�平均給与額は各年3月中の税込定例給与であり、賞与及び時間外手当は含みません。

従業員の平均年齢・平均勤続年数 （単位：歳） （単位：年）

区　分 平均年齢 平均勤続年数
2018年度末 2019年度末 2018年度末 2019年度末

内勤職員 38.9 39.6 11.1 11.7
うち男子 39.8 40.5 12.2 12.8
うち女子 38.0 38.7 10.1 10.7

営業職員 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
（注）	内勤職員とは、社員及び職務特定社員／嘱託の合計です。

主要な業務内容

生命保険の引受：
がん保険・医療保険をはじめとする個人保険等の募集及び引受業務を行っています。

資産の運用：
安定した収益が期待できる長期確定利付資産への投資を行っています。

営業職員平均給与
該当ありません。
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経営環境
■ マクロ経済
　2019年度の国内景気は、雇用・所得環境の改善等により、緩やかな回復基調が続い
ていましたが、2019年10月に消費税率が引き上げられると、個人消費や設備投資が
想定以上に大きく落ち込み、10月-12月期の実質GDP成長率はマイナスに転じまし
た。2020年に入り、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により、日本経済・経
済活動の各所各面で大幅な悪影響が顕在化し、政府も景気判断を「緩やかな回復」か
ら「足下で大幅に下押しされており、厳しい状況にある」と急変させています。
　日本経済を取り巻く国際情勢については、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い
世界経済の先行き懸念が大きく強まったほか、米中覇権争いの先鋭化、ポピュリズムの
蔓延、新興国・資源国経済の動向、英国の欧州連合（EU）離脱交渉の展開、北朝鮮をは
じめとする地政学的リスクや、米中貿易協定、米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）や
日米貿易協定等、米国を中心とした通商政策の動向等に留意すべき状況にありました。
　また、金利環境については、日本銀行が2016年9月以降、「長短金利操作付き量的・
質的金融緩和」を継続するなか、短期から長期まで低金利の状態が期中を通じて続き
ました。また、2020年3月には新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえて、潤沢な資
金供給や企業金融の支援措置等からなる金融緩和の強化が決定されました。世界的
にも経済・物価の下振れリスクが強まっている状況下、当面は主要国中央銀行の金融
緩和政策、そして市中金利の低位状態が続くものと予想されます。

■ 生命保険業界
　生命保険業界においては、低金利政策の継続や少子高齢化等の環境変化や多様化
する顧客ニーズに対応すべく、引き続き外貨建て商品や就業不能時の生活保障等に特
化した商品を販売しているほか、健康増進サービスの展開に向けた業務提携や、
FinTechを活用した新商品・付帯サービスの開発及び社内業務の品質向上・効率化等
の取り組み等、時代に即した取り組みの推進を継続しています。
　このほか、各社は「顧客本位の業務運営に関する原則」に則り、顧客へのサービス向
上という観点から、代理店手数料体系の見直しや外貨建て保険、法人向け定期保険の
情報提供のあり方の見直しに着手する等の各種取り組みを進めているほか、国際的な
保険監督規制に関する議論の動向も踏まえながら、デジタライゼーションの進展に伴
うデータプライバシーに係る対応や、経済価値ベースのソルベンシー規制の導入を見
据えた財務・資本基盤の充実やリスク管理態勢の強化を推進するとともに、マネー・ロ
ンダリング及びテロ資金供与対策の強化、ITガバナンスの強化、サイバーセキュリティ
対策の強化、高齢者対応、認知症対応等にも取り組んでいます。

事業の経過及び成果
　当社はCSV（共有価値の創造＝Creating Shared Value：CSV）経営の考え方のも
と、「アフラック中期経営計画（2017～2019年）」に基づく「2019年経営計画」に従っ
て事業を展開しました。さらに、日本での創業50周年にあたる2024年に目指すべき
姿として掲げている「Aflac VISION2024」の実現に向けて「中期経営戦略（2020～
2022年）」を策定しました。2020年は「中期経営戦略（2020～2022年）」に基づく
「2020年経営計画」に従い、事業を展開しました。

■ 危機管理態勢
　当社における危機管理態勢を強化すべく平時の取り組みを実施するとともに、災害
発生時における対応として事業継続マネジメント（BCM）の全プロセスを年次で実行
し、事業継続計画（以下、「BCP」）の実効性を確認する訓練及び見直しを実行しました。
「九州北部の大雨」「台風15号」等の災害発生時には、安否確認等の当社が定めるBCP
を実行し、当社の状況や影響等を対策本部及び会長・社長・担当役員等へ適宜報告す
ることで、迅速に対応しました。
　また、当社において新型コロナウイルス感染症への対応にあたっては、平時より複数
の地域で業務を分散して運営していること、従前から在宅勤務体制を構築していたこ
と等により、業務継続への影響は最小限に抑えることができました。

■ 営業・マーケティング（保険募集管理を含む）分野
　2019年6月に〈ちゃんと応える医療保険EVER〉に「特別保険料率に関する特則」を
導入することで、健康状態を理由に標準型の医療保険の引受けができない場合であっ
ても、〈ちゃんと応える医療保険EVER〉の保障を合理的な保険料で提供することが可
能となりました。
　また、2020年3月に〈生きるためのがん保険Days1〉に、新プラン〈生きるためのが
ん保険Days1 ALL-in〉を追加しました。幅広いがん治療に対応した「がん治療保障特
約」を新設したことで、治療の選択肢を狭めることなく安心して治療に専念できるだけ
ではなく、高額療養費制度の自己負担額を踏まえた合理的な給付金額の設定を可能
とすることで、治療費に対して過不足なくご準備できるようになりました。
　保険募集管理については、「乗合代理店向け手数料体系の考え方」をオフィシャル
ホームページに公表しました。手数料体系の一部である「営業施策」については、業務
品質の向上を促すための「品質項目」や当社から提供される共通の保険募集プロセス
の活用度合いを考慮した上で適正な手数料を設定する等の当社の考え方を示してい
ます。
　2019年6月の法人税基本通達等の一部改定と、それを踏まえた生命保険協会の関
連ガイドラインの改定に基づき、代理店・提携チャネルに対して研修を実施し、法人契
約販売時のお客様に対するわかりやすい説明の徹底や、節税を目的とした保険提案を
行わない態勢を強化しました。
　日本郵便株式会社及び株式会社かんぽ生命保険で発生した、かんぽ生命商品に関す
る不適切募集の問題を受け、お客様本位の業務運営を徹底するために、「お客様ニーズ
に基づく募集活動」と「募集管理態勢のさらなる強化」を両輪とする『安心を創る活動』
を推進しました。
　代理店管理態勢の強化については、「代理店管理規程」に基づき、「代理店管理プロ
グラム」を制定し、代理店管理におけるPDCAプロセスを実施することで、代理店にお
ける保険募集管理態勢の整備・充実を促し、引き続きお客様の保護を図る取り組みを
実施しました。
　新規事業領域においては、お客様視点に基づく新たな商品・サービスを提供し、企業
価値の向上につながる新規事業の推進をさらに加速させるための取り組みの一環とし
て、「健康増進」「病気の早期発見」「治療後のアフターケア」等のキャンサーエコシステ
ムの構築に向け、2019年2月に設立したアフラック・イノベーション・パートナーズ合同

会社の支援のもと、アフラック・ベンチャーズ・エルエルシー（アフラック・グローバル・
ベンチャーズ・エルエルシーの100％子会社）がベンチャー投資を実行し、投資先のベ
ンチャー企業と連携して、当社のお客様をサポートする新たな商品・サービスの提供に
向けた取り組みを進展させました。
　デジタルイノベーションに関する取り組みについては、全社横断的な取り組みを通じ
て、顧客利便性の改善(UI＝ユーザーインターフェース／UX＝ユーザーエクスペリエン
スの向上)等を実現するために、顧客体験を可視化するツールの導入・運用やUI／UX
ガイドラインの整備・拡充、全社浸透を図るための啓発等の施策を実施しました。AI.
（人工知能）を活用したデータ分析にも取り組み、具体的には、AIを活用して、代理店が
優先してフォローすべき顧客を特定してリストとして代理店に提供することや、契約者
数を正確かつタイムリーに把握する仕組みを構築し解約率、失効率分析を行うことな
ど、さらなるお客様サービスの向上に役立てました。

■ 資産運用・資産運用リスク管理分野
　当社の資産運用方針に従い、日本国債等の円建長期確定利付資産を運用資産の中
核とする一方で、収益性向上とリスク分散の観点から、ドル建変動利付資産やオルタナ
ティブ資産等に投資する海外投資信託の積み増しを行いました。
　資産運用リスク管理については、新規投資等に対応したリスク管理態勢の整備や投
資資産の残高増加を踏まえたモニタリング態勢の拡充、現在の投資環境を反映したス
トレスシナリオ分析に取り組みました。
　また、リスク管理の適切な実施に向け、「経済価値に基づく統合リスク管理のフレー
ムワーク」に則り、経済価値での資産運用リスク量を計測し、資産運用リスク量が設定
した枠の範囲内に収まっているか否かについて確認を行いました。

■ お客様保護等管理分野
　保険会社としてお客様の保護及び利便性の向上の重要性を十分に認識し、引き続き
お客様保護及び内部管理態勢のさらなる強化に取り組みました。
　「顧客本位の業務運営に関する原則」については、「お客様第一」を企業理念に掲げ
ている企業として、旧アフラック日本支店が2017年6月に「お客様本位の業務運営に
係る方針」を策定・公表しています。当社は日本法人化以降も、同方針を承継し、本方
針に基づいた業務運営を遂行しています。
　2019年6月にはお客様本位の業務運営の定着度合いを客観的に評価する成果指標
（KPI）の結果及びお客様本位の業務運営に係る取り組み結果（2018年7月から12月）
を公表しました。すべての役職員が多様なお客様に寄り添い、今まで以上にお客様本
位に考える姿勢をもって、日々の業務に取り組むことを目的に「ユニバーサルマナー検
定の取得」や「高齢者疑似体験」、「消費生活アドバイザー資格の取得推進」等人財育成
に取り組んでいます。
　お客様サポート等の管理については、お客様の声を貴重な経営資源と位置付け、関
連部署と共有し、お客様サービスの向上及び業務改善に取り組んでいます。具体的に
は、インターネット上でお手軽に契約内容の確認や各種手続きができる「ご契約者様専
用サイト『アフラック よりそうネット』」のサービスを拡充し、スムーズでスピーディーな
手続きを可能としました。2019年10月には、時間や場所を選ばずに保険料のお支払
いが可能な「LINE Pay請求書支払い」や、耳や言葉の不自由なお客様とのコミュニケー
ションを円滑に行うため、ビデオ通話を利用した「アフラック手話通訳サービス」を導
入しています。
　保険金等支払管理については、引き続き支払漏れ等の防止に注力しました。給付金
請求に係る手続き書類の簡素化を実施し、「医療機関が発行する診断書」を「病院発行
の領収書コピー」で代用できる範囲の拡大や給付金デジタル請求サービスの対象範囲
の拡大、オフィシャルホームページの「給付金・保険金のご請求」画面をリニューアルし、
お客様のご請求内容に適した請求方法を自動的に判定して、お客様へご案内できるよ
うにしました。
　お客様情報の管理については、個人情報保護に関する規程等の周知徹底のための
教育や当該規程等の遵守状況のモニタリングを実施しました。また、電子メール向け
の情報漏洩対策システムを刷新するなど、お客様の個人情報を含めた当社の重要な情
報が外部に漏洩するリスクを低減する取り組みを実施しました。代理店に対しては、
情報セキュリティ対応に係る啓発活動のほか、1回につき100件以上のお客様情報を
当社から提供する代理店に訪問し、個人情報保護態勢の点検を実施しました。さらに、
近年では大企業のみならず、中小企業がサイバー攻撃の標的となるケースも増加して
いることから、代理店を狙った標的型メール攻撃に対する訓練の準備に着手し、一部
代理店に対してテストを実施しました。代理店以外の外部委託先に対しては、取り扱
う個人情報の種類・件数等の要素を考慮し、リスクレベルに応じた個人情報保護態勢
の点検を実施しました。

■ システムリスク管理分野
　システムリスク管理態勢のさらなる強化、品質の高い安定的なシステムサービスの
提供及びより強固なITセキュリティ対策の推進に取り組みました。
　世界的規模で脅威が深刻化し、グローバルな危機に発展する恐れのあるサイバー攻
撃に備えるため、当社は、アフラック・インコーポレーテッドと共同でサイバーセキュリ
ティ管理態勢の有効性に関する評価を実施しました。
　2019年経営計画テーマ「情報セキュリティ管理態勢強化」に基づき、益々の脅威と
なっているサイバー攻撃及びデジタルビジネス進展に伴い環境が変化するなかにおい
てもビジネスの進展を支援するため、グローバルレベルでのサイバーセキュリティ管理
態勢の強化に取り組みました。具体的に、脅威を早期に特定するための施策として、脅
威情報の収集対象を拡充し、ダークウェブ（「ハッキングツール」や「個人情報」等が売買
されている闇サイト）のモニタリングの開始や、セキュリティインシデントの兆候を早期
に発見し対処するための施策として、ログ収集範囲とモニタリング対象の拡充を継続
しています。
　また、サイバーセキュリティ対応のための組織・人財強化の取り組みとして、情報セ
キュリティ担当者への教育実施や資格取得を推奨し、役職員及び常駐する外部委託先
社員に対し、標的型メール攻撃に係る教育及び訓練を継続的に実施し、組織全体のセ
キュリティレベルの向上を図っています。
　さらに、不正アクセスに利用されやすい特権アカウントは、アカウント管理の専任部
署において集中的に管理しています。また、一般アカウントも含めた「アカウント管理
高度化の3ヵ年ロードマップ（2019年～2021年）」に基づき、技術的対策を講じ、管理
水準の高度化を進めています。

直近事業年度における事業の概況
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■ フロー指標 （単位：百万円）

項　目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
経常収益 1,850,821 1,734,898 1,734,273 1,741,885 1,751,678

うち保険料等収入 1,533,399 1,439,999 1,443,977 1,431,012 1,412,913
うち資産運用収益 317,095 293,491 289,693 309,140 337,342

うち利息及び配当金等収入 296,295 281,464 271,510 293,931 314,368
経常費用 1,612,705 1,506,903 1,475,769 1,453,311 1,466,558

うち保険金等支払金 730,668 743,006 770,036 791,665 807,879
うち責任準備金等繰入額 500,920 371,576 314,867 257,494 230,677
うち資産運用費用 28,383 32,675 24,548 32,857 63,567
うち事業費 327,476 333,745 340,157 341,090 334,055

経常利益 238,116 227,994 258,504 288,574 285,119
当期純利益 157,683 158,090 181,777 203,702 200,632
基礎利益 260,225 258,625 275,311 308,746 326,463
新契約件数（千件） 1,643 1,554 1,447 1,555 1,178

うちがん保険 933 969 910 1,150 835
うち医療保険 492 443 453 316 275

新契約年換算保険料 96,008 89,238 80,933 85,519 66,088
うち第三分野 72,629 76,700 75,813 79,782 60,993

（注）	1.	�新契約件数は、個人保険・個人年金保険の合計です。なお、当社では、団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。
	 2.	�年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で

除した金額）。

■ ストック指標 （単位：百万円）

項　目 2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末
総資産 10,775,558 11,285,697 11,969,904 12,133,952 12,379,316

うち特別勘定資産 — — — — —
有価証券残高 9,514,554 10,103,239 10,656,571 10,820,504 11,138,685
貸付金残高 953,934 930,982 922,866 879,595 850,707
責任準備金残高 9,860,071 10,229,552 10,541,212 10,794,499 11,016,614
純資産の部合計 609,018 633,884 645,492 813,246 692,451

うち資本金の額及び発行済株式の総数 — — — 30,000
（36,805千株）

30,000
（36,805千株）

ソルベンシー・マージン比率（%） 848.2 956.1 1,030.0 961.2 880.9
実質純資産額 2,482,104 2,335,028 2,451,673 2,859,880 2,586,253
保有契約件数（千件） 23,785 24,203 24,413 24,573 24,477

うちがん保険 14,948 15,220 15,394 15,572 15,546
うち医療保険 5,775 5,879 5,934 5,938 5,912

保有契約年換算保険料 1,386,715 1,406,342 1,414,416 1,416,609 1,406,618
うち第三分野 1,038,442 1,054,743 1,065,367 1,070,765 1,064,813

保有契約高 14,888,336 14,777,675 14,390,225 13,969,782 13,550,349
うち個人保険 13,609,573 13,505,402 13,132,391 12,737,733 12,347,157
うち個人年金保険 1,278,763 1,272,273 1,257,833 1,232,049 1,203,192
うち団体保険 — — — — —

団体年金保険保有契約高 — — — — —
（注）	1.	保有契約件数は、個人保険・個人年金保険の合計です。なお、当社では、団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。
	 2.	�年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で

除した金額）。
	 3.	�保有契約高は、個人保険・個人年金保険の合計です。なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の

各時点における責任準備金を合計したものです。

■ その他
項　目 2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末
営業拠点数 88 87 85 90 95
従業員数（人） 4,463 4,734 4,946 5,113 5,134
アソシエイツ数（店） 13,247 12,161 11,042 10,006 9,233

うち提携金融機関数 370 373 372 369 364
募集人数（人） 112,964 108,056 108,752 108,485 110,129

（注）	1.	�アソシエイツ数には、日本郵便株式会社が含まれています（第一生命保険株式会社、株式会社かんぽ生命保険及び大同生命保険株式会社は含まれていません）。
	 2.	�募集人数については、提携金融機関、第一生命保険株式会社、日本郵便株式会社、株式会社かんぽ生命保険及び大同生命保険株式会社の募集人、個人アソシエイツ店

主及び法人アソシエイツ代表者を除いています。

直近5事業年度における主要な業務の状況を示す指標
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1. 貸借対照表
（単位：百万円、%）

年　度
科　目

2018年度（2019年3月31日現在） 2019年度（2020年3月31日現在）

金額 構成比 金額 構成比
資産の部 現金及び預貯金 97,028 0.8 113,501 0.9

　預貯金 97,028 113,501
買入金銭債権 134,155 1.1 46,132 0.4
有価証券 10,820,504 89.2 11,138,685 90.0
　国債 5,761,688 5,751,996
　地方債 88,432 87,989
　社債 301,298 317,760
　株式 60,179 55,323
　外国証券 4,596,972 4,915,799
　その他の証券 11,932 9,815
貸付金 879,595 7.2 850,707 6.9
　保険約款貸付 24,703 25,828
　一般貸付 854,892 824,878
有形固定資産 13,862 0.1 13,801 0.1
　土地 4,973 4,973
　建物 7,150 7,112
　リース資産 926 756
　その他の有形固定資産 812 958
無形固定資産 16,195 0.1 13,781 0.1
　ソフトウェア 9,417 7,023
　リース資産 37 17
　その他の無形固定資産 6,740 6,740
再保険貸 12,381 0.1 12,452 0.1
その他資産 104,081 0.9 99,568 0.8
　未収金 29,250 24,079
　前払費用 10,221 10,356
　未収収益 55,510 53,664
　預託金 4,881 4,947
　金融派生商品 1,791 3,173
　金融商品等差入担保金 742 1,011
　仮払金 899 926
　その他の資産 784 1,407
繰延税金資産 61,466 0.5 101,098 0.8
貸倒引当金 △5,319 △0.0 △10,414 △0.1
資産の部合計 12,133,952 100.0 12,379,316 100.0

負債の部 保険契約準備金 10,917,430 90.0 11,148,083 90.1
　支払備金 122,735 131,298
　責任準備金 10,794,499 11,016,614
　契約者配当準備金 194 170
代理店借 12,362 0.1 11,539 0.1
再保険借 15,345 0.1 14,896 0.1
社債 — — 30,000 0.2
その他負債 308,873 2.5 411,566 3.3
　債券貸借取引受入担保金 176,095 295,422
　借入金 — 4,000
　未払法人税等 79,073 43,541
　未払金 9,080 6,311
　未払費用 26,440 24,525
　預り金 2,561 2,308
　金融派生商品 9,660 27,173
　金融商品等受入担保金 1,986 4,488
　リース債務 976 786
　資産除去債務 1,854 1,859
　仮受金 1,131 879
　その他の負債 12 269
退職給付引当金 7,462 0.1 6,685 0.1
価格変動準備金 59,232 0.5 64,092 0.5
負債の部合計 11,320,706 93.3 11,686,864 94.4

純資産の部 資本金 30,000 0.2 30,000 0.2
資本剰余金 396,173 3.3 160,173 1.3
　資本準備金 30,000 30,000
　その他資本剰余金 366,173 130,173
利益剰余金 203,690 1.7 404,323 3.3
　その他利益剰余金 203,690 404,323
　　繰越利益剰余金 203,690 404,323
株主資本合計 629,864 5.2 594,497 4.8
その他有価証券評価差額金 183,382 1.5 97,954 0.8
評価・換算差額等合計 183,382 1.5 97,954 0.8
純資産の部合計 813,246 6.7 692,451 5.6
負債及び純資産の部合計 12,133,952 100.0 12,379,316 100.0

財産の状況
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2. 損益計算書
（単位：百万円、%）

年　度

科　目
2018年度 2019年度

金額 百分比 金額 百分比
経常損益の部 経常収益 1,741,885 100.0 1,751,678 100.0

保険料等収入 1,431,012 82.2 1,412,913 80.7
　保険料 1,380,192 1,365,719
　再保険収入 50,819 47,193
資産運用収益 309,140 17.7 337,342 19.3
　利息及び配当金等収入 293,931 314,368
　　預貯金利息 231 278
　　有価証券利息・配当金 250,937 274,425
　　貸付金利息 36,825 34,616
　　その他利息配当金 5,936 5,047
　有価証券売却益 14,247 16,649
　有価証券償還益 442 834
　金融派生商品収益 — 5,015
　その他運用収益 520 475
その他経常収益 1,732 0.1 1,421 0.1
　退職給付引当金戻入額 1,134 776
　その他の経常収益 598 645
経常費用 1,453,311 83.4 1,466,558 83.7
保険金等支払金 791,665 45.4 807,879 46.1
　保険金 75,680 79,222
　年金 38,983 45,332
　給付金 413,015 424,570
　解約返戻金 197,662 194,475
　その他返戻金 4,377 3,871
　再保険料 61,947 60,406
責任準備金等繰入額 257,494 14.8 230,677 13.2
　支払備金繰入額 4,206 8,562
　責任準備金繰入額 253,287 222,114
　契約者配当金積立利息繰入額 0 0
資産運用費用 32,857 1.9 63,567 3.6
　支払利息 545 1,508
　有価証券売却損 10,964 2,487
　有価証券評価損 4,334 13,517
　有価証券償還損 1,044 83
　金融派生商品費用 1,405 —
　為替差損 13,334 39,590
　貸倒引当金繰入額 369 5,142
　その他運用費用 858 1,236
事業費 341,090 19.6 334,055 19.1
その他経常費用 30,203 1.7 30,378 1.7
　税金 25,983 26,141
　減価償却費 4,219 4,237
経常利益 288,574 16.6 285,119 16.3

特別損益の部 特別利益 — — — —
特別損失 4,679 0.3 4,910 0.3
　固定資産等処分損 127 50
　価格変動準備金繰入額 4,552 4,860
契約者配当準備金繰入額（△は戻入額） △0 △0.0 △0 △0.0
税引前当期純利益 283,894 16.3 280,209 16.0
法人税及び住民税 79,224 4.5 85,987 4.9
法人税等調整額 968 0.1 △6,410 △0.4
法人税等合計 80,192 4.6 79,576 4.5
当期純利益 203,702 11.7 200,632 11.5

（                         ）2019年4月 1 日から
2020年3月31日まで（                         ）2018年4月 1 日から

2019年3月31日まで



146

データ・ファイル

3. キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

年　度
科　目

2018年度 2019年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失） 283,894 280,209
減価償却費 4,219 4,237
支払備金の増減額（△は減少） 4,206 8,562
責任準備金の増減額（△は減少） 253,287 222,114
契約者配当準備金積立利息繰入額 0 0
契約者配当準備金繰入額 △0 △0
貸倒引当金の増減額（△は減少） 369 5,142
退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,134 △776
価格変動準備金の増減額（△は減少） 4,552 4,860
利息及び配当金等収入 △293,931 △314,368
有価証券関係損益（△は益） 1,653 △1,394
支払利息 545 1,508
金融派生商品損益（△は益） 1,404 △5,015
為替差損益（△は益） 13,246 39,526
有形固定資産関係損益（△は益） 42 44
再保険貸の増減額（△は増加） 1,912 △71
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加） △1,079 △1,791
代理店借の増減額（△は減少） △37 △823
再保険借の増減額（△は減少） △439 △448
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少） △19,719 △2,551
その他 1,128 865

小　計 254,121 239,830
利息及び配当金等の受取額 303,087 322,544
利息の支払額 △439 △1,455
契約者配当金の支払額 △20 △24
法人税等の支払額 △150 △121,519

営業活動によるキャッシュ・フロー 556,599 439,375
投資活動によるキャッシュ・フロー

預貯金の純増減額（△は増加） △1,043 752
買入金銭債権の取得による支出 △265 △940
買入金銭債権の売却・償還による収入 63,955 78,990
有価証券の取得による支出 △978,749 △1,045,765
有価証券の売却・償還による収入 795,716 595,731
貸付けによる支出 △8,564 △8,355
貸付金の回収による収入 51,808 37,218
金融派生商品の決済による収支（純額） △31,546 464
債券貸借取引受入担保金の純増減額（△は減少） △343,897 119,326
金融商品等受入担保金の純増減額（△は減少） △2,479 2,502
金融商品等差入担保金の純増減額（△は増加） △742 △269
その他 — 1,181

資産運用活動計 △455,807 △219,162
（営業活動及び資産運用活動計） （100,791） （220,212）

有形固定資産の取得による支出 △967 △997
無形固定資産の取得による支出 △396 △478
子会社株式の取得による支出 — △13,155
事業譲受による収入 104,281 —
その他 228 △91

投資活動によるキャッシュ・フロー △352,661 △233,886
財務活動によるキャッシュ・フロー

借入れによる収入 — 4,000
社債の発行による収入 — 30,000
リース債務の返済による支出 △305 △282
配当金の支払額 △84,400 △236,000
その他 — △226

財務活動によるキャッシュ・フロー △84,705 △202,508
現金及び現金同等物に係る換算差額 △343 △1,234
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 118,888 1,746
現金及び現金同等物期首残高 984 119,873
現金及び現金同等物期末残高 119,873 121,619

（                          ）2019年4月 1 日から
2020年3月31日まで（                          ）2018年4月 1 日から

2019年3月31日まで
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4. 株主資本等変動計算書
2018年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益

剰余金 利益
剰余金
合計繰越

利益
剰余金

当期首残高 1,000 — — — △11 △11 988 — — 988
当期変動額
新株の発行（＊1） 254,786 254,786 254,786 509,573 509,573
減資（＊2） △225,786 △224,786 450,573 225,786 — —
剰余金の配当（＊3） △84,400 △84,400 — △84,400 △84,400
当期純利益 203,702 203,702 203,702 203,702
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

183,382 183,382 183,382

当期変動額合計 29,000 30,000 366,173 396,173 203,702 203,702 628,876 183,382 183,382 812,258
当期末残高 30,000 30,000 366,173 396,173 203,690 203,690 629,864 183,382 183,382 813,246

（＊1）	�2018年4月2日に、アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ コロンバスより日本における保険事業を譲り受け、その対価として当社の株式を発行し
ています。

（＊2）	�2018年9月19日に、資本金の額と資本準備金の額をそれぞれ30,000百万円まで減額し、その他資本剰余金に振り替えています。
（＊3）	�2018年12月17日に56,300百万円、2019年3月25日に28,100百万円配当を実施しています。

2019年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益

剰余金 利益
剰余金
合計繰越

利益
剰余金

当期首残高 30,000 30,000 366,173 396,173 203,690 203,690 629,864 183,382 183,382 813,246
当期変動額
剰余金の配当 △236,000 △236,000 — △236,000 △236,000
当期純利益 200,632 200,632 200,632 200,632
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

△85,427 △85,427 △85,427

当期変動額合計 — — △236,000 △236,000 200,632 200,632 △35,367 △85,427 △85,427 △120,794
当期末残高 30,000 30,000 130,173 160,173 404,323 404,323 594,497 97,954 97,954 692,451
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重要な会計方針

2018年度 2019年度

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）
の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会　業種別監査委員会報告第21号）に基づく責
任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有
価証券のうち時価のあるものについては3月末日の市場価格等に基づく時価法
（売却原価の算定は移動平均法）、それ以外の有価証券については移動平均法に
よる原価法によっています。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ています。

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）
の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会　業種別監査委員会報告第21号）に基づく責
任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株
式については原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、3月末
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、それ以外の有
価証券については移動平均法による原価法によっています。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ています。

2. 責任準備金対応債券
個人保険・個人年金保険に設定した小区分（責任準備金の残存年数や保険商品
又はこれらの組み合わせを用いることにより設定する）に対応した債券のうち、
負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについ
て、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会　業種別監査委員会報告第21号）に基づき、責
任準備金対応債券に区分しています。

2. 責任準備金対応債券
同　左

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法によっています。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
同　左

4. 有形固定資産の減価償却の方法
有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっています。
（1）	有形固定資産（リース資産を除く）
	� 定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（2016年3月31日以前

に取得した附属設備、構築物を除く）については定額法）を採用しています。
（2）	リース資産

	� 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
	� リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却を
行っています。

4. 有形固定資産の減価償却の方法
同　左

5. 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、3月末日の為替相場により円換算しています。

5. 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債（子会社株式を除く）は、決算日の為替相場により円換算して
います。なお、子会社株式は、取得時の為替相場により円換算しています。

6. 引当金の計上基準
（1）	貸倒引当金
	� 貸倒引当金は、資産自己査定に基づく償却・引当要領に則り、貸倒実績率に

基づき算定した額及び個別に見積もった回収不能額を計上しています。
	� すべての資産は、資産自己査定規程に基づき、関連部署が資産査定を実施

し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査
定結果に基づいて上記の引当を行っています。

（2）	退職給付引当金
	� 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しています。
	� 退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

	 �退職給付見込額の期間帰属方法� 期間定額基準
	� 数理計算上の差異の処理年数� 10年
	� 過去勤務費用の処理年数� 10年

	� また、執行役員の退職給付に備えるため、役員規程に基づいた要支給額を
退職給付引当金に含めて計上しています。

6. 引当金の計上基準
（1）	貸倒引当金
	� 同　左

（2）	退職給付引当金
	� 同　左

7. 価格変動準備金の計上方法
価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上してい
ます。

7. 価格変動準備金の計上方法
同　左

8. ヘッジ会計の方法
（1）	ヘッジ会計の方法
	� ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）

に従い、時価ヘッジ処理を採用しています。
（2）	ヘッジ手段とヘッジ対象
	� 為替予約、通貨オプション、外貨建担保金、金利スワップションをヘッジ手段

とし、一部の外貨建資産をヘッジ対象としています。
（3）	ヘッジ方針
	� 資産運用に関する社内規程等に基づき、ヘッジ対象に係る為替リスク、金利

リスクを一定の範囲内でヘッジしています。
（4）	ヘッジの有効性評価の方法
	� ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比

率分析により行っています。

8. ヘッジ会計の方法
（1）	ヘッジ会計の方法
	� 同　左

（2）	ヘッジ手段とヘッジ対象
	� 同　左

（3）	ヘッジ方針
	� 同　左

（4）	ヘッジの有効性評価の方法
	� 同　左
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2018年度 2019年度

9. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、資産に
係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払
費用に計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生
年度に費用処理をしています。

9. 消費税等の会計処理
同　左

10. 責任準備金の積立方法
責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金に
ついては次の方式により計算しています。
（1）	�標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成8

年大蔵省告示第48号）
（2）	標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
なお、平成10年大蔵省告示第231号及び平成12年金融監督庁・大蔵省告示第
22号に基づき実施した第三分野保険のストレステスト及び負債十分性テストの
結果を踏まえ、当期末において、第三分野保険の一部の契約を対象として、保険
料積立金15,870百万円を計上しています。

10. 責任準備金の積立方法
同　左

11. 支払備金の積立方法
支払備金は、保険業法第117条の規定により算出した額を計上しています。

12. 無形固定資産の減価償却の方法
無形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっています。
（1）	�ソフトウェア
	 利用可能期間に基づく定額法によっています。
（2）	リース資産
	 リース期間に基づく定額法によっています。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却
を行っています。

11. 無形固定資産の減価償却の方法
同　左

12. 未適用の会計基準等に関する事項
未適用の会計基準等に関する事項は、次のとおりです。
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3
月31日）
（1）	概要
	� 当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年

度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある項目における会計上の見
積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する情報を開示することを
目的とするものです。

（2）	適用予定日
	� 2020年度末より適用予定です。

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計
基準第24号　2020年3月31日）
（1）	概要
	� 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原

則及び手続きの概要を示すことを目的とするものです。
（2）	適用予定日
	� 2020年度末より適用予定です。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年7月4日）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　
2019年7月4日）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年7月4日）
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（改正企業会計基準適用指針第
19号　2019年7月4日）
（1）	概要
	� 国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に

関する会計基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（以下「時
価算定会計基準等」という。）が開発され、時価の算定方法に関するガイダン
ス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用され
ます。

	� ・「金融商品に関する会計基準」における金融商品
	� また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の

時価のレベルごとの内訳等の注記事項が定められました。
（2）	適用予定日
	� 2021年度期首より適用予定です。
（3）	当該会計基準の適用による影響
	� 影響額は、現在評価中です。
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注記事項
■ 貸借対照表関係

2018年度 2019年度

1.金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は以下のと
おりです。
（1）	金融商品の状況に関する事項
	 ①金融商品に対する取組方針
	 　�当社は、終身保障型、平準払いのがん保険や医療保険を主力商品として

おり、これら保険商品の特性に見合ったポートフォリオを構築するべく、安
全性の高い長期確定利付資産を運用資産の中核と位置付け、投資活動を
行っています。

	 　�なお、デリバティブについては、リスクを低減するためのヘッジ目的の取引
を除いて原則禁止しており、投機目的では行わないこととしています。

	 ②金融商品の内容及びそのリスク
	 　�当社の運用資産ポートフォリオは、円建ての長期確定利付資産（有価証

券・貸付金）を中心に構成されており、金利リスクや、発行体や債務者の信
用リスク及びスプレッドリスク（クレジットスプレッドの変動により時価が
下落するリスク）に晒されています。また、外貨建公社債や、利息のみ外貨
建ての確定利付資産（有価証券・貸付金）への投資も行っており、これらは
為替リスクにも晒されています。デリバティブを内包する金融商品を一部
保有しており、それらは金利・為替リスクの他、第三者の信用リスク、及び
取引先の契約不履行に係る信用リスクに晒されています。

	 　�なお、当社が保有する株式は運用資産全体の約1％であり、株価変動によ
る運用資産ポートフォリオへの影響は殆どありません。

	 　�デリバティブ取引については、外貨建資産の一部に関する為替リスクの
ヘッジ手段として為替予約及び通貨オプションを、金利リスクのヘッジ手
段として金利スワップションを利用し、ヘッジ会計を適用しています。また、
運用資産に係るキャッシュ・フロー変動リスクを経済的にヘッジする目的
で、金利スワップを利用しています。なお、ヘッジ会計は適用しておりません。

	 　�この他、当社では現金担保及び有価証券担保にて債券貸借取引を行って
います。

	 ③金融商品に係るリスク管理体制
	 　�当社では、統合リスク管理を行うための基本的事項を定めた「統合リスク

管理規程」及び管理方法を定めた「統合リスク管理要領」に基づき、資産
運用リスク量（市場関連リスク量、信用リスク量）にリスク量の枠（リスク
枠）を設定し、バリュー・アット・リスク（VaR）を用いて計量化したリスク量
がリスク枠の範囲内に収まるようコントロールしています。

	 　�資産運用に係るリスクについては、リスク管理の状況を総合的に把握する
「ERM委員会」のもとに設置された「資産運用リスク・ALM部会」において、
資産運用リスクの主管部門より、市場関連リスク、信用リスク、流動性リス
ク等の月次モニタリング結果の報告が行われています。また、資産運用に
係るリスク管理の状況について、資産運用リスク・ALM部会長よりERM
委員会において定期的に報告されています。

	 　�市場関連リスクについては、リスクを構成する要素である円金利リスク、
外国金利リスク、為替リスク、株価変動リスク、スプレッドリスク毎に、バ
リュー・アット・リスク（VaR）を用いたリスク量の測定、モニタリングを月次
で行い、リスク枠の範囲内で適切な資産配分を行っています。

	 　�信用リスクについては、格付に基づく想定デフォルト率、格付遷移確率、
回収率等を用いてバリュー・アット・リスク（VaR）を測定し、信用リスク量と
しています。また、信用状況に応じて与信先に対する投資限度額を定め、
与信集中を管理・抑制したうえで、保有資産の個別の信用状況についてモ
ニタリング・分析・評価を行っています。

	 　�流動性に関するリスクについては、金融市場の混乱による取引量の急減
に起因する金融資産の市場流動性低下に備えて、換金性の高い資産を一
定額以上保有するとともに、資金繰りリスクの顕在化を防止するため、一
定水準以上の流動性の確保及び迅速な対応ができるような体制を整備し
ています。

	 ④�金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
	 　�金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定にお
いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

1.金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は以下のと
おりです。
（1）	金融商品の状況に関する事項
	 ①金融商品に対する取組方針
	 　�当社は、終身保障型、平準払いのがん保険や医療保険を主力商品として

おり、これら保険商品の特性に見合ったポートフォリオを構築するべく、安
全性の高い長期確定利付資産を運用資産の中核と位置付け、投資活動を
行っています。

	 　�なお、デリバティブについては、リスクを低減するためのヘッジ目的の取引
を除いて原則禁止しており、投機目的では行わないこととしています。

	 　�資金調達については、主として、資金調達手段の多様化を目的に、劣後債
の発行による資本市場からの資金の調達を行っています。

	 ②金融商品の内容及びそのリスク
	 　�当社の運用資産ポートフォリオは、円建ての長期確定利付資産（有価証

券・貸付金）を中心に構成されており、金利リスクや、発行体や債務者の信
用リスク及びスプレッドリスク（クレジットスプレッドの変動により時価が
下落するリスク）に晒されています。また、外貨建の公社債や投資信託、利
息のみ外貨建ての確定利付資産（有価証券・貸付金）への投資も行ってお
り、これらは為替リスクにも晒されています。デリバティブを内包する金融
商品を一部保有しており、それらは金利・為替リスクの他、第三者の信用リ
スク、及び取引先の契約不履行に係る信用リスクに晒されています。

	 　�なお、当社が保有する株式（信託で保有するものを含む）は運用資産全体
の1％未満であり、株価変動による運用資産ポートフォリオへの影響は殆
どありません。

	 　�デリバティブ取引については、外貨建資産の一部に関する為替リスクの
ヘッジ手段として為替予約及び通貨オプションを、金利リスクのヘッジ手
段として金利スワップションを利用し、ヘッジ会計を適用しています。また、
運用資産に係るキャッシュ・フロー変動リスクを経済的にヘッジする目的
で、金利スワップを利用しています。なお、ヘッジ会計は適用しておりません。

	 　�この他、当社では現金担保及び有価証券担保にて債券貸借取引を行って
います。

	 　�資金調達における借入金・社債は、予期せぬ資金の流出等により支払期日
にその支払を実行できなくなることや、通常より著しく高い金利で資金調
達を余儀なくされることといった流動性リスクに晒されています。

	 ③金融商品に係るリスク管理体制
	 　�同　左

	 ④�金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
	 　�同　左
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（2）	金融商品の時価等に関する事項
	� 主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認
められるものは、次表には含まれていません。

（単位：百万円）
貸借対照表.
計上額 時価 差額

 （1）現金及び預貯金
　　①現金及び預貯金 94,996 94,996 —
　　②その他有価証券
　　　（譲渡性預金） 2,031 2,031 —

小　計 97,028 97,028 —
 （2）買入金銭債権
　　①その他有価証券 134,155 134,155 —
 （3）有価証券
　　①満期保有目的の債券 3,257,892 4,053,166 795,274
　　②責任準備金対応債券 3,621,311 4,091,700 470,389
　　③その他有価証券 3,941,016 3,941,016 —
　　　　　貸倒引当金 △82

小　計 10,820,137 12,085,883 1,265,746
 （4）貸付金
　　①保険約款貸付 24,703 24,703 —
　　②一般貸付 854,892 1,000,040 145,148
　　　　　貸倒引当金 △4,990

小　計 874,605 1,024,744 150,139
 （5）金融商品等差入担保金 742 742 —
　　　　　貸倒引当金 —

小　計 742 742 —
資産計（＊1） 11,926,669 13,342,555 1,415,885

 （1）債券貸借取引受入担保金 176,095 176,095 —
 （2）金融商品等受入担保金 1,986 1,986 —

負債計 178,082 178,082 —
 デリバティブ取引（＊2）
 　�ヘッジ会計が適用されていないもの 19 19 —
 　�ヘッジ会計が適用されているもの （7,888） （7,888） —

デリバティブ取引計 （7,868） （7,868） —
（＊1）�	貸倒引当金を計上したものについては、当該引当金を控除しています。
（＊2）�	�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（　）で示しています。

資　産
①現金及び預貯金
　�預貯金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価
額を時価としています。「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）
に基づく有価証券として取り扱うものについては、③有価証券と同様に評価し
ています。

②買入金銭債権
　買入金銭債権は、市場価格に基づいています。

③有価証券
　�有価証券は、市場価格があるものは市場価格に基づき、市場価格のないもの
は、以下のいずれかの方法により時価を算定しています。
a�個別銘柄の信用リスクを反映させるため、参照可能なマーケット情報より、
金融市場が想定する当該発行体の倒産確率を算定し、その倒産確率と債
務履行順位別の期待回収率より推計した将来キャッシュ・フローを、無リス
ク金利で割り引くことで現在価値を算定する方法。

　　�なお、コール条項が付されている場合、オプションの価値を考慮しています。
b�取引金融機関または情報ベンダーから提供された価格に基づき算定する
方法。

　�なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、非上場株式（貸
借対照表計上額284百万円）です。

　�保有目的ごとの有価証券の時価等に関する状況は以下のとおりです。
満期保有目的の債券� （単位：百万円）

種類 貸借対照表.
計上額 時価 差額

時価が貸借対照表
計上額を
超えるもの

 （1）公社債 2,477,150 3,159,615 682,464
 （2）外国証券 735,741 850,316 114,574

小　計 3,212,892 4,009,931 797,039
時価が貸借対照表

計上額を
超えないもの

 （1）公社債 — — —
 （2）外国証券 45,000 43,234 △1,765

小　計 45,000 43,234 △1,765
合　計 3,257,892 4,053,166 795,274

	� 満期保有目的の債券について、当期中の売却はありません。

（2）	金融商品の時価等に関する事項
	� 主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認
められるものは、次表には含まれていません。

（単位：百万円）
貸借対照表.
計上額 時価 差額

 （1）現金及び預貯金
　　①現金及び預貯金 111,511 111,511 —
　　②その他有価証券
　　　（譲渡性預金） 1,989 1,989 —

小　計 113,501 113,501 —
 （2）買入金銭債権
　　①その他有価証券 46,132 46,132 —
 （3）有価証券
　　①満期保有目的の債券 3,185,642 3,881,315 695,673
　　②責任準備金対応債券 3,739,995 4,165,914 425,918
　　③その他有価証券 4,202,204 4,202,204 —
　　　　　貸倒引当金 △227

小　計 11,127,614 12,249,433 1,121,819
 （4）貸付金
　　①保険約款貸付 25,828 25,828 —
　　②一般貸付 824,878 877,434 52,555
　　　　　貸倒引当金 △9,980

小　計 840,726 903,262 62,535
 （5）金融商品等差入担保金 1,011 1,011 —

資産計（＊1） 12,128,987 13,313,342 1,184,355
 （1）社債 30,000 30,092 92
 （2）借入金 4,000 4,000 —
 （3）債券貸借取引受入担保金 295,422 295,422 —
 （4）金融商品等受入担保金 4,488 4,488 —

負債計 333,911 334,003 92
 デリバティブ取引（＊2）
 　�ヘッジ会計が適用されていないもの （8,097） （8,097） —
 　�ヘッジ会計が適用されているもの （15,902） （15,902） —

デリバティブ取引計 （23,999） （23,999） —
（＊1）�	貸倒引当金を計上したものについては、当該引当金を控除しています。
（＊2）�	�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（　）で示しています。

資　産
①現金及び預貯金
　�同　左

②買入金銭債権
　同　左

③有価証券
　�有価証券は、市場価格があるものは市場価格に基づき、市場価格のないもの
は、以下のいずれかの方法により時価を算定しています。
a�個別銘柄の信用リスクを反映させるため、参照可能なマーケット情報より、
金融市場が想定する当該発行体の倒産確率を算定し、その倒産確率と債
務履行順位別の期待回収率より推計した将来キャッシュ・フローを、無リス
ク金利で割り引くことで現在価値を算定する方法。

　　�なお、コール条項が付されている場合、オプションの価値を考慮しています。
b�取引金融機関または情報ベンダーから提供された価格に基づき算定する
方法。

　�なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、非上場株式であ
り、当期末における貸借対照表計上額は10,843百万円（うち子会社株式
10,583百万円）です。

　�保有目的ごとの有価証券の時価等に関する状況は以下のとおりです。
満期保有目的の債券� （単位：百万円）

種類 貸借対照表.
計上額 時価 差額

時価が貸借対照表
計上額を
超えるもの

 （1）公社債 2,474,864 3,121,438 646,574
 （2）外国証券 485,777 558,789 73,011

小　計 2,960,642 3,680,227 719,585
時価が貸借対照表

計上額を
超えないもの

 （1）公社債 — — —
 （2）外国証券 225,000 201,087 △23,912

小　計 225,000 201,087 △23,912
合　計 3,185,642 3,881,315 695,673

	� 満期保有目的の債券について、当期中の売却はありません。
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責任準備金対応債券� （単位：百万円）

種類 貸借対照表.
計上額 時価 差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

 （1）公社債 3,161,932 3,635,069 473,137
 （2）外国証券 219,178 226,343 7,164

小　計 3,381,111 3,861,413 480,302

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

 （1）公社債 29,000 28,379 △620
 （2）外国証券 211,200 201,907 △9,292

小　計 240,200 230,287 △9,912
合　計 3,621,311 4,091,700 470,389

	� 責任準備金対応債券の当期中の売却額は96,720百万円、売却益の合計額
は482百万円、売却損の合計額は613百万円です。

その他有価証券で時価のあるもの
� （単位：百万円）

種類 取得原価又は
償却原価

貸借対照表
計上額 差額

貸借対照表
計上額が

取得原価又は
償却原価を
超えるもの

 （1）現金及び預貯金
　　（譲渡性預金） 2,031 2,031 0

 （2）公社債 418,073 483,337 65,263
 （3）株式 30,346 35,222 4,875
 （4）外国証券 2,234,627 2,463,412 228,785
 （5）買入金銭債権 56,211 56,921 709
 （6）その他の証券 10,030 11,932 1,901

小　計 2,751,321 3,052,856 301,535

貸借対照表
計上額が

取得原価又は
償却原価を
超えないもの

 （1）現金及び預貯金
　　（譲渡性預金） — — —

 （2）公社債 — — —
 （3）株式 27,383 24,673 △2,710
 （4）外国証券 959,821 922,439 △37,382
 （5）買入金銭債権 83,979 77,234 △6,745
 （6）その他の証券 — — —

小　計 1,071,185 1,024,346 △46,838
合　計 3,822,506 4,077,203 254,697

	� その他有価証券の当期中の売却額は418,510百万円、売却益の合計額は
13,764百万円、売却損の合計額は10,350百万円です。

	� また、有価証券の減損処理を実施し、4,334百万円の有価証券評価損を計
上しています。

④貸付金
�　a �保険約款貸付
　　�保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により

返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳
簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としてい.
ます。

�　b �一般貸付
　　�企業向け貸付金の時価の算定は、与信管理上の貸付先の信用リスクに応

じ、以下のいずれかの方法により算定しています。
● �債務者ごとの信用リスクを反映させるため、参照可能なマーケット情報よ
り、金融市場が想定する当該債務者の倒産確率を算定し、その倒産確率と
債務履行順位別の期待回収率より推計した将来キャッシュ・フローを、無リ
スク金利で割り引くことで現在価値を算定する方法。
	�なお、繰上弁済条項が付されている場合、オプションの価値を考慮してい
ます。

● ��取引金融機関または情報ベンダーから提供された価格に基づき算定する
方法。

　�従業員及び代理店向けの貸付金は、金利条件等から時価は帳簿価額と近似
しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としています。

⑤金融商品等差入担保金
　�金融商品等差入担保金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似している
ものと想定されるため、帳簿価額を時価としています。

負　債

　債券貸借取引受入担保金及び金融商品等受入担保金
�	� 取引はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似しているものと想定される

ため、帳簿価額を時価としています。

従来、満期保有目的の債券に区分していた外国証券（額面金額20,000百万円）
について、債券発行者の信用状態が著しく悪化したために、その他有価証券に
変更しています。この変更に伴い、貸借対照表上の外国証券が5,034百万円減
少、繰延税金負債が1,409百万円減少、その他有価証券評価差額金が3,624
百万円減少しています。

責任準備金対応債券� （単位：百万円）

種類 貸借対照表.
計上額 時価 差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

 （1）公社債 3,140,359 3,611,150 470,791
 （2）外国証券 113,000 116,929 3,929

小　計 3,253,359 3,728,080 474,720

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

 （1）公社債 62,860 61,715 △1,145
 （2）外国証券 423,774 376,118 △47,656

小　計 486,635 437,833 △48,801
合　計 3,739,995 4,165,914 425,918

	� 責任準備金対応債券の当期中の売却額は33,735百万円、売却益の合計額
は2,139百万円です。

その他有価証券で時価のあるもの
� （単位：百万円）

種類 取得原価又は
償却原価

貸借対照表
計上額 差額

貸借対照表
計上額が

取得原価又は
償却原価を
超えるもの

 （1）現金及び預貯金
　　（譲渡性預金） 1,988 1,989 0

 （2）公社債 372,599 429,122 56,522
 （3）株式 12,654 15,601 2,947
 （4）外国証券 1,861,028 2,082,447 221,418
 （5）買入金銭債権 — — —
 （6）その他の証券 — — —

小　計 2,248,271 2,529,161 280,889

貸借対照表
計上額が

取得原価又は
償却原価を
超えないもの

 （1）現金及び預貯金
　　（譲渡性預金） — — —

 （2）公社債 51,659 50,539 △1,120
 （3）株式 34,929 29,381 △5,547
 （4）外国証券 1,712,579 1,585,295 △127,283
 （5）買入金銭債権 56,809 46,132 △10,676
 （6）その他の証券 10,030 9,815 △214

小　計 1,866,008 1,721,165 △144,842
合　計 4,114,279 4,250,327 136,047

	� その他有価証券の当期中の売却額は374,553百万円、売却益の合計額は
14,509百万円、売却損の合計額は2,487百万円です。

	� また、有価証券の減損処理を実施し、13,517百万円の有価証券評価損を計
上しています。

④貸付金
　同　左

⑤金融商品等差入担保金
　同　左

負　債
①社債
　社債は、市場価格に基づいています。

②借入金
　�借入金は、金利条件等から時価は帳簿価額と近似しているものと想定される
ため、帳簿価額を時価としています。

③債券貸借取引受入担保金及び金融商品等受入担保金
　同　左
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デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの
a 通貨関連� （単位：百万円）

区分 取引の種類 契約額等 時価（＊1） 評価損益.
（＊2）うち1年超

市場取引.
以外の.
取引

為替予約取引 買建
（米ドル） 241,447 224,244 6,136 6,136

為替予約取引 売建
（米ドル） 241,447 224,244 △6,964 △6,964

合　計 — — △827 △827
（＊1）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。
（＊2）	�「評価損益」欄には、時価を記載しています。

b 金利関連� （単位：百万円）

区分 取引の種類 契約額等 時価.
（＊1）

評価損益
（＊2）うち1年超

市場取引.
以外の取引

金利スワップ
固定金利受取／変動金利支払

（米ドル）
527,202 — 847 847

合　計 — — 847 847
（＊1）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。
（＊2）	�「評価損益」欄には、時価を記載しています。

②ヘッジ会計が適用されているもの
a 通貨関連� （単位：百万円）

ヘッジ会計の.
方法 取引の種類 主な.

ヘッジ対象
契約額等（＊1） 時価.

（＊2）うち1年超

時価ヘッジ

為替予約取引 売建
（米ドル）

外貨建
その他有価証券 950,304 239,191 △7,560

通貨オプション取引 買建
プット

（米ドル）
外貨建
その他有価証券

1,269,614
（849）

—
（—） 19

通貨オプション取引 売建
コール

（米ドル）
外貨建
その他有価証券

1,269,614
（△849）

—
（—） △281

合　計 — — △7,821
（＊1）	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
（＊2）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。

b 金利関連� （単位：百万円）

ヘッジ会計の.
方法 取引の種類 主な.

ヘッジ対象
契約額等（＊1） 時価.

（＊2）うち1年超

時価ヘッジ

金利スワップション取引 買建
固定金利支払／変動金利受取

（米ドル）
外貨建
その他有価証券

166,485
（166）

27,747
（38） 27

金利スワップション取引 売建
固定金利受取／変動金利支払

（米ドル）
外貨建
その他有価証券

55,495
（△65）

—
（—） △94

合　計 — — △67
（＊1）	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
（＊2）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。

デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの
a 通貨関連� （単位：百万円）

区分 取引の種類 契約額等（＊1） 時価（＊2） 評価損益.
（＊3）うち1年超

市場取引.
以外の.
取引

為替予約取引 買建
（米ドル） 620,817 363,216 18,786 18,786

為替予約取引 売建
（米ドル） 620,817 363,216 △29,776 △29,776

通貨オプション取引 買建 
コール

（米ドル）
982,517

（159）
—

（—） 880 880

合　計 — — △10,109 △10,109
（＊1）	（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
（＊2）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。
（＊3）�	�「評価損益」欄には、時価を記載しています。

b 金利関連� （単位：百万円）

区分 取引の種類 契約額等（＊1） 時価.
（＊2）

評価損益
（＊3）うち1年超

市場取引.
以外の取引

金利スワップ
固定金利受取／変動金利支払

（米ドル）
217,660 — 2,012 2,012

金利スワップション取引 買建
固定金利支払／変動金利受取

（米ドル）
768
（1）

—
（—） 0 0

合　計 — — 2,012 2,012
（＊1）	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
（＊2）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。
（＊3）	�「評価損益」欄には、時価を記載しています。

②ヘッジ会計が適用されているもの
a 通貨関連� （単位：百万円）

ヘッジ会計の.
方法 取引の種類 主な.

ヘッジ対象
契約額等（＊1） 時価.

（＊2）うち1年超

時価ヘッジ

為替予約取引 売建
（米ドル）

外貨建
その他有価証券 994,477 67,801 △14,698

通貨オプション取引 買建.
プット

（米ドル）
外貨建
その他有価証券

982,517
（668）

—
（—） 1,362

通貨オプション取引 売建.
コール

（米ドル）
外貨建
その他有価証券

982,517
（△668）

—
（—） △2,566

合　計 — — △15,902
（＊1）	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
（＊2）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。

b 金利関連� （単位：百万円）

ヘッジ会計の.
方法 取引の種類 主な.

ヘッジ対象
契約額等（＊1） 時価.

（＊2）うち1年超

時価ヘッジ
金利スワップション取引 買建
固定金利支払／変動金利受取

（米ドル）
外貨建
その他有価証券

26,439
（37）

—
（—） 0

合　計 — — 0
（＊1）	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
（＊2）	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額

によっています。
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主な金銭債権、満期がある有価証券及び債券貸借取引受入担保金、金融商品等
受入担保金の決算日後の返済・償還予定額は以下のとおりです。

主な金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の返済・償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超5年.
以内

5年超10年.
以内

10年超
（期間の定めの.
ないものを含む）

 （1）現金及び預貯金 97,028 — — —
 （2）買入金銭債権
　  ①その他有価証券 990 90,309 42,855 —
 （3）有価証券
　  ①満期保有目的の債券 15,000 105,517 80,525 3,056,848
　  ②責任準備金対応債券 — 35,842 120,618 3,464,849
　  ③その他有価証券 74,724 672,536 622,522 2,437,251

小　計 89,724 813,896 823,667 8,958,949
 （4）貸付金
　  ①一般貸付 50,006 33,001 162,004 609,879
 （5）金融商品等差入担保金 742 — — —

資産計 238,491 937,208 1,028,527 9,568,829

債券貸借取引受入担保金及び金融商品等受入担保金の決算日後の返済予定額�
（単位：百万円）

1年以内 1年超5年
以内

5年超10年.
以内

10年超
（期間の定めの.
ないものを含む）

（1）債券貸借取引受入担保金 176,095 — — —
（2）金融商品等受入担保金 1,986 — — —

負債計 178,082 — — —

主な金銭債権債務及び満期がある有価証券の決算日後の返済・償還予定額は
以下のとおりです。

主な金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の返済・償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超5年.
以内

5年超10年.
以内

10年超
（期間の定めの.
ないものを含む）

 （1）現金及び預貯金 113,501 — — —
 （2）買入金銭債権
　  ①その他有価証券 — 39,024 7,108 —
 （3）有価証券
　  ①満期保有目的の債券 5,000 155,331 44,108 2,981,201
　  ②責任準備金対応債券 — 46,562 165,224 3,528,208
　  ③その他有価証券 122,650 505,449 680,513 2,778,668

小　計 127,650 707,343 889,846 9,288,078
 （4）貸付金
　  ①一般貸付 19,000 14,000 264,508 527,369
 （5）金融商品等差入担保金 1,011 — — —

資産計 261,163 760,368 1,161,463 9,815,447
 （1）社債 — — — 30,000
 （2）借入金 3,000 1,000 — —
 （3）債券貸借取引受入担保金 295,422 — — —
 （4）金融商品等受入担保金 4,488 — — —

負債計 302,911 1,000 — 30,000

2.資産除去債務の状況に関しては以下のとおりです。
（1）	当該資産除去債務の概要
	� �事務所等借室の賃貸借契約における退去時の原状回復義務に係る費用を

計上しています。
（2）	当該資産除去債務の金額の算定方法
	� 使用見込期間を取得から10年（一部の事務所は15年）と見積り、資産除去

債務を計算しています。
（3）	資産除去債務の総額の増減
	� 当期首現在高 � 1,849百万円
	� 有形固定資産の取得に伴う増加額� 104百万円
	� その他増減額（△は減少）� △99百万円
	� 当期末現在高� 1,854百万円

3.貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債
権の合計額は、30,036百万円です。なお、それぞれの内訳は以下のとおりです。
　�貸付金のうち、破綻先債権、及び貸付条件緩和債権はありません。延滞債権
額は30,035百万円、3ヵ月以上延滞債権額は0百万円です。

　�破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する
事由が生じている貸付金です。

　�延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の
貸付金です。

　�3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算
日として3ヵ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものです。

　�貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有
利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞
債権に該当しない貸付金です。

2.貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債
権の合計額は、20,047百万円です。なお、それぞれの内訳は以下のとおりです。
　�貸付金のうち、破綻先債権、及び貸付条件緩和債権はありません。延滞債権
額は20,033百万円、3ヵ月以上延滞債権額は14百万円です。

　�破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する
事由が生じている貸付金です。

　�延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の
貸付金です。

　�3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算
日として3ヵ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものです。

　�貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有
利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞
債権に該当しない貸付金です。

4.消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は、331,753
百万円です。

3.消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は、736,257
百万円です。

5.有形固定資産の減価償却累計額は、27,797百万円です。 4.有形固定資産の減価償却累計額は、28,533百万円です。

6.関係会社に対する金銭債権の総額は630百万円、金銭債務の総額は2,402
百万円です。

5.関係会社に対する金銭債権の総額は9,643百万円、金銭債務の総額は6,022
百万円です。
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7.繰延税金資産の総額は、134,130百万円、繰延税金負債の総額は、72,255
百万円です。繰延税金資産のうち評価性引当金として控除した額は、408百万
円です。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金63,915百万円、減
価償却超過24,318百万円、有価証券16,725百万円、価格変動準備金16,584
百万円です。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額71,315
百万円です。

6.繰延税金資産の総額は、141,648百万円、繰延税金負債の総額は、39,300
百万円です。繰延税金資産のうち評価性引当金として控除した額は、1,248
百万円です。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金66,458百万円、
減価償却超過27,695百万円、価格変動準備金17,945百万円、有価証券
16,787百万円です。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額38,093
百万円です。

8.契約者配当準備金の異動状況は以下のとおりです。
当期首現在高� 215百万円
当期契約者配当金支払額 � 20百万円
利息による増加額� 0百万円
契約者配当準備金繰入額� △0百万円
当期末現在高� 194百万円

7.契約者配当準備金の異動状況は以下のとおりです。
当期首現在高� 194百万円
当期契約者配当金支払額 � 24百万円
利息による増加額� 0百万円
契約者配当準備金繰入額� △0百万円
当期末現在高� 170百万円

9.関係会社の株式は1百万円です。 8.関係会社の株式は10,583百万円です。

10.保険業法施行規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責
任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は332,814百万円です。

9.保険業法施行規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責
任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は336,967百万円です。

11.１株あたりの純資産額は、22,095円73銭です。 10.１株あたりの純資産額は、18,813円76銭です。

12.売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸
借契約で借り入れている有価証券であり、当期末に当該処分を行わず所有して
いるものの時価は1,961百万円です。

11.売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸
借契約で借り入れている有価証券であり、当期末に当該処分を行わず所有して
いるものの時価は505百万円です。

12.負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ
れた劣後特約付社債です。

13.保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末に
おける当社の今後の負担見積額は、26,410百万円です。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しています。

13.保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末に
おける当社の今後の負担見積額は、26,890百万円です。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しています。

14.退職給付に関する事項は以下のとおりです。
（1）	採用している退職給付制度の概要
	� 当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金

制度を設けています。
（2） 確定給付制度
　①�退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における退職給付債務� 37,168百万円
	 勤務費用� 2,228百万円
	 利息費用� 278百万円
	 数理計算上の差異の当期発生額� 4,435百万円
	 退職給付の支払額� △812百万円
	 過去勤務費用の当期発生額� −
	 期末における退職給付債務� 43,299百万円
　②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における年金資産� 30,081百万円
	 期待運用収益� 601百万円
	 数理計算上の差異の当期発生額� △1百万円
	 事業主からの拠出額� 3,523百万円
	 退職給付の支払額� △812百万円
	 期末における年金資産� 33,393百万円
　③�退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及

び前払年金費用の調整表
	 積立型制度の退職給付債務� 43,299百万円
	 年金資産� △33,393百万円
	 未認識債務残高� △6,447百万円
	 退職給付引当金� 3,459百万円
	� なお、執行役員等に対する役員退職給付引当金の当期末の残高は、4,003

百万円です。
　④退職給付に関連する損益
	 勤務費用� 2,228百万円
	 利息費用� 278百万円
	 期待運用収益� △601百万円
	 数理計算上の差異の当期の費用処理額� 535百万円
	 過去勤務費用の当期の費用処理額� −
	 確定給付制度に係る退職給付費用� 2,441百万円
　⑤年金資産の主な内訳
　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりです。
	 債券� 66％
	 株式� 24％
	 現金及び預金� 0％
	 その他� 10％
	 合計� 100％
　⑥長期期待運用収益率の設定方法
　　�年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年

金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期
待される長期の収益率を考慮しています。

　⑦数理計算上の計算基礎に関する事項
　　�期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりです。
　　割引率� 0.75%
　　長期期待運用収益率� 2.00%

14.退職給付に関する事項は以下のとおりです。
（1）	採用している退職給付制度の概要
	� 同　左

（2） 確定給付制度
　①�退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における退職給付債務� 43,299百万円
	 勤務費用� 2,559百万円
	 利息費用� 324百万円
	 数理計算上の差異の当期発生額� △1,841百万円
	 退職給付の支払額� △749百万円
	 過去勤務費用の当期発生額� −
	 期末における退職給付債務� 43,592百万円
　②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
	 期首における年金資産� 33,393百万円
	 期待運用収益� 667百万円
	 数理計算上の差異の当期発生額� △787百万円
	 事業主からの拠出額� 3,745百万円
	 退職給付の支払額� △749百万円
	 期末における年金資産� 36,269百万円
　③�退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及

び前払年金費用の調整表
	 積立型制度の退職給付債務� 43,592百万円
	 年金資産� △36,269百万円
	 未認識債務残高� △4,569百万円
	 退職給付引当金� 2,753百万円
	� なお、執行役員等に対する役員退職給付引当金の当期末の残高は、3,932

百万円です。
　④退職給付に関連する損益
	 勤務費用� 2,559百万円
	 利息費用� 324百万円
	 期待運用収益� △667百万円
	 数理計算上の差異の当期の費用処理額� 823百万円
	 過去勤務費用の当期の費用処理額� −
	 確定給付制度に係る退職給付費用� 3,039百万円
　⑤年金資産の主な内訳
　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりです。
	 債券� 69％
	 株式� 21％
	 現金及び預金� 0％
	 その他� 10％
	 合計� 100％
　⑥長期期待運用収益率の設定方法
　　�同　左

　⑦数理計算上の計算基礎に関する事項
　　�同　左
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2018年度 2019年度

15.共通支配下の取引等に関する事項
（保険契約の移転及び保険事業の譲受け）
当社（決議当時の商号は日本法人化準備生命保険株式会社）は2018年3月11
日開催の株主総会において、アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カン
パニー オブ コロンバス（以下、「旧アフラック」）日本支店の事業を譲り受けるこ
とを決議し、2018年4月2日（以下、「移転日」）に事業を譲り受けました。
（1）	�結合当事企業の名称及び譲り受けた事業の内容、企業結合の法的形式並び

に取引の目的を含む取引の概要
	 ①結合当事企業の名称及び譲り受けた事業の内容
	 　�結合当事企業の名称  ：�アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カ

ンパニー オブ コロンバス
	 　�譲り受けた事業の内容：日本における保険事業
	 ②企業結合の法的形式
	 　�旧アフラックを事業譲渡会社とし、当社を事業譲受会社とする当社株式

を対価とした保険事業の譲受け（現物出資）
	 ③取引の目的を含む取引の概要
	 　�当社と旧アフラックとの間の株式引受契約に基づき、移転日において当社

による事業の譲受けが行われ、かかる事業譲受けの対価として、移転日に
おいて、旧アフラックに対して当社の普通株式36,785,600株が発行さ
れ、旧アフラックはこれを引き受けました。当社は、旧アフラックから、日
本における保険事業を当社が承継することにより、名実ともに日本の生命
保険会社となりました。当社は、お客様の「生きる」を創る会社として、これ
まで以上にお客様のお役に立つ存在となることを目指します。

	 　�なお、譲受資産の合計金額は11,970,933百万円、譲受負債の合計金額は
11,327,193百万円です。

（2）	�実施した会計処理の概要
	� 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針
第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っています。

16.重要な後発事象に関する注記
当社は、2019年4月18日に「利払繰延条項付無担保永久社債（劣後特約付）」を
次のとおり発行しました。
（1）	�名称
	� アフラック生命保険株式会社第1回利払繰延条項付無担保永久社債（劣後

特約付・適格機関投資家限定分付分割制限少人数私募）
（2）	�発行総額
	� 300億円
（3）	�発行価額（払込金額）
	� 各社債の金額100円につき金100円
（4）	�利率
	 ①2019年4月18日の翌日から2024年4月18日まで
	 　年0.963%
	 ②2024年4月18日の翌日から2029年4月18日まで
	 　6ヵ月ユーロ円LIBOR＋0.93%
	 ③2029年4月18日の翌日以降
	 　6ヵ月ユーロ円LIBOR＋1.93%
（5）	�償還期限
	� 定めなし（ただし、2024年4月18日以降の各利払日に監督当局の事前承認

等を前提として当社の選択により、または資本事由、資本性変更事由もしく
は税制事由が発生した場合に償還可能）

（6）	�払込期日
	� 2019年4月18日
（7）	�調達資金の使途
	� 一般事業目的

■ 損益計算書関係
2018年度 2019年度

1.関係会社との取引による収益の総額は0百万円、費用の総額は25,698百万円
です。

1.関係会社との取引による収益の総額は81百万円、費用の総額は24,963百万
円です。

2.有価証券売却益の内訳は、国債等債券510百万円、株式等4,553百万円、外国
証券9,184百万円です。
有価証券売却損の内訳は、国債等債券925百万円、株式等796百万円、外国証
券9,241百万円です。

2.有価証券売却益の内訳は、国債等債券3,925百万円、株式等1,676百万円、外
国証券11,047百万円です。
有価証券売却損の内訳は、国債等債券1,333百万円、外国証券1,154百万円.
です。

3.有価証券評価損の内訳は、株式等59百万円、外国証券4,274百万円です。 3.有価証券評価損の内訳は、株式等4,735百万円、外国証券8,781百万円です。

4.責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額は、4,872
百万円です。

4.責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額は、4,152
百万円です。

5.金融派生商品費用には、評価損が913百万円含まれています。 5.金融派生商品収益には、評価益が314百万円含まれています。

6. 1株あたりの当期純利益は5,549円74銭です。 6. 1株あたりの当期純利益は5,451円15銭です。
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■ キャッシュ・フロー計算書関係
2018年度 2019年度

1.現金及び現金同等物の範囲
キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から満期日または償還日までの期間が3ヵ月以内の
定期預金等の短期投資からなっています。

1.現金及び現金同等物の範囲
同　左

2.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係は次のとおりです。
現金及び預貯金 97,028百万円
預入期間が3ヵ月を超える預金 △1,043百万円
買入金銭債権（コマーシャル・ペーパー） 498百万円
有価証券（MMF） 23,389百万円
現金及び現金同等物 119,873百万円

2.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係は次のとおりです。
現金及び預貯金 113,501百万円
預入期間が3ヵ月を超える預金 △291百万円
有価証券（MMF） 8,409百万円
現金及び現金同等物 121,619百万円

3.当期首の数値は、日本法人化準備生命保険株式会社（現 アフラック生命保険
株式会社）における2017年度末の数値です。

4. 2018年4月2日付でのアメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパ
ニー オブ コロンバスからの日本における保険事業の譲り受けにより、増加し
た資産及び負債の主な内訳は次のとおりです。
現金及び預貯金 104,281百万円
有価証券 10,677,425百万円
その他 1,189,226百万円
資産合計 11,970,933百万円

保険契約準備金 △10,659,956百万円
その他 △667,236百万円
負債合計 △11,327,193百万円

■ 株主資本等変動計算書関係
2018年度 2019年度

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項
� （単位：株）

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
発行済株式　
　　普通株式 20,000 36,785,600 — 36,805,600

（注）�普通株式の発行済株式総数の増加36,785,600株は、2018年4月2日に、アメリカン ファ
ミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ コロンバスより日本における保険事業を譲
り受け、その対価として新株を発行したことによる増加です。

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項
� （単位：株）

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
発行済株式　
　　普通株式 36,805,600 — — 36,805,600

2.配当金支払額
（1）	�2018年12月12日の臨時株主総会において、以下のとおり決議しています。
	 ・普通株式に関する事項
	 　配当金の総額	 56,300百万円
	 　効力発生日	 2018年12月17日

（2）	�2019年3月20日の臨時株主総会において、以下のとおり決議しています。
	 ・普通株式に関する事項
	 　配当金の総額	 28,100百万円
	 　効力発生日	 2019年3月25日

2.配当金支払額
（1）	�2019年6月28日の定時株主総会において、以下のとおり決議しています。
	 ・普通株式に関する事項
	 　配当金の総額	 119,300百万円
	 　効力発生日	 2019年7月12日

（2）	�2019年9月13日の臨時株主総会において、以下のとおり決議しています。
	 ・普通株式に関する事項
	 　配当金の総額	 38,900百万円
	 　効力発生日	 2019年9月20日

（3）	�2019年12月12日の臨時株主総会において、以下のとおり決議しています。
	 ・普通株式に関する事項
	 　配当金の総額	 38,900百万円
	 　効力発生日	 2019年12月16日

（4）	�2020年3月18日の臨時株主総会において、以下のとおり決議しています。
	 ・普通株式に関する事項
	 　配当金の総額	 38,900百万円
	 　効力発生日	 2020年3月23日
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5. 内部統制報告書
　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点について整備及び
運用状況を評価し、その結果、内部統制が有効であると判断した旨の内部統制報告書を作成しています。

内部統制報告書

年 月 日

アフラック生命保険株式会社

代表取締役社長 古出 眞敏

１．財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項

代表取締役社長 古出 眞敏は、アフラック生命保険株式会社（以下、「当社」と記載する）の財務報告に係

る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、当社は企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部

統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂につ

いて（意見書）」（ 年 月 日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部

統制を整備及び運用しています。

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目

的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽

の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。

２．評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である 年 月 日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して

います。

本評価においては、財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行った

上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プロセスの評価にお

いては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点

を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関

する評価を行いました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮

して決定しており、全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理

的に決定しています。

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、当社全体を「重要な事業拠点」としたうえで、企業の

事業目的に大きく関わる勘定科目として有価証券、一般貸付金、保険契約準備金、保険料等収入及び保険金

等支払金に至る業務プロセスを評価の対象としています。さらに、重要な虚偽記載の発生する可能性が高く、

見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている業務に係る業務

プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しています。

なお、当社における内部統制評価の対象とした「財務報告」は、保険業法第 条第 項の規定に基づい

て作成した貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及

びその他の注記並びにその附属明細書を範囲としています。

３．評価結果に関する事項

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。

４．付記事項

該当事項はありません。

５．特記事項

この内部統制報告書は、当社が任意で作成したものです。
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6. 債務者区分による債権の状況
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 36 33
危険債権 30,133 20,072
要管理債権 0 14

小　計 30,170 20,120
　（対合計比） （2.6） (1.3)
正常債権 1,135,472 1,495,839
合　計 1,165,642 1,515,960

（注）	1.	�破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始または再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及び
これらに準ずる債権です。

	 2.	�危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権です。

	 3.	�要管理債権とは、3ヵ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、3ヵ月以上延滞貸付金とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延し
ている貸付金（注1及び2に掲げる債権を除く）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注1及び2に掲げる債権並びに3ヵ月以上延滞貸付金を除く）です。

	 4.	正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注1から3までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。

7. リスク管理債権の状況
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
破綻先債権額 	 — 	 —
延滞債権額 30,035 20,033
3ヵ月以上延滞債権額 0 14
貸付条件緩和債権額 	 — 	 —
合　計 30,036 20,047
　（貸付残高に対する比率） （3.4） (2.4)

（注）	1.	�破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等による手続き申立てにより法的倒産となった債務者、又は手形交換所
の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。

	 2.	�延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金です。
	 3.	�3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。
	 4.	�貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

8. 元本補塡契約のある信託に係る貸出金の状況
該当ありません。
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9. 保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）
（単位：百万円）

項　目 2018年度末 2019年度末
ソルベンシー・マージン総額	 （A） 1,529,372 1,605,335

資本金等 510,564 560,597
価格変動準備金 59,232 64,092
危険準備金 102,991 105,489
一般貸倒引当金 712 941
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・
繰延ヘッジ損益（税効果控除前））×90%（マイナスの場合100%） 229,227 122,442

土地の含み損益×85%（マイナスの場合100%） △9,034 △8,899
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 556,466 573,433
負債性資本調達手段等 — 30,000
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び
負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 — —

控除項目 — —
その他 79,213 157,236

リスクの合計額	 （B） 318,199 364,458
保険リスク相当額	 R1 17,943 18,938
第三分野保険の保険リスク相当額	 R8 43,106 44,358
予定利率リスク相当額	 R2 104,972 102,439
最低保証リスク相当額	 R7 — —
資産運用リスク相当額	 R3 199,855 248,073
経営管理リスク相当額	 R4 7,317 8,276

ソルベンシー・マージン比率
961.2% 880.9%

（注）	保険業法施行規則第86条、第87条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。

10. 実質純資産額
（単位：百万円）

2018年度末 2019年度末
資　産 （1）資産の部に計上されるべき金額の合計額 13,390,582 13,492,008（＝①＋②＋③＋④－⑤－⑥）

①貸借対照表の資産の部合計 12,133,952 12,379,316
②有価証券の時価と貸借対照表計上額との差額 1,265,663 1,121,591
③有形固定資産含み損益 △9,034 △8,899
④上記以外の資産の含み損益 — —
⑤その他有価証券評価差額金に係る繰延税金資産 — —
⑥繰延ヘッジ損益に係る繰延税金資産 — —

負　債 （2）負債の部に計上されるべき金額の合計額を基礎として計算した金額 10,530,701 10,905,755（＝⑦－⑧－⑨－⑩－⑪－⑫）
⑦貸借対照表の負債の部合計 11,320,706 11,686,864
⑧価格変動準備金 59,232 64,092
⑨危険準備金 102,991 105,489
⑩将来の保険金等の支払いに備えて積み立てている準備金の一部 556,466 573,433
⑪その他有価証券評価差額金に係る繰延税金負債 71,315 38,093
⑫繰延ヘッジ損益に係る繰延税金負債 — —

（3）実質純資産額（＝（1）－（2）） 2,859,880 2,586,253
（注）	保険業法第132条第2項に規定する区分等を定める命令第3条及び平成11年金融監督庁・大蔵省告示第2号の規定に基づいて算出しています。

（R1+R8）2+（R2+R3+R7）2+R4

（A）
（1/2）×（B） ×100
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11. 有価証券等の時価情報（会社計）
（1） 有価証券の時価情報

■ 売買目的有価証券の評価損益

該当ありません。

■ 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）

2018年度末 （単位：百万円）

区　分 帳簿価額 時価 差損益 差益 差損
満期保有目的の債券 3,257,892 4,053,166 795,274 797,039 △1,765
責任準備金対応債券 3,621,311 4,091,700 470,389 480,302 △9,912
子会社・関連会社株式 — — — — —
その他有価証券 3,822,506 4,077,203 254,697 301,535 △46,838

公社債 418,073 483,337 65,263 65,263 —
株式 57,729 59,895 2,165 4,875 △2,710
外国証券 3,194,449 3,385,852 191,402 228,785 △37,382

公社債 2,393,902 2,581,366 187,464 220,832 △33,368
株式等 800,546 804,485 3,938 7,953 △4,014

その他の証券 10,030 11,932 1,901 1,901 —
買入金銭債権 140,191 134,155 △6,035 709 △6,745
譲渡性預金 2,031 2,031 0 0 —
その他 — — — — —

合　計 10,701,709 12,222,071 1,520,361 1,578,876 △58,515
公社債 6,086,156 7,306,401 1,220,245 1,220,865 △620
株式 57,729 59,895 2,165 4,875 △2,710
外国証券 4,405,570 4,707,654 302,084 350,524 △48,440

公社債 3,605,023 3,903,169 298,146 342,571 △44,425
株式等 800,546 804,485 3,938 7,953 △4,014

その他の証券 10,030 11,932 1,901 1,901 —
買入金銭債権 140,191 134,155 △6,035 709 △6,745
譲渡性預金 2,031 2,031 0 0 —
その他 — — — — —

（注）	本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

2019年度末 （単位：百万円）

区　分 帳簿価額 時価 差損益 差益 差損
満期保有目的の債券 3,185,642 3,881,315 695,673 719,585 △23,912
責任準備金対応債券 3,739,995 4,165,914 425,918 474,720 △48,801
子会社・関連会社株式 — — — — —
その他有価証券 4,114,279 4,250,327 136,047 280,889 △144,842

公社債 424,259 479,661 55,402 56,522 △1,120
株式 47,583 44,983 △2,600 2,947 △5,547
外国証券 3,573,608 3,667,743 94,135 221,418 △127,283

公社債 2,435,658 2,575,230 139,571 215,617 △76,045
株式等 1,137,949 1,092,513 △45,436 5,801 △51,238

その他の証券 10,030 9,815 △214 — △214
買入金銭債権 56,809 46,132 △10,676 — △10,676
譲渡性預金 1,988 1,989 0 0 —
その他 — — — — —

合　計 11,039,916 12,297,556 1,257,639 1,475,196 △217,556
公社債 6,102,344 7,273,966 1,171,622 1,173,887 △2,265
株式 47,583 44,983 △2,600 2,947 △5,547
外国証券 4,821,160 4,920,667 99,507 298,359 △198,852

公社債 3,683,211 3,828,154 144,943 292,558 △147,614
株式等 1,137,949 1,092,513 △45,436 5,801 △51,238

その他の証券 10,030 9,815 △214 — △214
買入金銭債権 56,809 46,132 △10,676 — △10,676
譲渡性預金 1,988 1,989 0 0 —
その他 — — — — —

（注）	本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。
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■ 満期保有目的の債券

2018年度末 （単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額 時価 差額
時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

3,212,892 4,009,931 797,039
公社債 2,477,150 3,159,615 682,464
外国証券 735,741 850,316 114,574
買入金銭債権 — — —

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

45,000 43,234 △1,765
公社債 — — —
外国証券 45,000 43,234 △1,765
買入金銭債権 — — —

合　計 3,257,892 4,053,166 795,274

2019年度末 （単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額 時価 差額
時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

2,960,642 3,680,227 719,585
公社債 2,474,864 3,121,438 646,574
外国証券 485,777 558,789 73,011
買入金銭債権 — — —

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

225,000 201,087 △23,912
公社債 — — —
外国証券 225,000 201,087 △23,912
買入金銭債権 — — —

合　計 3,185,642 3,881,315 695,673

■ 責任準備金対応債券

2018年度末 （単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額 時価 差額
時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

3,381,111 3,861,413 480,302
公社債 3,161,932 3,635,069 473,137
外国証券 219,178 226,343 7,164
その他 — — —

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

240,200 230,287 △9,912
公社債 29,000 28,379 △620
外国証券 211,200 201,907 △9,292
その他 — — —

合　計 3,621,311 4,091,700 470,389

2019年度末 （単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額 時価 差額
時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

3,253,359 3,728,080 474,720
公社債 3,140,359 3,611,150 470,791
外国証券 113,000 116,929 3,929
その他 — — —

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

486,635 437,833 △48,801
公社債 62,860 61,715 △1,145
外国証券 423,774 376,118 △47,656
その他 — — —

合　計 3,739,995 4,165,914 425,918
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■ その他有価証券（時価を把握することが極めて困難と認められるものを除く）

2018年度末 （単位：百万円）

区　分 帳簿価額 貸借対照表計上額 差額
貸借対照表計上額が
帳簿価額を超えるもの

2,751,321 3,052,856 301,535
公社債 418,073 483,337 65,263
株式 30,346 35,222 4,875
外国証券 2,234,627 2,463,412 228,785
その他の証券 10,030 11,932 1,901
買入金銭債権 56,211 56,921 709
譲渡性預金 2,031 2,031 0
その他 — — —

貸借対照表計上額が
帳簿価額を超えないもの

1,071,185 1,024,346 △46,838
公社債 — — —
株式 27,383 24,673 △2,710
外国証券 959,821 922,439 △37,382
その他の証券 — — —
買入金銭債権 83,979 77,234 △6,745
譲渡性預金 — — —
その他 — — —

合　計 3,822,506 4,077,203 254,697

2019年度末 （単位：百万円）

区　分 帳簿価額 貸借対照表計上額 差額
貸借対照表計上額が
帳簿価額を超えるもの

2,248,271 2,529,161 280,889
公社債 372,599 429,122 56,522
株式 12,654 15,601 2,947
外国証券 1,861,028 2,082,447 221,418
その他の証券 — — —
買入金銭債権 — — —
譲渡性預金 1,988 1,989 0
その他 — — —

貸借対照表計上額が
帳簿価額を超えないもの

1,866,008 1,721,165 △144,842
公社債 51,659 50,539 △1,120
株式 34,929 29,381 △5,547
外国証券 1,712,579 1,585,295 △127,283
その他の証券 10,030 9,815 △214
買入金銭債権 56,809 46,132 △10,676
譲渡性預金 — — —
その他 — — —

合　計 4,114,279 4,250,327 136,047

■ 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。 （単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
満期保有目的の債券 — —

非上場外国債券 — —
その他 — —

責任準備金対応債券 — —
子会社・関連会社株式 1 10,583
その他有価証券 283 259

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 283 259
非上場外国株式（店頭売買株式を除く） — —
非上場外国債券 — —
その他 — —

合　計 284 10,843
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（2） 金銭の信託の時価情報
該当ありません。

（3） デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用分の合算値）

Ⅰ. 定性的情報

■ 取引の内容
　当社の利用しているデリバティブ取引は次の取引です。
　金利関連：	金利スワップション取引、金利スワップ取引
　通貨関連：	為替予約取引、通貨オプション取引
　株式関連：	該当ありません。
　債券関連：	該当ありません。
	 そ の 他：	� 該当ありません。
■ 取組方針
　当社は、リスクを低減するためのヘッジ目的によるデリバティブ
取引の利用に限定しており、その他の目的によるデリバティブ取
引の利用を原則禁止しています。
　したがって、投機目的のデリバティブ取引は行わないこととして
います。
■ 利用目的
　当社は、外貨建資産の一部に関する為替リスクのヘッジ手段
として為替予約及び通貨オプションを、金利リスクのヘッジ手段
として金利スワップションを利用し、ヘッジ会計を適用しています。
　また、運用資産に係るキャッシュ・フロー変動リスクを経済的
にヘッジする目的で金利スワップを利用し、ヘッジ会計を適用し
ていません。

■ デリバティブ取引に対するヘッジ会計の適用
　当社は、ヘッジ対象である外貨建資産に係る為替リスク及び
金利リスクを減少させることを目的として、以下の取引を対象に
ヘッジ会計を適用しています。
・�為替予約及び通貨オプションにより為替の相場変動を相殺す
ることで、対象資産の元本の円換算額の変動リスクを減少さ
せる取引

・�金利スワップションにより金利の相場変動を相殺することで、
対象資産の金利リスクを減少させる取引

　ヘッジ会計の適用にあたっては、「金融商品に関する会計基準」
「金融商品会計に関する実務指針」及び「外貨建取引等の会計処
理に関する実務指針」等における適用要件を満たすため、社内体
制を整備して運営しています。
■ リスクの内容
　当社が利用しているデリバティブ取引は、主として現物運用資
産の為替リスク及び金利リスクをコントロールすることを目的と
していることから、リスクは限定的であると認識しています。
　また、当社ではデリバティブ取引先を信用度の高い金融機関
に限定しています。
■ リスク管理体制
　当社は、デリバティブ取引について、資産運用リスク管理部が
主管部となり、取引の相手先ごとに信用力に応じた上限枠を設
定するとともに、現物資産とあわせた市場関連リスク、信用リス
クを定量的に把握・分析し、その状況を「資産運用リスク・ALM
部会」に、定期的に報告する体制を整えています。
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通貨関連： （単位：百万円）

区　分 種類
2018年度末 2019年度末

契約額等 時価 差損益 契約額等 時価 差損益うち1年超 うち1年超

店頭

為替予約取引 売建
（米ドル） 241,447 224,244 △6,964 △6,964 620,817 363,216 △29,776 △29,776
為替予約取引 買建
（米ドル） 241,447 224,244 6,136 6,136 620,817 363,216 18,786 18,786
通貨オプション取引 買建 コール
（米ドル）

—
(—)

—
(—) — —

982,517
(159)

—
(—) 880 880

合　計 — — △827 △827 — — △10,109 △10,109
（注）	1.	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
	 2.	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。
	 3.	�「差損益」欄には、時価を記載しています。

株式関連： 該当ありません。
債券関連： 該当ありません。
そ の 他： 該当ありません。

Ⅱ. 定量的情報

■ 差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳） （単位：百万円）

2018年度末 2019年度末
金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合計 金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合計

ヘッジ会計適用分 △67 △7,821 — — — △7,888 0 △15,902 — — — △15,902
ヘッジ会計非適用分 847 △827 — — △80 △60 2,012 △10,109 — — — △8,097

合　計 780 △8,649 — — △80 △7,949 2,012 △26,012 — — — △23,999
（注）	ヘッジ会計適用分のうち時価ヘッジ適用分の差損益、及びヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上されています。

■ ヘッジ会計が適用されていないもの
金利関連： （単位：百万円）

区　分 種類
2018年度末 2019年度末

契約額等 時価 差損益 契約額等 時価 差損益うち1年超 うち1年超

店頭

金利スワップ
固定金利受取／変動金利支払
（米ドル） 527,202 — 847 847 217,660 — 2,012 2,012
金利スワップション取引　買建 
固定金利支払／変動金利受取
（米ドル）

—
(—)

—
(—) — —

768
(1) (—) 0 0

合　計 — — 847 847 — — 2,012 2,012
（注）	1.	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
	 2.	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。
	 3.	�「差損益」欄には、時価を記載しています。
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通貨関連： （単位：百万円）

ヘッジ
会計の
方法

種類
2018年度末 2019年度末

契約額等 時価 契約額等 時価うち1年超 うち1年超

時価
ヘッジ

為替予約取引 売建
（米ドル） 950,304 239,191 △7,560 994,477 67,801 △14,698
通貨オプション取引 買建 プット
（米ドル）

1,269,614
(849)

—
(—) 19

982,517
(668)

—
(—) 1,362

通貨オプション取引 売建 コール
（米ドル）

1,269,614
(△849)

—
(—) △281

982,517
(△668)

—
(—) △2,566

合　計 — — △7,821 — — △15,902
（注）	1.	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
	 2.	�時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。
	 3.	�年度末の為替相場は直物相場を使用しています。

株式関連： 該当ありません。
債券関連： 該当ありません。
そ の 他： 該当ありません。

12. 債券（買入金銭債権を含む）・一般貸付の信用格付別残高
貸借対照表計上額 （単位：百万円、%）

格　付 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

AAA 80,290 0.7 84,280 0.8
AA 389,713 3.6 414,521 3.8
A 7,799,111 71.3 7,845,706 72.3
BBB 2,189,951 20.0 2,154,466 19.9
BB以下 369,539 3.4 261,668 2.4
格付けなし 104,349 1.0 90,896 0.8
合　計 10,932,955 100.0 10,851,540 100.0

（注）	1.	�ムーディーズ、スタンダード・アンド・プアーズ・グローバル・レーティング、フィッチ、格付投資情報センター及び日本格付研究所の格付けに基づいて分類しています。
	 2.	�発行体、与信先、保証人等が複数の格付会社から異なる格付けを受けている場合、ムーディーズ、スタンダード・アンド・プアーズ・グローバル・レーティング及びフィッチ

のうち2番目に低い格付け（2社から格付けが付与されている場合は低い方の格付け、1社からのみ格付けが付与されている場合はその格付け）に基づいて分類し、格付
けがない場合は格付投資情報センター及び日本格付研究所の格付けで同様に分類しています。

■ ヘッジ会計が適用されているもの
金利関連： （単位：百万円）

ヘッジ
会計の
方法

種類
2018年度末 2019年度末

契約額等 時価 契約額等 時価うち1年超 うち1年超

時価
ヘッジ

金利スワップション取引 買建
固定金利支払／変動金利受取
（米ドル）

166,485
(166)

27,747
(38) 27

26,439
(37)

—
(—) 0

金利スワップション取引 売建
固定金利受取／変動金利支払
（米ドル）

55,495
(△65)

—
(—) △94

—
(—)

—
(—) —

合　計 — — △67 — — 0
（注）	1.	�（　）には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
	 2.	時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。
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13. 経常利益等の明細（基礎利益）
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
基礎収益 1,727,680 1,730,013

保険料等収入 1,431,012 1,412,913
資産運用収益 294,935 315,677
その他経常収益 1,732 1,421

基礎費用 1,418,934 1,403,549
保険金等支払金 791,665 807,879
責任準備金等繰入額 253,525 228,178
資産運用費用 2,449 3,058
事業費 341,090 334,055
その他経常費用 30,203 30,378

基礎利益	 （A） 308,746 326,463
キャピタル収益 14,247 21,664

金銭の信託運用益 — —
売買目的有価証券運用益 — —
有価証券売却益 14,247 16,649
金融派生商品収益 — 5,015
為替差益 — —
その他キャピタル収益 — —

キャピタル費用 30,038 55,595
金銭の信託運用損 — —
売買目的有価証券運用損 — —
有価証券売却損 10,964 2,487
有価証券評価損 4,334 13,517
金融派生商品費用 1,405 —
為替差損 13,334 39,590
その他キャピタル費用 — —

キャピタル損益	 （B） △15,790 △33,931
キャピタル損益含み基礎利益	 （A）＋（B） 292,955 292,532
臨時収益 — —

再保険収入 — —
危険準備金戻入額 — —
個別貸倒引当金戻入額 — —
その他臨時収益 — —

臨時費用 4,380 7,412
再保険料 — —
危険準備金繰入額 3,869 2,498
個別貸倒引当金繰入額 411 4,913
特定海外債権引当勘定繰入額 — —
貸付金償却 — —
その他臨時費用 100 —

臨時損益	 （C） △4,380 △7,412
経常利益	 （A）＋（B）＋（C） 288,574 285,119

（参考）その他臨時収益等の内訳 （単位：百万円）

2018年度 2019年度
その他臨時収益 — —
その他臨時費用 100 —

責任準備金繰入額 100 —
（注）	�「責任準備金繰入額」には、平成10年大蔵省告示第231号及び平成12年金融監督庁・大蔵省告示第22号に基づき実施した第三分野保険のストレステスト及び負債十分性

テストの結果を踏まえ、第三分野保険の一部の契約を対象として計上した保険料積立金を記載しています。

■ 基礎利益の内訳（三利源） （単位：百万円）

2018年度 2019年度
基礎利益 308,746 326,463

うち危険差損益 208,863 198,823
うち費差損益 73,275 80,484
うち順ざや額 26,606 47,155



168

データ・ファイル

14. 独立監査人の監査報告
　当社は、2019年度の計算書類ならびにその附属明細書に
ついての財務諸表監査、保険業法第110条第1項の規定に
基づいて作成する2019年度の財務諸表ならびにその附属
明細書についての任意の財務諸表監査、及び2019年度の
財務諸表ならびにその附属明細書に係る2020年3月31日
現在の任意の内部統制報告書についての内部統制監査を、
有限責任 あずさ監査法人に委嘱しており、いずれも無限定

適正意見の表明を受けています。
　なお本誌では、有限責任 あずさ監査法人による監査の
対象及び経営者による内部統制報告書の対象となった財務
諸表について、当社の判断に基づき、記載内容を一部追加
するとともに様式を一部変更して、P.144〜157に掲載して
います。

15. 金融商品取引法に基づく監査法人の監査証明
該当ありません。

16. 代表者による財務諸表の適正性に関する確認書
当社は、財務諸表に記載されたすべての重要な点において、適正に表示されていることを確認しています。

 
確 認 書 

 
 

2020 年 7 月 8 日 
 

アフラック生命保険株式会社 
代表取締役社長 古出 眞敏 

 
 

 
 
 
 

私は、当社の 年度の財務諸表 貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算

書、株主資本等変動計算書、附属明細書 が保険業法等の法令に準拠し、すべての重要

な点において、適正に表示されていることを確認いたしました。

 
 

 
 

 
 

以 上 

17. 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象または状況
該当ありません。
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1. 主要な業務の状況を示す指標等

（1） 保有契約高及び新契約高
■ 保有契約高 （単位：千件、百万円、%）

区　分
2018年度末 2019年度末

件数 金額 件数 金額前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比
個人保険 24,241 100.7 12,737,733 97.0 24,148 99.6 12,347,157 96.9 
個人年金保険 332 99.2 1,232,049 98.0 328 99.0 1,203,192 97.7 
合　計 24,573 100.7 13,969,782 97.1 24,477 99.6 13,550,349 97.0 

団体保険 — — — — — — — —
団体年金保険 — — — — — — — —

（注）	個人年金保険の金額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の各時点における責任準備金を合計したものです。

■ 新契約高 （単位：千件、百万円、%）

区　分

2018年度 2019年度

件数 金額 件数 金額前年度比 前年度比 新契約 転換による 
純増加 前年度比 前年度比 新契約 転換による 

純増加
個人保険 1,555 107.5 254,826 88.1 254,826 — 1,178 75.8 216,485 85.0 216,485 —
個人年金保険 — — — — — — — — — — — —
合　計 1,555 107.5 254,826 88.1 254,826 — 1,178 75.8 216,485 85.0 216,485 —

団体保険 — — — — — — — — — — — —
団体年金保険 — — — — — — — — — — — —

（注）	個人年金保険の金額は、年金支払開始時における年金原資です。

（2） 年換算保険料
■ 保有契約 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
前年度末比 前年度末比

個人保険 1,332,363 99.9 1,320,013 99.1 
個人年金保険 84,246 103.7 86,604 102.8 
合　計 1,416,609 100.2 1,406,618 99.3 

うち医療保障・生前給付保障等 1,070,765 100.5 1,064,813 99.4 

■ 新契約 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度 2019年度
前年度比 前年度比

個人保険 85,519 105.7 66,088 77.3 
個人年金保険 — — — —
合　計 85,519 105.7 66,088 77.3 

うち医療保障・生前給付保障等 79,782 105.2 60,993 76.5 
（注）	1.	�年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で

除した金額）。
	 2.	�「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由と

するものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

業務の状況を示す指標等
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（3） 保障機能別保有契約高
■ 死亡保障、生存保障、入院保障、就業不能保障 （単位：百万円）

区　分 保有金額
2018年度末 2019年度末

死亡保障 普通死亡 個人保険 11,015,241 10,649,161
個人年金保険 — —
団体保険 — —
団体年金保険 — —
その他共計 11,015,241 10,649,161

災害死亡 個人保険 （2,555,855） （2,430,069）
個人年金保険 （—） （—）
団体保険 （—） （—）
団体年金保険 （—） （—）
その他共計 （2,555,855） （2,430,069）

その他の条件付死亡 個人保険 （9,335,569） （8,823,334）
個人年金保険 （—） （—）
団体保険 （—） （—）
団体年金保険 （—） （—）
その他共計 （9,335,569） （8,823,334）

生存保障 満期・生存給付 個人保険 （233,457） （223,014）
1,722,492 1,697,996

個人年金保険 1,140,281 1,102,689
団体保険 — —
団体年金保険 — —
その他共計 （3,096,231） （3,023,700）

年金 個人保険 （514,138） （498,259）
個人年金保険 （187,782） （186,792）
団体保険 （—） （—）
団体年金保険 （—） （—）
その他共計 （701,920） （685,052）

その他 個人保険 — —
個人年金保険 91,767 100,502
団体保険 — —
団体年金保険 — —
その他共計 91,767 100,502

入院保障 災害入院 個人保険 （47,671） （47,153）
個人年金保険 （—） （—）
団体保険 （—） （—）
団体年金保険 （—） （—）
その他共計 （47,671） （47,153）

疾病入院 個人保険 （47,626） （47,155）
個人年金保険 （—） （—）
団体保険 （—） （—）
団体年金保険 （—） （—）
その他共計 （47,626） （47,155）

その他の条件付入院 個人保険 （222,770） （216,237）
個人年金保険 （—） （—）
団体保険 （—） （—）
団体年金保険 （—） （—）
その他共計 （222,770） （216,237）

就業不能保障 個人保険 10,691 11,430
個人年金保険 — —
団体保険 — —
団体年金保険 — —
その他共計 10,691 11,430

（注）	1.	（　）内数値は、主契約の付随保障部分及び特約の保障を表します。ただし、定期特約等の普通死亡保障は、主要保障部分に計上しています。
	 2.	生存保障の満期・生存給付欄の個人年金保険の金額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資を表します。
	 3.	生存保障の満期・生存給付欄のその他共計の金額は、主要保障部分と付随保障部分の合計を表します。
	 4.	生存保障の年金欄の金額は、年金年額を表します。
	 5.	生存保障のその他欄の個人年金保険の金額は、年金支払開始後契約の各時点における責任準備金を表します。
	 6.	入院保障欄の金額は、入院給付金日額を表します。
	 7.	就業不能保障欄の金額は、就労所得保障保険〔無解約払戻金〕の長期療養支援給付金額（月額）を表します。
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■ 障害保障、手術保障 （単位：件）

区　分 保有件数
2018年度末 2019年度末

障害保障 個人保険 127,653 122,334
個人年金保険 — —
団体保険 — —
団体年金保険 — —
その他共計 127,653 122,334

手術保障 個人保険 17,003,739 17,189,178
個人年金保険 — —
団体保険 — —
団体年金保険 — —
その他共計 17,003,739 17,189,178

（4） 個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約高
（単位：百万円）

区　分 保有金額
2018年度末 2019年度末

死亡保険 終身保険 4,416,697 4,324,762
定期付終身保険 — —
定期保険 2,701,964 2,607,524
その他共計 10,993,910 10,629,896

生死混合保険 養老保険 21,331 19,264
定期付養老保険 — —
生存給付金付定期保険 — —
その他共計 1,743,823 1,717,261

生存保険 — —
年金保険 個人年金保険 1,232,049 1,203,192
災害・疾病関係特約 災害割増特約 1,228,379 1,177,312

傷害特約 1,140,769 1,078,228
災害入院特約 18,504 17,611
疾病入院特約 8,831 8,365
重大疾病入院治療特約 1,484 1,413
重大疾病治療特約 460,467 428,223
がん特約 1,894 1,763
女性疾病特約 6,792 6,768
通院特約 32,117 31,285
長期入院特約 3,706 3,966
手術特約 1,191,452 1,190,818
特定損傷特約 395 358
先進医療特約 15,248,964 15,616,472
その他 2,848,602 3,141,304

（注）	1.	個人年金保険の金額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の各時点における責任準備金を合計したものです。
	 2.	�災害・疾病関係特約において、災害割増特約及び傷害特約の金額は災害死亡保険金額を、入院特約及び女性疾病特約の金額は入院給付日額を、通院特約の金額は通院

給付日額を、重大疾病治療特約の金額は重大疾病死亡保険金額を、上記以外の特約の金額は特約給付金額を表します。

（5） 個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約年換算保険料
（単位：百万円）

区　分 保有契約年換算保険料
2018年度末 2019年度末

死亡保険 終身保険 94,001 92,261
定期付終身保険 — —
定期保険 24,354 23,125
その他共計 1,232,028 1,221,366

生死混合保険 養老保険 1,034 888
定期付養老保険 — —
生存給付金付定期保険 — —
その他共計 100,334 98,647

生存保険 — —
年金保険 個人年金保険 84,246 86,604

（注）	年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払い方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です。
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（6） 商品別新契約高
（注）	当社では、団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。

■ 件数

個人保険 （単位：件、%）

区　分 2018年度 2019年度
件数 占率 件数 占率

がん保険 1,150,666 74.0 835,735 70.9
介護保険 1,149 0.1 962 0.1
医療保険 316,406 20.3 275,772 23.4
就労所得保障保険 36,358 2.3 19,022 1.6
三大疾病保障終身保険 991 0.1 701 0.1
終身・定期・こども保険 50,396 3.2 46,479 3.9

終身保険 35,852 2.3 34,835 3.0
定期保険 12,702 0.8 10,389 0.9
こども保険 1,842 0.1 1,255 0.1
定期特約 (393) — (204) —
終身特約 (36,824) — (33,665) —

合　計 1,555,966 100.0 1,178,671 100.0
（注）	（　）内数値は、特約の件数のため合計の数値には含まれません。

個人年金保険 （単位：件、%）

区　分 2018年度 2019年度
件数 占率 件数 占率

個人年金保険 — — — —

個人保険・個人年金保険（合計） （単位：件）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険・個人年金保険 1,555,966 1,178,671 

■ 金額

個人保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度 2019年度
金額 占率 金額 占率

がん保険 11,523 4.5 4,782 2.2
介護保険 1,417 0.6 1,278 0.6
医療保険 — — — —
就労所得保障保険 — — — —
三大疾病保障終身保険 1,799 0.7 1,333 0.6
終身・定期・こども保険 240,087 94.2 209,091 96.6

終身保険 61,490 24.1 57,610 26.6
定期保険 131,820 51.7 110,654 51.1
こども保険 3,554 1.4 2,469 1.1
定期特約 2,667 1.0 1,323 0.6
終身特約 40,555 15.9 37,034 17.1

合　計 254,826 100.0 216,485 100.0

個人年金保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度 2019年度
金額 占率 金額 占率

個人年金保険 — — — —
（注）	金額は、年金支払開始時における年金原資です。

個人保険・個人年金保険（合計） （単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険・個人年金保険 254,826 216,485
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（7） 商品別新契約年換算保険料
個人保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度 2019年度
金額 占率 金額 占率

がん保険 58,522 68.4 40,886 61.9
介護保険 105 0.1 98 0.1
医療保険 19,454 22.7 19,012 28.8
就労所得保障保険 1,490 1.7 815 1.2
三大疾病保障終身保険 82 0.1 61 0.1
終身・定期・こども保険 5,654 6.6 5,032 7.6

終身保険 2,863 3.3 2,732 4.1
定期保険 790 0.9 561 0.8
こども保険 233 0.3 161 0.2
定期特約 12 0.0 5 0.0
終身特約 1,754 2.1 1,570 2.4

その他共計 85,519 100.0 66,088 100.0

個人年金保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度 2019年度
金額 占率 金額 占率

個人年金保険 — — — —

個人保険・個人年金保険（合計） （単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険・個人年金保険 85,519 66,088

（注）	1.	�年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で
除した金額）。

	 2.	�当社では、団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。

（8） 商品別保有契約高
（注）	当社では、団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。

■ 件数

個人保険 （単位：件、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
件数 占率 件数 占率

がん保険 15,572,108 64.2 15,546,787 64.4
介護保険 437,585 1.8 423,107 1.8
医療保険 5,938,493 24.5 5,912,954 24.5
就労所得保障保険 103,985 0.4 110,703 0.5
一時払三大疾病保障保険 2,248 0.0 2,202 0.0
三大疾病保障終身保険 129,266 0.5 123,930 0.5
終身・定期・養老・こども保険 2,050,502 8.5 2,022,254 8.4

終身保険 990,895 4.1 986,712 4.1
定期保険 271,908 1.1 260,776 1.1
養老保険 6,668 0.0 5,827 0.0
こども保険 781,031 3.2 768,939 3.2
定期特約 (170,328) — (160,123) —
終身特約 (698,413) — (681,365) —

傷害保険 7,749 0.0 7,014 0.0
合　計 24,241,936 100.0 24,148,951 100.0

（注）	（　）内数値は、特約の件数のため合計の数値には含まれません。
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個人年金保険 （単位：件、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
件数 占率 件数 占率

個人年金保険 年金開始前 277,071 83.5 266,326 81.0
年金開始後 54,943 16.5 62,419 19.0

合　計 332,014 100.0 328,745 100.0

個人保険・個人年金保険（合計） （単位：件）

区　分 2018年度末 2019年度末
個人保険・個人年金保険 24,573,950 24,477,696

■ 金額

個人保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

がん保険 1,047,449 8.2 989,828 8.0
介護保険 591,623 4.6 572,001 4.6
医療保険 26,051 0.2 25,355 0.2
就労所得保障保険 — — — —
一時払三大疾病保障保険 4,390 0.0 4,282 0.0
三大疾病保障終身保険 277,874 2.2 266,536 2.2
終身・定期・養老・こども保険 10,790,345 84.7 10,489,152 85.0

終身保険 4,138,823 32.5 4,058,225 32.9
定期保険 2,701,964 21.2 2,607,524 21.1
養老保険 21,331 0.2 19,264 0.2
こども保険 1,722,492 13.5 1,697,996 13.8
定期特約 1,281,320 10.1 1,210,238 9.8
終身特約 924,413 7.3 895,903 7.3

傷害保険 — — — —
合　計 12,737,733 100.0 12,347,157 100.0

個人年金保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

個人年金保険 年金開始前 1,140,281 92.6 1,102,689 91.6
年金開始後 91,767 7.4 100,502 8.4

合　計 1,232,049 100.0 1,203,192 100.0
（注）	年金開始前の金額は、年金支払開始時における年金原資、年金開始後の金額は、各時点における責任準備金です。

個人保険・個人年金保険（合計） （単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
個人保険・個人年金保険 13,969,782 13,550,349
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（9） 商品別保有契約年換算保険料
個人保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

がん保険 745,902 56.0 739,254 56.0
介護保険 17,869 1.3 17,213 1.3
医療保険 302,738 22.7 303,654 23.0
就労所得保障保険 4,380 0.3 4,668 0.4
一時払三大疾病保障保険 263 0.0 256 0.0
三大疾病保障終身保険 6,412 0.5 6,105 0.5
終身･定期･養老･こども保険 252,753 19.0 246,809 18.7

終身保険 87,588 6.6 86,156 6.5
定期保険 24,485 1.8 23,249 1.8
養老保険 1,034 0.1 888 0.1
こども保険 99,299 7.5 97,758 7.4
定期特約 8,698 0.7 8,197 0.6
終身特約 31,646 2.4 30,558 2.3

傷害保険 182 0.0 168 0.0
その他共計 1,332,363 100.0 1,320,013 100.0

個人年金保険 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

個人年金保険 年金開始前 56,559 67.1 54,285 62.7
年金開始後 27,686 32.9 32,319 37.3

合　計 84,246 100.0 86,604 100.0
（注）	年金開始前の金額は、年金支払開始時における年金原資、年金開始後の金額は、各時点における責任準備金です。

個人保険・個人年金保険（合計） （単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
個人保険・個人年金保険 1,416,609 1,406,618

（注）	1.	年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払い方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です。
	 2.	当社では、団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。
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（10）	契約者配当の状況

■ 配当の仕組み
　利差配当は「5年ごと配当付個人年金保険〔利差・死差配当〕」
及び「5年ごと利差配当付こども保険」を対象とし、実際の運用利
回りが予定利率を上回った場合、実際の運用益とあらかじめ見込
まれた運用益の状況に応じて、5年ごとに配当としてお支払いす
るものです。
　責任準備金等の運用益が予定した運用益を超えた場合、当社
の定める利差配当の配当基準利回りと予定利率の差に基づき、
契約者配当準備金を積み立てます。逆に、責任準備金等の運用
益が当初の予定した運用益を下回ったときは、それまでに積み立
てた契約者配当準備金を取り崩します。よって、契約者配当金は、
ご契約後5年ごとの契約応当日を迎えるまではお支払いをお約
束するものではなく、今後の運用実績によってはお支払いできな
いこともあります。
　なお、5年ごとの契約者配当金のお支払い前に、ご契約を解約
もしくは減額された場合（ただし、契約日から2年を経過した
後）、または死亡給付金のお支払い等によってご契約が消滅した
場合（ただし、契約日から1年を経過した後）にも契約者配当金を
お支払いすることがありますが、解約もしくは減額の場合は、死
亡給付金のお支払い等の場合に比べその金額は少なくなります。
　死差配当は「5年ごと配当付個人年金保険〔利差・死差配当〕」
のうち、保証期間付終身年金における年金支払開始後のご契約
のみを対象とし、実際の生存率と予定生存率の状況に応じて死
差配当率を定め、5年ごとに配当としてお支払いするものです。
　契約者配当金は、年金支払開始後の5年ごとの契約応当日を
迎えるまではお支払いをお約束するものではなく、今後の実績に
よってはお支払いできないこともあります。

■ 2019年度決算における契約者配当の状況
　2019年度は、24百万円の契約者配当金をお支払いしました。
この結果、2019年度末における契約者配当準備金の残高は170
百万円となっています。

■ 2019年度決算に基づく契約者配当
　利差配当の配当基準利回り1.15％と予定利率（月払・半年払・
年払：2001年4月1日以前の契約；2.15％、2001年4月2日から
2013年4月1日の契約；1.65％、2013年4月2日以降の契約；
1.15％、一時払：1.90％）との差に基づき、利差配当金を計算して
います。なお、死差配当金はありません。

■ 2018年度決算における契約者配当の状況
　2018年度は、20百万円の契約者配当金をお支払いしまし
た。この結果、2018年度末における契約者配当準備金の残高は
194百万円となっています。

■ 2018年度決算に基づく契約者配当
　利差配当の配当基準利回り1.15％と予定利率（月払・半年払・
年払：2001年4月1日以前の契約；2.15％、2001年4月2日から
2013年4月1日の契約；1.65％、2013年4月2日以降の契約；
1.15％、一時払：1.90％）との差に基づき、利差配当金を計算して
います。なお、死差配当金はありません。
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（1） 保有契約増加率
■ 件数 （単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険 0.7 △0.4 
個人年金保険 △3.6 △3.9 
合　計 0.6 △0.4 

（注）	個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。

■ 金額 （単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険 △3.0 △3.1 
個人年金保険 △3.2 △3.3 
合　計 △3.0 △3.1 

（注）	個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。

（2） �新契約平均保険金及び 
保有契約平均保険金（個人保険）

（単位：千円）
区　分 2018年度 2019年度
新契約平均保険金 163 183
保有契約平均保険金 525 511

（3） 新契約率（対年度始）
■ 件数 （単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険 6.5 4.9 
個人年金保険 — — 
合　計 6.4 4.8 

（注）	個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。

■ 金額 （単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険 1.9 1.7 
個人年金保険 — — 
合　計 1.8 1.6 

（注）	個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。

2. 保険契約に関する指標等
（注）	当社では、団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。

（4） 解約失効率（対年度始）
■ 件数 （単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険 5.2 4.6 
個人年金保険 1.6 1.4 
合　計 5.2 4.6 

（注）	1.	上記の数値は、解約・失効件数から復活の件数を相殺して算出しています。
	 2.	個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。

■ 金額 （単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険 3.9 3.7 
個人年金保険 1.7 1.4 
合　計 3.7 3.5 

（注）	1.	上記の数値は、解約・失効高から復活の金額を相殺して算出しています。
	 2.	個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。

（5） 個人保険新契約平均保険料（月払契約）
（単位：円）

2018年度 2019年度
54,186 57,302

（注）	�年換算保険料（平均月払保険料×12）を表示しています。
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（11）	�保険契約を再保険に付した場合における、再保険
を引き受けた主要な保険会社等の格付機関によ
る格付に基づく区分ごとの支払再保険料の割合

（単位：%）
格付区分 2018年度 2019年度
AA — —
AA− 88.3 86.5 
A＋ 11.7 9.2 
A — 4.3 

（注）	�格付けは、スタンダード・アンド・プアーズ・グローバル・レーティングによるもの
に基づいています。

（うち第三分野） （単位：%）

格付区分 2018年度 2019年度
AA — —
AA− 87.2 85.1 
A＋ 11.5 8.9 
A — 4.3 

（注）	�格付けは、スタンダード・アンド・プアーズ・グローバル・レーティングによるもの
に基づいています。

（12）	未だ収受していない再保険金の額
（単位：百万円）

2018年度末 2019年度末
12,381 12,452

（うち第三分野） （単位：百万円）

2018年度末 2019年度末
12,270 12,367

（13） �第三分野保険の給付事由又は保険種類の区分ご 
との、発生保険金額の経過保険料に対する割合

（単位：%）
区　分 2018年度 2019年度
第三分野発生率 44.5 45.7 

医療（疾病） 36.5 38.8 
がん 52.3 52.6 
介護 29.7 31.4 
その他 12.1 13.3 

（注）	�上記の数値は、医療保障・生前給付保障等についての発生率を以下の算式によ
り算出しています。

　　	�{保険金・給付金等の支払額＋対応する支払備金繰入額＋保険金支払いに係る事
業費等}÷{（年度始保有契約年換算保険料＋年度末保有契約年換算保険料）／2}

（6） 死亡率（個人保険主契約）
（単位：‰）

区　分 2018年度 2019年度
件数 4.3 4.6
金額 2.0 2.1

（7） 特約発生率（個人保険）
（単位：‰）

区　分 2018年度 2019年度
災害死亡保障契約 件数 0.2 0.3

金額 0.2 0.2
障害保障契約 件数 0.2 0.6

金額 0.1 0.2
災害入院保障契約 件数 6.7 6.9

金額 193.7 198.6
疾病入院保障契約 件数 67.7 69.8

金額 1,229.6 1,271.0
成人病入院保障契約 件数 11.8 12.2

金額 293.4 315.9
疾病・傷害手術保障契約 件数 64.4 69.1
成人病手術保障契約 件数 — —

（注）	�医療保険の主契約、傷害保険及び終身保険〔無選択型〕も対象としています。

（8） 事業費率（対収入保険料）
（単位：%）

2018年度 2019年度
24.7 24.5

（9） �保険契約を再保険に付した場合における、 
再保険を引き受けた主要な保険会社等の数

（単位：社）
2018年度 2019年度

5 5

（うち第三分野） （単位：社）

2018年度 2019年度
4 4

（10）	�保険契約を再保険に付した場合における、再保険
を引き受けた保険会社等のうち、支払再保険料の
額が大きい上位5社に対する支払再保険料の割合

（単位：%）
2018年度 2019年度

100.0 100.0

（うち第三分野） （単位：%）

2018年度 2019年度
98.7 98.4
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3. 経理に関する指標等
（1） 支払備金明細表

（単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
保険金 死亡保険金 11,865 12,294
　 災害保険金 64 133

高度障害保険金 498 445
満期保険金 146 155
その他 280 262
小　計 12,855 13,291

年金 1,662 1,430
給付金 94,524 100,906
解約返戻金 13,487 15,438
保険金据置支払金 69 85
その他共計 122,735 131,298

（2） 責任準備金明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
責任準備金
　（除危険準備金）

個人保険 9,856,452 10,066,978
　　　　 （一般勘定） 9,856,452 10,066,978

　　 　　　　 （特別勘定） — —
個人年金保険 835,056 844,146
　　 （一般勘定） 835,056 844,146
　　 （特別勘定） — —
団体保険 — —
　　　　 （一般勘定） — —
　　　　 （特別勘定） — —
団体年金保険 — —
　　 （一般勘定） — —
　　 （特別勘定） — —
その他 　 — —
　　　 （一般勘定） — —
　　　 （特別勘定） — —
小　計 10,691,508 10,911,124
　　　 （一般勘定） 10,691,508 10,911,124
　　　 （特別勘定） — —

危険準備金 102,991 105,489
合　計 10,794,499 11,016,614

（一般勘定） 10,794,499 11,016,614
（特別勘定） — —

（3） 責任準備金残高の内訳
（単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
保険料積立金 10,042,156 10,387,789
未経過保険料 649,351 523,335
払戻積立金 — —
危険準備金 102,991 105,489
合　計 10,794,499 11,016,614
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（4） 個人保険及び個人年金保険の責任準備金の積立方式、積立率、残高（契約年度別）
■ 責任準備金の積立方式、積立率

区　分 2018年度末 2019年度末

積立方式 標準責任準備金対象契約 内閣総理大臣が定める方式
（平成8年大蔵省告示第48号）

内閣総理大臣が定める方式 
（平成8年大蔵省告示第48号）

標準責任準備金対象外契約 平準純保険料式 平準純保険料式
積立率（危険準備金を除く） 100.1% 100.1%

（注）	1.	積立方式及び積立率は、個人保険及び個人年金保険を対象としています。なお、当社では団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。
	 2.	�積立率については、標準責任準備金対象契約に関しては平成8年大蔵省告示第48号に定める方式により、また、標準責任準備金対象外契約に関しては平準純保険料式

により計算した保険料積立金及び未経過保険料に対する積立率を記載しています。なお、負債十分性テストの結果を踏まえて積み立てた保険料積立金を含めています。

■ 責任準備金残高（契約年度別） （単位：百万円、%）

契約年度 責任準備金残高 予定利率2018年度末 2019年度末
　　　　　　　　　〜1980年度 223,031 209,934 5.00～5.50

1981年度〜1985年度 422,371 403,149 5.50～6.00
1986年度〜1990年度 925,607 900,138 5.50～6.00
1991年度〜1995年度 1,234,999 1,220,086 4.50～6.00
1996年度〜2000年度 795,886 784,857 1.90～4.50
2001年度〜2005年度 1,606,649 1,613,237 1.50～2.35
2006年度〜2010年度 2,075,113 2,143,809 1.50

2011年度 863,318 886,683 1.50
2012年度 1,047,697 1,071,270 1.50
2013年度 556,951 579,056 1.00
2014年度 325,604 343,195 1.00
2015年度 299,936 326,609 1.00
2016年度 139,618 159,031 0.40～1.00
2017年度 104,624 115,741 0.25
2018年度 70,095 95,250 0.25
2019年度 — 59,071 0.25
合　計 10,691,508 10,911,124

（注）	1.	責任準備金残高は、個人保険及び個人年金保険の責任準備金（危険準備金を除く）を記載しています。なお、当社では団体保険・団体年金保険の取り扱いはありません。
	 2.	�予定利率については、各契約年度別の責任準備金に係る主な予定利率を記載しています。

（5） �特別勘定を設けた最低保証のある保険契約に係る一般勘定における責任準備金、 
算出方法、計算の基礎となる係数

該当ありません。

（6） 保険業法第121条第1項第1号の確認（第三分野保険に係るものに限る。）の合理性及び妥当性
■ �第三分野における責任準備金の積立の適正性を確保するた

めの考え方
　平成10年大蔵省告示第231号及び平成12年金融監督庁・大
蔵省告示第22号に基づき、第三分野保険に関する「ストレステス
ト」及び「負債十分性テスト」を実施し、将来のリスクに備えるた
めに十分な責任準備金を確保することとしています。
　なお、当該テストの結果については、「保険引受リスク部会」で
確認する態勢となっており、リスク管理態勢の一部に組み込まれ
ています。

■ �ストレステスト、負債十分性テストにおける保険事故発生率
等の設定水準の合理性及び妥当性

　原則として保険事故発生率を同じくする契約区分ごとに、過
去の保険事故発生率の実績等をもとに一定のストレスを加味し

て設定した保険事故発生率（保険事故発生率が変動することに
よる保険金等の増加を99%及び97.7%の確率でカバーする水
準）を用いて実施しています。

■ �ストレステスト、負債十分性テストの結果
　ストレステストの結果、危険準備金の積み増しの必要性はあ
りませんでした。また、負債十分性テストの結果、保険料積立金
の積み増しの必要性はありませんでした。
　なお、2019年度末において、ストレステストに基づく危険準備
金の残高は2,416百万円、負債十分性テストに基づく保険料積
立金の残高は15,870百万円となっています。
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（7） 契約者配当準備金明細表
2018年度 （単位：百万円）

区　分 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険
財形年金保険 その他の保険 合　計

当期首現在高 37 177 — — — — 215
利息による増加 0 0 — — — — 0
配当金支払による減少 2 17 — — — — 20
当期繰入額 △0 △0 — — — — △0
当期末現在高 34 160 — — — — 194

（34） （160） （—） （—） （—） （—） （194）
（注）	（　）内はうち積立配当金額です。

2019年度 （単位：百万円）

区　分 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険
財形年金保険 その他の保険 合　計

当期首現在高 34 160 — — — — 194
利息による増加 0 0 — — — — 0
配当金支払による減少 7 17 — — — — 24
当期繰入額 △0 △0 — — — — △0
当期末現在高 27 143 — — — — 170

（27） （143） （—） （—） （—） （—） （170）
（注）	（　）内はうち積立配当金額です。

（8） 引当金明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度期首 2019年度期首 2019年度末
残高 残高 残高 増減額

貸倒引当金 一般貸倒引当金 754 712 941 229
個別貸倒引当金 4,284 4,607 9,472 4,865
特定海外債権引当勘定 — — — —

退職給付引当金 8,596 7,462 6,685 △776
価格変動準備金 54,680 59,232 64,092 4,860

（注）	計上の理由及び算定方法については、会計方針に記載しているため省略しています（P.148参照）。

（9） 特定海外債権引当勘定の状況
該当ありません。

（10）	資本金等明細表
（単位：百万円）

区　分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘要
資本金 30,000 — — 30,000

うち既発行株式 普通株式 (36,805,600株) — — (36,805,600株)
計 30,000 — — 30,000

資本剰余金
資本準備金 30,000 — — 30,000
その他資本剰余金 366,173 — 236,000 130,173
計 396,173 — 236,000 160,173

（11）	保険料明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
個人保険 1,355,699 1,342,218

うち一時払 23 21
うち年払 160,733 156,144
うち半年払 16,803 16,305
うち月払 1,178,138 1,169,746

個人年金保険 24,493 23,501
うち一時払 15 15
うち年払 2,903 3,345
うち半年払 245 235
うち月払 21,328 19,905

団体保険 — —
団体年金保険 — —
その他共計 1,380,192 1,365,719
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（12）	保険金明細表
■ 件数 （単位：件）

区　分 2018年度
合　計

2019年度
合　計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険 

財形年金保険 その他の保険

死亡保険金 71,831 72,966 72,966 — — — — —
災害保険金 126 154 154 — — — — —
高度障害保険金 436 434 434 — — — — —
満期保険金 1,659 2,812 2,812 — — — — —
その他 675 629 629 — — — — —
合　計 74,727 76,995 76,995 — — — — —

■ 金額 （単位：百万円）

区　分 2018年度
合　計

2019年度
合　計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険 

財形年金保険 その他の保険

死亡保険金 70,302 71,701 71,701 — — — — —
災害保険金 394 549 549 — — — — —
高度障害保険金 1,083 1,231 1,231 — — — — —
満期保険金 2,607 4,566 4,566 — — — — —
その他 1,292 1,173 1,173 — — — — —
合　計 75,680 79,222 79,222 — — — — —

（13）	年金明細表
（単位：件、百万円）

区　分 2018年度
合　計

2019年度
合　計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険 

財形年金保険 その他の保険

件数 113,147 121,517 50,278 71,239 — — — —
金額 38,983 45,332 8,233 37,099 — — — —

（14）	給付金明細表
■ 件数 （単位：件）

区　分 2018年度
合　計

2019年度
合　計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険 

財形年金保険 その他の保険

死亡給付金 28,508 29,452 29,139 313 — — — —
入院給付金 951,383 975,397 975,397 — — — — —
手術給付金 598,534 629,400 629,400 — — — — —
障害給付金 28 73 73 — — — — —
生存給付金 81,746 73,946 73,946 — — — — —
その他 500,034 537,986 537,184 802 — — — —
合　計 2,160,233 2,246,254 2,245,139 1,115 — — — —

（注）	その他には、診断給付金、在宅療養給付金、通院給付金等が含まれています。

■ 金額 （単位：百万円）

区　分 2018年度
合　計

2019年度
合　計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険 

財形年金保険 その他の保険

死亡給付金 4,150 4,087 3,122 964 — — — —
入院給付金 203,256 202,743 202,743 — — — — —
手術給付金 72,568 75,347 75,347 — — — — —
障害給付金 56 101 101 — — — — —
生存給付金 7,019 8,665 8,665 — — — — —
その他 125,962 133,625 132,000 1,624 — — — —
合　計 413,015 424,570 421,981 2,589 — — — —

（注）	その他には、診断給付金、在宅療養給付金、通院給付金等が含まれています。

（15）	解約返戻金明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度
合　計

2019年度
合　計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険 

財形年金保険 その他の保険

解約返戻金 197,662 194,475 186,663 7,812 — — — —
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（16）	減価償却費明細表
2018年度 （単位：百万円、%）

区　分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率
有形固定資産 36,578 1,221 27,797 8,781 76.0

建物 31,244 652 24,094 7,150 77.1
リース資産 1,583 240 657 926 41.5
その他の有形固定資産 3,750 328 3,046 704 81.2

無形固定資産 30,175 2,884 20,720 9,455 68.7
その他 1,811 113 1,377 433 76.0
合　計 68,565 4,219 49,895 18,670 72.8

2019年度 （単位：百万円、%）
区　分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率
有形固定資産 37,253 1,168 28,533 8,719 76.6

建物 31,613 534 24,501 7,112 77.5
リース資産 1,590 259 833 756 52.4
その他の有形固定資産 4,049 373 3,199 850 79.0

無形固定資産 30,436 2,888 23,394 7,041 76.9
その他 2,488 180 1,556 931 62.6
合　計 70,178 4,237 53,485 16,692 76.2

（17）	事業費明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
営業活動費 75,991 76,013
営業管理費 52,442 47,631
一般管理費 212,657 210,410
合　計 341,090 334,055

（注）	1.	�営業活動費、営業管理費は、新契約を締結するに際して必要な経費を含んで
います。具体的には、営業活動費には、主に新契約の募集や診査業務に関す
る経費が含まれ、営業管理費には、主に広告宣伝や募集機関に関する経費が
含まれます。

	 2.	�一般管理費は、保険事務・システム等の契約の維持・管理や資産運用に際し
て必要な経費、生命保険契約者保護機構への負担金等を含んでいます。な
お、2019年度における生命保険契約者保護機構への負担金額は1,927百万
円です。

（19）	リース取引 〈借主側〉（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引）
該当ありません。

（20）	借入金等残存期間別残高
2018年度末 （単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超
（期間の定めのないものを含む） 合　計

借入金 — — — — — — —
金融商品等受入担保金 1,986 — — — — — 1,986
債券貸借取引受入担保金 176,095 — — — — — 176,095
合　計 178,082 — — — — — 178,082

2019年度末 （単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超
（期間の定めのないものを含む） 合　計

借入金 3,000 1,000 — — — — 4,000
金融商品等受入担保金 4,488 — — — — — 4,488
債券貸借取引受入担保金 295,422 — — — — — 295,422
合　計 302,911 1,000 — — — — 303,911

（18）	税金明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
国税 18,677 18,285 

消費税 15,059 16,525 
地方法人特別税 1,287 1,273 
印紙税 355 312 
登録免許税 1,901 —
その他の国税 75 174 

地方税 7,305 7,855 
地方消費税 4,063 4,557 
法人住民税 — —
法人事業税 3,118 3,086 
固定資産税 34 126 
不動産取得税 0 —
事業所税 89 84 
その他の地方税 0 0 

合　計 25,983 26,141 
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4. 資産運用に関する指標等

（1） 資産運用の概況
① 2019年度の資産運用の概況

■ 資産運用環境

　2019年度の日本経済は、上半期は良好な企業業績や雇
用・所得環境の着実な改善に支えられていたものの、下半期
に入り消費税増税による個人消費の落ち込みや、年明け以
降の新型コロナウイルスの感染拡大による輸出・生産の急
激な減少等によって、年度末にかけて下押し圧力が強まりま
した。国内物価は、緩やかな伸びにとどまりました。海外経
済は、緩やかな成長が継続していましたが、新型コロナウイ
ルスの感染拡大の影響から経済活動が抑制されたことで、
年度末にかけて急激に悪化傾向となりました。
　10年国債利回りは期初△0.08％で始まり、米国を中心と
した世界的な金融緩和の流れを背景に8月に過去最低水準
に接近しましたが、秋口以降は米中通商協議への期待などか
ら上昇に転じました。その後、新型コロナウイルス感染拡大
による景気下振れ懸念を受けて、各国の中央銀行が緩和姿
勢を強めたことから金利は低下しましたが、政府の大型経済
対策を受けた国債増発の思惑から上昇に転じ、0.02%で年
度末を迎えました。
　円の対ドル相場は期初110円台で始まり、世界経済の減
速懸念や米国の利下げによる日米金利差の縮小を背景に、
夏場にかけてやや円高方向で推移しましたが、その後堅調な
米国経済や底固い株式市場に支えられて、2月に112円台ま
で円安が進行しました。3月には、新型コロナウイルスの感

染拡大や原油価格の急落などから一時101円台まで円高が
進行しましたが、市場のドル現金需要の高まりからドルが買
われ、108.83円で年度末を迎えました。
　日経平均株価は期初21,200円台で始まり、米中通商協
議の進展期待や英国のEU離脱をめぐる不透明感の後退か
ら、9月以降上昇基調を辿り、12月には、2018年10月以来
の24,000円台を回復しました。その後、新型コロナウイル
スの感染拡大による景気後退懸念や原油価格急落から株価
は下落に転じましたが、主要国で強力な金融・財政政策が発
表されたことから下げ幅を縮小し、18,917円で年度末を迎
えました。

■ 資産運用方針

　当社は、お客様への将来の保険金や給付金等のお支払い
に備え、お客様からお預かりした保険料を安全かつ確実に運
用するため、安定した収益が期待できる公社債や貸付金な
どの長期確定利付資産を運用資産の中核としています。ま
た、保険商品の長期にわたる負債特性に見合ったポートフォ
リオの構築を通じて、長期安定的な投資収益の確保と財務
の健全性の維持に努めています。さらに、投資に係るリスク、
すなわち信用リスク、市場関連リスク、流動性リスク等を把握
し、収益性とのバランスを十分に検討したうえで、経済合理
性に基づく投資を行っています。
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② ポートフォリオの推移
■ 資産の構成 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

現預金・コールローン 97,028 0.8 113,501 0.9
買現先勘定 — — — —
債券貸借取引支払保証金 — — — —
買入金銭債権 134,155 1.1 46,132 0.4
商品有価証券 — — — —
金銭の信託 — — — —
有価証券 10,820,504 89.2 11,138,685 90.0

公社債 6,151,419 50.7 6,157,746 49.7
株式 60,179 0.5 55,323 0.4
外国証券 4,596,972 37.9 4,915,799 39.7

公社債 3,792,487 31.3 3,822,782 30.9
株式等 804,485 6.6 1,093,017 8.8

その他の証券 11,932 0.1 9,815 0.1
貸付金 879,595 7.2 850,707 6.9

保険約款貸付 24,703 0.2 25,828 0.2
一般貸付 854,892 7.0 824,878 6.7

不動産 12,123 0.1 12,085 0.1
繰延税金資産 61,466 0.5 101,098 0.8
その他 134,397 1.1 127,518 1.0
貸倒引当金 △5,319 △0.0 △10,414 △0.1
合　計 12,133,952 100.0 12,379,316 100.0

うち外貨建資産 3,009,562 24.8 3,266,243 26.4

■ 資産の増減 （単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
現預金・コールローン △7,253 16,473
買現先勘定 — —
債券貸借取引支払保証金 — —
買入金銭債権 113,301 △88,023
商品有価証券 — —
金銭の信託 — —
有価証券 163,933 318,180

公社債 20,493 6,326
株式 58,374 △4,856
外国証券 83,679 318,827

公社債 30,870 30,295
株式等 52,809 288,531

その他の証券 1,385 △2,116
貸付金 △43,270 △28,888

保険約款貸付 1,762 1,125
一般貸付 △45,033 △30,013

不動産 0 △37
繰延税金資産 △20,307 39,632
その他 △42,075 △6,879
貸倒引当金 △280 △5,094
合　計 164,048 245,363

うち外貨建資産 283,081 256,680
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（2） 運用利回り
（単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
現預金・コールローン 0.24 0.51
買現先勘定 — —
債券貸借取引支払保証金 — —
買入金銭債権 △1.34 △2.19
商品有価証券 — —
金銭の信託 — —
有価証券 2.32 2.30

うち公社債 1.50 1.55
うち株式 18.15 △3.53
うち外国証券 3.35 3.36

貸付金 4.12 3.42
うち一般貸付 4.16 3.44

不動産 — —
一般勘定計 2.35 2.28

（注）	�利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、資
産運用収益ー資産運用費用として算出した利回りです。

（3） 主要資産の平均残高
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
現預金・コールローン 67,047 69,428
買現先勘定 — —
債券貸借取引支払保証金 — —
買入金銭債権 132,570 103,175
商品有価証券 — —
金銭の信託 — —
有価証券 10,362,752 10,713,282

うち公社債 6,012,955 6,074,996
うち株式 31,747 63,531
うち外国証券 4,308,046 4,564,724

貸付金 898,753 865,679
うち一般貸付 875,016 840,398

不動産 12,152 12,010
一般勘定計 11,763,766 12,020,222

うち海外投融資 5,269,599 5,470,942

（4） 資産運用収益明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
利息及び配当金等収入 293,931 314,368
商品有価証券運用益 — —
金銭の信託運用益 — —
売買目的有価証券運用益 — —
有価証券売却益 14,247 16,649
有価証券償還益 442 834
金融派生商品収益 — 5,015
為替差益 — —
貸倒引当金戻入額 — —
その他運用収益 520 475
合　計 309,140 337,342

（5） 資産運用費用明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
支払利息 545 1,508
商品有価証券運用損 — —
金銭の信託運用損 — —
売買目的有価証券運用損 — —
有価証券売却損 10,964 2,487
有価証券評価損 4,334 13,517
有価証券償還損 1,044 83
金融派生商品費用 1,405 —
為替差損 13,334 39,590
貸倒引当金繰入額 369 5,142
貸付金償却 — —
その他運用費用 858 1,236
合　計 32,857 63,567

（6） 利息及び配当金等収入明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
預貯金利息 231 278
有価証券利息・配当金 250,937 274,425

公社債利息 90,448 90,359
株式配当金 2,061 2,162
外国証券利息配当金 158,038 181,498

貸付金利息 36,825 34,616
不動産賃貸料 — —
その他共計 293,931 314,368

（7） 有価証券売却益明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
国債等債券 510 3,925
株式等 4,553 1,676
外国証券 9,184 11,047
その他共計 14,247 16,649

（8） 有価証券売却損明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
国債等債券 925 —
株式等 796 1,333
外国証券 9,241 1,154
その他共計 10,964 2,487

（9） 有価証券評価損明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
国債等債券 — —
株式等 59 4,735
外国証券 4,274 8,781
その他共計 4,334 13,517

（10）	商品有価証券明細表
該当ありません。

（11）	商品有価証券売買高
該当ありません。
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（12）	有価証券明細表
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

国債 5,761,688 53.2 5,751,996 51.6
地方債 88,432 0.8 87,989 0.8
社債 301,298 2.8 317,760 2.9

うち公社・公団債 — — — —
株式 60,179 0.6 55,323 0.5
外国証券 4,596,972 42.5 4,915,799 44.1

公社債 3,792,487 35.0 3,822,782 34.3
株式等 804,485 7.4 1,093,017 9.8

その他の証券 11,932 0.1 9,815 0.1
合　計 10,820,504 100.0 11,138,685 100.0

（13）	有価証券残存期間別残高
2018年度末 （単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超
（期間の定めのないものを含む） 合　計

有価証券 89,724 207,295 606,601 316,047 507,619 9,093,216 10,820,504
国債 5,868 627 35,842 14,862 44,644 5,659,843 5,761,688
地方債 — — — — — 88,432 88,432
社債 — 1,206 6,325 8,074 3,347 282,344 301,298
株式 — — — — — 60,179 60,179
外国証券 83,855 205,461 564,432 293,110 459,628 2,990,484 4,596,972

公社債 83,855 205,461 564,432 293,110 459,628 2,185,998 3,792,487
株式等 — — — — — 804,485 804,485

その他の証券 — — — — — 11,932 11,932
買入金銭債権 990 11,380 78,929 42,855 — — 134,155
譲渡性預金 2,031 — — — — — 2,031
その他 — — — — — — —
合　計 92,746 218,675 685,530 358,902 507,619 9,093,216 10,956,692

（注）	�「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づく有価証券として取り扱うものを含んでいます。

2019年度末 （単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超
（期間の定めのないものを含む） 合　計

有価証券 127,650 294,569 412,773 297,493 592,352 9,413,845 11,138,685
国債 613 — 46,562 4,051 65,800 5,634,969 5,751,996
地方債 — — — — — 87,989 87,989
社債 — 4,066 2,531 7,545 10,348 293,269 317,760
株式 — — — — — 55,323 55,323
外国証券 127,037 290,503 363,679 285,897 516,204 3,332,478 4,915,799

公社債 127,037 290,503 363,679 285,897 516,204 2,239,461 3,822,782
株式等 — — — — — 1,093,017 1,093,017

その他の証券 — — — — — 9,815 9,815
買入金銭債権 — 11,668 27,356 7,108 — — 46,132
譲渡性預金 1,989 — — — — — 1,989
その他 — — — — — — —
合　計 129,640 306,238 440,129 304,602 592,352 9,413,845 11,186,808

（注）	�「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づく有価証券として取り扱うものを含んでいます。

（14）	保有公社債の期末残高利回り
（単位：%）

区　分 2018年度 2019年度
公社債 1.50 1.49
外国公社債 3.63 3.46

（注）	�上記利回りは、分母を帳簿価額ベースの日々平均残高、分子を利息及び配当金
等収入として算出しています。
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（15）	業種別株式保有明細表
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

水産・農林業 180 0.3 156 0.3
鉱業 — — — —
建設業 3,642 6.1 2,848 5.1
製造業 食料品 1,563 2.6 1,261 2.3

繊維製品 229 0.4 45 0.1
パルプ・紙 — — — —
化学 1,222 2.0 777 1.4
医薬品 2,770 4.6 1,792 3.2
石油・石炭製品 9 0.0 669 1.2
ゴム製品 1,695 2.8 1,020 1.8
ガラス・土石製品 844 1.4 139 0.3
鉄鋼 101 0.2 112 0.2
非鉄金属 383 0.6 529 1.0
金属製品 452 0.8 371 0.7
機械 1,881 3.1 796 1.4
電気機器 3,352 5.6 1,568 2.8
輸送用機器 8,084 13.4 5,615 10.2
精密機器 388 0.6 526 1.0
その他製品 249 0.4 488 0.9

電気・ガス業 1,843 3.1 1,856 3.4
運輸・情報通信業 陸運業 1,985 3.3 2,177 3.9

海運業 — — — —
空運業 992 1.6 330 0.6
倉庫・運輸関連業 — — — —
情報・通信業 4,845 8.1 4,777 8.6

商業 卸売業 5,363 8.9 5,319 9.6
小売業 2,299 3.8 1,272 2.3

金融・保険業 銀行業 6,091 10.1 4,719 8.5
証券、商品先物取引業 1,289 2.1 858 1.6
保険業 3,522 5.9 9,781 17.7
その他金融業 2,797 4.6 3,639 6.6

不動産業 293 0.5 157 0.3
サービス業 1,804 3.0 1,713 3.1
合　計 60,179 100.0 55,323 100.0

（注）	業種区分は、証券コード協議会の業種別分類項目に準拠しています。

（16）	貸付金明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
保険約款貸付 24,703 25,828

契約者貸付 19,320 20,378
保険料振替貸付 5,383 5,450

一般貸付 854,892 824,878
（うち非居住者貸付） （796,860） （771,834）

企業貸付 633,388 628,381
（うち国内企業向け） （58,001） （53,020）
国・国際機関・政府関係機関貸付 50,474 35,474
公共団体・公企業貸付 171,000 161,000
住宅ローン 17 16
消費者ローン — —
その他 11 6

合　計 879,595 850,707
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（17）	貸付金残存期間別残高
2018年度末 （単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超
（期間の定めのないものを含む） 合　計

変動金利 0 — — — — — 0
固定金利 50,005 19,001 14,000 15,005 146,998 609,879 854,892
一般貸付計 50,006 19,001 14,000 15,005 146,998 609,879 854,892

2019年度末 （単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超
（期間の定めのないものを含む） 合　計

変動金利 — — — — 19 — 19
固定金利 19,000 0 14,000 15,006 249,482 527,369 824,858
一般貸付計 19,000 0 14,000 15,006 249,502 527,369 824,878

（18）	国内企業向け貸付金企業規模別内訳
（単位：件、百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
占率 占率

大企業 貸付先数 2 33.3 2 40.0
金額 28,000 48.3 28,000 52.8

中堅企業 貸付先数 — — — —
金額 — — — —

中小企業 貸付先数 4 66.7 3 60.0
金額 30,001 51.7 25,020 47.2

国内企業向け貸付計 貸付先数 6 100.0 5 100.0
金額 58,001 100.0 53,020 100.0

（注）	1.	業種の区分は以下のとおりです。

業　種 ① 右の ②〜④ を除く全業種 ② 小売業、飲食業 ③ サービス業 ④ 卸売業
大企業 従業員 資本金10億円以上 従業員 資本金10億円以上 従業員 資本金10億円以上 従業員 資本金10億円以上
中堅企業 300人超 資本金3億円超 50人超 資本金5千万円超 100人超 資本金5千万円超 100人超 資本金1億円超

かつ 10億円未満 かつ 10億円未満 かつ 10億円未満 かつ 10億円未満
中小企業 資本金3億円以下

又は常用する従業員300人以下
資本金5千万円以下

又は常用する従業員50人以下
資本金5千万円以下

又は常用する従業員100人以下
資本金1億円以下

又は常用する従業員100人以下
	 2.	貸付先数とは、各貸付先を名寄せした結果の債務者数をいい、貸付件数ではありません。
	 3.	個人企業及び個人事業主については、中小企業に区分されています。
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（19） 貸付金業種別内訳
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

国
内
向
け

製造業 — — — —
食料 — — — —
繊維 — — — —
木材・木製品 — — — —
パルプ・紙 — — — —
印刷 — — — —
化学 — — — —
石油・石炭 — — — —
窯業・土石 — — — —
鉄鋼 — — — —
非鉄金属 — — — —
金属製品 — — — —
はん用・生産用・業務用機械 — — — —
電気機械 — — — —
輸送用機械 — — — —
その他の製造業 — — — —

農業・林業 — — — —
漁業 — — — —
鉱業、採石業、砂利採取業 — — — —
建設業 — — — —
電気・ガス・熱供給・水道業 — — — —
情報通信業 — — — —
運輸業、郵便業 20,000 2.3 20,000 2.4
卸売業 — — — —
小売業 — — — —
金融業・保険業 33,001 3.9 33,020 4.0
不動産業 5,000 0.6 — —
物品賃貸業 — — — —
学術研究、専門・技術サービス業 — — — —
宿泊業 — — — —
飲食業 — — — —
生活関連サービス業、娯楽業 — — — —
教育、学習支援業 — — — —
医療・福祉 — — — —
その他のサービス — — — —
地方公共団体 — — — —
個人（住宅・消費・納税資金等） 29 0.0 22 0.0
合　計 58,031 6.8 53,043 6.4

海
外
向
け

政府等 50,474 5.9 35,474 4.3
公共団体・公企業貸付 163,000 19.1 153,000 18.5
金融機関 426,386 49.9 426,360 51.7
商工業（等） 157,000 18.4 157,000 19.0
合　計 796,860 93.2 771,834 93.6

一般貸付計 854,892 100.0 824,878 100.0
（注）	国内向けの区分は、日本銀行の貸出先別貸出金（業種別、設備資金新規貸出）の業種分類に準拠しています。

（20）貸付金使途別内訳
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

設備資金 26,018 3.0 26,016 3.2
運転資金 828,874 97.0 798,861 96.8
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（21）	貸付金地域別内訳
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

北海道 0 0.0 — —
東北 — — — —
関東 58,000 100.0 53,000 100.0
中部 — — 19 0.0
近畿 — — — —
中国 — — — —
四国 — — — —
九州 1 0.0 0 0.0
合　計 58,001 100.0 53,020 100.0

（注）	1.	個人ローン、非居住者貸付、保険約款貸付等は含んでいません。
	 2.	地域区分は、貸付先の本社所在地によります。

（22）	貸付金担保別内訳
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

担保貸付 250,405 29.3 250,378 30.4
有価証券担保貸付 250,387 29.3 250,361 30.4
不動産・動産・財団担保貸付 17 0.0 16 0.0
指名債権担保貸付 — — — — 

保証貸付 96,001 11.2 96,020 11.6
信用貸付 508,484 59.5 478,479 58.0
その他 — — — — 
一般貸付計 854,892 100.0 824,878 100.0

うち劣後特約付貸付 247,701 29.0 237,702 28.8

（23）	有形固定資産明細表
■ 有形固定資産の明細

2018年度 （単位：百万円、%）

区　分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額 償却累計率
土地 4,973 — — — 4,973 — — 
建物 7,150 676 24 652 7,150 24,094 77.1 
リース資産 984 182 — 240 926 657 41.5 
建設仮勘定 — — — — — — — 
その他の有形固定資産 776 383 18 328 812 3,046 78.9 
合　計 13,883 1,242 42 1,221 13,862 27,797 — 

うち賃貸等不動産 — — — — — — — 

2019年度 （単位：百万円、%）

区　分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額 償却累計率
土地 4,973 — — — 4,973 — —
建物 7,150 519 22 534 7,112 24,501 77.5
リース資産 926 89 — 259 756 833 52.4
建設仮勘定 — — — — — — —
その他の有形固定資産 812 542 21 373 958 3,199 76.9
合　計 13,862 1,151 44 1,168 13,801 28,533 —

うち賃貸等不動産 — — — — — — —

■ 不動産残高及び賃貸用ビル保有数 （単位：百万円）

区　分 2018年度末 2019年度末
不動産残高 12,123 12,085

営業用 12,123 12,085
賃貸用 — —

賃貸用ビル保有数 — 棟 — 棟
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（24）	固定資産等処分益明細表
該当ありません。

（25）固定資産等処分損明細表
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
有形固定資産 42 44

土地 — —
建物 24 22
リース資産 — —
その他 18 21

無形固定資産 83 5
その他 1 0
合　計 127 50

うち賃貸等不動産 — —

（26）	賃貸用不動産等減価償却費明細表
該当ありません。

（27）	海外投融資の状況
① 資産別明細
イ. 外貨建資産 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

公社債 2,025,518 36.3 2,083,822 36.0
株式 593 0.0 1,077 0.0
現預金・その他 981,659 17.6 1,178,158 20.3
小　計 3,007,770 53.9 3,263,057 56.3

ロ. 円貨額が確定した外貨建資産 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

公社債 — — — —
現預金・その他 — — — —
小　計 — — — —

ハ. 円貨建資産 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

非居住者貸付 796,860 14.3 771,834 13.3
公社債（円建外債）・その他 1,778,307 31.9 1,758,492 30.4
小　計 2,575,168 46.1 2,530,327 43.7

ニ. 合計 （単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

海外投融資 5,582,939 100.0 5,793,385 100.0
（注）	「円貨額が確定した外貨建資産」は、為替予約が付されていることにより決済時の円貨額が確定し、当該円貨額を資産の貸借対照表価額としているものです。
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② 地域別構成
2018年度末 （単位：百万円、%）

　区　分 外国証券 非居住者貸付公社債 株式等
金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率

北米 2,862,411 62.3 2,064,916 54.4 797,495 99.1 12,055 1.5
ヨーロッパ 951,545 20.7 944,554 24.9 6,990 0.9 445,998 56.0
オセアニア 164,660 3.6 164,660 4.3 — — — —
アジア 151,722 3.3 151,722 4.0 — — 70,000 8.8
中南米 319,992 7.0 319,992 8.4 — — 247,332 31.0
中東 72,895 1.6 72,895 1.9 — — — —
アフリカ 54,485 1.2 54,485 1.4 — — 15,000 1.9
国際機関 19,259 0.4 19,259 0.5 — — 6,474 0.8
合　計 4,596,972 100.0 3,792,487 100.0 804,485 100.0 796,860 100.0

2019年度末 （単位：百万円、%）

　区　分 外国証券 非居住者貸付公社債 株式等
金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率

北米 3,222,843 65.6 2,130,330 55.7 1,092,513 100.0 12,055 1.6
ヨーロッパ 961,120 19.6 961,120 25.1 — — 435,999 56.5
オセアニア 160,918 3.3 160,918 4.2 — — — —
アジア 137,656 2.8 137,656 3.6 — — 70,000 9.1
中南米 304,369 6.2 303,865 7.9 503 0.0 247,306 32.0
中東 69,173 1.4 69,173 1.8 — — — —
アフリカ 43,028 0.9 43,028 1.1 — — — —
国際機関 16,690 0.3 16,690 0.4 — — 6,474 0.8
合　計 4,915,799 100.0 3,822,782 100.0 1,093,017 100.0 771,834 100.0

③ 外貨建資産の通貨別構成
（単位：百万円、%）

区　分 2018年度末 2019年度末
金額 占率 金額 占率

米ドル 3,007,770 100.0 3,263,057 100.0
合　計 3,007,770 100.0 3,263,057 100.0

（28）	海外投融資利回り
（単位：%）

2018年度 2019年度
3.36 3.26

（29）	公共関係投融資の概況（新規引受額、貸出額）
（単位：百万円）

区　分 2018年度 2019年度
公共債 国債 120,096 78,023

地方債 5,500 —
公社・公団債 — —
小　計 125,596 78,023

貸付 政府関係機関 — —
公共団体・公企業 — —
小　計 — —

合　計 125,596 78,023

（30）	各種ローン金利
当社における一般貸付の金利は、市場金利実勢を反映して決定されています。
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（31）	その他の資産明細表
2018年度 （単位：百万円）

資産の種類 取得原価 当期増加額 当期減少額 減価償却累計額 当期末残高
入会保証金等 163 59 208 — 163
その他 1,997 171 221 1,377 620
合　計 2,161 231 429 1,377 784

2019年度 （単位：百万円）

資産の種類 取得原価 当期増加額 当期減少額 減価償却累計額 当期末残高
入会保証金等 164 2 1 — 164
その他 2,800 804 181 1,556 1,243
合　計 2,964 806 183 1,556 1,407

5. 有価証券等の時価情報（一般勘定）
�　P.161〜166をご参照ください。（特別勘定はありません）

特別勘定に関する指標等
該当ありません。

保険会社及びその子会社等の状況

保険会社及びその子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況（連結ソルベンシー・マージン比率）� （単位：百万円）
項　目 2018年度末 2019年度末
ソルベンシー・マージン総額	 （A） 1,535,945 1,604,076

資本金等 517,137 559,339
価格変動準備金 59,232 64,092
危険準備金 102,991 105,489
異常危険準備金 — —
一般貸倒引当金 712 941
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・	
繰延ヘッジ損益（税効果控除前））×90％（マイナスの場合100％） 229,227 122,442

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） △9,034 △8,899
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 — —
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 556,466 573,433
負債性資本調達手段等 — 30,000
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び	
負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 — —

控除項目 — —
その他 79,213 157,236

リスクの合計額	 （B） 318,265 362,155
保険リスク相当額	 R1 17,943 18,938
一般保険リスク相当額	 R5 — —
巨大災害リスク相当額	 R6 — —
第三分野保険の保険リスク相当額	 R8 43,106 44,358
少額短期保険業者の保険リスク相当額	 R9 — —
予定利率リスク相当額	 R2 104,972 102,439
最低保証リスク相当額	 R7 — —
資産運用リスク相当額	 R3 199,922 245,779
経営管理リスク相当額	 R4 7,318 8,230

ソルベンシー・マージン比率
965.1% 885.8%

（注）	上記は、保険業法施行規則第86条の2、第88条及び平成23年金融庁告示第23号の規定に基づいて算出しています。

（　R12+R52+R8+R9）2+（R2+R3+R7）2 +R4+R6

（A）
（1/2）×（B） ×100
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� ご契約者保護に関する制度について

　保護機構は、保険業法に基づき設立された法人であり、
保護機構の会員である生命保険会社が破綻に陥った場合、
生命保険に係る保険契約者等のための相互援助制度とし
て、当該破綻保険会社に係る保険契約の移転等における資
金援助、承継保険会社の経営管理、保険契約の引受け、補
償対象保険金の支払いに係る資金援助及び保険金請求権
等の買取りを行う等により、保険契約者等の保護を図り、
生命保険業に対する信頼性を維持することを目的としてい
ます。
　保険契約上、年齢や健康状態によっては契約していた破
綻保険会社と同様の条件で新たに加入することが困難にな
ることもあるため、保険会社が破綻した場合には、保護機構
が保険契約の移転等に際して資金援助等の支援を行い、加
入している保険契約の継続を図ることにしています。
　保険契約の移転等における補償対象契約は、運用実績連
動型保険契約の特定特別勘定（※1）に係る部分を除いた国内
における元受保険契約で、その補償限度は、高予定利率契
約（※2）を除き、責任準備金等（※3）の90%とすることが、保険
業法等で定められています（保険金・年金等の90%が補償
されるものではありません（※4））。
　なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の削減
に加え、保険契約を引き続き適正・安全に維持するために、

契約条件の算定基礎となる基礎率（予定利率、予定死亡率、
予定事業費率等）の変更が行われる可能性があり、これに伴
い、保険金額・年金額等が減少することがあります。合わせ
て、早期解約控除制度（保険集団を維持し、保険契約の継続
を図るために、通常の解約控除とは別に、一定期間特別な
解約控除を行う制度）が設けられる可能性もあります。

（※1）	�特別勘定を設置しなければならない保険契約のうち最低保証（最低死亡保険
金保証、最低年金原資保証等）のない保険契約に係る特別勘定を指します。更
生手続においては、当該部分についての責任準備金を削減しない更生計画を
作成することが可能です（実際に削減しないか否かは、個別の更生手続のなか
で確定することとなります）。

（※2）	�破綻時に過去5年間で常に予定利率が基準利率（*1）を超えていた契約を指し
ます（*2）。当該契約については、責任準備金等の補償限度が以下のとおりとな
ります。ただし、破綻会社に対して資金援助がなかった場合の弁済率が下限と
なります。

	 �高予定利率契約の補償率
	 　＝90%−｛（過去5年間における各年の予定利率−基準利率）の総和÷2｝
	 （*1）�基準利率は、生保各社の過去5年間の平均運用利回りを基準に、金融庁長

官及び財務大臣が定めることとなっています。現在の基準利率について
は、保護機構のホームページで確認できます。

	 （*2）�一つの保険契約において、主契約・特約の予定利率が異なる場合には、主
契約・特約を予定利率が異なるごとに独立した保険契約とみなして、高予
定利率契約に該当するか否かを判断することになります。また、企業保険
等において被保険者が保険料を拠出している場合で被保険者ごとに予定
利率が異なる場合には、被保険者ごとに独立の保険契約が締結されてい
るものとみなして高予定利率契約に該当するか否かの判断をすることに
なります。ただし、確定拠出年金保険契約については、被保険者が保険料
を拠出しているか否かにかかわらず、被保険者ごとに高予定利率契約に該
当するか否かを判断することになります。

（※3）	�責任準備金等とは、将来の保険金・年金・給付金の支払いに備え、保険料や運
用収益などを財源として積み立てている準備金等をいいます。

（※4）	�個人変額年金保険に付されている年金原資保証額等についても、その90%が
補償されるものではありません。

（注）	1.	�上記の「財政措置」は、2022年3月末までに生命保険会社が破綻した場合に対応する措置で、会員保険会社の拠出による負担金だけで資金援助等の対
応ができない場合に、国会審議を経て補助金が認められた際に行われるものです。

	 2.	�破綻処理中の保険事故に基づく補償対象契約の保険金等の支払い、保護機構が補償対象契約に係る保険金請求権等を買い取ることを指します。この
場合における支払率及び買取率については、責任準備金等の補償限度と同率となります（高予定利率契約については、（※2）に記載の率となります）。

● �補償対象契約の範囲・補償対象契約の補償限度等を含め、本掲載内容はすべて現在の法令に基づいたものであり、今後、法令の改正により変更される可能性があります。

生命保険会社が破綻した場合の保険契約の取り扱いに関するお問い合わせ先 
生命保険契約者保護機構　電話：03-3286-2820� ホームページアドレス  http://www.seihohogo.jp/
受付時間 月〜金曜日（祝日・年末年始を除く） 9：00〜12：00、13：00〜17：00

負担金の拠出
　会員である生命保険会社は、保護機構の定款に定める基準により、毎年、負担金を納付しています。2019年度の全会員保
険会社の負担金額は330億円であり、うち当社は約19億円を拠出しています。

　当社は、「生命保険契約者保護機構」（以下、保護機構）に加入しています。保護機構の概要は、以下のとおりです。

救済保険会社が現れた場合

救済保険会社が現れない場合

会員保険会社

民間金融機関等

国

破綻保険会社 保護機構

救済保険会社

仕組みの概略図

補償対象保険金支払いに係る資金援助

保険契約の全部・一部の移転、合併、株式取得

保険契約者等 保険金等の支払い

負担金の拠出

資金貸出
資金援助

補償対象
保険金の支払い

（注2） 財政措置（注1）
保険金請求権等の買取り（注2）

会員保険会社

民間金融機関等

国

保護機構

承継保険会社

補償対象保険金支払いに係る資金援助

保険契約者等 保険金等の支払い

負担金の拠出

資金貸出補償対象
保険金の支払い

（注2）
財政措置（注1）保険金請求権等の買取り（注2）

保険契約の承継
保険契約の引受け

破綻保険会社

http://www.seihohogo.jp/
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	 	 （金銭の信託）......................................................（該当ありません）164
	 	 （デリバティブ取引）..............................................................164～166
10.	経常利益等の明細（基礎利益）.......................................................167
11.	�計算書類等について会社法による会計監査人の監査を受けている

場合にはその旨................................................................................168
12.	�貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について金融

商品取引法に基づき公認会計士又は監査法人の監査証明を受けて
いる場合にはその旨...........................................（該当ありません）168

13.	�代表者が財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の
有効性を確認している旨..................................................................168

14.	�事業年度の末日において、保険会社が将来にわたって事業活動を継
続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その
他保険会社の経営に重要な影響を及ぼす事象が存在する場合には、
その旨及びその内容、当該重要事象等についての分析及び検討内
容並びに当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策の具
体的内容.............................................................（該当ありません）168

Ⅵ.	業務の状況を示す指標等

	 1.	主要な業務の状況を示す指標等
	 	 （1）決算業績の概況...............................................................8、68〜77
	 	 （2）保有契約高及び新契約高..........................................................169
	 	 （3）年換算保険料..............................................................................169
	 	 （4）保障機能別保有契約高..................................................170〜171
	 	 （5）個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約高...............171
	 	 （6）個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約年換算保険料	
	 	 　 .....................................................................................................171
	 	 （7）契約者配当の状況......................................................................176
	 2.	保険契約に関する指標等
	 	 （1）保有契約増加率..........................................................................177
	 	 （2）新契約平均保険金及び保有契約平均保険金（個人保険）......177
	 	 （3）新契約率（対年度始）.................................................................177
	 	 （4）解約失効率（対年度始）.............................................................177
	 	 （5）個人保険新契約平均保険料（月払契約）..................................177
	 	 （6）死亡率（個人保険主契約）.........................................................178
	 	 （7）特約発生率（個人保険）.............................................................178
	 	 （8）事業費率（対収入保険料）.........................................................178
	 	 （9）�保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた

主要な保険会社等の数..............................................................178
	 	 （10）�保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた

保険会社等のうち、支払再保険料の額が大きい上位5社に対す
る支払再保険料の割合............................................................178

	 	 （11）�保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた
主要な保険会社等の格付機関による格付に基づく区分ごとの
支払再保険料の割合...............................................................178

	 	 （12）未収受再保険金の額...............................................................178

本統合報告書（ディスクロージャー誌）は、一般社団法人生命保険協会が定める開示基準に基づいて作成しています。
当該開示基準に定める開示項目は、以下のページに掲載しています。

生命保険協会統一開示項目索引
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� 生命保険協会統一開示項目索引

	 	 （13）�第三分野保険の給付事由又は保険種類の区分ごとの、発生保
険金額の経過保険料に対する割合.........................................178

	 3.	経理に関する指標等
	 	 （1）支払備金明細表..........................................................................179
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.......................................................................（該当ありません）180

	 	 （6）契約者配当準備金明細表..........................................................181
	 	 （7）引当金明細表..............................................................................181
	 	 （8）特定海外債権引当勘定の状況
	 	 （特定海外債権引当勘定）............................（該当ありません）181
	 	 （対象債権額国別残高）................................（該当ありません）181
	 	 （9）資本金等明細表..........................................................................181
	 	 （10）保険料明細表...........................................................................181
	 	 （11）保険金明細表...........................................................................182
	 	 （12）年金明細表...............................................................................182
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	 	 （16）事業費明細表...........................................................................183
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	 	 （18）リース取引..................................................（該当ありません）183
	 	 （19）借入金残存期間別残高...........................................................183
	 4.	資産運用に関する指標等
	 	 （1）資産運用の概況
	 	 　 （年度の資産の運用概況）....................................................73、184
	 	 　 （ポートフォリオの推移〈資産の構成及び資産の増減〉）..........185
	 	 （2）運用利回り..................................................................................186
	 	 （3）主要資産の平均残高..................................................................186
	 	 （4）資産運用収益明細表..................................................................186
	 	 （5）資産運用費用明細表..................................................................186
	 	 （6）利息及び配当金等収入明細表..................................................186
	 	 （7）有価証券売却益明細表..............................................................186
	 	 （8）有価証券売却損明細表..............................................................186
	 	 （9）有価証券評価損明細表..............................................................186
	 	 （10）商品有価証券明細表.................................（該当ありません）186
	 	 （11）商品有価証券売買高.................................（該当ありません）186
	 	 （12）有価証券明細表.......................................................................187
	 	 （13）有価証券残存期間別残高.......................................................187
	 	 （14）保有公社債の期末残高利回り................................................187
	 	 （15）業種別株式保有明細表...........................................................188
	 	 （16）貸付金明細表...........................................................................188

	 	 （17）貸付金残存期間別残高...........................................................189
	 	 （18）国内企業向け貸付金企業規模別内訳....................................189
	 	 （19）貸付金業種別内訳...................................................................190
	 	 （20）貸付金使途別内訳...................................................................190
	 	 （21）貸付金地域別内訳...................................................................191
	 	 （22）貸付金担保別内訳...................................................................191
	 	 （23）有形固定資産明細表
	 	 　　 （有形固定資産の明細）...........................................................191
	 	 　　 （不動産残高及び賃貸用ビル保有数）....................................191
	 	 （24）固定資産等処分益明細表.........................（該当ありません）192
	 	 （25）固定資産等処分損明細表.......................................................192
	 	 （26）賃貸用不動産等減価償却費明細表..........（該当ありません）192
	 	 （27）海外投融資の状況
	 	 　　（資産別明細）............................................................................192
	 	 　　（地域別構成）............................................................................193
	 	 　　（外貨建資産の通貨別構成）....................................................193
	 	 （28）海外投融資利回り....................................................................193
	 	 （29）公共関係投融資の概況（新規引受額、貸出額）.....................193
	 	 （30）各種ローン金利........................................................................193
	 	 （31）その他の資産明細表...............................................................194
	 5.	有価証券等の時価情報（一般勘定）
	 	 （有価証券）............................................................................161〜163
	 	 （金銭の信託）......................................................（該当ありません）164
	 	 （デリバティブ取引）..............................................................164～166

Ⅶ.	保険会社の運営

	 1.	リスク管理の体制......................................................................91〜93
	 2.	法令遵守の体制.........................................................................86〜88
	 3.	�法第百二十一条第一項第一号の確認（第三分野保険に係るものに

限る。）の合理性及び妥当性.............................................................180
	 4.	�指定生命保険業務紛争解決機関が存在する場合、当該生命保険会

社が法第百五条の二第一項第一号に定める生命保険業務に係る手
続実施基本契約を締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約の
相手方である指定生命保険業務紛争解決機関の商号又は名称　　	
�指定生命保険業務紛争解決機関が存在しない場合、当該生命保険
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る苦情処理措置及び紛争解決措置の内容.....................................110

	 5.	個人データ保護について..........................................................89〜90
	 6.	反社会的勢力との関係遮断のための基本方針................................ 88

Ⅷ.	特別勘定に関する指標等........................（該当ありません）194

Ⅸ.	保険会社及びその子会社等の状況........................134、194
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■ 当社保険に関するお問い合わせ先

0120-5555-95 （通話料無料）  

受付時間 �月〜金曜日 9：00〜18：00／ 土曜日 9：00〜17：00	
（祝日・年末年始を除く）

音声ガイダンスでご案内し、お問い合わせ内容によって担当者におつなぎします。
お電話の内容は、当社業務の運営管理、サービス充実などの観点から録音させていただいています。

■ 保険金・給付金のお支払いに関するお問い合わせ先
保険金・給付金等の支払事由が生じた場合や、お支払いの可能性があると思われる場合、 
また、ご不明な点がある場合は、下記までご連絡ください。

0120-555-877 （通話料無料）  

受付時間 � オペレーターによる受付	
月〜金曜日（祝日・年末年始を除く） 9：00〜17：00	
自動音声応答サービス／年中無休（24時間受付）

お電話の内容は、当社業務の運営管理、サービス充実などの観点から録音させていただいています。

アフラック ほっとサービス24ご契約者様専用

保険商品のパンフレット、保険料控除証明書のご請求等を受け付けています。

0120-555-844 （通話料無料）  

年中無休／24時間音声対応

オフィシャルホームページ

https://www.aflac.co.jp

https://www.aflac.co.jp
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